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序　章
1　情報化社会の到来とビジネス
　情報や知識が、物やエネルギー以上に有力な資源になり、情報の価値の生産
を中心に発展していく社会、すなわち情報化社会の到来が間近に迫っていると
いう議論が盛んになされたのは、1970年代であった。　「日本は、いま、情報化
社会への進展の最中にある。1970年代から1980年代にかけて、徐々に、工業化
社会から情報化社会に入っていくだろう。その移行は連続的ではあるが、テン
ポは相当速い。何年か経ってみると、革命的ともいえるような変化が社会で進
行していることに気づく。その中に住む人間は、そこから大きな影響を受けな
いわけにいかない。」1と、未来学者が「予言」していた。
　それからワン・ジェネレーション以上の歳月が流れ、新世紀に入った今、現
代はまさに誰でもが高度情報化社会に暮らしているということを実感せざるを
得ない時代へと突入している。それはまさに、かつてダニエル・ベルの唱えた
未来社会である脱工業の社会（post　industrial　society）であり、　P．　F．ドラ
ッカーが知識社会（knowledge　society）と名づけ、財やサービスではなく、知
識が技術に代わって経済発展の推進力になり、知識に携わるものが権力を握る
社会と規定した社会2である。
　情報化が進展し、情報インフラが整備されるに伴い、社会、経済、文化など、
われわれを取り巻く環境はかつてないほどの速度で、日々急激な変化を遂げつ
つある。農業社会から18世紀の産業革命を経て到達した工業社会と、それに続
く情報化社会という発展段階の歴史に学べば、現在は、かつてトーマス．S．ク
ーン　（Thomas　S．　Kuhn）が唱えたパラダイム3の、転換期にあると捉えなければ
1岸田純之助『情報化社会の生き方・考え方』日本生産性本部，昭和45年，i頁．
2Diucker，　P．　F，17re　．・ige〔ofDiScontiimity　Harper＆Row　Publishers，　Inc．，1969．林雄二郎訳『断絶の時代一来るべ
き知識社会の構想一』ダイヤモンド仕349～366頁。第4部の知識社会によると、財やサービスではなく、創
意と情報をつくり出し、流通させるのが「知識産業」であるが、アメリカ経済の収入と支出の2ドルに1ドルは、
創意や情報をっくり出し流通させ6’ことから生じ、創意や情報を得るのに費やされるという。っまり、知識は
一国の国際的な決定要因としての性格を強めている。また、教育を受ける人々が、知識の面で行進的な諸国か
ら先進的位置にある国へ流れる「頭脳流出」についての議論もますます多くなされるようになっている。
3Thomas　S．　Ku｝m，　The　Strueture　of　Sciθntific　revo／utions　The　University　of　Chicago　Press，1962．中
山茂訳『科学革命の構造』みすず書房，58－73頁。トー・一一マスはパラダイムの転換について以下のように述べて
いる。（1）一般的に受け入れられているパラダイムでは説明できない異常の発見が生じる。最初のうちは、こ
ういった変則性は、偽物あるいは虚偽として無視されるか、っじつまが合うようにモデルが拡大解釈される。
（2）無視したりっじつまを合わせたりするだけでは抑えきれないほど、そうした変則性の数が増加する。そして、
観測報告ではなく、むしろパラダイムの方が誤っているということがわかる。（3）新発見を説明する新たなるパ
ラダイムが成立する。（4）過渡期には・新しいパラダイムが体制側から議論を挑まれ、時には古いパラダイムに
1
ならない時代にあるといえよう。そうであれば、これまでの工業化社会におい
て確立してきた物事の、あり方、考え方、手法など、変わらなければならない
ものがあるはずである4。
　本論においては、ビジネス活動に焦点を当て、現在の情報化社会をE．F．シュ
ーマッハー（Schumacher，　E．　F．）の代表的著書名である、　「小さいことは素晴
らしい：Small　is　Beautiful」5というパラダイムへの転換期であるという前提
の下に、新しいビジネスのあり方、考え方、ひいてはその手法を検討しようと
するものである。
2　ニュー一・－eビジネス・クリエーション6と既存企業の革新行動の必要性
　日本においては、1990年代初頭のいわゆる「バブル景気の崩壊」以降、経済
は長期的な低迷を続け、混迷する政治状況とあいまって依然として先行きの見
えない閉塞状況が続いている。
　一方、国外に目を転じると、1970年代の不況を克服した米国経済は、かつて
ジャパン・アズ・ナンバーワンといわれた日本経済の窮状を尻目に、乱高下を
繰り返しながらも総体としてみれば活気を失ってはいない。現在の米国経済好
調の根底にある活力源は、多産多死型といわれるほど次々に生まれ続けるスモ
ール・ビジネスの持つ積極果敢なチャレンジ精神にあるとされ、ハイテク分野
に限らず様々な分野における新規設立企業の目覚しい発展と、それらの企業が
経済全体にもたらした貢献が大きかったことが指摘されている7。
　これを受けて、第二次大戦後の混乱から立ち直り、先進工業国に追いっこう
とする努力によって一定の成果をあげてきた日本においても、すでに「キャッ
チ・アップの時代」は終わりを告げ、新しい目標が必要となってきている。
らに説明できるようになり・新たな発見を予言できるという理由で受容される。
4　Druckθr，　P．　F，　The　Ecologieal　V7sゴon’Reflθo　tion　on　thθAmet’ican　eondi　tion，　New　Jersey，　t993b，　PP．137
～138．上田惇生他訳『すでに起こった未来一変化を読む眼一』ダイヤモンド社，1994年。ドラッカーは彼の論
文で、今日までのマネジメント理論と実践の基礎となっていた大きな前提のいくつかは、もうすでに不適切と
なり、有効ではないと指摘しながら、2i世紀を目前にマネジメントには全く新しい前提が必要であると述べて
いる。
5Schumach』r，　E．　F，　Snzall　is　Beautiful，　New　York：Harper，1973，小島慶三他訳『スモール　イズ　ビュー
ティフル』講談社学術文庫2003年。「小さいことは棄晴らしい」という概念は、ドイツのエコノミスト、EF・
シューマッハー（EF．　Schumacher）、がその書名を冠した書籍を出版した1973年にさかのぼる。その概念は、
次のことを意味している。社会の生態学的に健全な発展、小規模の経済、中間技術、扱いやすい規模の組織を
産業社会の標準にしようとする努力である。小規模のコミュニティと緩やかな変化はSch㎜acher哲学の核心テ
ーマである。
6いわゆる「ベンチャー企業」や、後に規定する「ベンチャー指向型企業」の設立だけではなく、あらゆる規
模、業種にわたる、企業ないしは事業の創出をすべて含んで「ニュー・ビジネス・クリエーション」とする。
7早稲田大学アントレプレヌール研究会『ベンチャー企業の経営と支援』日本経済新聞it　1994年。アメリカに
おいては、レーガン政権下で大企業の空洞化が進んだが、そのあとを埋めたのが新興のベンチャー企業であっ
た。これらの新興企業の多くが今は中堅企業にまで成長、アメリカ経済の復活を支えている。　「アメリカンド
リームjは現実にまだ可能なのである。
2
　それだけでなく、これまでの多くの大企業における従来型の経営努力（第二
次大戦の終戦からこのかたキャッチ・アップの時代には一定の役割を果たして
きた、大企業を前面に押し立てての「護送船団方式」による経済体制）の限界
の自覚により、新しい企業観、経営観の模索となってあらわれ、近年、第三次
ベンチャー・ブーム8といわれて、新興企業群、いわゆるベンチャー企業とその
牽引車としての起業家、既存企業においては企業内起業家の育成の必要性が高
まったことは記憶に新しい。
　日本経済の再生とこれからの発展を考えるとき、全企業数の98％を占めるい
わゆる中小企業の振興と、停滞しているといわれている大規模企業との双方の
活性化は、もとより、新たな産業を生み出す可能性の源泉としてのニュ・一・一・・ビ
ジネスの創出が不可欠であることは疑うべくもない。しかし、それを達成する
ためには「ベンチャー・ブーム」を文字通り一過性の流行や、「ベンチャー・
キャピタル設立ブーム」9で終わらせるのではなく、現今の閉塞状況の打開に貢
献できる二　・一一・ビジネス・クリエーションのための、起業家ないしは起業家
的指向性が強い人材の育成が不可欠となるであろう。
　しかし、現在開催されている多くの「ベンチャー養成講座」などの起業家育
成策は、　「既存のアントレプレナーシップ講座は、事業計画：書の作成や財務的
なデータ分析、法律上の問題の調査、などの技術的スキルに焦点を置きがちだ
った。」10と指摘される米国の現状が、日本にもそのまま当てはまる。「だがし
かし、アントレプレナーシップは基本的に、技術的な技能についてより、人々
の情熱に関係するものである。」11と考えられるため、この点の掘り下げが特に
必要となるであろう。
3　「ベンチャー」に関する定義の多様性
　上記のごとく、いわゆる「ベンチャー企業」が注目され期待されているとは
いいながら、日本におけるこの分野の研究は本格化してからまだ日が浅い。見
る限りにおいて、この分野での研究は、従来のカテゴリーで言えば「中小企業
論」　「経済政策論」　「経営組織論」などの立場からの研究が多く、　「日本ベン
チャー学会」が発足したのは平成9年と、学問的体系化に向けての努力はその
緒についたばかりであり、ベンチャー企業の定義も論者によりさまざまである。
例えば、
　・中小企業論の範疇において、いわゆるベンチャー企業を大企業と中小企業
8松田修一・大江建編著『起業家の排出』日本経済新聞社，1996年，20頁。
9百瀬恵夫・森下正『ベンチャー型企業の経営者像』中央経済枕1997年，173頁。
10@Bjδrn　Bjerke，　Claes　M．　Hultman，　E）V71REPRnZURIAL　IMiZUiTINC，　EDWARD　ELGAR　PUBLISHING　LTD，　2002，　p．7L
11
　1：bゴd，　P．71
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　　　との中間的な存在として仲堅企業」という位置づけをする立場12。
あるいはより具体的に、
　・「成長意欲の強いリーダーに率いられたリスクを恐れない若い企業で、商
　　品の独創性、事業の独立性、社会性、さらに国際性を持った企業」13ま
　　た、
　・　「経済・社会的環境の中で、既存の大企業や中小企業よりも機動力、柔軟
　　性、意志疎通の容易性、全社体制で目標に向かう集中性を、より高度に発
　　揮する活力ある中小企業」ユ4
などがある。
　多種多様な態様を示す企業実態の観察において、論者によるこのような様々
な定義は、いわゆるベンチャー・ビジネスの概略的な説明として一定の方向を
示してはいるが、ベンチャー・ビジネスの持つ本質的な特性を明示するには至
っておらず、さらに詳細に検討する必要がある。少なくともこれまでの定義で
は、従来からの中小企業とベンチャー・ビジネスとの差異、従来の「創業」「独
立開業」と「起業家ベンチャー」の違いなど、説明及び議論が十分なされてい
るとはいえないからである15。
4　ブラックボックスとしての「起業家による革新性創出」
　1980年代から始まった米国のニュー・ベンチャー発展の原因を究明し、それ
を手本として現在の経済的閉塞状況にある企業経営の窮状を打開しようとする
日本の経営者にとって、新事業、新製品の開発をはじめとする創造的、革新的
な活動は必要不可欠なものである。しかし、これまでのビジネス研究の成果は、
革新的ニュー・ビジネス創出のためのみならず、既存企業の創造的革新にとっ
ても、適切な意思決定の参考となって現実の問題解決に役立つものとしては決
して満足できるものとはなっていない。
　その原因の一つは、「ビジネス」に関する研究、とりわけ経営管理論やマー
ケティング論など、日本において「経営学的分野」に分類される研究は、すで
に企業などが組織化され、事業が開始されていることを前提としての「マネジ
メント」の研究に重点が置かれてきたことにあるのではないかと思われるので
ある。
　確かに、いわゆるベンチャー企業研究の分野でも、リーダーシップによる組
12ｴ成忠男『ベンチャー・中小企業優位の時代』東洋経済新報＊L　1996年，78頁。
13早稲田大学アントレプレヌール研究会編『ベンチャー企業の経営と支援』日本経済新聞社，1994年，20頁。
14百瀬・森下，前掲書，8頁。
15ﾊ常、ベンチャー企業は、従来の経営学や中小企業論の中で議論されていることが多し㌔しかし、ベンチャ
ー企業論は、企業がどのように起業し成長していくかのプロセスを理論化する動態論からのアプローチによる
分析理論であるため、ベンチャー企業論は独自の学問として確立すべきであると思われる。
4
織の柔軟性や瞬発力などに着目した組織論的に注目すべき、優れた研究はこれ
までもなされてきた。しかし、市場に対して革新的経営行動をとろうとする場
合、決定的に重要なのは「どのように管理するのか」を問う前に、　「何を出発
点とするのか」が問題とされなければならないであろう。
　いかに洗練された組織、優れた運営方式を持っていても、根本的な「事業、
製品のコンセプト」と、それを体現する提供物（offerings）16が市場において評
価され、受入れられるものでなければ以後の経営努力は実を結ばず、市場にお
ける成功は見込めない。それゆえ、多くの経営者が、常軌的経営活動のマネジ
メントを中心にしてなされてきたこれまでの研究成果を、そのまま企業の革新
行動に適用することは難しいと考えるのも故なしとはしないのである。広く知
られる、松下幸之助の「やってみなはれ」という言葉はこのことを的確に表現
している。そしてそれは、「やって見なければわからない」「百の議論より一っ
の実行」という、氏自身の経験から導き出された経営者としての本音であろう。
　いかなる精緻な理論も調査も、その分析視点と分析能力次第で、そこから導
き出される結論が正反対のものになってしまうこともありうるということを考
えると、「やってみなはれ」という言葉は経営者のとるべき積極的、挑戦的な
姿勢として、経営活動全般に一つの有益な指針を示すものである。しかし、「や
ってみなければわからない」というのではあまりにリスクが大きすぎる。事業、
製品の創造的イノベーションをもくろむ際に「やってみなはれ」以上の指針を
求める経営者は少なくないはずである。
　ここに、マネジメント以前の問題として「何をいかにイノベーションしたら
良いのか」、およびその前提としての「イノベ’ションはいかにして生まれる
のか」、「起業家による革新性創出」のメカニズムはどのようなものなのか」、
について検証することの必要性が存在するのである。
5　小規模企業におけるマーケティングの重要性
　マーケティングは一般的に、製造や財務のような機能とともに、企業のビジ
ネス機能の一部と捉えることができるが、そのようなビジネス機能の厳密な区
分は、小規模企業にとっては無意味な場合が多い。極端な例ではあるが、これ
らの機能をたった一人のオーナー経営者だけで担っている場合さえあるからで
ある。
　仮に、複数の少人数が係わっている事業であっても、小規模企業においては、
すべてのメンバーが、マーケティングを含めたすべてのビジネス機能に携わる、
よろず屋のようなものでなければならないことが多い。そのような場合は特に、
16本論，第1章を参照のこと。
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マーケティングが他の諸機能に優先する最も重要な課題となろう。
　これについてビョルン・ビエルケ（Bj6rn　Bjerke）とクラエス・M・ハルトマ
ン（Claes　M．　Hultman）は、次のように指摘している。　「小規模企業の管理者や
ビジネス学者は、（後者については最近までそうではなかったし、まだ皆がそ
うなったわけではないが）小規模企業のマーケティングは、大規模で確立され
た企業のマーケティングのミニ版ではなく、また、そうあるべきではないこと
に気づき始めた。さらに重要なことは、マーケティングが小規模企業の成功に
おいて特別な役割を果たしているということであろう。『マーケティングの上
手さによって成功したのにもかかわらず、マネジメントが下手なために失敗し
た起業家的な小規模企業』という言葉がある。これは一面の真理を表している。
新設企業ベンチャーは、そのビジネスを確立し、また生き残り続けるために、
遅かれ早かれ（初めての、あるいは反復顧客として）多くの顧客を引き付けな
くてはならない。これは原則として、マーケティングを通してなされなければ
ならないことである。換言すれば、マーケティングは小規模企業の成長に密接
に関係しているのである。」エ7として、小規模企業自身の成功と発展に対するマ
ーケティング活動の重要性、および小規模企業のマーケティングの特殊性に言
及している。
　しかし、同書でも主張されているように、筆者は大規模企業が行うマーケテ
ィング活動の社会、経済的な重要性や、ビョルン・ビエルケらが言うところの
「従来型の主流のマーケティング」の手法によるビジネスの可能性を否定する
ものではない。また、もちろん重要なイノベーションが大規模企業によっても
たらされる場合が多い事実を無視するものでもない。
　ただ、大規模企業、特に、いわゆる「大企業病」に罹っていると思われる既
存の大規模企業が、時には小規模の独立した企業、新規設立企業であるかのよ
うに、あるいは、小規模企業の集合としての事業体グループのごとくに運営し
ようとする方向に向かっていることに注目するのである。すなわち、それは、
多くの成熟した大規模企業が、1980年代になって米国において指摘され始めた、
戦略的組織の完成に伴って生じた「アナリシス・パラリシス（Analysis
Paralys　is）」18と呼ばれる状態に陥った況状や、「社内起業家（lntrapreneur＞」
ロ　Bj6rn　Bjerke，　Claes　M．　Hultman　oP．　cit．，　P13
18ｵ口充輝『マーケティング・パラダイム』有斐閣，2000年，271頁．「分析麻痺症候群とでもいいうる状況を
意味する。今日のビジネスは、投資単位が大きく、また市場環境も複雑で予測が難しいことから、すべてのビ
ジネス行動において慎重になる傾向がある。その結果、あらゆる科学的分析技法や統計的なデータ処理方法を
駆使して将来行動の確実性を求めようとする。しかし、この方法は多くの場合、革新的行為をストップさせて
企業の前進を阻んでしまう。組織内にイエス・マンしかいない状態も困るが、そうかといって分析のみが進み
すぎて思い切った革新を阻むリスク回避型のノー・一・一■マン（何でも反対する人）ばかりになっても厄介である。こ
のような状況は企業を憶病にさせ、投資や意思決定のタイミングを狂わせ、大きな飛躍を不可能にするからで
ある。その意味で、マーケティングにおいても、その実行の重要性がとくに強調され、重箱のスミを突くよう
6
を著したギフォード・ヒ゜ンチョー（Gifford　Pinchot　m）が指摘する、「大企業は、
スピード、柔軟性、革新性、物事を自発的に決めようという強い意識などの点
で、問題を抱えている。」19という認識により、小規模企業および新規設立企業
が持つと思われる優位性を大規模企業にも取入れようとする企業行動が社内起
業家活動として現出していると捉えるのである。少なくともそれは、マーケテ
ィングの見地において、また、マネジメント行動においても、成功した小規模
企業のマーケティングやマネジメントからこそ学ぶべきものがある、という理
解のもとに採られている企業行動のように思われるからである。そして、それ
はまさに、本論において筆者が追求しようとする重要なテーマの一つである。
6　日本的風土とアントレプレナーシップ
　第3次ベンチャー・ブームが声高に喧伝され、ベンチャー・キャピタルも次々
に設立され、米国に比べれば未だ数少ないながら、日本においても大学学部や
大学院に「ベンチャー企業論」、「起業論」などの講座が設置されはじめてい
る。
　加えて、近年の政府、行政による起業家支援政策は、従来の合理化・近代化
が後れた弱者に対する「指導」から、活力とチャレンジ精神を持ち、可能性を
秘めた企業へのf支援」へという、中小企業政策の変更による施策を中心に充
実されっつあり、ニュー・ビジネス・クリエーションのための制度的な条件整
備は整いつつあるといえる2°。
　しかし、起業家の育成は「人間」を対象としたものであるため、これらの制
度的条件の整備だけで事足りるものではない。日本における「起業」の成功例
は、米国などに比べていまだ数少ないのが実情である。それゆえ、起業家育成
のために必要なものとして、制度面の充実に加えて環境的条件としての風土の
重要性が改めて注目されている。
　一口に風土とはいっても、広くは民族性、国民性からくる「精神風土」、地
域や時代の社会・経済状況を映し出す「産業風土」、日本的経営論などで議論さ
な細かい分析ばかりで組織を停滞させるのでなく、リスクを冒しても果敢に挑戦する実行力のカルチャーをも
つ組織づくりが求められているのである。最も重要な点は、分析と実行の最適バランスにあるのだが、優秀な
スタッフによって過度に分析が進みすぎる大企業の場合は、このアナリシス・バラリシス状況が大きな克服問
題とされている。j
19Gifford　Pinchot皿，　lm刀iZ4PfZGNFLnelA（G，　Harper＆Row　Publishers，　Inc．，1985，清水紀彦訳『企業内起業
家』講談社文庫1989年，520頁。
20日本政府の「中小企業政策」と「ベンチャー企業の育成・支援政策」を簡単に比べてみると、まず、政策の
基本的な理念は、ベンチャー企業育成政策は市場の創出など、市場を尊重している反面、中小企業政策は市場
尊重の概念が弱い。第二、推進する目標において、中小企業政策は量的な拡大を重視している反面、ベンチャ
ー企業育成政策は産業の高付加価値化による質的な向上を目標としている。支援方式においても、中小企業政
策は直接的支援に対し、ベンチャー企業育成政策は間接的支援を行い、将来的により高い経済的効果を上げる
ことを期待している。
7
れるところの経営慣行を核とする「経営風土」に至るまで、幅広い問題に関係
するものであると考えられる。しかし、いずれの風土醸成にも関係する要因の
一つとして、人間形成の場としての教育環境が重要な役割を担っていると考え
られる21。したがって、起業家の育成、ひいてはこれからの日本のビジネスの発
展を考える場合、教育の問題は避けて通れない課題であるといえよう。
7　本諭の流れ　　　　　　　　　　　　　　　　　　t
　企業の革新行動や創造性の理論的、実務的研究は、ビジネス研究においてま
すます重要性を増すであろうし、ニュー・ビジネス・クリエーションとその育
成のためには、なお一層の研究が望まれるところである。
　ところが、いわゆる「ベンチャー企業」の絶対数は、米国に比べ日本において
は未だ数少ない。その上、一般にその成功率は低いといわれていることから、
たとえ現在注目を集めている新興企業であってもその将来は何人にも予測不可
能であるため、経験則追求のための研究対象としては、はなはだ心もとないも
のといえよう。
　また、いわゆるベンチャー・ビジネスのそれも限られた一部が各メディアを
通して大々的に伝えられているために、例えばビル・ゲイツ氏（マイクロソフ
ト社）のコンピュータ・ソフト市場における驚異的な成功の強い印象などによ
って、ハイテク・ベンチャーだけがベンチャ・・一・一企業であるといった理解や、独
立創業のすべてがベンチャー・ビジネスであるといったような混乱や誤解を招
く恐れがある。したがって、論者によって定義が様々に異なる状況の下で実施
される政府・行政の育成支援策が、これからの日本経済の活性化に不可欠とさ
れるニュー・ビジネス・クリエーションとその育成にとって適切であるかどう
かにも不安が残る。
　また、実際に企業を経営する立場、あるいは個別企業のコンサルティングの
場面においても、議論のための共通言語となるべき基礎概念が統一を欠く状態
では、それに基づく分析を現実に適用する際、不都合を生じることは明らかで
あろう。このような誤解や不都合を解消し、さらなる議論、研究に導くために
は、まず、そのための共通基盤を構築する必要がある。
　そこで、第1章において、いくつかの用語を整理した上で、筆者の「ビジネ
21起業風土の格差は、産業構造や企業活動の相違だけではなく、国や地域における歴史や文化の違いにも起因
する。産業・経済の側面から見て、新規事業を起こすためには、各種のインフラの整備も重要であるが、アメ
リカにおいて起業インフラとして最も大きな役割を担っているのは、大学による起業家教育であると言われて
いる。
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ス研究」の立脚点を明らかにし、第H章以降のニュー・ビジネス・クリエーシ
ョン研究の糸口としたい。
　第ll章では、企業の革新行動一新評価基準による企業分類とその分類から見
た革新企業、とサブ・タイトルをつけ、まずイノベーションの概念を整理し、
従来の企業分類法の問題点を指摘し若干の整理を試みるなかで、いわゆるベン
チャー・ビジネス22の本質的な特性を明らかにするとともに、従来の企業分類法
に代えて、企業の質的側面を重視した新たな定性的企業分類法を検討し、その
分類法による「ベンチャー指向型企業」概念を提示する。
　次に、第皿章では、起業家に必要不可欠な能力はいかなるものであるかを、
アントレプレナーシップについての過去の研究を整理して検討する。従来、事
業や製品の革新的アイデアの創出あるいは発見プロセスは、ブラックボックス
として扱われてきているきらいがあると捉え、これを「アイデア創出段階にお
ける起業家能力の重層構造」と「起業家による革新的アイデアの創出メカニズ
ム」という二つの視点で明らかにし、起業家ないしは起業家的組織に必要な能
力として「四つの暗黙知」を検討し、企業の内部能力と外部環境との相互作用
のメカニズムの分析枠組みであり意思決定モデルとしての「4S知モデル」を提
示したい。
　第IV章では、「ベンチャー指向型企業戦略の展開」と題して、「ベンチャー
指向型企業戦略」の、原理、形成、適用可能性について整理するとともに、ベ
ンチャー指向型企業戦略の展開に不可欠な「イノベーション」について、科学
的技術によるイノベーションと、マネジメント的技術によるイノベーションの
実際の態様として発現する、製品によるイノベーション、生産工程によるイノ
ベーション、マーケティング機能遂行手段のイノベーション、ビジネス・モデ
ルのイノベーションを検討するなど、第H章で見てきたイノベーションをより
詳しく検討してみる。
　続く第V章では、従来の主流となっているマーケティング理論の研究成果と、
その研究成果として生まれた独自概念、マーケティングの下位領域と視点を見
た後、起業家的マーケティングの登場の背景にあるマーケティング・マネジメ
ント・スタイルの変化、および起業家的マーケティングとベンチャー指向型企業
戦略の関係、起業家的マーケティングの目指すものを述べ、起業家的マーケテ
ィングの独自の視点として、起業家的マーケティングの製品開発プロセスを例
示する。さらに、『起業家的マーケティング』のこれまでの研究業績を、レオ
ナルド・M・ロディッシュ他とイアン・チャストンの実証的研究、およびビョル
22ベンチャー・ビジネスという呼び名は、1970年代に入って登場した言葉で、中村秀一郎・清成忠男教授らに
よってつくられた和製英語だが、そのもとになる概念は、1950年代末には米国において誕生していた。日本で
は70年代初頭に第1次創設ブーム、そして80年代に第2次創設ブームがおきたとされる。
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ン・ビエルケらの研究を要約することによって概観する。
　第VI章では、既存企業が展開する社内起業家活動（社内ベンチャー）を、ベ
ンチャー指向型企業戦略による既存企業の経営革新であると捉え、独立起業家
と社内起業家の共通点と相違点、社内ベンチャーの方式と目的などを整理した
後、社内ベンチャーの成功に不可欠な組織破壊の実例を、米国「3M社」と「船
井電機」のケースによって示す。
　第VII章においては、　「知的財産」の戦略的活用こそが、ベンチャー指向型企
業戦暗の要諦であるという認識の下、経営資源としでの「ヒト、モノ、カネ」
に加えて、情報、知識、ノーハウなど、無形の知的財産の保全と積極的な活用
法を検討する。この領域は、従来のマーケティング論、経営管理論、ベンチャ
ー企業論などでは、見る限りにおいてあまり触れられてはこなかった。しかし、
「知識」の重要性が圧倒的に高まりつつある現代企業において、ことに目に見
える資産が一般的に少ないと思われる小規模企業や新規設立企業においては、
企業の発展はもちろん、その死命を制する重要な領域であることを指摘する。
　第Vlllffでは、「ベンチャー指向型企業戦略をリードする起業家の輩出と育成」
と題し、起業家の輩出とその育成はどうあるべきかについて、　「制度」と「風
土」の関係を再確認する。この視点をもとに、現在進められている起業家育成
のための環境整備の現状を概観してその問題点を整理したのち、特に教育環境
に焦点を当てて、　「日本的風土」という環境における今後の起業家および起業
家的企業育成のあり方を考察したい。
　第IX章では、これまでの各々の章における検討をべ一スに、現実企業の経営
診断に生かす考え方として、個別企業の観察にあたってはベンチャー指向度と
いう新たな基準による診断、また、顧客価値は一企業内のみで生み出されるも
のではなく、関係する企業それぞれのリレーションシップによって生成するも
のであるため、　「価値星座」に関係するネットワークにおけるコラボレーショ
ン、ならびに企業の社会性の診断が必要であることを主張した後、これからの
診断士の新たな役割を提案する。
　最終章である第X章では、ヤマト運輸の宅急便事業開発のケース、日清食品
のチキンラーメンとカップヌードル開発の事例によるケース・スタディーによ
って、第m章で提示した、「四つの暗黙知」を検証するとともに、「4s知モデ
ル」の一般性を検討する。
8　本研究の目指すもの
　本論は、以上のような流れで展開するが、本論におけるアントレプレナーシ
ップの捉えかたは、図表序一1で示すごとく、過去の経済学者を中心とする論
者たちが起業家研究において捉えたような従属変数ではなく、行動科学者たち
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の形質アプローチの捉え方による独立変数としてでもない。現代の起業家研究、
ないしはベンチャー・ビジネス研究におけるアントレプレナーシップの性格の
捉えかたは、結果としてマクロ的な経済成長と発展につながる、ニュー・ビジ
ネス創出のための媒介変数と考える視点が主流となっており23、筆者も同様な観
点に立っものである。
　また、本研究は、後に詳述する「ベンチャー指向型企業」24の過去における成
功例を、中小規模企業の成功、成長・発展の格好の研究素材を提供するもので
あると捉えて研究対象とし、統合的な「ビジネス理論」の確立のための一助と
しようとするものである。それは、いわゆるベンチャー企業を、現代社会に特
有のものとしては見ないことを意味している。たとえ経済的、社会的な時代背
景は異なっていたとしても、過去において事業、製品のイノベーションに成功
し、新たな産業分野をも生み出すほどの成功に至った企業群を「ベンチャー指
向型企業」という基準で捉えなおし、その特性を分析することによって、まず
既存のビジネス理論の成果に照らし合わせ、さらには革新的アイデア創出のメ
カニズムを探求して、現今の閉塞した日本経済の活性化のカギと期待されるニ
ュー・ビジネスの創出とその成功のため、および低迷しているといわれている
大規模企業の再活性化に向けたヒントを得ようとするものである。
　ビョルン・ビエルケらが指摘するように、　「これまで数多くの成長理論が存
在し、アントレプレナーシップに関する研究は、少なくとも2世紀もの間続けら
れてきている。そして、マーケティングは永年の間に高度に確立された業務と
なった。しかし、それにもかかわらず、これら三つの組合せ、すなわち、アン
みレプレナーシップを通して厳する、イ／・縷礫のマー－8’ティングめ研究は、
いまだ誰もが手を付けていない」25分野であると思われる。
23Bj6rn　Bjerke，　Claes　M．　Hultrnan．　op．　cit，，　PP．59－6L
24拙稿「ベンチャー企業研究のための若干の整理、ベンチャー指向型企業概念」明治大学大学院『商学研究論
集』第10号，1999年2月。「ベンチャー指向型」企業は、「アントレプレナーシップが旺盛なリーダーによって統
率され、斬新な技術、サービス及びシステムの開発による競争優位性を原動力として新市場を開発し、マーケ
ティング活動を主体的に展開する企業」である。
2s　Bj6m　Bjerke，　Claes　M．　Hultman．　op，　cit．　p．15．
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図表序一1　アントレプレナーシップの役割26
盈立変数としでのアンみレプレナーシソプ
　　　（行動科学者たちのアプローチ）
琵属変数としでのアンみレプレナーシソプ
　　（経済学者たちのアプローチ）
T一ましい
経済状況
餅麟としでのアンみレプレナーシソプ
　　　　（現代的アプローチ）
　経済・
社会状況
???
最後に「技術よりも、マーケティングが新しいベンチャーの成功あるいは失敗
の理由となることが多い。しかし、起業家的な状況に対処するとき、何が有効
で、何が使えないのかに関する詳細な手引きはまだ少なく、真剣な研究は皆無
261bid．，　pp，59－61の図を参考にして新たに作成。
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に近い。この本は、今日の多くの起業家がその事業を発展させるために、時間
と金や努力を効率よく利用するために役立てて頂くことを意図している。本書
それ自体が、起業家的マーケティング思考の産物である。」27と述べている起業
家的マー・一・ケティングの研究者たちの思いと同様に、本研究そのものが、筆者に
内在するアントレプレナーシップの発露であることを付記しておきたい。
27Leonard　M．　Lodish，　Howard　Lee　Morgan，　and　Amy　Kallianpur　冊㎜11ン4L渉Ml｛XBTIII｝～を7一乙θ550η5倉rα刀
〃har亡oη，sPio／7θθrゴ〃9　tUZIA　Cotzrse，　John　Wiley　＆　Sons，　Inc．，　200LP，短
13
1　ビジネスを対象とする理論的研究と
　　　　　　ビジネス実践
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はじめに
　マーケティングの研究分野における、マー一・・ケティングは「科学」か、はたま
た「標準化されたアート」なのかについての議論には、いまだ決着がついてい
ない。しかし、この議論が果たして「決着がつく」性質のものかどうかという、
より根本的な疑問もわいてくる。
　マーケティングの分野は勿論のこと、もとより広くビジネスー般の研究にお
いては、理論の研究方法に端を発する「科学」論争をはじめ、研究成果として
の「理論」と、その実践への応用などについて数々の論争がなされてきている。
たとえば、現在ではマーケティングの一機能分野と考えられている広告理論に
おいても、その記述的、ないし叙述的な色あいが濃いことへの批判、換言すれ
ば、広告理論におけるセオリーの内容の重点を、研究者の直観や内省に依存す
るような「叙述科学」1的なものから、一定の定理や方法論がより確立した、研
究者の直観や主観によって左右されないような高度な普遍性をその内容に要求
される学問領域である「厳密科学」2的なものに移行させねばならない、という、
過去になされた提案などもそのひとつである。
　元来、厳密科学は生物学や物理学、天文学のような自然科学の領域において
発展してきたのであるが、今日では、この厳密科学の方法はあらゆる科学に取
り入れられてきている。しかし、人間・社会現象の問題解明に関する各学問分
野においては、研究対象の数量化は分析ツールの未発達にはばまれて極めて困
難であり、そこにおいては厳密科学における方法よりも叙述科学としての手法
が使われることが多く、その仮説を科学的に検証することは自然科学の領域に
おけるそれよりも非常に遅れていることは確かであろう。　「遅れている」とい
う表現を使うのは、社会科学においても厳密科学的方法の使用が可能であるこ
とを前提としていることはいうでもない。しかし、自然科学と杜会科学の基本
的な相異を問題として、社会科学は自然科学の持つ客観性を持ち得ない、とい
う反論も予想される。
　このような考え方に対しては、H．　A．サイモンが、彼の著書「経営行動」3の
中で明解な解答を示している。彼に従えば、
　　　●　社会科学の対象とする問題は自然科学におけるそれよりも複雑であ
　　　　　　る
　　　●　社会科学においては実験が困難である
という二つの理由による自然科学と社会科学の区別は基本的には重要ではない、
1田中靖政『行動科学』筑摩総合大学初版，筑摩書房，1970年，56頁。
2同上書。
3　Herbert　A．　Simon，　Aoiminis　trative　behavior　－A　Study　of　decision　－making　Process　in　admJ’nistra　tive
organization－Macmillan　Company，1957．松田武彦・高柳暁・二村敏子共訳『経営行動』ダイヤモンド枇1971
年，325－326頁。
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として退けられる。すなわち「複雑性」は程度の問題であり、自然科学で扱わ
れてきた比較的込み入った現象が、比較的単純な社会現象よりも複雑でないか
どうかを問うてみればその答えは明らかだ、と言うのである。
　また、実験が可能か否かも真の区別とはなりえない、とされる。　「自然科学
のうち最初に発達した天文学は、その法則を見いだすのに、決して実験室を利
用することはできなかった。」4からである。　「もし社会科学と自然科学との間
に基本的差異があるとすれば社会科学が、知識・記憶、および期待によって、
その行動に影響を受ける人間を扱っているという事実によるものである。」5が、
しかし「このことは、人間行動〔及び社会的なその他の行動〕（カッコ内筆者）
についての、　「根拠のある法則」を述べることが不可能であることを意味しな
い。それは単に、社会法則の記述に含まれるべき変数の1つとして、その法則が
述べようとしている人間行動の当事者の知識と経験の状態がある、ということ
を意味しているにすぎない。」6のである。
　筆者は、同様な見地に立つが故に、社会科学における厳密科学的方法の導入
による検証一客観性の確保を「不可能なもの」として捉えず、あくまで、現在
ではいまだ発展途上にあると捉えるのである。しかし、厳密科学的方法を絶対
視し、叙述科学的方法を無視するものではないことは当然である。
　近年における数量的解析ツール（シミュレーション、ゲーム理論、情報理論、
確率理論など）の発達にともない、人間行動や社会現象の解明に関するアカデミ
ズムの各領域においても厳密科学的な方法論が導入され、新しい社会科学の道
を歩み始めている7。この社会科学の新たな発展こそが、筆者の目指すところの
「ビジネス理論」の形成に重大なるインパクトを与えることはたしかであろう。
しかし、このことがすなわち、マーケティングを含むビジネス理論が「科学か
ア・・一一・トか」の議論に決着をつけることにはならない。
　そこで、筆者のビジネス理論についての考え方のスタンスを示すために、い
くつかの用語について若干の整理をしておきたい。
1　ビジネス理論の二つの視点
　米国のマーケティング学者であるケリー（E．J，　Kellyと）レイザー（W．　Lazer）
は、　「マーケティング・セオリーは、サイエンティフィック・セオリーとテク
ニカル・セオリーを一応区別して考えることが重要である。」8と述べ、また刀
4同上書。
5同上書。
6同上書。
7田中靖政，前掲書。
8Eugene　J．　Kelly，　Williatn　Lazer，　3fanageria！　Uarkθting　third　edition，　Richard　Dirking　lnc．，1967．片
岡・村田・貝瀬共訳『マネジリアル・マーケティング』下巻，丸善株式会紘197t年，675頁。
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根武晴博士9は、Seinの観点とSollenの観点という2つの用語を用いて、マーケ
ティング論の分野において2つの観点から研究する必要を指摘している。
　この2つの観点からする研究は、マーケティング論に限らずビジネスに関連
する理論の他領域にもあてはまる。例えば、粟屋義純教授は、広告現象の研究
に関して、　「広告を経済的概念として捉えるとすれば、個別の企業によって意
識的、計画的に行なわれる広告活動と、それらの個別の広告活動が社会的に総
合せられて意志性も計画性も捨象せられた、無意志的な社会現象として現れる
広告現象の二つに区別せられなければならない。」1°としているがごとくである。
　このように、マーケティング論とその下位機能領域とも考えられる広告論に
限らず、企業活動一般の研究における視点として、これら二つの立場を規定す
ることは、筆者も否定するものではない。むしろ、二つの視点は明確に区分さ
れるべきものであると考えるのであるが、ここで改めて問題とするのは、従来
使用されてきた、これら二つの視点に対する呼び名と、それぞれの概念の内容
についてなのである。
　例えば、　「マクロ」と「ミクロ」という用語は、マクロスコーピック（巨視
的）とミクロスコーピック（微視的）との対比による研究視点の分類によって、そ
の言葉が示すとおり、視覚の「広さ」を基準としていると考えられるのである
が、このような言い方の根底には、ときとして、ミクロ研究＝企業のビジネス・
ツールとして捉えた研究＝技術論、マクロ研究＝社会経済的機能の研究＝本質論
という理論図式が横たわっている恐れがあることに疑問を抱くのである。
　筆者は、このような考え方は適当ではないと考えている。なぜなら、ビジネ
ス理論におけるマクロかミクロかという視点は、それぞれの視点に立って研究
する人間の、研究の「観点」の違いに過ぎないと捉えるからである。
　また、従来のマクロ的研究とミクロ的研究の分類においては、二つの視点か
ら研究した理論は全く別個のものとして扱われることが多いと思われ、それぞ
れの理論が相互依存的な関係を持つものであるとする筆者の考えとは、若干そ
のニュアンスが異なるものとなっている。
　清水晶博士も指摘するがごとく、「（経済のマクロ的観察とか、ミクロ的観察
とかいうことの意味は）例えばミクロ的観察といっても、それは企業経営の経営
活動だけを観察するとか、企業経営の内部の問題だけを考察するとかいうこと
を意味するものではなくて、企業経営の観点に立って経済の問題を観察すると
いうことである。つまり、企業経営の観点を通して経済を観察し、考察すると
いうのであって、決して企業経営それ自体の経営活動だけを問題にするもので
9清水晶・三上富三郎・北島忠男・刀根武晴編『現代の流通論一2つのマーケティング』同文館1968年，54頁。
IoI屋義純『広告管理』ダイヤモンド社，1955年，8頁。
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あってはならないのである。それと同時に、マクロ的観察ということも、ただ
単に社会全般にわたる経済の問題を総体的に観察するというものではなくて、
社会全般の観点を通して経済を観察し、考察するのでなくてはならないのであ
る。しかもこの両者ともに、観察しようとするものは、実にわれわれの「経済
生活」そのものである。つまりこの両者とも、同一のものを観察し、考察しよ
うとするのである。だからこの両者は、それぞれ別個のものとして、ばらばら
に取り扱われては意味がなく、この二つの観察を総合することによって、真に
正しい観察が行いうるものであることを忘れてはならない。」11のである。
　そこで、従来使用されてきた「マクロ的視点」および「ミクロ的視点」とい
う呼称に対応しつつ、それらの視点の相異点や相互依存的関係を、より適切に
現わし得るものとして、あらためて「Seinの視点」と「Sollenの視点」という
用語によって、ビジネス理論における2つの視点を整理したい。
　（1）rSein」とrSollen」
　　①“Sein”の視点
　まず、“Sein”の視点に立った研究とは、その言葉が示すように「いかにあ
るか」に関する視点であるといえよう。理論科学と実践科学、純粋科学と応用
科学、という分類をするならば、この“Sein”の視点は理論科学ないし純粋科
学のカテゴリーに入る視点であることは、この視点による研究の命題設定の仕
方を見れば自ずと明白である。つまり、　「いかにあるか」ということを、もう
少し詳しく言えば、「しかじかの事態は、常に、しかじかの条件を伴う。」と
いうことであり、　「しかじかの事態を生み出すためには、しかじかのことがな
されなければならない」という言い方はなされないからである。
　　②“Sollen”の視点
　次に、“Sollen”の視点とは、　「いかにしたら良いか」　「いかにすべきか」
の視点である。
　ビジネスに付随するすべての現象や人間行動は社会的な行動現象であり、そ
の行動主体たる個別企業（製造、卸、小売、サービス業などの営利企業に限らず、
非営利事業も含む）は、その行動を自己の目的、目標とするところに、より適合
したものにするために、準拠すべき行動法則を科学的に究明する必要を持って
いる。従って、ここにおける理論は、“Sein”視点から、その視点を根本的に
転i換して、　“Sollen”視点による、意思決定者の立場に立った、自己の行動法
則追求のための理論でなければならないのである12。そのように理解すれば、
u清水晶、『経営学全書30・マーケティング経営論』丸善株式会社，1970年，18頁。
IZｯ様のことを村田教授も指摘している。　「組織的知識体系として、マーケティング・サイエンスを考えると
きは、まずマーケティング・サイエンスの二っの局面が浮彫りにされる。……純粋科学としてのマーケティン
18
“Sollen”視点によるビジネス研究は、実践科学、応用科学的性格を持ったも
のであると言えよう。
　しかし、　“Sollen”＝「いかにすべきか」　「いかにしたらよいか」というの
は、倫理的な意味合いにおける善悪を意味するものではないということに留意
する必要がある13。もし仮に、ここで言う「善悪」が倫理的意味を持って使われ
るなら、実践科学ないし応用科学としての性格を持った科学的なビジネス理論
は成立しないことになってしまう。何故なら、　「科学的命題」とは、観察でき
る世界および、その世界の動き方についての記述であり、事実的意味合いにお
いて、それが事実であるか虚偽であるかを断定できないかぎり、それは科学的
であるとは言えないからである。
　従って、ここで言う善悪は、ある手段が特定の目的に役立つか否かについて
使われる。すなわち、行動主体である個別企業ないしは組織の目的達成に役立
てば、それは「善」であり、役立たなければ「悪」なのである。この、役立っ
か否かという問題は純粋に事実に関するものであり、倫理的内容を表すもので
はないことを認識する必要があろう。
　（2）　「本質論」と「技術論」
　前節において、ビジネスに関する理論は、その命題を使用する者の「観点」
の違いによって、理論科学としての形と実践科学としての形を取り得ることを
明らかにした。このことを筆者が強調してきたのは、従来のビジネスに関する
理論における、　「本質的なもの」と「技術的なもの」についての考え方に疑問
を抱いたからに他ならない。
　広告論の分野では、ヴァイル（R．S．　Vaile）やボーガン（E　L　Vougan）を始
めとする、よりアカデミックな理論の確立を目指した、いわゆる「本質論的広
告論j14は、それまで行なわれてきた非科学的にして断片的な、いわゆる技術論
的広告論に不満を持ち、その反動として、広告論を、理論的、科学的な「学問」
として成り立たせようとして起ったものであると言われ、今日においても理論
的な科学としての「広告学」を確立しようとする研究者の共通の基盤となって
いる15。確かに、「本質の究明」を、すなわち「客観的合法則性の追求」である
として、それを目指すことこそ広告理論をも含むビジネス理論の科学化である
とする点では、筆者が主張するところと何ら異なることはない。しかし、ここ
グは、マーケティング・システムの構造と、行動法則を究明することであり、応用科学としてのマーケティン
グは、マーケティング・システムの構造と行動法則の解明に基づいて、合理的システム設計を目指すものであ
る。」村田昭治『マーケティング・システム論』有斐閣，1970年，223頁。
13Herbert　A，　Slmon，前掲訳書，松田他訳323頁。
14久保村・村田編『広告論』有斐閣双書　1971年，61頁。
且5白髪武『広告とPRの研究』ミネルヴァ書房，1969年，4頁。
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で抱く疑問は、一部の論者が、従来の実践的ビジネス論（いわゆる技術論）が科
学的根拠を持たないものであると指摘して、その非科学的である原因を「立場」、
言い換えれば研究者の「動機」に求めている点16である。
　先に見てきたごとく、科学における客観的な合法則性追求が、それ自身を目
的として行なわれるとき、それは、いうまでもなく理論科学であり、また、視
点を根本的に変換して、その原理ないし法則性の追求が、それを実践に応用し
ようとする動機を持って研究され、同時に、その原理の実践への応用を如何に
するのかの研究は、これまた実践科学ないし応用科学として、科学としての実
体を持ったものとして認めうるのである。
　このことを考えれば、ビジネス理論において科学的であるか否かの問題は、
ビジネス理論を企業経営の手段として使う立場にあるのか、または消費者大衆
の立場にあるのか、などによって判断すべきものではないことは明白である。
一部のいわゆる実践的ビジネス理論が経験則の寄せ集めの段階にとどまってお
り、そのため、科学的根拠が薄弱であるとして、その原因を、研究者の立場や
動機と直接結び付けて断定するのは早計であると言わなければならないであろ
う。
　以上みてきたごとく、ビジネス理論における二つの視点は、理論科学と実践
科学、純粋科学と応用科学という二つの側面を表すものであるといえるのであ
り、これらの理論の次元はきびしく区別されるべきであるが、このことはまた、
両者が決して無関係で全く別個のものであることを示すものではない。二つの
視点の差異は、その命題を使用する人間の観点と、それに付随した差異だけで
あり、本質的であるか技術的であるか、というような分類では区分けできるも
のではないと考えられるのである。
2　ビジネス理論形成への努力
　（1）ビジネスの本質
　ビジネスに関する理論は様々あるが、日本においては「ビジネス論」ないし
は「ビジネス理論」として、アカデミックな意味合いにおいてビジネス活動を
広範に網羅した領域はこれまで存在してこなかった。米国のアカデミズムにお
いて、　「経済学」と「ビジネス研究」が、二つの大きな潮流を形成しているこ
ととは若干ニュアンスを異にしている。
　このことは、日本においては、企業研究がマクロ経済に対するミクロ経済と
いう研究の流れによる個別経済研究から始まったという歴史的経緯により、経
済学から派生、発展してきた商学や経営経済学が、米国などの先進理論の導入
夏6土屋好重『現代広告論』中央経済社，1970年，1頁。
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と平行したその後の展開の中で、企業活動を研究対象とする学問として、経営
管理論、経営組織論、マーケティング論など、アカデミズムを追求するために
はやむをえないことではあるが、それぞれ個別に独自の発展をしてきたことと
無縁ではないと思われる。しかし、現代企業の企業活動を、より現実に即した
形で統合的に研究しようとする場合、個別に精緻化されてきたこれらの学問領
域を再整理することが必要となろう。それにはまず、研究対象となる、ビジネ
スとは何かを考えなければならない。
　下記の図は、筆者が考えるビジネス活動の全体像を、P，　Eドラッカーがいう
「事業の本質」を参考にして概念的に示したものである。
　P．F。ドラッカーは、「事業の目的として有効な定義はただ1つである。それ
は顧客を創造すること」エ7であって、利益の最大化ではない、という。つまり、
利益の極大化を究極の目的として、一時的な利潤を追い、顧客を失えば事業は
継続できないからである。したがって、「利益や利益率は、企業や事業の目的
ではなく、条件」18であり、　（中略）事業における行動や意思決定の理由や、原
因や、根拠ではなく、妥当性の尺度である。」19としている。筆者は、ビジネス
の目的として、この定義に「顧客の維持」を加えた。また、ビジネスの基本テ
ーマは「継続のための成長（拡大・変化）」であり、それを達成するための基
礎となる理念を「顧客満足」におくものと考えるのである。
　ただし、事業目的である、　「存続のための成長」については、ドラッカーと
同様に、「企業にとって、より大きなものに成長することは必ずしも必要では
ない。しかし、常により優れたものに成長する必要はある。」2°ということから、
（拡大・変化）を付け加えたのである。
　また、ドラッカーは二っの企業家機能をあげている。すなわち①マーケティ
ングと、②イノベーションである。彼自身が、「イノベーションは、価格引下
げであってもよい。」と述べているように、マーケティングをどのように規定
するのかにもよるが、この2つについては完全に分離できる機能ではないと思
われるのであるが、図上では、説明の便宜上から分けておいた。
　つまり筆者は、ビジネスとは「顧客満足を基礎とする理念によって顧客の創
造、獲得、維持を図り、拡大又は変化による成長で事業を継続せしめるため、
「ヒト」、　「モノ」、「カネ」、「情報」などの経営資源を、マーケティング
とイノベーションという2つの企業家機能によって最適に組み合わせる活動で
あり、利益はビジネス活動の妥当性およびその成果の尺度となるものである」
17Peter　F．　Drucker㎜舳6παr　O俘〃棚α燭Harper＆Row　Publishers．　Inc．，1993．上田惇生訳『P．　F．
ドラッカー一・現代の経営』上巻，ダイヤモンド祉2002年，44－55頁。
18同上書。
19同上書。
20同上書。
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と考えるのである21。
図表1－1　ビジネス活動の全体像
基本テ…一マ
理
?
企業家機能
経営資源
存続のための成長（拡大・変化）
顧客満足
顧客の創造、獲得と維持
マーケティング
　　機能
イノベーション
　　機能
ヒト・カネ・モノ・情報
????????????????????【??
　（2）　ビジネス研究の範囲
では、ビジネスの本質を上記のごとく捉えた場合、それを理論的に研究し、
ビジネス理論として統合するためには、分析対象の範囲をどのように設定すべ
きであろうか。
　清水晶博士は、現代の経営における経営活動の理論研究、分析対象の範囲22を、
「現代の経営経済における経営活動の分析」として次のように図示している。
図表1－2　現代の経営経済における経営活動の分析23
21Ti㎜ons，　J．　A，　IVev・Business　Crea　tion，4th　edition，　Irwin，　Inc，，1994，　Ti㎜onsは、成功する企業家と
は、ベンチャー・ビジネスの各成長段階において、それぞれ必要最低限の経営資源のみを使おうとし、可能な
限り必要な経営資源を保有することなく、影響力をもつことによって、それらをコントロールしようとするこ
とであると指摘している。こうした考え方をTi㎜onsは経営資源の最適配列と極小化と説明している。
22 ｴ水晶『経営能率の原理一テイラー理論への回帰』同文舘出版，1970年，240－242頁。
23同上書，241頁。
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（その1）
（その2）
経営活動の 構成要素活動 経営目的活動
経営活動の 横断的分化 人 財 購 生 販
縦断的分化 事 務
? ?
売
人 財 購 生 販
経広
c義 経営政策
?? ?? ?? ?? ??
の
? ? ? ? ?
?
人 財 購 生 販
理 狭義の 事 務 ? 産 売
経営管理 ? ? ? ? ?
理 理 理 理 理
人 財 購 生 販
経営実施 事
? ?
産 売
実 実
? ?
実
施 施 施 施 施
①経営の構成要素に関する活動というディメンジョン
　・　人事活動（personnel　activities）
　・財務活動（financial　activities）
②経営の目的遂行に関する活動というディメンジョン
　・生産活動（manufacturing　activities）
　・　営業活動ないしマーケティング活動（marketing　activities）＝販売
　　　活動（selling　activities）および購買活動もしくは仕入れ活動
23
　　　（buying　activities）をあわせたもの
③経営の管理に関する活動というディメンジョン
　・　経営政策（policy　determination）もしくは意思決定（decision　making）
　・　経営管理（management）
　・　経営実施（operat　ions）
　清水晶博士は、　「現代の経営における経営活動は、このように3つのディメ
ンジョンから観察することができるのであり、また分析することができるので
ある。」と指摘している。
　本論において、これらのすべての側面に言及することは不可能であるが、筆
者が使用するところの「ビジネス理論」とは、まさに清水晶博士が示している、
これらの範疇に入る活動のすべてを研究対象とするものであり、その理論化を
目指すものであるといえよう。
　（3）ビジネス研究におけるマーケティング研究の理論的位置
次に、ビジネス理論は、どのような理論的枠組、ないし理論的アプローチをと
るのが適切な方法なのであろうか。ここでは、ビジネス活動に包含されるマー
ケティング行動を解明しようとする、マーケティング理論の動向について触れ
ておくことが、論を進める上で必要であると考える。
　近年のマーケティング・マネジメント論ないしマネジリアル・マーケティン
グにおいては、その理論的枠組と理論的基礎を、経済学をはじめとする、いか
なる単一の学問領域にも求めてはいない。オルダーソン（W，Alderson）24は、マー
ケティング理論は、理論としての形式要件を具備せねばならないのはもちろん、
より現実適合的、より包括的でなければならず、従って、人間の意思決定行動
のパターンに「経済人」コンセプトを想定して、より高度なものに固定する経
済学よりも、人間行動それ自体について追求する行動科学に、理論的枠組みと
理論的基礎を求めるのが適当である25、としている。この、彼のファンクショナ
リズム（functionalism）＝機能主義が、今日までのマーケティング研究におけ
るシステムズ・アプローチ展開の基礎を提供し、マーケティング活動に対する
インターディスプリナリーなアプローチが活発化する大きな動因となっている。
　詳細については後述するとして、このような、マーケティング研究における、
行動科学を基礎としてシステムズ思考を基調としたインターディスプリナリ
24Alderson，　W，　A　Uarketing　Yierv　of∠Busゴnθss　Policy　in　Inzθr　andKellθy，　Managerial　Marketing，1967，　P，20，
オルダーソンは、またマーケティング志向に立脚した経済は、第一に消費者が大部分の商品を享受する経済で
あり、そしてまたそのカが本質的に消費者の主権によって支配される経済をいうものであると述べている。
25荒川・山中・風呂・村田共著，古川他編『マーケティング経営論』新経営学全集第4巻，日本経営出版会，1969
年，18頁。
24
一・ Aプローチの展開は、科学的ビジネス理論形成を志向する我々にとって重
大なヒントとなるであろう。
　　①マーケティング・マネジメントの時代
　1950年代半ば以降、生産志向から販売志向を経て、消費者志向の時代、すな
わちマーケティング・コンセプトの時代になったといわれている。それは、「良
い製品を低コストで生産すれば競争に勝てた」時代から「つくった製品を売る
のではなく、売れる製品をつくる」という、需要過剰の時代から供給過剰の時
代、すなわちマーケティングの時代への転換であった。マーケティングは多く
の観点から研究され、様々に定義されているが、　「ビジネス活動の実践に直接
役立てる」理論という意味では、米国をはじめとして日本においても第二次大
戦以後、特に盛んになってきた、　「マーケティング・マネジメント理論」がそ
の主流であったとして誤りではなかろう。
　最終消費者の好みにあった製品を生産し販売するにあたっては、消費者調査
から始まって、新製品の導入やモデルチェンジ、テレビや新聞などのマス媒体
を通じて大量に露出する広告キャンペーンや、小売店頭でのプロモーションと
いった活動が必要となる。こうした活動を、計画的に、そして活動相互の連携
を保ちながら体系的に行うことがマーケティング・マネジメントの使命である。
すなわち、マッカーシー（McCarthy，　E．　J）のいう4P26の統合的マネジメントで
ある。
　さらには、生産から消費者までにおける広範囲な諸活動をコントロールする
ためには、技術部門をはじめとして企画開発部門や、製造工程、各地の営業支
店等々の様々な業務との連携も重要課題になるため、機能部門としてのマーケ
ティング・マネジメントの仕事は、マーケティング機能としての4Pのマネジメ
ントの他に、関連する他の諸部門との調整ということになる。
　米国の大規模企業を中心に、マーケティングにかかわる本格的な組織体制が
誕生し普及するのと呼応し、マーケティング・マネジメントへの実務界の期待
が拡大したことに応えるべく、マーケティング・マネジメントを科学的、合理
的に基礎づけるための研究が深まった。消費者行動分析、市場調査法、製品開
発、広告、販売促進、チャネル管理のための様々な概念や技法が、心理学や行
動諸科学をベースに開発され、マーケティング・マネジメント研究が軸となっ
てアメリカ経営学が発展したのである
　日本でも、昭和32年に日本生産性本部の使節団が訪米し、マーケティング理
26ｿ永豊他編『マーケティング辞典』同友館，1989年。「マーケティング・ミックスの4要素。マーケティング・
ミックスとは、マーケティング諸手段（要素）を一定の戦略目標達成のために、最も効果的に組み合わせること
をいう。マッカーシー（McCarthy．）は、マーケティング諸手段のうち特に重要なものとして、次の4っを挙げて
いる。すなわち、product（製品）、place（場FJf＝販売径路，物的流通）、promotion（プロモーション）、price（価格）
である。マッカーシーは、このマv－一ケティング諸手段のそれぞれの頭文字をとって4Pと名付けている。
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論をわが国に紹介して以来、それまでの市場論、配給論などと呼ばれてきた研
究領域とは異なり、よりマネジリアルな視点を強調する新しい理論としてマー
ケティング・マネジメントが発展してきたのである。米国同様に、わが国にお
いても、第二次大戦後の経営学ブームを支えた一番の領域はマーケティング・
マネジメント論であったのである。昭和40年代、有カシンクタンクや民間のコ
ンサルティング企業が開催するマーケティング・マネジメントのセミナーは活
況を呈した。マーケティングの新技法や新概念が次々に開発、紹介され、それ
を学ぶことがビジネスの最先端であると理解された時代になったのだが、それ
はまさに「マーケティングの時代」の始まりであったといえよう。
　②マネジリアル・マーケティング研究の対象
　しかし21世紀に入った現在、マーケティング研究のいくつかのテーマは、主
に経営組織論の領域で発展してきた戦略論と呼ばれる分野とかなり重ってきて
いる。競争戦略や事業定義、最近ではビジネスモデルや戦略提携等々のテーマ
がそれである。したがって、マーケティングは、マーケティング・マネジメン
トの時代から、戦略的マーケティングを指向するマネジリアル・マーケティン
グに移行したのだということが言われている。
　この背景には、かつて荒川祐吉教授が、　「マーケティング・マネジメント論
はその体系内に製品の品目・品質に関する決定を包摂していることから、資本
主義社会における競争が、単なる価格競争や販売促進競争から、製品競争さら
には技術革新を背景とする新製品開発競争へと変質したことと相まって、企業
における製品に関する決定は巨額の固定資本投下を必要とすることとなる。こ
のような決定はむしろマーケティング・マネジャーの意思決定の枠内に委ねる
ことができないことから、マーケティング論は単なるマーケティング・マネジ
メント論からマネジリアル・マーケティング論へ、すなわち、企業の最高意思
決定者の課題として意識されるのみでなく、企業の全態勢がマーケティング的
思考ないし哲学のもとに再編成されるべきであるという要請を生み、そのため
の理論的武器を整備するためのいわば最高経営者的マーケティングへと展開す
ることが、強く要請されるにいたるのである。」27と指摘された時代に、いま現
実に入ったのだとみることもできる。
　しかし、このような変化は、荒川教授が、前記の引用部分にっいての脚注に
よるコメントで、　「理論的にはここに示したとおりであるが、事実はマネジリ
アル・マーケティング論はマーケティング・マネジメント論とほとんど同時に
提唱されていた。」28としているように、当時の時代背景の下における米国の一
27r川・山中・風呂・村田共著，前掲書，13頁。
28同上書。
26
部大規模企業における現象を、わかりやすく説明するための理論に過ぎなかっ
た、ということも考えられるのである。前述のビジネス活動の全体像で見たと
ころのビジネスの本質そのものは、過去にそれを意識していたか否かは別とし
て、過去も現在も変わりないものと考えられる。したがって、現象的なマーケ
ティング活動の変遷とマーケティング研究における理論的な発展段階、それら
とマーケティング活動の本質は明確に分別して考える必要があろう。
　荒川教授の指摘する「製品競争さらには技術革新を背景とする新製品開発競
争へと変質した」という指摘は、当時の米国における大規模企業のマーケティ
ング活動とその研究の重点の移行という意味では是とするものであるが、もと
より、マーケティング・マネジメントにおいても提供物（offering：製品ない
しはサービス）29による競争が、必然的にその根底をなしているのであって、提
供物なくして如何なる対市場活動も起こり得ない3°、という理解に立てば、現代
的な意味でのマーケティング活動は、本来的にマネジリアル・マーケティング
の性格を持っていると考えられるのである。
　「単なる価格競争や販売促進競争」と指摘されるものも、確かに、機能領域
における部門責任者の責任範囲での決定によって実行に移される企業もあろう
が、多階層組織を持った大規模企業においても、すべてにおいてそのようであ
るとは限らない。価格競争にあっては、日常業務の範囲内でのりべ一ト競争等
であれば部門責任者の判断に委ねられるとしても、カット・スロート・コンペ
ティションの状況に至れば、もはや最高経営判断でなければ意思決定できない。
ましてや、永年継続していたりべ一ト制度を廃止するなどという決定は、最高
経営判断に属するものである。
　マーケティング理論の歴史が米国における消費財分野の大規模企業からの仮
説の集合で始まったものであり、これまでの研究がマーケティングの機能領域
とそのマネジメントを中心としたものであったということは事実として、それ
がすなわち現実のマーケティング活動を機能領域に閉じ込めてしまうことには
ならないのである。
　このことは、いまだ経営機能の各部門が未分化の中小規模企業において、「対
29Bjδrn　Bjerke，　Claes　M．　Hultman　nVRIiP）ZE］　Le？IALβ醒㎜ハ㊧　EDWARD　ELGAR　PUBLISHING　LTD，　2002，　p．178．
1960年代初期、マーケティング・ミックスに対する焦点が目立つようになる前に、フレイ（Frey）はマーケテ
ィングの決定変数が2つのグループに分類されることを示唆した：提供物および使われる方法と手段である。
前者は何らかの種類の商品、パッケージ、ブランド、価格やサービスとしての製品であった、そして後者は流
通の経路、人的な販売、広告、販売促進とパブリシティーであった。フレイに従えば、市場に対する提供物は、
取引・顧客リレーションシップを作るためにとられる行動と概念的に区別される、もう一つの重要な概念と見
なされるであろう。
304Pを並列的に説明する方法は、その単純さや浸透性、説明の容易性からは便利なものと考えるが、それぞれ
の戦略的重要性の優先順位が付けられていない欠点がある。筆者は、市場に対する提供物（offering）が存在
しなければ、企業としての対市場活動はありえないと考えるため、それが戦略策定上最優先されるという観点
に立つ。
27
市場活動」という意味でのマーケティング活動が行われていないのかどうか、
何らかの「マーケティング機能」を果たしていないのか否かを考えてみれば理
解できるであろう。たしかに、そのような企業には組織的に独立したマーケテ
ィング部門はなく、小規模であるがゆえによろず屋的な人々が一人何役もこな
しているのかもしれない。したがって、そこには「管理」という意味でのマネ
ジメント、マーケティング・マネジメントは存在しないかもしれないのである
が、しかし、現実には現代のすべての企業はその規模、業種業態を問わず、対
市場活動という意味では何らかのマーケティング活動を行っており、少なくと
もそれらの機能の一部は果たしているのである31。
　一例を挙げれば、下請け企業であっても発注元の製品開発においてネジー本
でも部品の開発に関わっているとすれば、発注元企業が行っているマーケティ
ング活動の一部に、主体的であるとは言えないながら、それに参加していると
考えられる32。
　したがって、筆者のビジネス研究におけるマーケティング活動の捉えかたと
しては、いわゆる中小企業において一般的に、上記にあげたような各機能が明
確に分化していないことや、個別機能を組織的、体系的に実施していないこと
を理由として、研究対象からはずすという立場を取るものではない。それは、
かつての「過てる問屋無用論」のごとく、非効率な卸売業者が多いことを理由
に、問屋一般が無用のものであるかのごとき誤解を生み、　「卸売り機能」まで
も否定するかのような議論につながってしまったような過ちを犯さないためで
ある33。
　そのような企業の経営トップがマーケティングを意識するとき、小規模とは
いえ、組織階層が少なく機能的に未分化であるがゆえに、必然的に企業の全態
勢をマ・一・・…ケティング的思考ないし哲学のもとに運営することとなり、そのため
の武器としてマネジリアル・マ・・一一一ケティング、いわば全社的マーケティングを
展開することが強く要請され、それは当該企業全体の企業戦略によって規定さ
31たとえば、BtoB市場において、発注先や受注元を選択する、あるいは選択されるという関係がインダス
トリアル・マーケティングの研究対象になるように、仮に資本を別にする大規模企業の下請け構造に組み込ま
れ、いわゆるマーケティング活動を行っていないと思われる中小企業であっても、発注企業との関係において
はリレーションシップを持ち、自らの競争戦略や事業定義を策定し、新しいビジネスモデルの開発や戦略提携
等々のテーマを研究する必要に迫られているのであって、マネジリアル・マーケティング研究の対象から外れ
るものではない。
32D【章で取り上げる「ミスミ」のケースでみるように、特殊なネジー本の開発が、大規模企業の新製品開発活
動に重要な役割を果たすことがある。‘
33ｴ水晶『経営能率の原理一テイラー理論への回帰』同文舘出版，1970年，209－218頁。本書で清水先生は「果
たして「問屋無用論」や「問屋排除論」が実現性を持っものであろうかにっいては疑問を抱きたくなる。（中略）
っまり、f問屋という企業」は排除することができたとしても、「問屋が行う機能」は、排除することができな
いのである。そして、この「問屋が行う機能」を依然として問屋に任せて、問屋に行って貰ったほうがようい
か、あるいはメー一カーあるいは小売り業者がみずから行ったほうがよいか、ということにかかってくるものと
いえる。」と述べている。
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れ、またその戦略のベースともなるのである。
3　ビジネス研究への関連諸科学の援用
　（1）インターディシプリナリー・アプローチの必要性
あらためて、ここで述べるまでもなく、先に述べたマーケティング研究をはじ
めとして、ビジネス活動、ないしその集合体としてのビジネス現象の従来の研
究業績において、心理学的・社会心理学的研究、社会学的研究、個別経済学的
研究、社会経済学的研究のようなアプローチなど、様々なアプローチがとられ
てきた。
　これらの様々な学門的視点からなされたビジネス現象の解明およびその実務
への応用の努力は、今日のビジネス理論形成への努力の基礎をなすものとして、
その意義は大きい。しかし、これら個別諸科学的な視点からなされたビジネス
研究は断片的なものが多く、より広い視野から展望することがなされないこと
が多かったため、一部では誤りを犯してきたという見方もある。それはビジネ
ス研究の問題領域を、その研究者の拠って立つ個別科学の中だけに限定し、
「我々の研究こそがビジネスの本質的側面ヘアプローチする唯一の正統な、か
つ科学的研究である」とする傾向が一部にあったことである。
　このような傾向は、古くは米国における心理学的広告理論の始祖とされるW．　D．
スコットが、「広告の理論の確固とした基礎は、心理学以外にない。」34と主張
したことに見出され、また、19世紀後半から始まったと言われる広告批判論と
擁護論の論戦35にしても、より広範な視点を持って論議を展開することなく、そ
れぞれの論者の基礎とする領域の中だけで展開されたため、論議は結局かみ合
うことなく空転し、いずれの「論」も他を説得することができなかったことに
も見出される。
　既に「学」ないし「科学」としての地位を獲得している既存の個別諸科学の
うち、筆者の目指すところのビジネス理論の高度化に、より多くの貢献をなし
得ると考えられるものは、先にあげた社会学をはじめとする、人間・社会現象
を対象として研究されている社会科学を中心とし、その他の領域であっても「行
動」を研究するために援用可能な諸科学を加えた、いわゆる行動諸科学36と呼ば
れるものであろうことは推察に難くない。しかし、これらの個別行動諸科学は、
それぞれの学的興味、研究方法などが異なり、行動に関する統合的な一般理論
としての行動科学37として確立されたものでないため、ビジネス理論形成のため
34川上宏編『現代と広告』オリオンマーケティングシリーズ初版，オリオン杭264頁。
35同上書，271頁。
36土方・岡部・岡田共著『社会的行動』今日の社会心理学2，培風館，1969年，257頁。
37同上書，257頁。
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の理論的基礎、理論的枠組みを、単一の如何なる個別諸科学にも求めることは
不可能である。アメリカなどを中心として、個別問題領域を持ち、独立した科
学としての行動科学をうち立てようとする動きが活発化し38、行動科学的経営学
39窿}ーケティング論の分野において、インターディスプリナリー一．　一アプローチ
（学際的アプローチ）が叫ばれているが、その道が必ずしも平坦なものではない
ことも確かであろう。
　しかし、ビジネス活動に限らず、おおよそ全ての現象に存在する社会的な行
動現象は、それを現実に即した形で研究、記述しようとするときには、もはや
個別科学的な視点からの研究のみによってはその全体像を説明することは不可
能である4°。
　そこで、マーケティング研究におけるマルティディシプリナリー・アブロー
チ（関連諸科学的接近）は、　「多かれ少なかれ一般に認められた科学の境界を
そのままにしておくものとして理解されている。」41ものではあるが、「インタ
ーディシプリナリー・アプローチは、往々にしてマルティディシプリナリー・
アプローチを受けつぎ、新しい科学さえも生みだすものである。」42という期待
が持てるとすれば、　「各コンセプトやアイデアを統合し、科学の諸領域を再編
成し、研究課題の境界を変更し、理論的ギャップを埋め（中略）より首尾一貫
した論理的構成と適切な理論とを開発し、新しいコンセプト、テクニック、さ
らに新しい研究課題にまでも発展する。」43インターディシプリナリー・アプロ
ーチ（学際的接近）の前段階として、ビジネス活動の理論化を目指すことにお
いて、現段階での現実的対応としては、関連諸科学の成果の、部分的借用の集
合にとどまるものではあっても、関連諸科学的アプローチ、すなわちマルティ
ディシプリナリー・アプローチによる研究は不可欠なものだといえよう。
　そこで次に、ビジネス理論の高度化努力に対する関連諸科学からの援用可能
性と有用性を、行動科学確立の動向と合せて考察していくこととする。
　（2）ビジネス研究における機能主義の立場
　「行動科学という言葉は、1940年代、シカゴ大学の哲学者、精神病理学者、心
理学者、生物学者、社会学者らが、生物学および社会学的の両側面を含む人間
行動の経験的検証のための一般理論を展開したことが出発点となっている。」44
38同上書，253頁。
39西田耕三「企業行動科学の基礎」占部編，現代経営学全集21，白桃書房1969年，33頁～49頁。
40土方・岡部・岡田共著，前掲書，227頁。
41Eugene　J，　Kelly，　William　Lazer．片岡・村田・貝瀬共訳，前掲書，下巻，655頁。
42同上書。
43同上書。
44土方・岡部・岡田共著，前掲書，253頁。
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のであり、以来多くの学者により、様々な諸学折衷の途が示されてきた。
　しかし、そこには科学論的な論争点が大きく横たわり、インターディシプリ
ナリー・アプローチの前提となる諸学の統合の困難さを感じさせずにはおかな
い。
　例えば、ビジネス理論の厳密科学化について考えてみても、理論が厳密科学
化することによって、関連諸科学を統合的にビジネス理論に応用吸収できるも
のであると単純に考えるわけにはいかないのである。というのは、厳密科学化
への努力の重視は多くの場合、極端な還元主義45に落ち込む危険性をはらんでい
るからなのである。もちろん諸科学の相互的な影響の重要性が叫ばれている今
日、この還元主義に、あえて身をゆだねようとする研究者も増大しており、諸
科学統合の途のひとつとしての還元主義そのものを否定してしまうことは、つ
っしまなければならない。そこで考えなければならないことは、極端な還元主
義の泥沼に落ち込むことを避け、しかもなおビジネス理論の科学的厳密さを確
保するためにとるべきビジネス理論の方法論的足場はいかなるものであるべき
か、という点である。
　先に述べたすオルダーソン（W．Alderson）は、マーケティング研究において、
それを機能主義46に求めている。また、あえて機能主義の立場をとることを明言
しないまでも、様々な領域において、機能論的な説明が行なわれていることは
いうまでもなく、不十分なものではあるが、旧来からのビジネスに関連する理
論においても機能論的な議論は展開されてきた。しかし、この機能主義の立場
に立って行動現象を説明しようとする場合、システム論を離れて論ずることは
厳にっっしまなければならないであろう。というのは、システムズ思考に基づ
かない機能論的説明は、極めて重大な過ちを犯す危険性が存在するからなので
ある。
　マートン47はこれを次のような例を挙げて説明する。すなわち、「ソクラテス
が“神は、我々が食物のにおいをかぐのにちょうど都合よく鼻の下に口をつけ
てくれた”と言ったという例。また、「神は、腕の関節をば、口に盃をあてる
のに過不足なく作ってくれたがゆえに、我々が酒を飲むことを神は明らかに欲
している。さらば盃を手にして、この恵み深い叡智をたたえよ、神をたたえて
飲もう。」という例示である。これらの、一見して間違いだと分かるような馬
鹿馬鹿しい過ちは、システム論を離れた機能論的説明の危険性を如実に示して
いる。この説明の最大の欠陥は、システム全体への考慮をなさずして、ある一
45同上書，328頁。
46荒川他著前掲書および、ELY　CHINOY，　S6tJrlrOL61f17C］4L　PERSPECTIkZZ　2nd　ed．　Random　H・use　I　nc．，1968．加藤
達也他訳『社会学的視点』ミネルヴァ書募，197i年，227頁。
47y方・岡部・岡田・前掲書，339頁。
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部分と他の部分との関係を結び付けたことにある。　　　tT
　従って、　「機能論的説明が、科学的な意味をもちうるのは、各部分の機能が
システム全体との関連のもとで位置付けられ、各機能が、ある整合的な原則の
もとで体系的に説明されるときであろう。その意味では、機能論は、システム
論の範疇に入るもの、システムの作動にかかわる説明理論であるということに
なる。」48のである。
　J．N．シェスその他は、　「（マーケティングの）一般理論の開発に向けて、他よ
りも可能性の高いアプローチが存在するであろうか。（中略）今日、筆者はオル
ダースン（1957。1965）によるシステムズ・アプローチとマッキネス（1964）やハワ
ード（1983）のよりマネジリアルなアプローチが最も可能性のあるアプローチで
あるとみなしてきた。なぜマーケティングの一般理論がこれら二つのアブur一
チから最も出現する可能性があるのか、この点については論理的な根拠がある。
これらは、グローバル競争者といった非伝統的な要素はもちろんのこと、マー
ケティング環境、そして関連するあらゆる行為者を含んだ、マーケティングに
関する真に包括的な見解を採る、あるいはそうする能力のある唯一のアプロー
チである。」49からだと述べている。
　以上、従来の個別行動諸科学の成果をビジネス行動ないしはビジネス現象の
解明に向けて統合化し、ビジネス理論の高度化のための理論的枠組み、理論的
基礎とするために、システム論を基盤とした機能主義的立場をとるのが適切で
あることを確認した。
　次に、システム論を基調とし、機能主義の立場に立ったビジネス理論研究の
展開のために貢献可能な行動諸科学の、貢献領域とレベルを考察する。
　（3）三つの社会的レベル
　社会的な諸レベル5°を明確にあらかじめ設定したうえでビジネス機能を論じ
た論文の1つとして、マーケティングの一分野についての研究ではあるが、井関
利明氏の広告機能についての論文51を挙げることができる。井関氏は、「広告の
社会的機能を問題とする場合、それがどのレベル、およびどの領域において特
に関連するものであるかを、明確に区別して論じなければならない。」として、
48土方・岡部・岡田・前掲書，341頁。
4g　J，　N．　sheth，　D。　M．　Gardner．　D．　E．　Garrett　a　4RKETI）VG　TmiloR／：EMOLUTJOA」、mのEYALL（A　TIOAt，　John　Wiley
＆Sons，　Inc，，1988，流通科学研究会訳『マーケティング理論への挑戦』東洋経済新報社，1991年，233頁。
50ここで雷う「レベル」とは，認識対象に対して設定するブラックボックス（Black・box）の大きさのことである。
おおよそブラックボックスとして対象を把える場合、ブラックボックスの大きさ（レベル）は、認識者の意思に
よって任意に変化する。ここでは「社会」に対するブラックボックスの設定を、マクロ・ミクロ・中聞の3つと
したわけである。
5匡井関利明稿「生活体系と広告」『マーケティングと広告』誌電通，1968年5月号，八巻編『広告の理論』オ
リオン出版所収，201頁。
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社会的レベルと範囲を、マクロ、
よれば、
ミクロ、中間の三つに分類している。それに
①マクロ次元では、全体社会のレベルにおいて、現代の広告を大衆消費社
　　会における一つの確立された制度とみなし、制度としての広告が経済制
　　度、文化および社会統合諸制度などにいかなる影響を及ぼし、また、そ
　　こからいかなる制約を受けるかを問題とする。
②次に、ミクロの次元では、購買者の商品選択過程を「問題解決行動」と
　　みなし、その意思決定に至る過程を問題とする。
③そして、中間の次元においては、全体社会のレベルと、購買者意思決定
　　のレベルの中間にあり、両者を結び付け媒介するものとして、消費者の
　　「生活体系」を設定し、それに対する広告機能を問題とする、のである。
　井関氏は、社会的レベルを以上の三つに分類した後、③の中間の次元におけ
る問題について、　「広告は、消費者の生活体系の形成、維持、発展にたいして
どのような機能をはたすだろうか」という問題を設定し、これをさらに四つの
ステップに細分化して、ステップごとに論述している。この論文について、こ
こで詳しく紹介する紙幅を持たないが、主張する点については極めて示唆に富
んだものが多い。次に挙げる諸点については、まさに筆者が主張する従来のビ
ジネス理論についての問題点に解決的に対応しているのである。
①広告の機能するレベルと範囲を明確にしようとしていること。
②広告の機能を、抽象的に過ぎることなくタイプ別に、また社会諸レベル
　　におけるそれぞれの次元の、システムのタイプとのシステム的対応のも
　　とに捉えようとしていること。
③経験的検証にたえうる理論の確立を目指し、経験的調査のための作業仮
　　説を導き出そうとしていること。などである。
　（4）行動諸科学の援用可能レベル
前節との関連で述べれば、従来の社会科学を中心とした、いわゆる行動諸科学
は、社会的レベルの1つ1つについて、それぞれその重要度、有用性は異なるも
のとみることができる。つまり、マクロ次元・ミクロ次元・中間次元それぞれ
のレベルにおけるビジネス機能を分析するのに有効な分析概念、ツールを提供
可能な個々の行動諸科学は、それぞれの問題領域、方法論、研究対象の相異に
より、おのずと、あるレベルの研究については非常に重要なものであっても、
他のレベルの研究に対しては、さほど重要性をもたないということがあり、ま
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た、その逆もあり得るのである。従って、この項における課題は、マクロ・ミ
クロ中間、それぞれの領域における行動諸科学の援用の可能性を探索すること
にある。
　そこで、まず、マーケティング研究の分野における、レイザー帆Lazer）と
ケリー（E．Kelly）の『マーケティング・マネジメントへのインターディスプリ
ナリー・コントリビューション』という論文52から、ビジネス研究のために有用
な諸科学について論述した部分を引用してみよう。彼らは、この論文において，
マーケティング・マネジメントへの行動諸科学の貢献について触れ、マーケテ
ィング・マネジャーの関心事たる4つの主要なマーケティング問題領域、すな
わち①マーケティング管理、②製品およびサービスのミックス、③コミュニケ
ーション・ミックス、④フィジカルディストリビューション・ミックスごとに、
行動諸科学からの概念や研究成果の、マーケティング研究に対する有用性を概
略的にランク付けしている53。
　ただし、この表では、「たとえば経済学のような、いくつかの重要な領域が
これらの表から除かれている。54」ことに留意する必要がある。
　おおよそマーケティングは、すぐれて経済的性質を持つことは確かであり、
ビジネスを企業と他の社会システムとのシステム問の相互作用であると捉えた
場合、他の社会的な相互作用と、その経済的特質をして快を分かつことを考え
れば、経済的側面を無視してマーケティングおよびビジネス機能を語ることが
できないのは当然である。しかし、しばしば指摘されるように、経済学理論は
一つの抽象図形であって、様々な厳密に規定された条件を前提として初めて意
味を持つことができる。そして、それらの諸条件は、公準・仮定・与件・パラ
メーターとして、その作用は、さしあたり一定不変と想定され、分析において
変数とは考えられないのであるが、一方、現実の人間行動は極めて複雑な諸要
因の影響を受けて生ずるものであり、単一の変数によって説明し尽くすことは
できない。従って、従来の経済学理論をもってしては、心理学、社会学、社会
心理学などの諸科学と同列に扱うことはできないのである。
　しかし、近年の経済学における、社会学、心理学などを積極的に吸収しよう
とする努力55は注目に値することも確かである。
52W，　Lazer，　Eugene　J．　Kelly，片岡他訳，前掲訳書，635頁。
53同上訳書，641頁。
54同上訳書，644頁。
55吉田・村田・井関共編『消費者行動の理論』丸善株式会仕1969年，116頁。
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　　図表1－3　マーケティング・ミックスに対する行動諸科学の貢献
（マーケティング管理）
創灘澗題鰍及び意思決定　　■■区璽i］騨’・國
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（コミュニケーション・ミックス）
態度と世論　　　　　　　　　■■■■
コミュニケーションとインフォメーション　［璽蚕藍］
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　次に関連諸科学のビジネス理論への援用可能性を、マクロ・ミクロ・中間と
いう三次元の社会的レベルの分け方に則して検討してみよう。
　この概念図式1－4は、ビジネス機能の解明に、より貢献し得ると考えられる
個別行動諸科学を概略的に示すものである。
　つまり、マクロの次元については前述のごとく、現代におけるビジネス現象
を大衆消費社会の一っの確立された制度としてみなし、それが他の社会制度（経
済制度、あるいは経済機構、社会統合諸制度及び文化、政治制度）にいかに機能
し、いかに制約されるかを問題とするため、いきおいそこにおいては、マクロ
経済学・社会学・政治学・文化人類学的な研究の所産を核とした援用が必要と
なってくる。これらのうち、ビジネス現象の経済機構への影響いかんは、他の
分野におけるそれよりも、はるかに進んでいるといわれているのであるが、社
会学的研究努力を中心とすべき、文化及び社会統合諸制度とビジネス機能との
関連については、おおかたを今後の研究にまたなければならない。
　次にミクロの次元についていえば、消費者の購買過程を問題解決行動とみな
し、その意思決定過程とビジネス機能の関連が研究の中心的課題となる。従っ
て、ここでは主に、社会心理学的、心理学的考察が中心となろう。
　中間の次元、これはビジネス機能の説明にとって最も中心的な課題である。
というのは、ビジネス活動はシステムとしての経済システム56（具体的には企業）
から生活システムに向けて放出されたアウトプットであると捉えられ、生活シ
ステムが他のシステムとの相互境界過程（boundary　process）を通じて行う物質
的、社会的、文化的な生活資源をインプット（input）としてとり入れ、それを配
分、修正、加工、転換という内部過程を経て、アウトプットとしてシステム外
へ放出するという一連の動きの中で、ビジネス活動がいかに機能するかを問題
とするからなのである。よって、このレベルの研究においては、社会学、社会
心理学、心理学からの分析ツール、概念の導入が必要とされるのである。
56T．　PARSONS　and　N．　J．　SMELSER，　ECt］NO）ifP　and　S‘X7iEr／，1956，富永健一訳『経済と社会：経済学理論と社会学
理論の統合についての研究』岩波現代叢書全二冊の1，岩波書店，1958年～1959年。
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図表1－4　関連諸科学のビジネス理論への援用レベル
???
??
???
マクロ経済学
文化人類学
政治学
社会学
社会心理学
心理学
《レベル》 《ビジネス現象》 《個別諸科学》
　以上は、マーケティング活動を含むビジネス活動の研究に関して援用可能な
関連諸科学を、主に行動諸科学と呼ばれる領域を中心にして見てきたのである
が、徳永豊教授は、マーケティング用語辞典を纏めるにあたり、同書の前書き
で次のように指摘し、辞典に掲載されているマy－・一・ケティング関連用語の出典と
なっている学問領域を図表1－5で示している。
　「マーケティングで使用される用語はマーケティング、マーケティング管理、
マーケティング戦略、国際マーケティング、販売管理、広告、小売業経営、卸
売業経営、物的流通、消費者行動、市場調査、情報管理、独占禁止法等である
が、角度を変えると行動諸科学（社会学、心理学、社会心理学、人類学）、経営
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学、経済学、数学、統計学、意思決定論、戦略論、哲学、論理学、法律、コン
ピュータ等の一部の用語が含められることになる57。」
　この指摘がまさに、マーケティング研究、ひいてはビジネス研究が、現段階
では行動諸科学を中心としたマルティディシプリナリーな研究にとどまるもの
だとしても、ビジネス研究が本来的に持つインター一一ディシプリナリーな、学際
的性格と、行動諸科学に限定されない幅広い関連諸科学の成果をも必要とする
性格を如実に現わしたものだといえよう。
図表1－－5　マーケティング用語の学問的領域
　　　　　　　　　　　　　　マーケティング　吾
}ーケティング　　　　販売管理　　　小売業経営　　　　国際マーケティング
}ーケティング管理　　　広告管理　　　卸売業経営　　　　物的流通
}ーケティング戦略　　　消費者行動　　流通システム　　　マーケティング関連法律
嵭ｪ的マーケティング　　市場調査　　　マーケティング情報
生態学
哲学
ﾏ理学
人類学　　心理学　　社会学
経済学 法　学行動科学 経営学
?v学数学
社会科学
統計学
計量手法
4　経営と管理・サイエンスとアート・理論と実践の依存関係
　（1）　「経営すること」と「管理すること」の違い
ビジネスに関連する理論は、ハウツーものや実務家によるジャーナリスティッ
クな成功、失敗体験から、アカデミックな企業・経営研究まで多岐に渡るが、
アカデミックな分野での理論の流れは、大別すると、経営組織論を中心とした
企業の内部管理に関するものと、競争、顧客を含む市場との相互関係を主な研
究対象とする戦略論、そして、経営理念の研究の3つに分類できるであろう。
5Tｿ永豊他編『詳解マーケティング辞典』同文舘［989年，2～3頁。
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　このうち、経営と管理の違いについては、ファイヨールによれば、　「経営す
るとは、企業に委ねられているすべての資源からできるだけ多くの利益をあげ
るよう努力しながら企業の目的を達成するよう事業を運営することである。本
質的六職能の進行を確保することである。管理は、経営がその進行を確保せね
ばならない本質的六職能の一つにすぎないのである58。」として、一般に経営と
管理の大きな違いとして、企業の戦略的な意思決定（経営）とその日常的実現（そ
のために管理は中心的な役割を果たす）というように区別している。
　ファイヨールは、企業活動の本質的職能として次の六種類をあげている。
　　①技術的活動（生産、開発等）
　　②商業的活動（販売や仕入れ）
　　③財務的活動（資金の運用と調達資金繰り）
　　④保全的活動（設備や従業員に関するリスク管理）
　　⑤会計的活動（会計
　　⑥管理的活動（前記5つの活動に関する計画、組織命令、調整、統制）
である。
「管理するとは、計画し、組織し、命令し、調整し、統制することである。計
画するとは、将来を探求し、活動計画を作成することである。組織するとは、
事業経営のための、物的および社会的という二重の有機体を構成することであ
る。命令するとは、従業員を職能的に働かせることである。調整するとは、あ
らゆる活動、あらゆる努力を結合し、団結させ、調和を保たせることである。
統制するとは、樹立された規則や与えられた命令に一致してすべての行為が営
まれるよう監視することである59。」として、管理の内部的な性格を示している。
　したがって筆者は、　「経営すること」は「管理すること」よりも上位概念で
あって、管理することをも含んで企業の戦略的な意思決定を行うことが、　「経
営」の意味するものと捉えるのである。
　（2）ビジネス実践における「サイエンス的手法」と「アート的技法」
　第二次大戦後、コンヴァース（Converse，　P．　D．）の「マーケティング科学の
発展：探求的調査」という論文が発火点となり、ニール（Nei1）、ボーデン
（Borden）が、1964年に「マーケティングは科学か芸術か」という疑問を提起し
て、50～60年代を通じて展開されたマーケティング理論を巡るマーケティング
の科学論争は、オルダーソンとコックス（Alderson，W．　Cox，　R．）、バーテルズ
（Bartels，　R．）、ボーモル（Baumo1，　W．」．）、ハッチソン（Hutchinson，　K．　D．）、
58Henri　Fayo1，　Aa・nin　is　tra　tion　Indus　triel／eθt　GenOra！e，　Bordas　S．　A．，1979．山本安次郎訳『産業なら
びに一般の管理』ダイヤモンド社，1985年，10頁。
59H・ファイヨール，同上訳書，9頁。
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バゼル（Buzze11，　R．　D．）、テイラー（Taylor，　W．　J．）、ハルバート（Halbert，
M．H．）、シュヴァルツ（Schwartz，　G．）らによって激しい議論が展開された6°こ
とは記憶に新しい。
　これらの論者によって華々しく争われた科学論争における、マーケティング
は「サイエンス」か「標準化されたアート」か、というアカデミックな論争と
は争点を異にするものではあるが、実務的にはサイエンス的手法とアート的技
法との、どちらが高い成果を生む事業運営方法か、という側面もビジネス理論
の形成を目指す上で無視できる問題ではない。このことについては、嶋口氏が
次のような指摘をしている61。
　「サイエンス中心の事業運営は科学的運営法として知られ、その運営を標準
化・単純化・画一化し、システムやマニュアルに置きかえ、誰がやっても一応
の所期成果が得られるようにする。科学的運営法が別名「おろか者の方法」と
いわれるのは、優秀な実行者にこだわらぬ方法だからである。一方、アート中
心の活動は人間的運営法である。芸術やスポーツなどにみられるように、アー
トの方法は優れた人の技や能力や努力が基盤で、逆におろか者では代替がきか
ない属人的方法である。事業運営の場合、一般に、小規模組織は個々人の創意、
熱意、能力に依存する人間的運営が利点をもち、大組織になるほど、再現性の
高いシステムに依存する科学的運営法が有利になるといわれている。しかし、
世界における日本企業の強さをみると、それがすべてではないにせよ、人間的
運営法で大規模化し、高い成果をあげているところもあり、現実はそれほど単
純ではない。近年話題になっているネットワーク化、事業分割化、社内ベンチ
ャー制導入、小集団活動の取入れなどを考えると、アート主体の人間的運営法
で大規模化する第三の方式も存在する可能性がありそうだ。」
　この指摘のうち、　「小規模組織は個々人の創意、熱意、能力に依存する人間
的運営が利点をもち、大組織になるほど、再現性の高いシステムに依存する科
学的運営法が有利になるといわれている。」という部分については、果たして
そのとおりか否か、ということが本論の研究課題のひとつとなるため即座に首
肯するわけにはいかないのであるが62、その問題も含めて、これらの指摘、特に
後段の部分については、まさに筆者が本論文において追求しようとするテーマ
60徳永豊他編『詳解マーケティング辞典』，前掲書，328～329頁。
61嶋口充輝『マーケティング・パラダイム』有斐閣，2000年，64頁。
62Bj6rn　Bjerke，　CIaes　M，　Hultman　　酬7】）eE）（？）eWWilURIAL縦㎜　EDWARD　ELGAR　PUBLISHING　LTD，　2002，　p．106．
「特に大企業に対する小規模の企業におけるマーケティングの論議において、この質問に答えることは一見し
て容易に思われる。大規模な官僚的な多国籍企業においては、形式的な局面一いかにマーケティングが分析さ
れて、計画されて、そして決定されるか一は、実際の活動よりも重要であるかもしれない。しかしながら、起
業家的企業においては、形式的な局面は行動がある所の「行為」に従属させられることは確かであるが、大規
模企業におけるマーケティングがより科学的なものであり、そして小規模企業におけるマーケティングが芸術
により近いと信じることは、単純化のし過ぎである。」
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に合致するものである。
　（3）　「理論」と「実践」
　前出の清水晶博士は経営診断学のあり方を示す中で、企業経営における理論
と実践の関係を次のように述べている63。　「（経営診断は、）『未来』を考察し、
指導するためにこそ、過去から現在までに至る経営実態の調査と分析とが必要
とされるのである。また経営診断が、しばしば『実践的である』と評されるの
も、実にそれが『未来』につながるものだからであると見られる。とはいうも
のの、ここにいう『未来』を考察し、指導するとは、決して単なる主観的な推
測や憶測を意味するものではない。また、そうであってはならない。やはり、
客観的な資料に基礎を置いた『科学的な予見』（scientific　forecasting）でな
ければならない。そのためには、環境分析や、推計理論や、動向調査などの手
法が活用されなければならない」とし、　「『理論経営学』は、現代の経営経済
における近代経営にかんする諸原則（principles）を体系化したものであり、し
かもそれらの諸原則は、われわれが過去から現在までの間において経験したと
ころから導き出されたものである。しかし、これらの諸原則は、必ずしも普遍
的妥当性を持つものではなく、常にある所与の環境あるいは条件との結びつき
において規定されるものであり、また妥当性を持つものである。」また、「わ
れわれが『理論経営学』として持っているものは、このような現代の経営経済
における近代経営にかんする諸原則の体系である。そこで、経営診断において
は、診断者は、まずこの諸原則の体系、すなわち理論経営学を十分に理解し、
体得し」なければならないと説いている。
　さらに、　「そこで、その（理論経営学の）適用ないし活用の道が問題となって
くるのであるが、（中略）ここに理論経営学に対する『経営政策学』（business
policy）の形成が見られることとなる。したがって、『経営政策学』は、『理論
経営学』において体系化された諸種の経営原則を、経営経済における経営活動
の実践の上に『適用』することにかんする諸問題を、その研究の対象とするも
のである。さればこそ、『経営政策学』は、その経営経済の経営者による『意
思決定』（decision－making）が、その中心的な課題とされる」、それは、「すな
わち、『理論経営学』において体系化された諸種の経営原則を、その経営経済
が与えられた環境あるいは条件との結びつきにおいて、その経営経済の『経営
目的』を最も合目的に、かつ合理的に実現しうるごとくに、『経営者』の立場
において『適用』することを問題とするものであるということができる。」と
主張している。
63ｴ水晶著『経営能率の原理一テイラー理論への回帰』前掲書，265～266頁。
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　筆者の研究基盤とする考え方も、当該ビジネス理論が企業の経営プロセスの
どのレベルを対象とするものであれ、また、企業の内部マネジメント、あるい
は、対市場関係についての理論であれ、実務と理論の関係は相互依存の関係に
あるという観点に立っている。
　ビジネス理論にとって大事なことは、あくまでも実務に立脚しながら、そこ
に研究するに足る固有の理論的課題を持っているのか否かが問題であり、しっ
かりした現実認識に基づいて独自の研究課題を設定し、それについての理解を
深めることを目指しているかどうかが問われるべきであろう。
　実務研究によって発展し、すでに一般法則として認められている理論、たと
えばマネジメント論における「スパン・オブ・コントロールの原則」や、マー
ケティング理論における「プロダクト・ライフサイクル理論」を持ち出すまで
もなく、ビジネスに関連する理論を実務の場に再び適用しようとする場合は、
当該企業の持つ規模、体質、能力、ポジションなどによって、個別性、特殊性、
歴史性64を考慮しながら応用することが必要となるのである。
　結び
　起業家的ベンチャーの論文をセレクトして編集したハーバード・ビジネス・
スクールの「マネジメントの実践」シリーズの一環として出版されているTme
ewnePREmeURIAL　ZEIVTLt7ZEiで、編者が次のように述べている。「この論文選集は、
起業家的プロセスに入る事を考えるか、あるいはそれに携わっている人たちに
とって親しみやすいアドバイスを提供するハンドブックの役目を果たすことを
意図している。しかし（個々の論文では）異なった意見、異なった視点、異なっ
た洞察や、そして、ときとして矛盾したアドバイスーアントレプレナーシップ
の現実を取り込むところの多様性一さえ含んでいることもある65。」
　これは、ビジネス理論は実務の一般法則化を目指すものであるが、ビジネス
の実践は多岐にわたるものであり、視点、観点が異なることによって同じ現象、
問題であってもその解決策はただ一つではないこと、また、ビジネス実践から
導き出された法則であっても、それを再び実務に適用するとき、そこには何ら
かのアートとしての要素が不可欠であることを強調しているのであろう。
　したがって、ビジネス理論は、実務の根底に横たわる一般的合法則性を求め、
科学的志向性を持つ限りにおいて、それらの理論が「サイエンス」を指向する
ものであるとしても誤りとはいえないであろう。
64三上富三郎『新版・現代経営診断論』同友館，1992年，新版25頁。
65Readings　selected　by　William　A．　Sahlman，　Howard　H．　Stevenson，　Michael　J．　Roberts，　and　Amar　Bhide
ThθEn　ti「epl「enθurial　Ven　ture，　Second　Edition　HARVARD　BUS正NESS　SCHOOL　PRESS，　1999，　P・3・
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皿　ベンチャー指向型企業概念
企業の革新行動一新評価基準による企業分類とその分類から見た革新企業
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はじめに
これまでなされてきた代表的な企業分類の方法としては、
　●　形態的分類：経済的あるいは法律的に見た分類。公企業、私企業の別、
　　　　個人企業に対する会社企業（有限会社、株式会社など）
　●　機能別分類：製造業、流通業（卸売り、小売り）、サービス業などの
　　　　区分
　●　　業種別分類：主力営業分野の業種による区分
　●　規模を基準とした分類：大企業、中小企業という分類
などがある。
　しかし、現実の企業をみるとき、これらの分類のうち形態的分類を別にすれ
ば、どの領域に属しているかの判断に迷う企業が少なくない。
　たとえば、機能別分類については、当該企業はその創業の出発点が小売業で
あったにもかかわらず、業容の発展に伴って卸売り機能を内部化するまでに至
ったり、一部の製品についてはメーカー機能までをも包括したりする企業であ
っても、その企業の歴史的経緯と、その時点での業務内容のどこに重点が置か
れているかによって便宜的に分類される。あるいは製造業として位置づけられ
ていた企業が、卸、小売をも何らかの形で垂直的に統合した結果、営業分野お
よびその重点が大きく変化している場合であっても、　「製造部門」を持ってい
るという理由によって製造業と分類されるパターンなどである。
　業種による分類についても、一企業が複数の事業分野に進出することが常態
化し、それぞれの企業が従来属していた業種業態を越え、あるいは複数の業種
や業態の事業を組み合わせることによって企業レベルでの差異的優位性を追求
するなかで、従来型の産業分類には収まりきらない企業が数多く存在する現実
が進展している。
　また、規模別分類については、たとえば大企業と中小企業との区分は、法的
な規定があることによって一見明確であり、合理的であるかのごとくに思える。
しかし、従業員数が299人の企業と300人規模の企業との間で、企業実態ないし
その経営手法に決定的な違いが生じるはずはないのであって、この一事をみて
も、単純な規模別分類も便宜的なものであろう。企業の実態をみれば、いわゆ
る「大企業病」におかされて瀕死の巨像のごとき大企業もあれば、常に事業の
イノベーションをはかり、組織を活性化して順調な成長発展を続けている大企
業もある。中小企業においても、下請け構造に組み込まれ、まさに従来型の「産
業の二重構造論」で説明される通りのミゼラブルな企業もあれば、新興成長企
業として注目される企業も数多く、一概に規模の大小だけで一般化することは
現実的ではない。
　このように、従来からなされてきた企業分類が、企業の実態を表しきれない
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原因を「企業の質」を見ていない分類だからであると捉え、企業が持っ「革新
性」の側面からみた新しい分類法を検討するものである。
　革絆イノベーション（lnnovation）の問題は、これまでも様々な分野におい
て議論の対象となり、研究されてきた。経済学、経営・マーケティング・マネ
ジメント論、工学、心理学など様々な分野での研究は、「イノベーション」に
関して一定の成果を挙げている。
　経済学の分野ではJ．A．シュムペーターが論文、　Unterne㎞er（1928）で「企業家」
1の概念を提示し、生産手段の「新結合」を遂行することが「イノベーション」
であってその担い手が「企業家」である、と規定2して以来、「イノベーション」
の結果が及ぼす競争上の影響や、景気変動、雇用、均衡、あるいは利益などに
関連し、主として経済発展に果たす「企業家」の役割という視点から議論され
てきた3。
　工学的な分野においては、当然のことながらテクノロジーの発展と新技術に
よる新製品の開発可能性などとの関連で　「イノベーション」が取り扱われ、心
理学や社会学などでは、起業家の持つ個性や心理などの観点から取り扱ってい
る。
　本章では、イノベーションを企業の革新行動と捉え、イノベーションを中心
とした新たな評価基準による企業分類を提示し、その分類から見た革新企業と
は如何なる企業なのかを考察するものである。
1　ビジネス研究における「イノベーション」概念
　マーケティングの分野では、マネジリアルな問題解決に向けて、事業・製品
のイノベーション、そのうちとくに新製品開発の問題に関連して議論されてき
ている。この分野における「イノベーション」については、プロダクト・プラ
ンニングにおける「新製品開発の範囲」として戦術的イノベーション、機能的
tUnternehner，　entrepreneurは、「企業家」または「起業家」と、いずれにも日本語訳されているが、本論に
おいては引用する訳書が企業家となっている場合はそのまま採用し、それ以外は「起業家」とする。その意味
するところは同一である。
2Schumpeter，　J．　A．，0励塑θ加θr（Handworterbuch　der　Staatswissenschaften）m，1928．清成忠男訳編『企業
家とは何か』東洋経済新報祉1998年，第一章を参照のこと。
3　Schumpeter，　J．　A．，　Busゴness　CMc1θs’ATh　eore　tieal，　and　Sta　tistゴcal　Ana！J（sis　of　the　CePゴta！ist　Process，
2vols．，McGraw－Hill　Book　Company，　Inc．，New　York．，且939，　pp87－88．吉田昇三監修・金融経済研究所訳『景
気循環論』　（全5冊）有斐閣，1958年一1964年，126頁。シュンペーターは経済活動を二つにとらえ、一つは毎
年同一の軌道で繰り返される「循環的な活動」であり、もう一つは、その軌道そのものを変える「変化」の活
動であるとみなした。彼はこの経済活動から後者の変化が「経済発展」であり、それをもたらすのが「イノベ
ーション」であり、イノベーションを遂行するのが「企業家」であると述べた。また、彼はイノベL－一一ションと
は「創造的破壊（creative　destruction）」から成り立ち、次の5っの「新結合jによるものと示した。　（1）新
しい製品、または新しい品質の製品　（2）新しい生産方法　（3）新しい市場の開拓（4）原料や半製品の新
しい供給源の獲得（5）新しい組織の実現（独立的地位など）、である。
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イノベーション、基本的イノベーションというような捉え方4がなされ、また、
製品企画における製品の分類基準として「技術上の新しさ」と「標的市場の新
しさ」の程度の二つを挙げ、それぞれを縦軸と横軸にしてかけあわせることに
よって、　「製品の新しさ」を説明しているものもある5。また、プロダクト・イ
ノベーションからプロセス・イノベーションへのシフト6も指摘されてきた。
　これらの成果は、伝統的な「マーケティング戦略論」が主に関心をもってい
た、製品段階での差異的優位性追求の必要からなされた研究の結果として考え
るとやむをえないことではあるが、事業、あるいは企業単位での差異的優位性
確立のための「戦略的マーケティング」の観点からすると、事業が必ずしもす
べて有形財の生産や販売に限定されるものではなく、近年とみにサービス産業
における革新行動が注目されている現実や、卸、小売などの流通段階の企業に
おける「イノベーション」の要請をも考慮に入れれば、有形財としての「製品」
のイノベーションの説明としては妥当なものであっても、無形財である「製品
としてのサービス」のイノベーションに言及していないこと、あるいは製造業
以外の事業のイノベーションに触れていないことは、イノベーション全般の説
明として必ずしも十分であるとはいえないであろう。
　　（1）二つのイノベーション
　社会、経済の発展は、様々なイノベーションによってもたらされるが、一般
にイノベーションという場合、科学技術的なイノベーションを思い浮かべるこ
とが多い。しかし、社会や経済の進歩は、必ずしも科学技術に基礎を置くイノ
ベーションだけでなく、社会的な制度や組織のイノベーションによってもたら
されたものも多いのである。
　P．F．ドラッカーは、そのような制度や組織上の革新を社会的イノベーション
4Wi　l　l　iam　Lazer，　Uarkθting　Uanagemen　t：Asγstems　Perspec　tive，1971年．片岡一郎監訳『現代のマーケティ
ング、マーケティング・システム究明』丸善株式会枇1974，267頁。戦術的イノベーションは主に、デザイン、
形状、カラー、パッケージの変化などによる適応化であり、機能的イノベーションは、既存製品と機能は同一
であるがその実現方法が異なるもの，基本的イノベーションは、既存製品とは全く機能を異にするものを生み
出すイノベーションである。
5小川英次他編『経営学の基礎知識』有斐閣，1997年，342頁。
6　Abernathy，　　w．　J，　　and　　utterback，　　J，　M，，　　　’Pa　tterns　　of　　ln【dus　tria！　　In／lo　va　tion，　s’　　Technology
Reviev，　Vol．80，　no．7June／July　1978，　pp．40－47．プロダクト・イノベーションからプロセス・イノベーション
へのシフトに関しては、アバナシー＝アッターバック・モデルにより説明される。既存製品の生産工程や生産
技術を改良したり、新工程を創り出したりすることによって製品コストの削減、あるいは品質・性能を改善す
る技術革新がプロセス・イノベーションであり、これに対応するのがプロダクト・イノベーションで、従来存
在しなかった画期的な新製品を開発する技術革新である。日本の研究開発能力は、多くの分野で米国と対等、
ないし、それを上回る水準に到達しているが、内容をみると基礎研究よりも応用・開発研究にすぐれ、それに
裏打ちされたプロセス・イノベーション指向が特徴であるとされる。VTR、テレビ、半導体、コンピュータ
等は、いずれも米国で発明されたものだが、日本がこれに継続的な改良を加え、生産工程の技術革新によって
コスト削減を実現した。アジア諸国を中心に発展途上国の追い上げが進展している現在、日本の今後の課題は
プロダクト・イノベーションへの注力にあるといえよう。
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と名づけ、今日までの社会的イノベーションとして、①技術研究所の創設、②
ユーロダラーとCPの金融制度、③大衆と大衆運動の発見、④農事指導所の設立、
⑤体系としてのマネジメント論の形成、をあげている7。これらのうち、体系と
してのマネジメント論の形成とその発展という社会的イノベーションは、現代
社会において重要な役割を果たしてきた。
　ここでは、ビジネスと密接に関連するイノベーションを、科学的技術に基礎
を置くノベーションとマネジメント・テクノロジーによるイノベーションの二
っに大別してみたい。
　　①科学的技術に基礎を置くノベーション
　科学技術としてのテクノロジーを基礎としたイノベーションである。エジソ
ンによる電球の発明からテレビジョン、近年では携帯電話、パーソナルコンピ
ューターの開発など、科学的技術開発の研究成果に基づく新事業、新製品の市
場導入とその後の普及は、「イノベーション」を理解するための事例として理
解しやすい。
それまでの灯油やガスに換えて電力エネルギーを光に換える「電球」の発明は、
基本的イノベーションによる製品開発であることは誰も否定しないであろうし、
テレビジョンも同様である。携帯電話やパソコンも、電話や大型コンピュータ
のような、それらの製品開発の基礎となる製品がすでに存在していたことを考
えると、単に新たな機能を付加したという意味で「機能的イノベーション」と
見ることもできるが、現今の普及状況や使用されている態様をみるとき、生活
文化変容の一要因にまでなっているという意味では、これらの製品は「基本的
イノベーション」による製品開発であったともいえよう。しかし、これらのイ
ノベーションは、そのレベルは各々異なっていたとしても、科学技術的な面に
重点がおかれたイノベーションであることに違いはない。電球の開発も、発明
当時の人々にとっては「ハイテクノロジー」であったはずだからである。
　　②マネジメント・テクノロジーによるイノベーション
　前述のP．　F．ドラッカーは、その典型例としてマクドナルドを挙げて次のよう
に説明している8。
　「1954年、52才のミルク・シェイク用ミキサーのセールスマンが、カリフォ
ルニア州サンバーナディーノのハンバーガー店を見て、あらたな巨大産業、フ
ァーストフN－・・一一ドの誕生を思い描いていた。マクドナルド・コーポレーションを
設立し、世界企業にまで育てあげたレイモンド・クロックは、普通ならば悠々
TP．F．ドラッカー，上田惇生・佐々木実智男訳『マネジメント・フロンティア』ダイヤモンド祉1986年，終章
社会的イノベーションーマネジメントの新世界，413～429頁。
8Peter　F．　Drucker・㎜吻脳OV！㎜鼎脱㎜上田淳生訳『イノベーションと企業家精神（上）』ダイ
ヤモンド枇ユ997年，30頁。
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自適の引退生活を送る年齢になって、ヘンリー・フォードに劣らぬ産業界のパ
イオニアになった。」のであるが、実は彼は「何も発明はしていない。」ハンバ
ーガーも、ミルク・シェイクもフライドポテトも当時のアメリカのレストラン
にはどこにでもあった。　「しかし、マクドナルドは、マネジメントの原理と方
法を適用し（すなわち顧客にとっての価値は何かを問い）、製品を標準化し、製
造のプロセスと設備を再設計し、作業の分析にもとついて従業員を訓練し、仕
事の標準を定めることによって、資源が生み出すものの価値を高め、新しい市
場と顧客を創造した。」のである。
　この例で見るように、科学的技術に基礎を置くノベーションと対比して、ド
ラッカーがローテク・ノベーションと呼ぶものは、科学技術的成果よりも、マ
ネジメント・テクノロジーの発展に基礎をおく、ないしは相対的にその比率が
高いイノベーションであり、科学技術に基礎をおくイノベーション以外のもの
は、マーケティング遂行手段のイノベーションをはじめとして、ほとんどすべ
てが、このマネジメント・テクノロジーによるイノベーションであると言えよ
う。
　（2）革新性の所在
　今では世界に冠たる大企業となった「ソニー」　「ホンダ」などは、いずれも
大資本に頼らない町工場から出発し、独自の信念と技術、経営手法をもって現
在の繁栄を築いたという共通項があり、これらの企業の創業期はまさに、いわ
ゆる「ベンチャー企業」であった、という認識はすでに一般化しているといっ
てもよいであろう。
　これらの企業は、第二次世界大戦の敗戦によって「戦前の産業と技術の中核
であった軍事産業が壊滅」した結果「数多くの技術者が職を失って、戦後の厳
しい状況の中で新たな仕事を見つけなければならなかった。」9という社会背景
のもとで生まれた企業が多く、創業者が技術者出身であるという特徴が見出せ
る。
　従って、これらの企業はいずれも大きな括りでいえば「電気、機械」関連の
業種がそのほとんどを占め、旧くはT型モデルで自動車の大量生産を成功させ、
現代の自動車社会の基礎を作ったヘンリー・フォード、近年ではパソコン革命
のきっかけを作ったといわれるマイクロプロセッサーのインテルなどと同系の
ものであり、それぞれの企業発展の原動力になった独自性、新規性は科学的テ
クノロジーに依存する比率が高く、そのためにこれまで、ベンチャー企業とい
う言葉から受け取られるイメージは、ハイテク関連の印象が強かったことは否
9森谷正規・藤川彰一著『ベンチャー企業論』放送大学教育振興会，1997年，25頁。
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定できない。
　しかし、わが国においてもこのようなハイテク関連企業以外の成長企業を「ベ
ンチャー企業」と認識することが一般的となってきた。『ニュー・ビジネス最
新トレンド300』1°と題して、第一次、第二次ベンチャー・ブームに生まれたベ
ンチャー企業を整理した書籍によると、　「ニュー・ビジネス」という観点で取
り上げられた企業の中には、ハイテク関連もあるがそうでないものも多い。
　もとより、海外に目を転ずれば、いわゆる「ベンチャー企業」の成功例ある
いは、　「イノベーション」の典型例として紹介される企業はこれらの分野に限
られているわけではない。娯楽産業のディズニーをはじめ、ハンバーガーのマ
クドナルド、クレジットカードのアメリカンエクスプレスなど、必ずしも革新
的科学技術の開発を契機として発展してきたとはいえない企業も同じ脈絡で取
り上げられている！1。
　P．F．ドラッカーは著書のなかで、ボストンで発行されているベンチャー専門
誌『インク』における企業ランキング、創立5年以上15年未満の株式公開企業の
中でその年の成長率が高かった100社の例を挙げて、「『インク100社』のなか
でハイテク企業は4分の1にすぎない。4分の3はローテク企業である。これは毎
年変わらない。」12と指摘している。このような認識にたてば、我々の「ベンチ
ャー企業」研究における「イノベーション」の問題、イノベーションとよばれる
ほどの事業、製品（サービスを含む）の変革に伴う「新規性」の研究は、科学
的な技術開発に基礎を置くイノベーションのみならず、より広い分野における
イノベーションにも目を向けなければならないといえよう13。
　イノベーションをそのように理解することによって、より包括的な説明が可
能であり、有形財としての製品のイノベーションに対して、物理的製品とは異
なる性質を持つ無形財を商品とする「サービス産業や情報産業のイノベーショ
ン」の性格や、卸、小売段階の事業をも含めた「イノベーション」を、全業種、
業態を横断的に、明確に捉えることが可能になると思われるのである。
1°日本実業出版社編『ニュー・ビジネス最新トレンド300選』日本実業出版社，1997年。
ltグロス・ダニエル・フt一ブスマガジン編集部共著，山岡洋一訳『創業伝説』日経BP社，　ig97年。
12Peter　F．Drucker上田淳生訳，前掲訳書（上），12頁。同著後書きでドラッカーは、優れた参考文献として
ヅヨーゾ．ギルダーの『企業の精神（The　Spiri　t　of　En　terprise）』（1984）、ワシントン大学（シアトル）のカール・ウ“エスノ“一の研究、
とくに『ニュー・ベンチャ・一戦略（Ney　Ven　ture　Stra　tegy？』（1980年）をあげ、その他の多くの物語から得られ
る分析はほとんどないとしている。
13例えば、従来の商業貨物を主体とする路線運輸から脱皮し、個人客のニーズに的を絞って郵便小包や鉄道小
荷物に取って代わる新サービスとして「宅急便」を開発し、戸口から戸口への宅配サービスを定着させたヤマ
ト運輸、即席麺の開発とそれに続くカップ麺の発売によってわが国の食文化に大きな影響を与えたのにとどま
らず、世界的な展開をはかるまでに至った日清食品、わが国においては「水と安全はタダ」という認識が一般
的であった時代から「警備保障jという新分野を開拓し、「機械警備jによるシステマティックな業務によって
成長を遂げたセコムなどである。
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2　企業行動における革新性の評価
　（1）従来の定量的企業分類法とその問題点
　冒頭において従来の定量的企業分類法とその問題点を示したが、定量的な企
業分類法の代表とする規模別分類における中小企業の定義は、もとより「すべ
て弱者としての中小規模企業を支援するための政策目的に基づいている」14た
め、その規定は国によって異なっている。
　例えば、わが国では、中小企業を4グループに分け、一次産業の鉱工業、製造、
輸送および建設産業を1グループ、二次産業の卸売業者と小売業者を二つに分け、
三次産業としてのサービス産業として、それぞれを規定している。過去におい
ては、一次産業については、300人までの従業員を持つ企業が中小企業とされ、
二次産業のうち卸売業者においては100人の従業員まで、そして小売業は50人ま
でが中小企業として扱われ、サービk産業においては、資本金1千万円以下又
は従業者数50人以下とされていたが、
　これらの基準は、行政施策の変更に伴って、下記のように変更された15。
図表皿一1　中小企業の範囲の変更
改正前の定義　　　　　　改正後の定義
製造業その他 資本金1億円以下　　又は]業者数300人以下
資本金3億円以下　　又は
]業者数300人以下
卸売業 資本金3千万円以下　又は]業者数100人以下
資本金1億円以下　　又は
]業者数100人以下
小売業 資本金1千万円以下　又は]業者数50人以下
資本金5千万円以下　又は
]業者数50人以下
サービス業 資本金1千万円以下　又は]業者数50人以下
資本金5千万円以下　又は
]業者数100人以下
出典：2000年版中小企業白書，中小企業庁編，大蔵省印刷局。
また、
　●　米国では、当該産業を支配しない規模の小規模ビジネスで、従業員500
　　　人以下、年間売上高20ミリオン米ドル以下の企業
　●　英国では、政府統計上のSMEsは200人以下の人々を雇用する企業
14Bj6m　Bjerke，　Claes　M．　Hultman，　E7VTIttET？REmeLa？IAI．　UaRK［£rfVa，　EDWARD　ELGAR　PUBL　I　SH　ING　LTD・，2002，　P・6・
15?F一他著『ベンチャー企業論』財団法人放送大学教育振興会刊，200t年，12頁。
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●　欧州連合（European　Union）におけるSMEの公式の定義は250人以上の
　　従業員を持たず、大規模企業が1社あるいは共同で、25パーセント以
　　上の株を所有せず、なおかつ年間4千万ユーロ以上の総売上高を持たな
　　い企業としている。
　この他にも、香港における中小企業の規定は、従業員の数を製造で100人に、
そして非製造業においては50人に制限し、マレーシアでは、公共利益を製造業
のみに限定し、そしてこの事実を強調するために、　「中小規模の工業的企業」
（SMIs）という括りで規定をしている。また、フィリピンのように、企業を
200人以下の従業員による「中間」企業（100～199人の従業員）、　「小規模」企
業（10～99人の従業員）そして「小屋企業」　（1～9人の従業員）に分類し、小
屋企業の資産が100，000ペソを超えなければ、それらは「マイクロ企業（超ミニ
企業）」と呼ぶようなケースもある16。したがって、企業一般に対して「中小規
模」という一般的な定義をすることは、行政施策に役立てるため以上の意味は
持たないといっても過言ではなかろう。
　このように現実企業についての説明や理解を困難にしている原因は、この分
類法が個別企業の「質的側面」をみることなく一般化したことによると考える
のである。
　前述のごとく、これまでの分類においては、機能別分類では「製造業一般」
「小売業一般」、あるいは規模別分類では「大企業一般」　「中小企業一般」と
して一括して論じられている。この従来型の企業分類は、いわば企業の「外形」
ないしは「見た目」による分類であって、個別企業の質的側面を考慮に入れて
いない分類であるために、　「企業」の実態に即した説明、たとえば「ベンチャ
ー企業」についてもこの分類を前提としての説明には無理が生じる。
　それは、序論で述べた、いわゆる「ベンチャー企業」の説明が、いずれも企
業の内面的な特異性をもって特徴付けようと意図しているにもかかわらず、こ
の分類法は企業の持つ質的側面をみていないからである。したがって、従来型
の分類法は、継続して実施している統計資料としての統計的意味合いや、純粋
に学問的興味からの研究のための分類としては意義があったとしても、企業の
包括的な類型化とはいえず、類型化のための類型化であるとの批判を逃れるこ
とはできない。
　また、現実企業の実態の分析には適さないものとなってしまって、実際の企
業経営のためのマネジリアルな指標として、あるいは実務的な経済施策の実施
基準としても有効なものとはならないのである。
16Bj6rn　Bjerke，　Claes　M．　Hultman，　oP．　cit．　P．6．
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　さらに問題なのは、このような、現実を直視した事実認識を持たない分類に
基づく研究によっては、清成忠男教授が指摘するように、たとえば中小企業の
研究については「独占資本によって収奪され、一律に産業社会の底辺に沈殿し
た固定的で停滞的な階層である、といった一面的な把握か、実体のない平均的
な中小企業論」17に陥ってしまいかねないことである。
　（2）新しい定性的企業分類の必要性一Seinの視点とSollenの視点による
検討
　以上のような現状認識に立ち、ベンチャー・ビジネスの本質的な特徴を浮か
び上がらせるため「企業行動における革新性を評価するため」の前提として、
企業全般の新たな分類法を検討するのであるが、それに先立ち、第1章で整理
したSeinの視点とSollenの視点18を確認したい。
　前述のごとく、Seinの視点とSollenの視点は異なる見方による観察であり、
ともすると全然別個の無関係なものだと誤解されやすい。しかし、この二つは
相互依存関係にあり、例えば基礎医学と臨床医学の関係と似ている。基礎医学
の発達は臨床医学の発展の礎であり、臨床医学での必要と経験が基礎医学の深
耕につながるという相互依存関係があり、またそうあるべきはずである。
　こうしてみると、先に示した従来の企業分類は、ある時点における企業の状
態ないしは形態をSeinの視点に立って観察したもの（Seinの視点による分類）
として、静態的な類型化として妥当性がないとはいえないであろう。しかし、
この分類法は、　「異質多元的」といわれている中小企業はもちろんのこと、大
企業においてもますます多様化し、日々変転している現実企業の実態を、Sollen
の視点、言い換えればマネジリアルな視点によって分析するための基準（Sollen
の視点を想定した分類）としては不十分な分類であり、医学の関係で例えるな
らば、基礎医学が臨床医学の発展の礎となってはいないというような状態であ
る。
　したがって、企業分類に際して重要なことは、個別企業の多様性を前提とし
て質的な側面を重視することにより、新たな企業分類が「いかにすべきか」
（Sollenの視点）を追求するための意思決定の問題、マネジリアルな観点から
の要請にも答えうるもの（Sollenの視点を基準として分類された企業分類）で
なければならないということである。
　つまり、いかにあるかの静態的な類型化のための分類（SeinのためのSein）
からマネジリアルな観点からの要請を視野に入れた分類（Sollenを視野に入れ
17ｴ成忠男『中小企業』臼経文庫・経営学入門シリーズ，日本経済新聞仕　1997年，31頁。
leﾙ稿（共同研究）「広告科学、視点と方法に関する一考察j『マーケティングと広告』誌，電通，1972年，5
月号80頁にても詳しく述べている。
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たSein）へ、新たな企業分類法が展開されなければならないのである。ここに
「質」的側面を考慮した新たな企業分類の必要性がある。
　（3）企業全般の定性的分類基準
企業の質的側面の問題は、「定量的」に測りうる問題というよりも、きわめて
「定性的」であり、そのことが問題の把握を困難にしている原因の一つとなっ
ている。
　企業分類のための観察において、たとえSeinの視点での考察による時系列の
一時点（スカラー量）での把握であったとしても、当該企業が「将来如何にあ
ろうとしているのか」、　「何を指向しているのか」という意志的な側面（ベク
トル量）が重要である事を忘れてはならない。また、それなくしてはSollenの
視点による企業研究に役立つ企業分類とはならないのである。
　ここでは、新しい企業分類法を模索するために、企業の質的側面に注目し、
その評価について、革新性・独立性・持続性の三点に整理して検討する。
　　①革新性一革新性向企業と保守性向企業
　企業を観察すると、規模の大小、業種業態にかかわらず「変化を好む傾向の
企業」と、そうではない企業があることに気づく。常に柔軟な姿勢で市場の変
化に適応し、革新的な経営努力によって新製品、新市場の開発に全社的に取り
組む企業があれば、過去の成功事例や慣習にとらわれ、挑戦して失敗する危険
を冒すよりも現状維持による安定を図る企業もある。
　これら二つの態様を示す企業間の差異は、企業が元来持っている二つの性向、
すなわち「革新性向」と「保守性向」のどちらに比重がかかっているかの違い
によって現れると考える。
　これら相反する二つの傾向のうち、どちらの性向が顕著に現れるかの原因の
一一ﾂとして、「企業文化の違い」が指摘できるのであるが、次に「企業文化」19
の違いに影響を与えると思われる要因として、次の三つの側面から検討したい。
　　●　経営者の革新性一「企業家」と「専門経営者」の違い
　企業文化の違いを説明する代表的なものとしては、企業の最高意思決定者で
ある経営者の資質、ないしは行動性向があげられる。すなわち、「企業家」2°と
「専門経営者」による違いである。
19g織構成員によって共有された価値、信念、規範で、価値観、ものの考え方、思考様式（組織のパラダイム）、
行動規範を組織文化という。企業の組織文化を企業文化という。一般に使われる社風は個別企業の企業文化を
さす。
20Schumpeteら工A，Tlieorie　der　wirtschcy71ic／ten　Entwicklung，　2．Aufl．　1　st　ed，1912塩野谷祐一・中山伊知郎・東畑精
一訳『経済発展の理論』（全2冊）岩波書店（文庫），　1977年。第2章によると、シュンペーターは1926年に発刊し
た彼の著書『経済発展の理論』でイノベーションとは「諸資源の新結合としてのイノベーションこそが経済発
展の原動力であり、イノベーションを遂行するのが、企業家である1と述べ、初めて社会科学に携わる研究者
らにその重要性を認知させ、現在までも企業家を進展しっっある研究対象として位置づけた人である。
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　両者は企業経営の上でその果たす役割にさほどの差異があるわけではない。
しかし、　「企業家」は経営者であると同時に企業の所有者であるために事業遂
行上の危険負担に対する姿勢は積極的であり、いわゆる企業家精神に富んだ行
動が特徴で、新規事業分野への進出、新製品開発への意欲が旺盛で、意思決定
の際には決断力、リーダーシップある行動をとるとされるが、その反面、独断
専行による独善的な経営に陥る危険もあわせ持つ。
　一方、　「専門経営者」は、企業家と同様に経営目標の決定と指導を主たる任
務とするものの、自己の所有とは切り離された企業の運営であり、意思決定に
おいては株主、従業員、取引先、などの要求を考慮しつつ企業の存続発展を目
指すため、危険負担の大きいと思われる革新的な行動は自己規制する傾向にあ
り、極端な場合は「事なかれ主義」に陥る危険さえはらんでいる。
　このような「企業家」と「専門経営者」の対比は、いわゆるベンチャー企業
の研究にとって重要であり、ベンチャー企業の定義ないし規定が、いずれも「成
長意欲の強いリーダー」　「リスクを恐れない若い企業」　また、「革新的経営
者が、企業家精神を旺盛に発揮して」、　「積極的に経営を拡大」をその要件と
していることにもうかがえる。
　ただし、ここで注意しなければならないのは、一般的な傾向として上記のよ
うな特微がみられることは認めても、所有経営者が必ずしも「企業家」的であ
るとは限らず、所有せざる経営者がすべて「専門経営者」タイプであるとはい
えないということである。
　　●　マネジメントの革新性
　一般に、企業の発展とは事業規模の拡大を意味し、大規模化こそが成功の証
でありその礎ともなる、と考える風潮は未だに根強いと思われる。大規模化す
る事によって、企業はより強力な資本力を備え、優秀な人材と技術の確保が容
易になり、豊富な社内資源を駆使することによって幅広いビジネス・チャンス
の中で差異的優位性を発揮してより大きな利益の獲得が可能になる、という考
え方である。
　確かにこれは一面の真実であろう。しかし、企業の大規模化にともなって別
の問題が顕在化してきた。すなわち、大規模化した組織を運営するために管理
組織が肥大化し、それにともなって生じる保守的で官僚主義的な傾向の蔓延に
よる企業活動の停滞と効率低下である。企業の大規模化にともなって顕在化す
る事が多いこれらの現象の蓄積として生じる弊害がいわゆる「アナリシス・パ
ラリシス＝分析麻痺症候群」や「大企業病＝管理性向過剰症候群」である。1960
年代以降、米国を中心とする世界の有力企業は、多国籍化戦略を含め事業規模
の拡大を進めることで競争優位を確保すべく努力してきたが、その結果として
「大企業病」に罹ったと思われる企業も数多くみられるようになったといわれ
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ている21。
　T．　J，ピーターズ、R．　H．ウォータマンは著書『エクセレント・カンパニー』
において、　「大企業のありようを見ていてもっとも残念に思うのは、そもそも
その企業を大企業たらしめた原動カ…革新性…をすでに失っていることである。
（中略）全米科学財団の調査の結果、単位研究開発費あたりの技術革新件数で、
小企業は中企業の4倍、大企業の24倍、ということがわかった。」22と指摘して
いる。
　日本においても、有力企業が肥大化し硬直化した組織による急激な市場変化
への対応に限界を自覚し、多くの大企業がいわゆる「ベンチャー・ビジネス」
に注目し始めたのもそのためであり、社内ベンチャーや分社化など「大企業病」
からの脱却を目指した大胆な改革に取り組んでいる。
　大企業病の症状としては、組織の肥大化、硬直化による官僚的保守傾向、意
思決定の遅延、日本的稟議制度と多数決原則による独創的アイデアの不採用な
ど様々あるが、これらはすべて「管理性向」が過剰になることに因って起きる
ものと考えられる。
　したがって、筆者は、いわゆる「大企業病」を、これに罹った企業の内面的
な特質を表すために、成人病を生活習慣病と言い換えた医学界に習って23、「管
理性向過剰症候群」と呼ぶのである。
　　●　業務の革新性一　「定型業務型企業」と「非定型業務型企業」
　企業の特性、特に革新性向か保守性向であるかに重要な影響を与えると考え
られるものの1つとして、その企業の業務内容の中心をなすものが「定型的業
務」か「非定型的業務」であるのかの違いがある。
　これは後述する企業の独立性とも密接に関連するが、社会的分業が進み、ピ
ラミッド型の垂直的、あるいは水平的・補完的なネットワーク型であるかを問
わず、それぞれの企業が社会的に組織化されるなかで、当該企業が果たす役割
分担が定型的な業務の繰り返し的な分野の仕事であるのか、創造的革新的な業
務なのかの違いである。
　この典型的な例として、家電、自動車の組立などに代表される大量生産型組
21苡纓ｲ一郎『巨大企業の没落』朝日新聞桂1994。RCA、ファイアストン、シンガーなど、かつての優良企業
の退潮を12のタイプに分類して詳述している
22T．　J．　Peters　R．　H．　Waterman，」W　5盟甜αア㎜乙㎜大前研一訳『エクセレント・カンパニー一』講談
祉　1983，337頁。
23「大企業病」という用語はジャーナリスティックなものとしてはすでに市民権を得ているが、現実の企業の
態様を表すものとしては適切ではない。なぜなら、大企業とされる規模であればどの企業でも必然的に罹る病
気であるとはいえないからである。ちなみに、医学の分野では、糖尿病、動脈硬化、高血圧症などかっては「成
人病」と呼んでいた症状を「生活習慣病」と改めている。これらの病症が成人に多くみられる傾向は確かだと
しても、成人特有のもので成人であれば誰でも罹患するというものではなく、年少者でも罹る可能性もある反
面、生活習慣を改めることによって成人でも防げる病だからだということである。
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立産業に属する多くの下請け企業は、定型的な業務の効率的な遂行のため、規
模の経済性を追い求めて組立プロセスを担ってきた。もとより、規模の経済性
が妥当性を持つのは「学習曲線」概念にみるごとく、　「同一性の高い作業の繰
り返し」についてであり、伝統的な経営管理論において管理可能とされ、マネ
ジメントの目的もまさにそこにあったといえる。
　「非定型的業務」を主たる業務とする代表的な産業としては、コンピュータ
ソフト開発などの情報産業やファッション関連産業があげられる。ここで必要
とされるのは「アイデア」や「創造性」であり、その都度異なる作業、思考プ
ロセスを要するため、先の「定型的業務」と同様な意味での規模の経済性は適
用されない。したがって、このような業務の担い手は自己実現欲求の強い、過
剰な「管理」がなじまないひとびとであり、その集合体である企業の性格とし
て、保守性向は弱いと考えられるのである。
　ここにあげたのは多種多様な産業・企業の一部についての例示であり、特定
産業を一括して「定型的業務型企業」であるか「非定型的業務企業」であるか
を一概に判別することはできない。たとえばファッション業界にあっても企画
デザインなど創造的な業務を主とする企業もあれば、下請け生産業務を中心と
している企業も多数存在するし、なおかつ一企業の経営プロセスにおいても定
型的業務と非定型的業務は混在するからである。
　しかし企業の業務内容が定型的業務を中心とするか非定型業務であるかが、
個別企業特有の企業文化に大きな影響をあたえることは疑う余地がないもので
あろう。
　　②独立性一独立企業と従属企業の峻別
　次に企業の質的側面の、第二番目の要素として企業の独立性について検討す
る。
　前出の清成教授は、中小企業を「独立性」基準で類型化し、独立型中小企業
と従属型中小企業に分け、その上で大企業と中小企業の支配・被支配の関係を
下記のように図式化している24。
　同著においては、この類型化は「独立型と従属型の間には無数の中間形態な
いしは混合形態があり、主要な理念型を構成した。」25にすぎないとしている。
しかし、同教授が指摘するように、　「すべての中小企業が大企業によって支配
されているというマルクス経済学の公式は、具体的に検証されているわけでは
ない。」26とすれば、支配企業が中小企業であって従属企業が大企業という構図、
及び大企業同士の支配従属関係、また、大企業、中小企業の別なく支配従属関
24清成忠男『中小企業』日本経済新聞社，前掲書，35頁。
25ｯ上書，34～35頁。
26同上書，34～35頁。
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係のない「協働」関係も含めて考える必要があるであろう。
図表∬－2　大企業と中小企業の支配・被支配の関係
（支配企業）
生産者一
大企業
中小企業
　　　（従属企業）
　中小企業（製造業、建設業）
　中小企業（小売業）
　中小企業（製造業、建設業）
出典：清成忠男『中小企業』日本経済新聞社，1997年，35頁から引用。
　　●　独立性の基準
　上記の分類に際して、同教授は独立性の基準として「価格形成を自主的に行
えるという意味での独立型」　「大企業との取引の有無ではなく、価格形成の上
で対等な関係にあるものを独立型」27とするとして、「価格決定権」に注目して
いる。
　確かに、企業間における一対一の取引関係において、取引価格の決定のイニ
シアチブをどちらの企業が握るのかは重要な問題であり、下請け取引などにお
いては主導権を持ち得た側が「支配企業」、対する側が「従属企業」であって、
支配企業になりうる企業を「独立型」とする見解に異を唱えるものではない。
しかし、広く企業間取引を観察すれば、企業間の取引関係は製造企業における
元請け・下請けに代表される関係だけに限定されるものではない。製造業者か
ら流通過程を経て最終消費者までの商品の流れにみられるごとく、再販売を前
提とした取引もあるのであって、独立性にっいてはそれらの問題を含めてさら
なる考察を必要とするのである。
27ｯ上書，34～35頁。
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　　●　マー一・一・ケティング理論における「支配」と「従属」あるいは「協調」
　マーケティング研究において、企業間における支配と従属、あるいは協調の
関係は、主としてマーケティング・チャネルの問題として扱われている。
　すなわち、製造業者、卸売業者、小売業者が互いに緩やかな結合を持ちなが
らも比較的自由に行動し、通常は独立した関係にある「伝統的マーケティング
経路」に対して、計画的な流通支配の様式として「垂直的マーケティング・シ
ステム」が台頭してきた、という捉え方である。
　長期的な取引関係のもとで、ある程度組織化された流通経路を構成する「垂
直的マーケティング・システム」は、　「ある意思決定主体のもとで計画的に構
築され統一目標のもとで効率的に管理されたメーカーから小売業者に至る流通
システム」28であるとされる。
　この規定を、企業間の支配・従属関係を明確化するために読み替えると「製
造機能、卸売機能、小売機能のいずれかを果たす企業が、意思決定主体者とし
て他の機能を果たしている別企業を自己の計画、管理のもとに従属あるいは協
調せしめることによって統制し、統一目標を効率的に達成するための流通シス
テム」ということになるであろう。
　このような理解にたてば、マーケティング論でいうところの「垂直的マーケ
ティング・システム」の3類型、すなわち企業システム、契約システム、管理シ
ステム29は、現象的にはチャネルの問題としてあらわれているが、その本質は流
通過程における企業間の支配、従属あるいは協調の形態、強度を表すものであ
り、チャネル選択の意思決定にとどまらず、マーケティング意思決定全体にお
ける他社に対する「委任」の程度、範囲による支配従属関係の類型であること
が理解できる。さらにこの考え方を敷術すれば、製造企業における下請け関係、
原材料、部品調達における系列関係も説明できるのである3°。
　ただし、上記の意味での意思決定主体となりうる企業は製造業者に限るもの
ではなく、卸売業者、小売業者の場合もある（筆者は上記三類型のいずれにも
前方、後方、混合型の垂直統合があり得ると考える）ことは当然として、企業
規模によって制限されるものでもない。くわえて単一所有の企業システムは別
として、意思決定主体が管理統制しようとする相手側企業にも、自ら意思決定
主体となる選択肢があり、たとえシステムの一員としてマーケティング意思決
定を他社に一定の程度と範囲で委ねるという場合にあっても、その相手を選択
する権利は残されている、ということを忘れてはならないであろう。
28マーケティング協会編『マーケティング・べ一シックス』同文館，1997年，224頁。
29徳永豊編著『マーケティングの管理と診断』同文館，1989年，202頁。
30この点については伊藤友章氏が詳細に検討している。「製販同盟とマーケティング・チャネルにおける組織間
関係の検討」『明治大学商学研究論集』第4巻　1995年。
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　RM，エマーソン（R．　M．・Emerson）が1962年に発表した論文31の、二者間における
依存関係の発生とパワーの発生に関する理論は、その後エルーアンサリー
（A．1．El－Ansary）、スターン（L．　W，　Stern）らによってマーケティング論に導入、
援用されて以来今日まで、多くの論者によって研究されてきた。
　しかし、これまでのチャネル理論における依存関係とパワーについての議論
は、狭義のチャネル問題、あるいは流通経路に偏っていたきらいがあると思わ
れる。しかし社会システム論のこの基本モデルは、社会システム全般に適用で
きるものであって、流通チャネル・システムに特に限定されるものではない32。
　したがって、この理論モデルを狭義のチャネル問題のみに限定して論じるの
ではなく、社会システムのサブシステムとしてのマーケティング・システム全
体の中での問題としてとらえれば、　「独立性」は、それぞれの企業におけるす
べてのマーケティング意思決定の、相互に影響を与えあうパワー・依存関係に
おける依存性・独立性の範囲と程度の問題であることが理解される。
　このようにみてくると、企業の独立性の問題は、価格、チャネルなどの個々
のマーケティング要素に限定した企業間の力関係で規定すべきではなく、より
広範なマーケティング意思決定を独自の判断で主体的に遂行している企業か、
その一部またはすべてを他社に委ねている企業なのかによって判断する事に妥
当性があるといえるであろう。
　　③持続性
　　●　成長指向の違い一新規市場創造指向と既存市場獲得指向
　企業の成長に関する指向と現実に現れる企業行動によって整理したのが、こ
こにとりあげる「新規市場創造指向」と「既存市場獲得指向」二つの類型であ
る。この二つは多くの場合、前述の革新性で検討した革新性向と保守性向に対
応する。
　ここで、新規市場創造指向企業とは、その時々における新規市場の創造に主
眼を置き、市場の変化に反応し、新規市場を創造するのと同時に、市場の変化
に適応・変容していく結果として段階的に事業を維持・成長させてゆくことを
指向する企業のことである。
　一方、既存市場獲得指向企業とは、既存の市場におけるシェア獲得に主眼を
おき、規模の経済性を利して成長しようとする企業を指す。
　　●　最適経営規模と企業の成長
　現在では衆目の一致するところとして「大企業」として認められている「ソ
ニー」　「ホンダ」　「松下電器」なども、創業期においては家内工業、中小企業
から始まった。これらの企業に限らず現在大企業と称される企業の多くは、創
31R．　M．　Emerson　　‘‘Power－Dependence　Relation”　，　Amelゴcan　Socio／ogica／　Re　viev，　Febrary，　1962．
32石井淳蔵『流通におけるパワーと対立』千倉書房1992年，36頁。
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業から今日に至るまで消費者の需要に応えるための様々な困難を克服し、企業
間競争に打ち勝つなかで成長過程を歩んできている。
　中小企業は、いまだ大企業にはなり得ない企業の発展段階であるという考え
方は、上記のような典型的な成功事例をモデルとして考え、中小企業は大企業
への成長プロセスの初期段階であると捉えてきた。そのため、日本の中小企業
育成政策も基本的には大企業の経営手法を手本にし、これを近代的なものとし
て中小企業経営に取り入れることを奨励する方向にあったといえる33。
　ところが、規模の経済性が有利に働く既存のシステムにたいして、大企業が
必ずしも優位性を持ち得ないソフト産業などが注目され、大規模企業の限界が
指摘され、さらには情報インフラの整備により、規模の経済性が絶対的なもの
ではない時代に至ったことにより、これらの考え方は転換せざるをえなくなっ
ている。
　企業の成長を概念規定すれば、　「最適経営規模に向かってそれぞれの発展段
階に適した経営活動を行うことによって規模を拡大する。」34ことであり、成
長することによって「①生産技術的利益（分業の利益など）、②経営管理的利
益（適材適所配置による利益など）、③労働における利益（労働条件の割安化
による利益など）、④市場活動における利益（大量仕入れ、販売の利益など）」
35ｪ実現できるとされる。
　ここで重要なのは、企業の成長が「最適経営規模にむかっての成長」であり、
単純な規模拡大を目指すことではないということである。さらに最適経営規模
は、E．　A．　G．ロビンソンが1934年の論文のなかで中小企業残存理由の説明
として、「適度規模（optimum　size）、つまりもっとも有利な（または効率的
な）規模が業種や分野ごとに異なる」36と指摘しているごとく、量的な尺度で
一一窒?ﾉ規定できるものではない。ごく大雑把にいえば、大量生産・大量消費型
の消費財産業においては、大規模企業の相対的な優位性は否定できないが、ニ
ッチ市場に特化した事業分野や地場産業、頭脳集約的なソフト産業などにおい
てはこの限りではないのである。
　ここに、急速に規模を拡大し、大規模な企業となった会社の例としてアメリ
カのIBMがある。井上wa－一一郎『巨大企業の没落』37によると、
　「IBMは、その前身をCTRといい、パンチカード式の統計機メーカーとして1911
年に創設。20年代からは、有能なセールスマンのトーマス・ワトソンが経営者
として活躍し、急成長をとげる。　（中略）1950年代からは、先行したライバル
33艪ｪ国の中小企業政策の変遷については、平成10年版『中小企業白書』253～270頁に詳しい。
34F信春・佐藤芳雄編著『新中小企業論を学ぶ』有斐閣，1996年、54頁。
35同上書。
36ｬ林靖雄・瀧澤菊太郎編『中！」・企業とは何か』有斐閣，1996年，18頁。
37苡縺C前掲書，64～65頁。
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企業に対抗してコンピュータを開発。60年代には世界のトップ企業としての地
位を固める。同じころから海外での生産・販売を急拡大。多国籍企業としてア
メリカを代表する存在にもなった。（中略）70年代初めのIBMは、世界の汎用（大
型・中型）コンピュータ市場で70％以上のシェアを確保。全世界に工場、販売
網、研究所を配置し、名実ともに業界の“帝王”の地位にあった」とされる。
　ところが、このIBMは、80年代にはいると徐々に業績が低下してきてしまう。
肥大化し、硬直化した組織の官僚主義、変化に対する対応の遅れ、そして非効
率からくる高コスト構造などは、長年にわたる「超優良企業」としての“安寧
の”歴史から生じてきた病根の深い大企業病そのものだったのである、と同著
は説明している。
　確かに、一定方向への規模拡大は、大量生産・大量消費の産業における大規
模企業の相対的優位性を前提とすれば、基本的指向性としては妥当性を欠くも
のではない。しかし、単純な規模拡大は多くの場合組織の肥大化を招く。そし
てそれは、「組織は既存の事業を維持するのに協働のエネルギーのほとんどを
費やす。」38ことにつながる、すなわち管理性向過剰となりがちである。
　また、既存市場の奪い合いによる規模の拡大はキャッチ・アップの段階、す
なわち追いつくべき目標がある時には有効である場合が多い。しかし、無限に
続く拡大があり得ないことはIBMの例を待つまでもなく多くの企業の歴史が証
明しているとおりであって、常にこれを追い求めるのは賢明ではない。
　つまり、企業の発展・維持にとって、単純な一方向への規模拡大は必要不可
欠なものではないのである。それよりも、あくまでそれぞれの最適経営規模に
向かっての成長と、常に革新的な変容を行うことが組織の生命維持にとって重
要性を持つことは、人間の寿命と企業の寿命の違いについて考えてみると理解
できるであろう。
　筆者が1995年におこなった、一地方の県庁所在地の老舗調査39においては、明
治44年の時点で盛業していた事業者約500軒のうち、80年経過してもなお屋号、
商号、商標などを何らかの形で継承し、営業を継続している企業は約1割にす
ぎず、業種、事業内容も当時のものをそのまま引き継いでいるのは一部の例外
を除いて非常に稀だという結果であった。
「ひと」は誕生から幼年期、少年期、青年期を経て熟年、老年に至る過程が一
方向の不可逆的なものであり、誰でもいずれは死期を迎えなければならないと
いう単一の「成長パターン」しかない。　（もちろん、この途中で不幸をみるこ
とがあるのは人間も企業も同じであるが。）これに対して、人間の寿命と企業
の寿命（ライフサイクル）の最大の違いは、企業は成長過程のいずれの時点か
38ｿ永豊「企業成長の新しい方向（1）」『明治大学商学論叢』第8巻第3－7号，33頁。
39拙稿，中丸真治・楠裕次共著『甲府街史・甲府の老舗』山梨日日新聞社，1995年。
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らでも意志的に誕生期、ないしはライフサイクルにおける初期段階に戻ること
が可能である、というところにある。実際に、80年たった今も営業を継続して
いる上記の約1割の企業は、こうした「生まれ変わり」を意志的に成し遂げる
ことによってその寿命を長いものにしているのである。
　このように、長期にわたって企業寿命を維持し、成長発展を続けている企業
は単純な一定方向への規模拡大によって生き残っているわけではなく、常に革
新し、変容しながら時にはそうした生まれ変わり（意志的に誕生期に戻ること）
を繰り返すことによって、その生命を維持し続けることに成功してきていると
考えられるのである4°。
　　●　創業動機による企業観の違い
　成長指向にかかわる企業観の違いの要因として、　「創業動機」の違いも考え
られる。
　創業から長い年月を経て一定規模に達し、所有と経営が分離している企業の
経営者は別として、経営者がその企業を興そうと考えるに至った動機も、当該
企業が新規市場開発指向となるか既存市場獲得指向となるかに影響すると思わ
れる。
　百瀬恵夫教授によるベンチャー型企業の経営者の創業動機調査41によれば、
高い数値を示しているのは「未開拓の分野で独自技術開発の実現」、　「自分の
技術力（開発力）の発揮」、　「自分で事業経営をしてみたい」、　「生き甲斐の
ある仕事をするため」など、自己実現欲求を源泉とする動機であり、「収入を
ふやすため」などの経済的な動機は低いことが読みとれ、同教授は「ベンチャ
ー型企業の経営者は、自分の力を信じ、生き甲斐を求めて自らが経営の主体者
となって事業を展開することが、会社設立の動機であるということができる。」
42と指摘している。
　会社設立の動機が自己実現欲求にあるとすれば、その経営者は自身が開発し
た新規技術、新しいアイデアやシステムが市場に受け入れられることで満足す
る場合も多い。したがって、彼らのすべてが「利益の極大化」を企業の最終目
的とするとは限らず、既存市場の奪い合いによる規模の拡大によってその実現
を図ろうともしないであろう。むしろ成功した場合、意図せざる結果としての
自社の大規模化に、とまどいを覚えることさえあるのではないかと思われる。
　もちろん企業経営であるかぎり、経営的に成り立つ規模は必要ではあるし、
他社との競合にも打ち勝ち、企業を維持して目的を達成するために必要な最適
規模までの拡大は不可欠ではある。また、経営を維持していく過程でその目的
4eV舗の家訓には、「代々初代」をうたったものが多い。
41百瀬・森下・前掲書，115頁。
42同上書。
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自体が変化していくこともあるかもしれない。さらには企業の成長に伴う組織
の充実と拡大によって、経営に対する経営者自身の意思の反映は希薄になるか
もしれない。しかし、経営者の「創業の動機」は企業の成長指向を左右する重
要な要因の一つとして無視できないものである。
　以上のように、最適経営規模が業種により、あるいは個別企業の目指すとこ
ろや競合状態によって異なり、規模拡大についての必要やそれに対するスタン
スも、当該企業が成長プロセスのどの段階にあるのか、また創業動機にも影響
されて成長指向は異なったものになり、それが企業の経営観、企業観といった
内面的、質的側面に影響を与えることは想像に難くないのである。
　（4）新たな定性的企業分類法
　以上の考察により、マネジリアルな要請にも応え得る新たな企業分類法とし
て、次のような分類法を提示するのである。
　【新しい企業分類法】
　　1革新性による分類
　・革新性向企業
2独立性による分類
　・独立型企業
3持続性による分類
　・成長指向の相異
・保守性向企業
・従属型企業
・企業観の相異
この分類法で特に強調しなければならないのは、企業の質的側面の違いによる
分類であること、経営ないしは企業の「指向性」という多分に意志的な側面を
見た分け方であることである。
　したがって、同一企業であっても、企業ないしは経営者の戦略の指向性、組
織の持っている文化などに影響される、マネジメント手法などの変化にともな
っていずれの類型にも分類換えされることが、従来の分類法とは大きく異なっ
ている。
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図表ll－3　新規事業の創設パターン
新規設立企業
i①開発・革新型ベンチャー企業　　　　i
i　　（狭義のベンチャーdh企業）　　　　　　　i
i②企業外ベンチャー　　　　　　　　i
i　　（スピンアウト等による分社化を含む）　　i
ニュー・ベンチャー
既存企業
r－一一i③社内ベンチャー
I　　　i　（アイデア奨励型、資金援助型など）
ロ　　　　　ニ
L＿＿‘④既存企業の起業家的革新化
従来型の新規事業進出、新製品開発
3　ペンチャー指向型企業概念
　　一起業家あるいは起業家チームに率いられた革新企業
　これまでみてきた、企業の「質」的側面を重視し意志的側面をふまえた企業
分類の考え方を基礎として、これまで多岐にわたって論じられ、論者によって
様々な意味合いであった「ベンチャー企業」に換えて、新たにより包括的な「ベ
ンチャー指向型企業」の概念を提示したい。
　上の図表ll－3において太線で囲んだ部分が「ベンチャー指向型企業」の典
型例である。この概念でいう「ベンチャー指向」とは、先の分類でみると「革
新性」「独立性」「持続性」によって判別されるものであり、いわば「起業家、
ないしは起業家的であろうとする」企業の持つ質的側面によってベンチャー指
向型企業の特性をあらわしたものである。
　さらに、現実企業の観察に幅をもたせ、意志的側面を加味してより実態に近
い形で「広義のベンチャー・ビジネス＝ベンチャー指向型企業」を強調して規
定するために、「型（type）」を付け加えたものである。ここで「意志的側面」
というのは、詳しくは後述することとなるが、「起業家ないしは、起業家的企
業であろうとする」ことと、「起業家ないしは、起業家的企業であること」は
異なるのであるが、社内の組織形態や制度に社内ベンチャー制度や分社化、事
業部制などを取り入れているか否か、あるいは「機会」を捉えた結果として、
第三者から見て「起業家ないしは、起業家的企業である」と認められる企業で
あるかどうかに関わりなく、ベンチャーを指向している「型、タイプの」企業
ということである。
　以下、具体的に説明する。
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　（1）既存企業のイノベーション
　徳永豊教授は「企業成長の新しい方向」と題する論文のなかで、ニュー・ベ
ンチャーをいわゆる企業ベンチャーと同意語としてとらえた上で、　「ニュー・
ベンチャ・・…とは、既存の企業内に企業家精神とスポンサーシップの制度を定着
化させることによって、硬直化した組織を活性化させ、新しい技術と新しい市
場の研究開発を中心とする新事業分野の創造を目指した、企業の組織基盤の強
化による成長戦略行動である。」43と定義し、ニュー・ベンチャーの多様な形
態として、ロバーツによる分類とベスパーの分類を紹介している。ここではベ
スパーの分類44に従ってニュー・ベンチャーを①企業外ニュー・ベンチャーと、
②社内ベンチャーの二つのカテゴリーに分けてとらえたい。図に示したように、
企業外ベンチャーも社内ベンチャーもいずれも「ベンチャー指向型」企業の範
疇に入るが、企業外ベンチャーが設立のプロセスに関わりなく、親会社ないし
は関連会社から完全に独立しているのに対して、社内ベンチャーは依然として
何らかの形で既存企業の傘下にとどまっている。社内ベンチャーは一定規模以
上の企業がベンチャーを指向しようとする場合の一手段と考えられる。
　一方、従来は親企業の系列下で仕様書に従って部品を作り納入していた中小
企業や、他企業の下請として組み立て加工を主業務としていた企業が方向転換
し、独自技術を開発して、その技術によって生み出された製品を自らのマーケ
ティング努力によって市場に投入しようとしたなら、その企業はベンチャー指
向型企業であり、その企業を率いる経営者はたとえ新規創業ではなくても「起
業家的」と呼ぶにふさわしい人であると考える。つまり、ベンチャー的である
かどうかは新規設立企業であるか既存企業であるかに直接は関係しないのであ
る。
　（2）新規設立企業一経験のある職業からの単純な「独立創業」
　個人、法人を問わず、あるいはその創業の動機がいかなるものであっても、
新たな事業の「創業」は常にリスクを伴う。危険を承知であえて新規事業を創
業しようとするひとびとは、例外なく挑戦者であり、冒険家であることはまち
がいない。しかし、彼らのすべてが「ベンチャー企業」の経営者とはいえない
のである。
　たとえば、長年クリーニング店に勤め、技術を習得した職人が独立して開業
した場合、従来の慣行に基礎を置く技術、システム、サービスから脱皮した、
よほど革新的な経営を目指すものでない限り、これを「ベンチャー・ビジネス」
とは呼ばない。また、コンピュータープログラマーが勤務先を辞め、独立開業
を試みたとして、彼が従来の業務の延長で、前の勤務先の技術を活かした外注
43徳永豊，前掲論文38頁。
44同上書，40頁。
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企業として、下請け的な仕事に満足していたとしたなら、これも同様である。
　これらの例の経営者はいずれも「創業者」ではあるが、先の企業分類の革新
性基準でみた場合、これから営もうとする事業においては新規性・革新性より
も、従来型の経営努力のなかでのマネジメント努力に重点的な比率が置かれる
はずであり、本来の意味におけるベンチャー・ビジネスとは別のものである45。
そこで、このタイプの創業者は、ベンチャー指向型企業の創業者と峻別するた
め、あえて「起業家」とは呼ばないこととする。
　また、近年数多く発行されるようになった独立創業向けの雑誌46の誌上では、
新事業のフランチャイズ・システム事業への参加者募集が「起業家募集」など
として華々しく展開されている。しかし、募集しているフランチャイザー側が
新技術、新システム、新サービスなどの開発とその利用による新市場の開発を
目指したベンチャー企業であったとしても、参加する側のフランチャイジーは
単なる「独立創業」の手段として当該システムへの参加を選択したにすぎず、
「起業家」ではない。従来からある単純な独立創業のパターンの一つにすぎな
いのである。
　徳永豊教授は起業家のタイプを独立起業家とチーム型起業家に分け、さらに
独立起業家を、単独事業型、多角事業型、独立革新型、事業増殖型、買収型の
5つの起業家タイプに整理している。
　また、同教授は、独立起業家ベンチャーと、チーム型起業家のベンチャープ
プロセスの違いを次の図のように整理している。
　　　　　　　図表皿一4　独立ベンチャーと社内ベンチャ・一一47
単独ベンチャー（独立起業家ベンチャー）
アイデアー起業機会 資金・管理力の支援
アントレプレナー（En鴫prencurs）
Aントレプレナーシップ
ベンチャー・キャピタリスト（Venture
bapi副ist）、スポンサーシップ
45P．　F．ドラッカーが同様な指摘をしている。前掲訳書『イノベーションと企業家精神』（上），31頁。
46 wベンチャークラブ』東洋経済新報社、『アントレ』リクルート社、『ベンチャーリンク』株式会社ベンチャ
ーリンク、など。
4Tｿ永豊教授，明治大学大学院商学研究科講義ノート，1999。
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社内ベンチャーもしくは企業内ベンチャー（チーム型起業家ベンチャー）
経営戦略
アントレプレナー（Entrepreneurs）
アントレプレナーシップ
トップマネジメントの支援（Top
managcmcnt　Support）スポンサーシップ
自主性　　　　組織立て
　　シナジー効果
長期的視点で社内ベン
チャーを奨励し、社内ベ
ンチャーを育む。
良いアイデアが生ま
れると資金を援助す
る。従業員を積極的
にアイデアを生む研
修に参加させる。
従業員のアイデアをスクリ・一一　Zングし、採択し
たアイデアを新規事業プロジェクトとして推
進するが、従業員にもリスクを負担（給料から
天引きして投資）させ、起業は仮の株式を発行
し、事業化されたとき、その株式を買い取る。
社内ベンチャーによる組織の活性化
　（3）　「狭義のベンチャー企業」の「ベンチャー指向型」における位置づけ
　以上の考察にもとついて「ベンチャー指向型」企業を定義すると、
　「アントレプレナーシップが旺盛なリーダーによって統率され、斬新な技術、
サービス及びシステムの開発による競争優位性を原動力として新市場を開発し、
マーケティング活動を主体的に展開する企業」48ということになる。
　　●アントレプレナーシップが旺盛なリーダーによる統率…　　リスクを
　　　　恐れず積極的に挑戦する革新者が率いる「革新性向企業」
　　●斬新な技術、サービス、システム開発による新市場の開発…　　既存
　　　　市場でのシェア争いよりも全く新たな市場を開発することに重点を置
　　　　く　「新規市場創造指向企業」
　　●マーケティング活動を主体的に展開する…　　自社のマーケティング
　　　　意思決定の一部または全てを他者に委任することのない「独立性向企
　　　　業」
　以上の三点を「ベンチャー指向型」企業の必要十分条件とするが、これまで
の多くの定義が規定していた「小規模」であること、　「事業開始からの歴史が
浅い」などの条件は省いた。なぜなら、規模というのは相対的な概念である上、
ベンチャー指向型企業が一定規模以上に成長したとき、それはベンチャー指向
48「マーケティング活動を主体的に展開する企業」とは、マーケティング意思決定にかかわる判断に、決定権
を持ちうる企業である。
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型ではなくなるとはいえないからであり、事業開始からの歴史が浅いか否かに
っいても、新規設立企業ばかりではなく、いかなる既存企業も、　「ベンチャー
指向型」を目指すことが可能であると理解するからである。
結び
　マネジリアルな視点からはあえて狭義のベンチャー企業を規定する必要は認
めないのであるが、経済政策、行政施策としてのベンチャー育成援助施策など
の基準として定義することが求められる場合は、施策の趣旨にしたがって適宜、
「規模」及び「開業から経過した期間」を定める必要があるであろう。
　ここでいう「狭義のベンチャー企業」とは、当該企業の戦略的指向性などの
質的な側面は捨象して、あくまでも組織形態のような形式面からベンチャー企
業を規定するところのベンチャー企業の定義である。このことについては、柳
孝一教授のベンチャー組織の分類49が優れていると思われるので次に掲げてお
く。
　図表ll－5　ベンチャー一組織の体系
???ャー??
完全独立ベンチ独立型ベンチャー
i独立企業化のイ
jシアチブ）法人
`態
独立支援型ベンチ
メ[（支援者からの
o瞥）
営利型ベンチ
п[（企業、
g織）
個人形態（個人経営SOHO） 100％子会社
51％超子会社社外ベンチャー
i独立法人）
関連会社（20～50％）
企業革新型ベンチ
п[（企業のイニ
Vアチブ）
関連会社
i20％未満）
社内ベンチャー
i社内組織） 買収事業型
擬似子会社型
i社内資本金）
非営利型
xンチャー NPO 新規事業プPジFクトチーム型
個人形態
49?F一他著，前傾書，14頁。
個人
ボランティア
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皿　ベンチャー指向型企業戦略を推進する起業家と
　　　　　　　　　　その能力
はじめに
　起業家（アントレプレナー）とはどのような人々をさすのか、また、その特性
はどのようなものなのかというテーマを研究した論者はこれまでにも数多い。
図表皿一1は、これまでいわれてきた代表的な企業家（起業家）の概念を列挙
したものである。
　アントレプレナーという用語を、文献において最もはじめに用いたのは、R．
カンティヨン（R．Cantillon）であるといわれている。カンティヨンは、企業家を
「先見の明をもち、危険を進んで引き受け、利潤を生み出すのに必要な行為を
する者」1であると定義したのであるが、「アントレプレナーの機能とは、保証
のないリスクを伴うものとしてみなし、商人としての側面を強調せんがために、
その焦点はアントレプレナーが果たす経済的役割に向けられていた。」2
　その後、19世紀の初期、フランスのエコノミストであるセイ（J．B．　Say）が、
企業家を「他者を結びつけて生産的な組織体を形成する行為者」3と定義したの
である。しかし、イアン・チャストン（lan　Chaston）も指摘していることである
が、これらの規定では、恐らくすべての事業者やいかなる管理者でもアントレ
プレナーに含まれることになってしまう4ために、今日においては、カンティヨ
ンやセイの定義をして、起業家の活動の正確な記述を提供するものであると考
えることは無理があろう。
　また、エコノミストであるシュムペーターも、経済における起業家の役割に
ついて関心を持った一人である。彼は、アントレプレナーを「資源の新結合を
実行する者」であると定義し、アントレプレナーシップ、すなわち、企業家の
試みは、イノベーションを通じて既存秩序の「創造的破壊」を行い、経済発展
をもたらすものであると考えた5。
　この、シュムペーター学派（Schumpeterian）モデルにおいては、企業家は、
需要が安定し認知された顧客ニーズが明確に理解できるという前提で、伝統的
な経済学のアプローチを使っていたのである。しかし、それとは対照的に、「ア
ントレプレナーシップは、市場が不均衡であり、顧客が既存の供給業者によっ
1清成忠男編訳『企業家とは何か』東洋経済社』1998年，171頁。
2原憲一郎『中小企業とコーポレートアントレプレナーシップ』叢林書院，2000年，45頁。
3清成忠男編訳，前掲書，171頁。
4　1an　Chaston，　ENTRiif？脱】L府？IAL　m撒mo，　MACMILLAN　PRESS　LTD．，　2000．
謡鷺認鵠瓢畿。瀞継，黙潴難曝繍鼎繍』豊
5冊）有斐臨1958年～1964年126頁。シュンペーターは「経済発展」をもたらすのが「イノベーション」であ
り、イノベーションを遂行するのが「企業家1であると述べた。また、彼はイノベーションとは「創造的破壊
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）新しい（creative destruction）」から成り立ち、創造的破壊とは次の5っの「新結合」によるものと示した。
製品、または新しい品質の製品　（2）新しい生産方法　　（3）新しい市場の開拓　　（4）原料や半製品の新
しい供給源の獲得　　（5）新しい組織の実現（独立的地位なとう、である。より詳しいことは、本稿第n章の注1
を参考にされたい。
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ては満たされていないニーズを持っているというような状況で普及する可能性
が最も高いプロセスであると考えられる」6ようになったため、その後、心理学、
社会学などの行動諸科学からのさまざまなアプローチがなされてきた。それは、
経済学者による研究7が、一部の例外を除いて下火になった後、第二次世界大戦
以降、アントレプレナーシップについての、さらに広範囲の考察がマネジメン
トの理論家の間で発生し、行動科学研究者が未解決の分野としてこの分野に注
目したものである。
　その開拓者の一人は、行動科学の見地からアントレプレナーシップの分野に
おける経験的研究を最初に提出したデビッド・マクリーランド（David
McClelland）である8。彼の研究は、企業家の定義を「エネルギッシュで適度な
リスクテイカー」9であるとしたことに見られるように、1960年代と1970年代に
おける起業家の行動科学的研究の中で、起業家としての個人的な特性、　「起業
家というのはどういう人々なのか？」という質問に答えるための研究（形質ア
プローチ）を意味するものであった。すなわち、それは、アントレプレナーシ
ップは、ある特定の性格を持つ人々によって、より良く果たされるということ
を前提としていたのである。
　マクリー・一・・ランド（McClelland）、ギブ（Gibb）、クラトコおよびポジェッツ
（Kuratko　and　Hodgetts）などの行動科学者による文献で、起業家の性格にっい
て言われていることの共通点を要約して列挙すれば、以下のようなものである1°。
　すなわち、起業家は、
　　●　目的を達成する強い必要性を持ち、そして挑戦を好む。
　　●　自己自身に多くを求め、そして高いエネルギー・レベルを持っている。
　　●　平凡ではないことをすることを望む。
61bid．，v．
T原憲一郎，前傾書47頁。経済学者たちによる起業家ついてのこれまでの定義を要約すると、Lアントレプレ
ナーとは、不確実性に伴うリスクを負う者である（Cantillon．　Trhunen．　Mangoldt．　milLHwley．　Knight．　Miles．
Cole．　Shackles）2．アントレプレナーとは、財政資本の供給看である（Smith．　Turgot．　Richado．
BohrBawerk．　Edgeworth．　Plgou．　Mises）3．アントレプレナーとは、イノベーターである（Baudeau．　Bentham．
Thunen．　Schmoller．　S㎝bart，　Weber．　Shumpeter）4，アントレプレナーとは、意思決定者である（Cantillon．
Menger．　marshall．　Wieser，　Walker．　Keynes．　Mises．　Shackle．　Cole．　Kirzner．　Sohultz）　5．アントレプレナ
ーとは、産業のリーダーである（Say．　Walker．悔rshal1．　Wieser．　Sombart．　Weber．　Shmpeter）6．アントレプ
レナーとは、管理者または監督者である（Say．　Mi　l　1，　Marsha11．Menger）7．アントレプレナーとは、経済資源を
組織または調整する者である（Wieser．　Schmoller．　Sombart．　Weber．　Clark，　Shumpeter）8．アントレプレトと
は、企業の所有者である（Wieser，　Pigou）9．アントレプレナーとは、製造要素の雇用主である（Walker．　keynes．
wieser）10．アントレプレナーとは、請負者である（Bentham）　11．アントレプレナーとは、鞘を取る者である
（Cantillon。　Kirzner）12．アントレプレナーとは、資源をその他の用途に割当てる者である（Kirzner．　Schultz）
などである。　（出所）R．F．　Hebert，　and　A．　N，　Link，　The　En　trepreneur，　Praeger　Publishers．，1982，
pp．107－108．
8　1an　Chaston，　oP．　cit．，　P，　L
9清成忠男編訳，前掲書，171頁。
・・Bj6rn　Bjerk。，　Claes　M　H・ltma・，　ll）VTREPamlAL　de？Z（ETI）VC，　EDWARD・ELGAR・PUBLISHING・LTD・・2002・P・63・
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●●
??
●
???
不確定性を受け入れ、危険を冒すことをいとわない、しかし彼らは現実的で
あり、ギャンブラーではない。
種々の障害があってもあきらめない、そして彼らは長期的に彼ら自身で関
与（commit）する。
率先してフィードバックを使い、失敗から学ぶ。
自信に満ちていて、そして独立独歩であるが、もし必要であるなら、彼らは
ネットワークを組み、そして、他の人々をマネ・・一一・ジすることが可能である。
内部コントロールの位置と彼ら自身の将来を創造する自発的意志を持って
　いる。
可能性を見て、決断力があり、主導権をとり、そして行動をする。
時間あるいは資源を浪費しない。
人生における初期に起業家的才能をあらわし、そして彼らはしばしば一つ
以上のベンチャーを創造する。などである。
　　　　　　　　図表皿一一　1　主要な企業家概念
学　者　　　　年　　　　　　　　　　企業家概念
R．カンティヨン 1975
先見の明をもち、危険を進んで引き受け、利潤を生み出すのに
K要な行為をする者
J．B．セィ 1803他者を結びつけて生産的な組織体を形成する行為者
C．メンガー 1871予見に基づき資源を有用な財に変換する変化の担い手
A．マーシャル 1890
多様な生産要素を需要に適合させていくうえで問題を解決し、
?pをっくり出す主体
　　　　　一f．V．シュモフー 1900事業の危険を負担し、イニシアティブをとる者
M．ウエーバー 1905
組織的合理的に正当な利潤を使命として追求する者。革新的企
ﾆ家はその一類型
J．A．シュンペーター 1912革新者、新結合を遂行する者
A．H．ニール 1959
財の生産・流通を目的とする利益指向型企業の創設、維持、拡
蛯ﾉ挑戦する者
D．マックリーランド 1961エネルギッシュで適度なリスクテイカー
L．肱カーズナー 1973
新しい価値のある目的及び潜在的に有用で入手可能な」資源に
ﾎする機敏性をもつ個人
T．W．シュルツ 1980不均衡に対処する能力をもつ者
P．F．ドラッカー 1985変化を探し、変化に対応し、変化を機会として利用する者
W．エポーモル 1993
斬新、大胆、想像力、リーダーシップ、持続力などを活用する
o済主体
出展：清成忠男編訳『企業家とは何か』東洋経済新報社，1998年，171頁．
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　「しかしながら、これらの（形質アプローチによる＝筆者注）努力によって
は、起業家と他者の間の個性的局面に関する相違を見いだすための研究者は、
起業家と他の人々の間に明快な相違を明確にすることができなかった。」11ので
ある。それは、ハットン（Hatten）が指摘するように、「30年間に及ぶ研究の結
論は、成功する起業家はどのような人々であるのかを予測可能とする性格特性
はないことを示している…　。成功的な小規模ビジネスの所有者と起業家は、
あらゆる形、大きさ（の企業）、そしてあらゆる肌の色、背景から現れる。」12と
考えられるからである。
　カーソン（Carson）らは、アントレプレナーシップを理解するための、形質
アプローチの限界の理由を、次のように示している13。
1　形質アプローチによっては、起業家的な小規模ビジネスの所有者と、よ
　　り確立された組織において、同様に成功している専門的経営者を明確に
　　区別することは不可能であった。例えば、成功している専門的経営者の
　　あるグループは、起業家的な小規模ビジネスの所有者に匹敵するレベル
　　の達成動機あるいは危険負担傾向を表している。
2　形質アプローチの使用は、特に起業家的であると思われる人の性格的な
　側面を識別するだけであって、それらに優先順位を付けることが困難で
　　ある。
3　形質理論においても、アントレプレナーシップが動的で、絶えず変化し
　　ているプロセスであることを認識する必要がある。あるひとびとが、常
　　にそして永久に起業家であるわけではない。さらに、起業家的ベンチャ
　　ーの異なった段階においては、さまざまに異なる起業家的資質が必要と
　　される。
4　形質アプローチに頼ると、起業家は起業家に必要とされる全ての知的能
　　力、動因や生まれつきの特質を持っており、後になって、ある適当な経
　　営環境において後それらの資質を単に利用する機会だけを必要とする、
　　という安易な結論に導かれてしまう。もし本当にそうであるなら、それ
　　は多くの起業家向けのトレーニング・センター、サイエンスパーク、そ
　　してそれに限らず近代的なビジネス・スクールの多くの部門にとっては
　　大打撃となるであろう、というのである。
U　Ibid．，　p．63，
匡2@1bid．，　p．63．
t3@1bid．，　pp，63へ64。
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　以上、アントレプレナV－・一・シップ、および起業家に向けた形質アプローチの限
界をみてきたのであるが、筆者が、アントレプレナーシップ、および起業家と
はどのような人々なのか、如何なる特性を持つ人々なのか、その能力は何か、
などを検討する際、　「起業家はどう考えるか」の視点を忘れてはいけないとい
う警告として、これらの指摘は重要である。
1　起業家の能力
　（1）アントレプレナーシップの意味するもの
　アントレプレナーシップ（entrepreneurship）という用語は、わが国では一
般に、　「企業（起業）家精神jと訳す場合と「企業（起業）家活動」とする二
つの方法がある14。しかし、ビジネスの現場一一般においては、この2つを厳密に
区別して使用する必要性は感じない。
　ところが、訳語としての用語法の検討としてではなく、「起業家に必要とさ
れる能力の構成要素」という見地からこれを考えようとするとき、この議論は
重要な意味を持つ。それは、アントレプレナーシップは起業家にとって単に「精
神」だけを意味するものでもなければ、具体的な「活動」そのものでもなく、
両者を包含した「精神活動と捉えなければならないと考えられる。
　ビョルン・ビエルケらは、　「我々は、アントレプレナーシップは単にマネジ
メントの局面、あるいはビジネス・リーダーシップの局面を表すだけではない
ばかりか、（これらの双方から、多くのことを応用することはあろうが）それら
両方のベストな結合でもないことを主張したい。マネジメントは基本的に仕事
であり、ビジネス・リーダーシップは役割のひとつであるが、しかし、アント
レプレナーシップは生活観（ライフスタイル）と呼ぶのが、ふさわしいものであ
る。」15と指摘している。
　一般に、起業家に必要とされる能力として多くの論者が挙げるものとして「チ
ャレンジ精神」と「創造力」がある。　「チャレンジ精神」についていえば、そ
れはビジネス社会における何らかの変革に向けた挑戦の源泉であるといえよう。
　チャレンジの対象となるものは、事業・製品（無形財を含む）それ自体や市
場環境、あるいはそれらを取巻く社会、経済、法律、政治などの環境の「現状」
14ｴ成忠男教授は「entrepreneurshipはしばしば「企業家精神」と訳されているが、正確には精神をも含めた
企業家の全体的な行動を指しているので、本書では「企業家活動」と訳した。企業家精神に相当する言葉は、
entrepreneurial　spiritである。欧米の多くの研究者は、　entrepreneurshipとentrepreneurial　spiritを使い
わけている。」と指摘している。J，　A，シュムペーター，　Unternehmθr（Handworterbuch　der
Staatswissenschaften）1928．清成忠男訳編『企業家とは何か』東洋経済新報社，1998年。
ts@Bjδrn　Bjerke，　Claes　M．　Hultman．　oP．　cit．，　P．15・
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であり、チャレンジ精神は、それらの現状を否定して新しいことを行ったり、
新しい物を生み出したりすることに向けた挑戦的な精神活動である。
　このチャレンジ精神を持つことこそが、起業家にとって必要欠くべからざる
資質であることは疑いの余地はないと考えられる。
　しかし、それだけでは十分とはいえないのである。何故ならば現状に対する
不満、不足を指摘し、現状の破壊、変革を希求し目論んだとしても、次に構築
すべきものの呈示がなされなければそれは単なる「破壊」にすぎないからであ
る。ここで創造力の有無が重要な意味を持つのである。
　また逆に、いかに独創性を備えた知識、技能を持っていても、それを実現し
ようとする意志、すなわちチャレンジ精神に基づく活動、行動なくしては、実
際のイノベーションには結びつかず宝の持ち腐れとなってしまうからである。
このように、チャレンジ精神と創造力は密接不可分の関係を持っている16。
このような理解に立ち、「新しいことを行ったり、すでに行われてきたことを
新たな方法でおこなったりする」ことをイゾベーションとするならば、チャレ
ンジ精神は「革新マインド」17と言いかえることが可能である。
　チャレンジ精神＝革新マインドは、起業家あるいは起業チームの中心的役割
を果たすひとびと個人に必要とされる個人的な資質、能力であると同時に、起
業家的であろうとする組織の組織文化、あるいは判断基準の基礎になければな
らないものである。
　もちろん、独創的で有名な、発明家や技術者には、経営能力や事業能力が欠
けていることが多いという指摘もあるように、事業の具体化とその後の運営に
はその他のさまざまな能力、すなわちリーダーシップやマネジメント能力をは
じめとする、いわゆる経営管理能力が必要となるはずである。起業家個人にそ
れらの能力が不足する場合、多くの成功した起業の事例に見られるように、そ
れを補う人材、チームも必要となろう18。
　　　　　　　・n。ApPlication・fP・r・h・1・gical　r・sting　to　En　treprenettrial　Pot・ntゴ・1”・C・1if・rni・16Michael　Palme　．，
Management　Rev　iew，　Vo1．13，　No．　3，　P．32．起業家を研究した研究者によれば、人々の中には起業家の精神的轡
鷲霧驚轡蕎灘魏瓢轟論蔚懲難鰐，鵬磁1繍
（3）これらの決定から生ずる具体的成果に対する関心、　（4）金銭的誘引ゆえに励むのではない、精神的操
作を要する仕事に励む傾向、　（6）先を読む傾向、　（7）個人的な友人よりも専門家と働くことを好む傾向、
である。
11「革新マインドjとは、「事業・製品とそれを取り巻く市場環境又は、それらを包括するζころの、社会・経
済状況の現状に対する改革に向けた強烈な希求心」である。拙稿「事業・製品の革新アイテア創出メカニズム
試論」『商学研究論集第11号』明治大学大学院，1999年を参照せよ。
18優秀な発明による独創的なアイデアであっても、その事業化が困難であることはAndre　Millard，　Edison　and
the　Business　of　lnnovetion．橋本毅彦訳『エジソン発明会社の没落』朝日新聞枇且998に詳述されている。
また、起業の成功の陰に補佐役が重要な役割を持った例として、ソニー一における井深大と盛田昭夫、ホンダの
技術者社長、本田宗一郎と経営の藤沢武夫の例が代表的である。ソニー一広報センター編著『ソニー自叙伝』ワ
ック出版部，1998年。佐藤正明著『ホンダ神話、教祖なき後で』文藝春秋，正996年。
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　しかし、現状破壊のための「チャレンジ精神＝革新マインド」と、破壊のあ
とに構築すべき新たなものの呈示のための「創造力」の融合であるアントレプ
レナーシップが、起業家ないしは起業家的企業であろうとする組織にとって最
低限必要な要件であることは、次の図で示す起業家能力の特性によって理解さ
れるであろう。
　ただし、この分類においては、前述のカーソンらが、アントレプレナーシッ
プを理解するための形質アプローチの限界を示す中で述べ、同様に企業者史の
研究者である瀬岡誠氏も指摘するように、起業家であるか否かはその人の一生
において固定したものではなく、ある時点において革新者であるか否かによっ
て判断されるべきものである19。
　　したがって、筆者はアントレプレナーシップを、
　　「事業者個人または組織による、イノベーションに向けたチャレンジ精神す
なわち『革新マインド』と、独創性あふれた『創造力』の融合としての精神活
動であり、起業家および起業家的企業の行動規範となるものである。」と定義
するのである。したがって、生来備えているのか後天的に獲得可能なものなの
かの議論はともかくとして、このような内容を持つアントレプレナーシップは、
起業家および起業家的企業、すなわち、ベンチャー指向型企業に必須の内部能
力ということになるであろう。
図表皿一2　起業家能力の特性20
　発明家
研究開発者
低　（経営管理能力＝人、金、物の獲得と運用能力）
（2）　起業家能力の重層構造
置9 ｣岡誠『企業者史学序説』実教出版株式会祉1991年，11頁。「だれでも『新結合を遂行する』場合にのみ基
本的に企業者であって、したがって彼が一度創造された企業を単に循環的に経営していくようになると、企業
者としての『資格を喪失』し、慣行の軌道にはまった静態的世界の創造的破壊者から、もっぱら調整機能の遂
行に従事する『単なる事業主』もしくは『「経営管理者」』となるのである。」
20この図は、右記訳書42頁の図をヒントに新たに作成したものである。Jeffrey　A．　Ti㎜ons，　IVem　Yenture
Crea　tion，千本倖生他訳『ベンチャー創造の理論と戦略』ダイヤモンド仕1997年。
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　以上見てきたように、アントレプレナーシップは、一つには「チャレンジ精
神」としての「entrepreneurial　spirit＝：革新マインド」という資質（nature）
的な側面と、「独創性あふれた創造力」という能力（ability）的側面とが融合
したものである。この関係をより詳細に検討し、起業家能力の重層性を見るた
めに、個々の能力については再度詳述することになるが、イノベーションのた
めの「アイデア創出」のメカニズムを「事業・製品の革新アイデア創出」に適
用し、分析するための枠組である「4S知モデル」21を用いて説明することとする。
　このモデルは現実の企業活動における革新行動の、データ収集以前に必要と
なる理論的視座や、仮説の構築のための理論的、概念的準拠枠を提示し得るも
のであると考えるものである。
　さらに詳細には、第X章において、宅急便という新たなビジネス・モデルを
日本に根付かせ、その後もゴルフ宅急便やスキー宅急便を開発して運輸業界に
おいて革命的イノベーションを起こした「ヤマト運輸」と、日本のみならず世
界の食の一大革命ともいえる変化を招いた即席ラーメンとカップヌードルの日
清食品の二つの「ベンチャー指向型企業」のイノベーションプロセスを、この
枠組みを使用した分析の事例として示しておく。
　起業家が現実のビジネスにおけるイノベーショシに際して最初にしなければ
ならないことであり、そして最大の責務は「革新アイデア」の創出（あるいは
発見、着眼、選択）である。
　このモデルは、起業家が持つ革新マインド（＝チャレンジ精神）によって生
み出されるインスピレーション（事業・製品あるいはそれらを取巻く市場環境
や社会、経済、政治・法律的環境の現状への不満と、その改革に向けた思いっき）
が、起業家自身の内部能力である暗黙知として創造力を構成する要素である「4S
知」と結合して、外部環境との相互作用を通じて選択的な意思決定を行い、具
体的なビジネスアイデア、事業・製品コンセプトに結実されるメカニズムを示
すものである。まず、起業家の持つ内部能力のうち、アントレプレナーシップ
の中心となるのは、
　●　革新マインド…既に述べたように、起業家資質の核となるものは、現
　　　状の変革に向けたチャレンジ精神、entrepreneurial　spiritであって、
　　　その性格は後天的な取得が比較的容易であるという意味での能力
　　　　（ability）というより、相対的に先天的な要素が強いという意味にお
　　　いて、資質（nature）というべきものである。もう1つの、やはり起業
　　　家にとって不可欠な能力が、
　●　4S知…「独創性あふれる創造力」を生み出す源泉である。
Zl拙稿「事業，製品の革新アイデア創出メカニズム試論」『商学研究論集11号』明治大学大学院，32【頁～341頁。
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図表皿一3　4S知モデル
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????①社会・経済的動向及び法規制
②マネジメント・テクノロジーの利用可能性
③科学的テクノロジーの進展度
コミュニケーション
??????（???????）
??（???）
???ォ?ー?ョ?
・働“@　　悌　　　．ゼ魯
　　∫・’量
蠣
インスピレーション 概
勲灘ン鱒騨礁：
ロハロｪゆをた，盤鑛灘織
?????ェ??
事業、製品の革新アイデア創出とコンセプト化
?????
注：内部能力の中心には、常に「革新マインド」がなくてはならないが、インスピレー
　　　ション発揚のきっかけは、4S要素のうちどの要素からも起こりうる。
　この要素は、資質（nature）としての性格よりも能力（ability）、技能（ス
キル）であって、次の四つで構成される。
　・Sense　of　market－observing（市場観察センス）
　・Skill　in　managerial　thinking（マネジメント的思考技能）　　　．
・Skill　in　scientific　thinking（科学的思考技能）
・System－oriented　ability（システム指向能力）
　この内、市場観察センスは事業・製品などの市場状況の「現状に対する不満、
イノベーションの必要性」に着眼するために必要な「知恵」であり、マネジメ
ント的思考技能と科学的思考技能はそれらの不満を解決し、イノベーションの
方向を定めるために必要な「知恵」である。
　ただし、これらの知恵の前提条件として、informationレベルの市場知識、科
学的知識、マネジメント知識が必要であることは言うまでもない。　「市場観察
センス」「科学的思考技能」　「マネジメソト的思考技能」は、それらの知識を
基礎として十分に理解し、体得してintelligenceまで昇華して知恵とし、現実
対応に応用する能力である22。
　しかし、これら三つの「知恵」は現実への対応策として、しばしば相反する
結論を呈示するはずである。そのときこれらの三つの「知恵」を矛盾なく、有
機的に統合するために機能するのがシステム指向能力である。
　筆者は、これら創造力の源泉となる知恵である「4S知」と、　「革新マインド
＝チャレンジ精神＝entrepreneurial　spirit」の結合した総体を
entrepreneurshipと捉えるものであり、このような理解にたって起業家能力の
育成について考える場合、entrepreneurshipを起業家精神と訳すか起業家活動
と呼ぶかは重要な問題ではない。
　強調しておかなければならないことは、アントレプレナー＝起業家に必要と
される能力は図表皿一3に示すように単一ではなく、さまざまな側面を持っもの
であって、それらの能力の育成強化は、重層構造の各レベルに対応した方法
で適切になされなければ有効ではないという視点の必要性である。
　図中、最上位の階層にある革新マインド（チャレンジ精神＝entrepreneurial
spirit）は、生まれついてのものであれ、あるいは後天的に獲得したものであっ
ても、いずれにしても長期にわたって醸成された「資質」であると考えられる。
したがって、国民性、産業風土、経営風土、幼時からの個人的な経験などの影
響が大きく、短期的な教育訓練などによっての強化、開発は困難であり、むし
ろ、環境条件の整備による刺激によって長期的視野にたって醸成すべきもので
あると思われる。
　次のシステム指向能力も、資質としての要素が強いものと考えられる。しか
し、この能力は、次の層の市場観察センス、科学的思考技能、マネジメント的
思考技能と同様に、経験の蓄積と主体的な学習の積み重ねによっても取得可能
22これらの「知恵」は、必ずしも自ら新しい技術、システムなどを「発明」する能力を意味しない。他者の生
み出したものを理解し、選択して自ら使いこなすことのできるようにする能力の基礎となるものである。
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な能力であるといえよう。それらに比べ最下位に位置する各「知識」は比較的
単純で定型的な学習、訓練によって獲得されるものである。
図表皿一4　アントレプレナーシップの重層構造
一般的な呼称 能力の階層　　　　　　Stimulateの手段
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創造力
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Vト
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Zンス
科学的
v考技能
マネジメント的
@思考技能
経験と学習
市場知識
科学的
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マネジメント
@知識
学習と訓練
　以上述べた起業家に不可欠な能力すなわちアントレプレナーシップは、事業
開始の最も初期、あるいは準備段階において特に必要と考えられる能力であり、
次の図表に見るような流れの中で、シナリオ構成、プレゼンテーション能力・
決断力とリーダーシップ・マネジメント能力などはその後に続いて必要となる
能力であると考えられるのである。
　以上の考察により、起業家に必要とされる能力とその育成、強化方法の基礎
的な検討を試みたのであるが、起業家の育成を考える場合、すべてのレベル、
要素に対する育成援助の手段を開発することは当然として、その施策が対象と
なる人々のどのレベルの能力に働きかけようとしているのかを明確にしながら、
危急の対策を要する能力は何であるのかを見極める必要があることが理解でき
るであろう。
2　起業家と他を分かつ役割・特徴
　（1）　アイデア創出一アイデアの決定的重要性
　エジソンの成功の秘訣として「1％のインスピレーションと99％の努力」という、
世界的に有名な話がある。しかし真実は少し違ったようである。米国で発行され
た、経済雑誌の記事によるとエジソンに関するデニタの中には次のようなエピ
ソード23があるという。
　エジソンいわく、「私は、あの新聞記者に対し1％のインスピレーションがなけ
23sueceSS〃f研Z偲1892．2「パーソナル・エクセレンス・プログラムJパンフレットより
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れば99％の努力は無駄だと言ったのに、新聞には、1％のインスピレーションの重
要性ではなく、99％の努力に焦点をあて、私を努力の人と美化しているのではな
いか。成功の秘訣をまったく違うものにしてしまった。まったく困ったものだ。」
　このエジソンの「1％のインスピレーションと99％の努力」という新聞記事は、教
育的で道徳的な話として、エジソンの真意とは別に、世界中の人から絶賛され、
その後一人歩きしてしまったのである。この挿話は、ビジネスにおける革新的ア
イデアについて考えるとき、重要な問題を含んでいる。それは、事業・製品コ
ンセプトないしアイデアが優れていなければ、いかなるマネジメント努力もそ
の努力の投入量に比例した成果が現れるものではない、ということと、アイデ
アの根源となる「インスピレーション」の重要性を示唆しているからである。
　アイデアの重要性についてカール，H．ベスパー（Karl　H，Vesper）は「獲得す
るのに最も苦労する三つの要素はベンチャー・アイデア、セールス・オーダ・・一・一、
財源である。多くの場合、これら三要素の中で最も重要なものがベンチャー・
アイデアであり、その理由は、アイデアさえよければその他の要素を手に入れ
ることは、はるかに簡単になる傾向があるからである。」24と指摘している。
24@Karl　H，　Vesper，　〃brv　践ヲ刀ture　Stra　tθg」rθ5，　PRENT　lCE　HALL，1990，　p．126．
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図表m－5　事業化に必要なステージ毎の能力
段階 作業の流れ 必要な内部能力 直接関連する外部要因
革新アイ
fア創出
董新マインド＝
`ャレンジ精神
分析、判断能力
??????????
プ1
事業、製品
Aイデア
ﾌコンセ
???????????
（4s知＝創造力）・「市場観察セ
塔X」、　「シス
eム指向能力」、
uマネジメント
I思考技能j、
u科学的思考技
¥jによって、
O部要因を分
ﾍ、判断し、内
秤ｻしてアイデ
Aをコンセプト
ｻする能力
??????????
スクリー
jング
事業計画
?ｬ シナリオ構成、プレゼンテーション能力
?????
・ストーリーを組み立て、
熾博糟ｹと外部要因との
ｮ合性を計り、必要な資
ｹを獲得するために不可
№ﾈ能力
資源の獲
ｾ（ヒト、
焉A物）
決断力とリーダーシップ
・具体的な事業化に向け
ｽ決断力とリーシップ
事業開始
??????? ??????????
マネジメント能力
常軌的経
c活動
・ルーティン業務の遂行
ﾆ、それを管理する能力
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　　（2）　革新的「新規性」創出’
　それでは、事業や製品の優れた革新的アイデアとはいかなるものなのであろ
うか。
　前述のマクドナルドの例で見たように、　「新規性」　「革新性」は必ずしも科
学技術的な意味での新テクノロジーの発明、発見のみに依存するものではない。
しかし、一般的に言えることは、コトラーの「製品価値」の階層構造25（基本価
値、便宜価値、感覚価値、観念価値）を念頭に置けば、基本価値により近いと
ころでのイノベーションが、事業、製品の市場導入の時点におけるインパクト
がより強力であろうことは想像に難くない。
　さらに言えば、ベンチャー指向型企業が成功する条件としては、事業・製品
の副次的機能の変更程度による新規性の導入では不充分であって、基本的な機
能の「革新」的な新規性が必要であろうことは容易に推測できる。少なくとも
有形財としての製品の革新的アイデアとはそういうものであろう26。
　米国の大学、大学院におけるビジネス・スクールの「起業家コース」27のテキ
ストや、ベンチャー・ビジネスの研究書には、「事業アイデアをどこから見つ
けるか」という項目が設けられている例が多い28。しかし、見る限りにおいて、
「事業・製品アイデアの創出」メカニズムそのものについて掘り下げて言及し
ているものは少ないように思われる。
25マーケティング協会編『マーケティング・ベーシックス』同文館，1997年，121頁。
26金子逸郎r工業経営のラディカル・イノ心シ・ン』中央経附2…年・13～15頁・イノベーシ・ンの基
本的な実践主体は個別企業工資本主義企業であるが、より具体的には、経営構造の全面的ないし画期的な変革
をラディカル・イノベーション（radical　innovation）と呼び、これに対して、その部分的ないし改良的な変
　　　　　　ンタルないしインプルーブメント・イノベーション（increamental　or　improvement　innovation）更はインクリメ　　　　　　また、実態的構造における三つの形態的な構造から、技術的構造を新しいものへ変革することと呼んでいる。
を技術革新ないし技術イノベーシ・ンと呼び、技術革新は、製品イノベーシ・ンと工程イノベーシ・ンなどの
形態をとる．また、樋やmzaなどがマーケティング的構造をかたちつくることから・マーケティング的髄
を新しく変革することをマーケティング・イノベーションと呼び、流通イノベーションや市場イノベーション
などとしても表現される。最後に、マネジメント的構造を変革することをマネジメント革新と定義し、これは
具体的には戦略ないし計画イノベー一一ション、組織イノベーションなどからなると考えられる。
27　　　　　　　　　　　　　　日・米における大学・大学院の起業家教育の比較
米国 日　本
初めて講座が開設された時期 1946年頃 1986年頃
講座を設置している大学の数 500校以上 約3◎校
専門課程を設置している大学院の数 78校以上 約5校
　　　　　　　　出展：平成11年版『新規開業白書』（国民金融公庫総合研究所編｝
28Willia．　Bygrave，　Tme　）［VRTABLE　”fiA　IAr　amERPIZEIA41ITVaSHIP．千本他訳『MBA起業家育成』前掲訳書Karl　H．
隠ジe島伽。。S、，。，。gi。s，．PRENTIC，　HALL．，　199。．－DALI．A・m・RPHY，　Th・舶・・ん剛励謝・ti・g・嶋
口充輝監訳伽BAのマーケティング』日本経済新聞社，1997年，他，
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　一方、マーケティング研究におけるプロダクト・プランニング、新製品開発
の分野で扱われてきたさまざまな手法や考え方は、革新的アイデアの創出と評
価に応用可能である。市場、顧客、競争相手に関する情報の収集や分析、コス
ト分析などの分野において優れた研究もなされている。しかし、既存企業の新
製品開発と、ベンチャー指向型企業における革新的な事業・製品アイデアの創
出とは、根本的に異なる側面があることを見落としてはならない。
　それは、先に述べたように、ベンチャ・一一一・・指向型企業の成功のカギとして「基
本的価値により近いところでのイノベーション」を目指す必要性があることで
ある。もちろん、通常の新製品開発においても副次的な機能の改良や付加にと
どまらず、基本的な機能のイノベーションを求める場合もあろうが、マー一一・・ケテ
ィング戦略レベルでの差異的優位性追求の目的においては、生産システムをも
含む内部資源の効率的活用の要請もあって、便宜価値や感覚価値、観念的価値
の改良、付加が中心となることは当然であり、従来型のマーケティング努力は
この点に重点を置いてきたと言っても過言ではなかろう。
　既存製品の改良や新規機能の付加については、前述のマーケティング分野の
研究成果が応用可能であることが多い。その反面、全く新しい事業、製品の開
発にあたっては、従来の既存企業における新製品開発についても指摘されてき
たことであるが、29「市場に存在しない製品に対して消費者はニーズを自覚しな
い」　「市場調査が有効なのは、すでに市場にある商品を調べるときだけだ」と
いう問題がある。また、　「典型的な市場調査教育は、踏み込んだ顧客接触を自
ら頻繁にすることがない最高経営責任者を想定している。これは、自身のマー
ケティング提供物に日ごと没頭することを当然のこととし、顧客の選択と知覚
を基礎として先を見通し、機会主義的で、危険負担を見込んでいる起業家と対
照的である。大部分とはいわないまでも、多くの事業経営者が定式的な市場調
査に対して限られた価値しか認めないか、あるいはそのような努力にあからさ
まに軽べつのまなざしを向けていることは驚くに値することであろうか？時と
して『本能的感覚』とか、直観的な意思決定であると暗に指摘されるものは、
実際は群を抜いて根拠の充分な市場指向の判断であることが多いのである。」3°
　このことは、革新的な新事業を立ち上げ成功している起業家や、画期的な新
製品の発売によって事業を大きく発展させた起業家の多くが、導入期において
ほぼ例外なく経験しているところであり、正式な調査をし、分析するプロセス
を経た調査が不可能であったというよりも、それらは積極的な反対意見に直面
していながら、いかに事前の分析や調査を尽くしても不確実性のリスクは避け
29徳永豊著『流通マン入門・再入門』ダイヤモンド祉1980年。
3e　Bj6rn　Bjerke，　Claes　M．　Hultman，　oP．　cit，・P・Vh・
られず、それが成功するか否か完全に予測するのは難しいため、ビジネスチャ
ンスを逃さないために「戦略的カケ」31に打って出たというケースが多い。
　日清食品の創業者、安藤百福が即席ラーメンを開発し、自信を持って食品問
屋に売り込んだとき、ほとんどの問屋はいわゆる「専門家の常識」で判断して
「こんなけったいなもの、どないもならん」32と相手にもせず、菓子業界におい
て、戦後最大の革新的ヒット商品といわれている山梨の地方銘菓「桔梗信玄餅」
も同様に、発売当初は同業他社からは「あんなものは売れるわけがない。」33と
いう目で見られていたのにもかかわらず、その後、全国では20社以上の菓子業
者が類似品を発売するという事態となったのである34。
　このように、ベンチャー指向型企業が既存企業の行うマーケティング努力に
おける新製品開発と共通する一面を持ちながら、より基本的価値に近いポジシ
ョンでのイノベーションを求めなければならないのは、ベンチャー指向型企業
が行う新製品あるいは新サービスの開発は、製品ラインやサービスの充実によ
る総合的な競争力の強化を目的とするものではなく、当該事業、製品の革新的
な「新規性」による圧倒的な差異的優位性を武器に、新市場を開発しなければ
ならないという宿命を持っているからである。．
　　（3）前組織的活動でも可能なプロセス
　　　　ーマネジメント以前の段階におけるイノベーション
　「経営」と「管理」の概念は、用語自体が厳密に区別して使用されない場合が
多く、その意味するところも必ずしも一般的な合意がなされているとはいいが
たい。
3量嶋口充輝『マーケティング・パラダイム』有斐閣，2000年62頁。「事業を新規にスタートさせたり、まった
く未知の市場に進出したりしようとする場合、いかに事前の分析や調査を尽くしても不確実性のリスクは避け
られず、それが成功するか否か完全に予測するのは難しい。しかし、ビジネスの世界は、タイミングを失する
と大きな機会損失をつくってしまうため、不確実性のなかであえて戦略的な意思決定をしなければならない。
この不確実性のリスクに対し、それを認めたうえで思い切った意思決定を行うことを戦略的カケという。戦略
的カケは、一種のバクチ的色彩をもっゆえに，成功の報酬も失敗の危険もともに大きい。おそらく戦略的カケで
成功に導くためにその行為者の信念、情熱、勇気、革新意欲などが重要であり、同時に実行におけるたゆまぬ
努力が不可欠である。しかし・戦略的カケは、それなりの合理性をべ一スに決定することもできる。たとえば
新しい試みに対し、成功のために考えられる最良の戦略を立案し、その戦略にかかる経営資源とリスクとを勘
案して失敗に伴う許容範囲内で最終的に意思決定するのである。過去に大成功した多くの事業や製品をみてみ
ると、事前の不確実性リスクが高く組織から反対を受けながら戦略的カケを試みたものが多い。この不確実性
リスクへのカケこそ、ビジネスのロマンと夢なのかもしれない。」
32安藤百福著『苦境からの脱出』フーディアム・コミュニケーション株式会杭1992年，110頁。
33拙著（筆名武田真）『銘菓の神話とマーケティングの話』中経出版1977年，31頁。
34同様に、宅急便のヤマト運輸社長（当時）、小倉昌男は新事業に取り組むに際しては先ず社内の反対意見を説
得することからはじめなければならなかった。創業の歴史からして生来革新的社風を持っていると思われるソ
ニーにおいてさえ、録音機能が無く再生専門の商品である「ウォークマン」の発売にあたっても同様なことが
あったといわれているが、発売後の同商品の市場での反応とその後の経緯は周知のとおりである。ヤマト運輸
株式会社社史編纂委員会編『ヤマト運輸70年史』、ソニー広報センター編著『ソニー自叙伝』ワック出版部，1998
年など。
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　経営学の父と呼ばれるファイヨール（H．Fayol）によれば、「管理は確立した組
織機構のなかで常軌化された活動を適切にすすめることであり、これに対して、
経営はこの常軌的活動を相互に関連づける機構そのものを環境の変化に対応し
て確立し変化させていくこと」であって、「管理機能は、人々の行動に働きかけ
る技能ないし行動であり、それが展開される場は複数の人々が協働する何らか
の組織である35。」という。このような理解をする場合、事業の経営プロセスに
おいてそのような意味合いでの「管理、マネジメント」が必ずしも必要不可欠
ではない段階があることに気づく。それは、スタートアップの最も初期の「事
業、製品開発アイデア創出」の段階である。
　同様なことを、ビョルン・ビエルケらは、　「企業が生き残るために、良いマ
ネジメントが必要ではないということを意味するものではないが、最初の創造
的な（起業家的）段階においては、組織化してコントロールする公式の計画
（formal　planning）　（マネジメント）よりも、いっそう非形式的な推進力
（informal　driving）を必要とするのである。」36と指摘し、企業の成長におけ
る時間経過との関係で、アントレプレナーシップとマネジメント、およびリー
ダーシップのそれぞれが特に必要とされる段階と、各段階におけるさまざまな
活動の関係を図示している。
　すでに確立した組織を持つ大部分の企業においては、事業プロセスの初期の
段階も「組織」的な活動として運営されていることが一般的であると思われる。
開発部、企画室、マーケティング部など、担当する組織や名称は異なっていて
も「組織」として対応していることが多いことは確かである。しかし、そのこ
とと「事業、製品アイデアの創出」が本来的に組織的活動に限定された対象と
なるべきものか否かは別問題であり、「組織的活動」によらなくても完遂する
ことができるプロセスだということである。
　元来、「管理」が必要とされるのは、構成員のすべてが最適選択行動を常にと
るわけではないという前提によって組織を形成し、将来の結果は不確実ながら、
一旦選択された一定方向へ向けて、構成員の行動を統合しようとする目的から
であろう。しかし、事業、製品アイデアに限らず、　「アイデア」創出そのもの
は属人的な経験、意思、能力などが基礎となるものであることを認識すべきで
ある。
　言い方を換えれば、アイデア創出は「いわく言いがたい」「教えごとにはい
かない」ような個人的な「暗黙知」を基礎とするものであり、そのすべてを「形
式知」に変換し、組織体の構成員が共有する「組織体としての暗黙知化」する
35小川英次他編前掲書，8頁。
36Bj6rn　Bjerke，　Claes　M．　Hultrnan，　op・cit，　P・75D
ことは非常に困難だということである37。
　マイケル・ポランニーの知識の区別によれば、「暗黙知は、特定状況に関する
個人的な知識であり、形式化したり他人に伝えたりするのが難しい。一方、明
示的な知すなわち形式知は、形式的・論理的言語によって伝達できる知識であ
る。」38とされ、革新的アイデア創出にむけ、複数の構成員による組織体で取り
組む場合でも、その基礎となるのはあくまでも個人の暗黙知の集合であること
を認識しなければならない39。
　東京工業大学や日本能率協会も協力し、研究対象となった事例の中には雪印
乳業やJR東日本なども登場する『コーポレート・クリエイティビティー』を著
わした、アランG．ロビンソンとサム・スターン（Alan　G．　Robinson．Sam　Stern）
は同著のなかで、コーポレート・クリエイティビティーを「クリエイティブな
企業とは、社員が直接説明されたり教えられたりせずに、まったく新しい、役
に立つ可能性を秘めた事柄を実行するような組織をさす。」4°と定義し、「コー
ポレート・クリエイティビティーは管理できる。」41と喝破しているが、クリエ
イティブなアイデアとして紹介されているケースの大部分は、「個人」の発案
であり、同著全編を通じての主旨は「社員個人の持つ創造性をいかに発揮させ
るか」というマネジメント方法の研究となっており、はからずもアイデアその
ものは属人的なものであることを実例で示す結果となっている。
　ポストイットなどユニークな製品開発で知られる米国3M（スリーエム）社の、
有名な15パーセントルールと「ブートレッギング」42も、独創的なアイデアは属
人的なものであることを前提として、従来とは正反対の方式によって個人の創
造性を引き出す管理方式だと見ることができる。
37ベンチャー・ビジネスが注目され、そのリーダーとしての起業家の出現、社内ベンチャーにおけるイントラ
プルナーが求められている背景には，ブレイクスルーに向けてこれまでなされてきた「組織体としての企業」
の経営努力による手法の限界の自覚があると思われる。しかし、その困難性の自覚は、個人の暗黙知の組織全
体による共有化に向けた努力を否定するものではなく、むしろそれこそナレッジ・マネジメントとして注目さ
れている議論の中心をなすものである、なお、優秀な発明、アイデアであっても、その事業化の困難性につい
ては、Andre　Millard，　Edison　and　the　Business　of　lnnova　tion．橋本毅彦訳『エジソン発明会社の没落』朝
日新聞祉1998年に詳述されている。
38野中郁次郎・竹内弘高共著，梅本勝博訳『知識創造企業』東洋経済新報祉1996年，88頁。
39紺野登・野中郁次郎『知力経営』日本経済新聞枇1995年。紺野＝野中は、暗黙知と形式知の相互交換を「知
識変換」と概念づけ、さらに、この知のダイナミックな特性を「知識創造理論」と理論化した。っまり、「知
識創造とは、暗黙知と形式知の相互交換・循環プロセスを通じた知識の質・量の発展である」と明示したが、
しかし、この知識創造論をベンチャー・ビジネスに適用するにはいくっかの問題点があり、ベンチャー・ビジ
ネスの創造とは、新たなアイデア（暗黙知）とノウハウ（暗黙知）をもった起業家が組織を通じて暗黙知を形
式知に変換するプロセスであり、これは個人である起業家の直感やインスピレーションによって可能であると
指摘した。
40Alan　G．　Robinson　and　Sam　Stern，　C　2mO）Z4　TE　CflE　tl　TI　Vfr／，日本版，一世出版，1998年，35頁。
41ｯ上書，36頁。
42日経ビジネス編『明るい会社、3M』日経BP祉1998年。「ブートレッギング」とは、密造酒造りの意味。3M
社内では、勤務時間のうち15％を上司の許可なく自分の好きな研究、即ち密造酒造りをしても良い、という明文
化させていない「15％ルール」がある。
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　以上見てきたように、創造性に富んだアイデアは、それが生まれやすい環境
をマネジメントすることは可能であるが、アイデアそのものは属人的なもので
ある。
　したがって、組織体による運営を前提とする企業経営プロセスにおいては、
個人の暗黙知としてのアイデアを生み出すための環境づくりのための組織、管
理が重要であり、さらに必要とされるのは、暗黙知である個々の組織構成員の
経験、資質、技能などの向上と形式知化、その形式知の共有による集団として
の暗黙知化とその継承の努力が継続的になされなければならないのである43。
43野中郁次郎「知識創造理論の現状と展望」『組織科学』Vol．・29，　No．4，1996年，76～85頁。野中は知識創造の
促進要因として、組織の知識ビジョン、組織構成員の自立性、カオスとコンテクスト、冗長性、最小有効多様
性などをあげている。
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図表皿一6 アントレプレナーシップ、リーダーシップ、
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　そうでなければ、成功裏に立ち上げたニュー・ビジネスもその繁栄を維持す
ることは不可能であり、永続的な発展は望めない。換言すれば、ベンチャー指
向型としてスタートしたと考えられる、ソニー、ホンダなどの企業も、その後
の発展は、まさにこのプロセスの成功が基礎となり、エリック．G．フラムホルツ、
およびイボンヌ・ランドルがいうところの「第：二段階」44以後への移行が成功し
て現在があると思われるのである。
　（4）　「起業家であること」と「起業家たらんとすること」
　　①機会（opportun　i　ty）
　これまで見てきたスタートアップ時に必要と思われる起業家の能力は、起業
家あるいは起業家を志す者にとって必要不可欠な条件であろう。
　しかし、「起業家であること」を目指す者にとって、それらの能力を具有す
ることのみでは十分ではない。確かに、「起業家たらんとする」ことは、その
意思があれば可能であり、既に述べたごとくビジネスに対する革新マインド＝
チャレンジ精神を根幹とする能力を持つ人々が、それを目指すことにおいて「起
業家たらんとする」ことは可能である。極論ではあるが、それらの能力を持た
ない人々であってさえ、理論的には同様である。
　しかし、そのことと「起業家であること」とは、次の意味で大きな違いが見
出せる。
　スティーブンソン（Stevenson）はアントレプレナーシップの識別特性として、
資源によって駆り立てられたり、または資源に制約されたりするかのいずれか
とは対照的に、それは「機会によって駆り立てられた。」45ビジネス行動である、
と示唆しているが、そのような理解を前提としたうえで、「起業家であること」
に関して、「機会（Opportunity）」と「起業家能力」の関係の重要性を検討する
必要がある。
　徳永豊教授は、　「機会は起業家だけの独占物ではない。機会は絶えず巡って
くる。そしてそれらの機会は全てのひとに等しく与えられている。しかし、そ
れを掴むことができた者と、できなかったものとは、結果として判断される。
（したがって）機会＝成功する、という図式は成り立たず、機会を掴んだかど
うかは結果で判断しなければならない」46と指摘し、機会についての状況を次の
ように分類している。
　　　●　成功した場合（Success　Opportunity）＝追いかけたので成功した
44Eric　G，　Flarnholtz＆Yvome　Randle，　CROWJNG・PAIWs，　Jossey－Bass　Inc．，2000．加藤隆哉監訳『アントレ
プレナー、マネジメント・ブック』ダイヤモンド社，200【年，102頁。
45@Karl　H，　Vesper，　oP．　cit．　P．3．
46ｿ永豊教授の明治大学大学院商学研究科講義ノート1999年より
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??失敗した場合（Failure　Opportunity）＝追いかけたために失敗した
取り逃がした場合（Missed　Opportunity）＝自分は追いかけなかっ
たが、追いかけたものが成功した。
として、さらに取り逃がした機会（Missed　Opportunity）について、
? 手が届かず取り逃がした場合（Far　Miss）＝機会を追いかけなかっ
　　　た。
　　　　　そして、それはそれで良かった。
　　　●　手が届いたが取り逃がした場合（Near　Miss）＝機会を追いかけるこ
　　　　　ともできたし、後から考えるとそうすべきであった。結果として追
　　　　　いかけた者が成功を収めた。
としている。
　このような認識を持っとき、はじめて「起業家能力」と「機会」との関係、
すなわち「起業家たらんとする」ひとびとの起業家能力と機会の関係が明確に
されるのであり、「起業家であること」のためには前述の起業家能力に加えて、
その能力を活用することによって結果的に機会を捉えることができた者が、「起
業家」として社会的に認知されるのだということが理解されるのである。
　同様に、ベンチャー指向型であろうとする企業も、その組織能力を活用する
ことによって結果的に機会を捉えることができた場合、　「起業家的企業」と呼
びうるのであって、たとえ社内ベンチャー組織を制度として立ち上げている企
業であっても、ベンチャー的な指向性を持つこともなく、結果として機会を捉
えることに成功しなれば、「起業家的企業」とはいえないという見方も可能で
ある。
　　②起業家と詐欺行為
　起業家に必要とされる能力と「詐欺師」に不可欠な能力は、カール・H・ベス
パーが、　「この両者に共通する特性は、如才のない市場洞察力、創造力、販売
才能である。」47と指摘しているように、きわめて類似していると思われる。
　しかし、　「起業家は事業を行い、実質的価値を創造するひとびとであるのに
対して、詐欺師は実際には存在しない価値を提供すると公言するだけであって、
詐欺行為は明白な『価値操作』」48である。さらにベスパーは、それらの行為を、
法的訴追の対象となるようなニセ保険会社のような詐欺行為と、まだ生まれて
いない子供の性別を産み分ける薬の販売会社によるイカサマ商法のように、法
の網を潜りぬけたとしても、道義的な責任は逃れることのできないような行為
を取り上げて説明している。
起業家が生み出す新しい事業・製品アイデアは勿論、「価値操作」ではなく
47　Karl　H．　Vesper　op．　cit，，　P．8．
48　1bid，　PP．8－9．
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顧客にとっての「新しい価値の創造」でなければならないことは当然であり、
その価値創造の新規性が高ければ高いほど、市場における競争優位性は高いと
思われる。しかし、新規性が高ければ高いほど、余人をしてその有用性を、事
業開始前の段階において理解せしめることが困難になるという問題がある。
　さらには、事業の目的が真に「価値創造」を目指したものではあっても、起
業家が「機会」の捕捉に失敗した場合、結果として新たな価値は生まれず、ハ
イリスク・ハイリターンを前提としているとはいえ、その事業に投資したひと
びとにとっては、詐欺行為と事業活動との境界は曖昧なものとなってしまうこ
とにも留意しなければならない。
3　事業・製品の革新的アイデア創出段階における起業家
　　一革新的アイデア創出のメカニズム
　「起業家能力の重層構造」の項で述べた「4S知モデル」について、さらに詳
細に検討してみることとする。
　このモデルは「革新的事業・製品アイデアの創出とコンセプト化」の概念モ
デルを示したものである。
　事業、製品のイノベーションアイデアとは、「無形財としてのサービス製品
においては、当該サービスのイノベーションによってサービスそのものが生み
出す新しいベネフィット、有形財としての商品のイノベーションについては、
革新的製品によって生み出される新たなベネフィット」を、それぞれを生み出
す源泉となるアイデアであると規定する。
　さらに、これらの製品またはサービス製品のイノベーションが、マーケティ
ング戦略上の一戦略手法としての目的を超えて、企業レベルにおける戦略的マ
ーケティングの目的としてとらえられるとき、「事業」のイノベーションアイ
デアとなるのである49。
　（1）　アイデア創出の基礎一革新マインド
事業、製品の革新的アイデア（＝これまでなかった新しいベネフィットを生み
出すための手法アイデア）を創出し、コンセプト5°化するための基礎であり中心
となるのは、図に示すように起業家の「革新マインド＝イノベーションへの希求
心」でなければならない。そして、この革新マインドこそが他に起業家に必要
49ここでは、無形財、有形財のいずれもプロダクツ（PRODUCrS　＝offerings）としてとらえ、その上位概念として
「事業」を規定する。したがって，製造業、流通業、サービス産業などの別なく、すべての企業の活動を「事
業」としている。
50コンセプトとは「さまざまな特性を含んでいる一般的な状態から、ある特定の特性を抜き出し，その特性に
独自の名称あるいは叙述を与えて、それを識別することによって創造されたアイデアもしくは考え方」である
とする。徳永豊他編『詳解マーケティング辞典』同文舘，［989年。
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とされる能力である「4S知」と共に、アントレプレナーシップの主用部分を構
成するものである。
　創業、製品開発の動機、きっかけがいかなるものであったとしても、事業、
製品を開発しようとする人々に現状を転換しようとするイノベーションへの希
求心、革新マインドが存在しなければイノベーションは起こりえない。イノベ
ーションへの希求のない事業の開始，創業は、単なる新規事業の開始であって、
「起業」とはいえないであろう。
　過去において成功した革新的な事業、製品の開発を観察してみると、このこ
とがより鮮明になる。
　米国において創業伝説として語り継がれている企業、わが国においても革新
的事業や製品開発の成功によって成長した企業は、例外なく個性的な経営者の
何らかの「こだわり」が発展の原動力になっており、その成長神話、伝説の中
核をなすものは当該企業の組織ではなく経営者個人に注目が集まっている。こ
のことは、単に、創業時の企業の規模が小さかったがゆえに組織ではなく個人
に焦点があてられた、ということを意味するものではない。それは、それらの
革新的事業の多くが個人の「革新マインド」を出発点としていたことを示して
いるのである51。二人の創業者として有名なホンダ、ソニ・一一・・とて例外ではない。
　したがって、前職の経験などによる知識や技能を活用しての単なる独立創業
や、古参社員のポスト確保などの人事政策的な必要からの分社化によって、形
式的に独立させられた子会社や社内ベンチャーが、自動的に筆者がいうところ
のベンチャー指向型企業となるわけではない。なぜならば、そのような事業と
ベンチャー指向型企業との根本的な性格が、その企業を率いる経営者が「革新
マインド」つまり、イノベーションに対する強い希求心を持っているか否かの
違いによって大きく異なるからである。
　ソニーの創業者である井深大は「私は、実はたわいのない夢を大切にするこ
とから革新が生まれると思っている。」52と言っているが、この言葉は成功した
起業家の「イノベーション」に関する共通した心情をあらわしていると言えよ
う。なぜなら「たわいのない夢」は、一見何気なく控えめに見えながら、実は
現状に対する何らかの不満の解消に対する憧憬であり、「大切にする」と言う
言葉で容易に実現可能な事柄ではないことへのあくなき挑戦の意志を表してい
ると考えられるからである。
　松下の「水道哲学」、ホンダのF1に代表されるスピード・性能向上への挑戦、
sl　Bj6rn　Bjerke，　Claes　M．　Hultman．　op．　cit，　p．100．非成長企業は（成長企業と）同じ機会を識別し、外部の同
じチャンスにさらされたかもしれないが、それにもかかわらず成長しなかった。後者においては、影響力を持
った個人の問で成長する動機づけが欠けているので、決して成長しないのである。
52インターネット・マガジン「DEN　MESSAGE」Entrepreneur’　s　History，　http：／／ww．　bsp．　net／den／jp
カシオの「軽薄短小」テーマに特化した低価格普及路線、ソニーの小型化技術
はもちろんのこと、日清の「ラーメン」という飲食店メニュー分野の工業製品
化、緑茶というきわめて日常的な飲料の、缶、ペットボトル詰を初めて製品化
した伊藤園、個人向け宅配便を開発したヤマト運輸など、いずれもその出発点
は経営者個人が持つ「たわいのない夢」を実現しようとする意志、　「革新マイ
ンド」にあったとみてまちがいではないであろう。
　そしてこの「革新マインド」を中核とする創業者のさまざまな「暗黙知」の
形式知化と継承（組織内での暗黙知化）なくしては、ベンチャー指向型企業は
成長に伴う大規模化、時間の経過と共にその革新性は失われ、　「ベンチャー指
向型企業」としての優位性を保持することが困難になるのである。
　（2）　起業家を取巻く外部環境
　　①起業家と外部環境への働きかけ
　ジョージS・デイは著書『市場駆動型の戦略一価値創造のプロセス』におい
て、事業を取巻く環境要因には多くの次元があり、その次元ごとにその意味も
強さも異なると指摘し、「外的な機会および脅威」としての外部環境を3つの次
元（環境、市場／産業環境、直接の競争相手）に分けている。
　その上で「最も差し迫った環境の実体は、対象市場の顧客、チャネル構成員、
競争相手（市場／産業環境と競争相手）の諸行為からもたらされる」が、　「市場
を繁栄させたり衰退させたりするより広いマクロ環境も決して見落とすことは
できない。」53として、政治的／規制的、経済的、社会的、技術的次元を挙げ、
最上位レベルの「環境」としてその重要性を述べている。
　確かに、常軌的な経営においてはそのとおりであろう。しかし、これらの外
部環境のうち、事業，製品の革新的アイデア創出に直接的に機会と脅威をもた
らすものは、デイが事ec－一般について「最も差し迫った環境」としている「対
象市場の顧客、チャネル構成員、競争相手の諸行為」ではなく、最上位レベル
のマクロ次元の環境であると考えるのである。
　というのは、事業、製品が革新的なものであるならば、従来の製品やサービ
スの市場規模や競争、チャネルなどの問題は、「革新アイデアの創出」段階で
は無視できないものではあっても、主たる関心事ではないと思われるからであ
る。
　ここでは、デイの環境レベルの分類を参考にして、革新的アイデア創出の根
源となる「革新マインド」を取り巻き、「外的な機会および脅威」となる環境と
して、革新マインドと相互作用を行いながら革新アイデア創出に直接的に影響
53George　S，Day，　Market　Dri　yen　Stra　tegy－－Proce∬es　for　Crea　ting　Va！ue．徳永豊他訳『市場駆動型の戦
略、価値創造の戦略』同友館，1998年，75頁。
を与えるものとして次のように整理した。
　　●　マネジメント・テクノロジーの利用可能性
　　●　科学的テクノロジーの進展度
　　●　社会的・経済的な状況および政治的・法的規制
　これらの環境要素は、革新的アイデア創出と、その実現のための革新マイン
ドに基づく努力の規制要因ともなる反面、促進要因ともなりうるものである。
　また、これらの要素が及ぼす革新マインドへの影響の度合いは一律ではない。
科学的テクノロジーの進展がイノベーションを促進することもあれば、それが
未発達のゆえにイノベーションを阻害することもある。また、あるイノベーシ
ョンにとって他のいかなる要素も阻害要因になっていないにも係わらず、法的
規制の問題がクリアーされないことによって、そのイノベーションが実現不可
能にもなりうるのである。
　特にここで重要なことは、これらの外部環境は個別企業にとって外部資源と
して理解されるものではあるが、決して「アンタッチャブルな」ものではない
ということである54。
　内部資源のような形での統制可能なものとはいえないが、これらを単純に統
制不可能要因として捉えてしまったなら、「イノベーション」は起こりえない。
　イノベーションは「イノベーションに対する希求心」を核に、内部能力を適
切にコントロールすることによって外部環境に働きかけ、それらとの相互作用
を通じて、ときには外部環境の変化をも招来させての問題解決の手法＝革新アイ
デア、を創出する過程だからである。
　●マネジメント・テクノロジーの利用可能性と科学的テクノロジーの進展度
　前述のごとく、科学的テクノロジーもマネジメント・テクノロジーも、個別
企業の開発担当者や起業家が外部環境としてそれらの成果を一方的に取り入れ
る、すなわち内部化するだけにとどまらない。企業あるいは個人内部における
暗黙知レベルのスキル向上および新システムの開発は、革新マインドの強化、
高度化に伴い、より高度なイノベーションを求めることとなり、さらに新たな
マネジメント・テクノロジーを生み出す可能性や、全く新たな科学的テクノロ
ジーの開発にもつながるのである。
　このような、従来にはなかった科学的テクノロジーの開発が、世に言う「発
54坂本英樹『日本におけるベンチャー・ビジネスのマネジメント』白桃書房2001年，42～43頁。外部資源の
活用とは、所有の形態をとることなく外部資源を使用することである。この場合、対価を支払って組織外部の
経営資源を利用するのが一般的であるが、最善の方策は、外部資源に影響力をもち、コントロールできること
である。外部資源の活用の例としては、公的なインキュベーション施設の利用、コンサルティング会社が提供
する教育プログラムや情報コーディネータの活用もこれに該当する
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明、発見」であり、一定期間は特許によって特定企業によって独占的に使用さ
れる場合が多いが、その後、それが公開され社会的な技術資産となったとき、
それは誰もが平等にその恩恵を受けることが可能な、外部環境としての「科学
的テクノロジー」となるのである。
　旧くは科学的管理法をはじめとする経営分野の研究成果、さらには各種のマ
ーケティング手法、チェーン・オペレーション55やフランチャイズ・システム、
セルフ販売方式など、その他のあらゆる「マネジメント・テクノロジー」は、
科学的テクノロジーとは異なり、特許などによる独占的使用権の法的保護はな
い。しかし、特定の起業家や一部の企業による内部システムと内部スキルの優
れたイノベーションによって生み出された個別企業、業界の新しいマネジメン
ト・テクノロジーが一般に普及するにつれ、後に社会的な資産となってビジネ
ス全体の発展に大きく寄与している例は数多いのである。
　●　社会的・経済的状況および政治的・法的規制
　事業、製品アイデアの創出に直接的に関係する外部環境のもう一つの要素と
して「社会、経済状況および政治的、法的規制」があげられる。
　農業社会、工業化社会、脱工業化・情報化社会といった大きな流れの中での
社会の変革期や、明治維新、第二次大戦の敗戦といった時代の変わり目に多く
の新しい事業、産業が誕生してきたことは歴史が証明している。
　現在の平成大不況下における情報化の進展を、明治維新、第二次大戦と並ぶ
変革期と捉える向きもあるが，あながち的外れな見かたとはいえまい。
　一般に「法的規制強化や規制緩和は、新しい市場を作り出したり（このような
状況を我々はトラック輸送業、電信・電話業，投資情報サービス業，航空旅行
業の規制緩和に見ることができる）」56という事惰は米国に限ったことではない。
　法的規制としての外部環境に強い制約を受けながらも積極的にはたらきかけ、
外部環境を自らの手で変化させることによってイノベーションを達成した典型
例として、後に事例として取り上げるヤマト運輸の宅配システム「宅急便」が
あげられる57。
　またそれとは逆に、法的、政治的な規制がイノベーションの妨げの一因とな
ったと思われるケースもある。
55宇野政雄・金子泰雄・西村林編著『現代商業・流通辞典』中央経済枇1992年198～199頁。チェーン・オ
ペレーション（chain・perati・n）とは、多店舗経営のことであるが、ただ単に多店舗展開をすることによって
小売企業の大規模化を図ることをチェーン・オペレーションというわけではない。小売業の中心的な活動であ
る営業活動を機能的に分離し、より効率化することによってスケール・メリットを獲得することを目的として
いる。（中略）チェーン・オペレーションは、セルフ・サービスと並ぶ小売業の技術革新であり、それを採用し
たスーパー・マーケットは、今日のような発展をみるにいたった。
56George　S，　Day，同上訳書，74頁。
5Tヤマト運輸株式会社社史編纂委員会編『ヤマト運輸70年史』，前掲：書。
　小売業界に例をとれば、旧百貨店法の流れを汲む「大規模小売店法」が業界
に与えてきた影響は大きい。中小小売店の保護を目的としたこの法律は、これ
まで一定の役割を果たしてきたことは事実である。しかし反面、この法律の規
制が、自立心が強く革新的なアイデアと実行力を持つ中小小売業者がより飛躍
しようとするときに、大きな足かせになってきた恐れもあるという現実も忘れ
てはならない。
　「法律」の主な目的の一つとして「既存秩序の維持」があるとするならば、
「イノベーション」行動とのコンフリクトは避けがたいものである。しかし、
コンフリクト解消の手段が、規制の緩和、改革をも含んだ挑戦によるものでは
なく、それを統制不可能要因と捉えて、回避するだけのものであったとしたな
ら革新的事業は生まれてはこない。第X章のケースで取り上げたヤマト運輸の
宅急便における法規制への挑戦は、一企業のイノベーション努力が外部環境と
しての法規制を実態に合うものに改定するきっかけとなり、全く新しい「宅配
便」という事業領域を開発可能にしたという点で重要である。
　また、社会、経済的に大きな変化がおきつつある時期は、そのこと自体が事
業活動に「機会と脅威」を与える58。既存組織による企業の経営にとって、変化
に対して的確に対応し、企業自身が変わっていくのでなければ時代の変化は大
きな脅威になる。その一方で革新アイデアの創出にとって、社会、経済的な大
きな変動は絶好のチャンス（機会）をもたらすに違いない。
　以上、外部環境を三つに分類したが、これらの要因はそれぞれ無関係に独立
したものではない。平成の大不況という状況を考えてみればわかるように、不
況という経済要因が失業率の増加につながり、消費行動の変化、ライフスタイ
ル変化などの、社会的要因変化の原因の一部ともなり、政治的、法的規制につ
いても、近年の規制緩和の動きはそれら一連の変化の原因にも結果にもなって
いる。
　過去には、大衆消費社会の到来という社会、経済的な変化を背景とする大量
販売、大量消費への対応の必要が、マネジメント・テクノロジー（例えばチェー
ン・オペレーション、セルフ販売方式をはじめ、メーカーから小売業に至るさ
まざまなマーケティング手法や経営管理技術の開発、浸透）を生み、それらの実
現を支えたのはコンピュータ技術やPOSシステム、冷凍保管・輸送技術などの科
学技術的進歩、道路網などのインフラ整備を背景とした物流システムなどの、
いわば外部環境の進展だったのである。
58中丸眞治・楠・裕次共著『甲府街史・甲府の老舗』山梨日日新聞枕1995年。一地方都市を対象とした研究
であるが、社会経済情勢の変化と老舗商家の栄枯盛衰の因果関係にっいて考察している。また、宮本又郎著『企
業家たちの挑戦』日本の近代11，中央公論新祉1999年にも同様な分析が見られる。
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　（3）　起業家に必要な内部能力「4S知」
　　①アイデア創出段階における内部資源と内部能力化
　次に、内部能力の問題である。一般に「内部資源」の活用などというとき、
それは社内の「ヒト、モノ、カネ」を企業目標に向けて効率的に統合すること
とされ、最近ではこれら三つに「情報」を加えることが多い。
確かに、従来型のマネジメント努力に重点をおいた経営努力においては妥当
な考え方と言えよう。しかし、革新的な事業、製品アイデア創出とコンセプト
化に焦点をあてたとき、この説明は十分とはいえない。すなわち、イノベーシ
ョンを起こすためには、これら社内の既存資源を、そのまま効率的に統合する
のではなく、新たな外部資源をも取り入れて全く新しい「組み合わせ」を行い
「内部能力」化を行わなくてはならないこと、さらに、経営の各ステージにお
いて最も必要とされる内部資源は異なるからである。また、ここで注目すべき
は、アイデア創出をスタート地点とする新規事業、新製品開発の経営プロセス
において、　「ヒト、モノ、カネ」などの資源の獲得が重要となるのは、先に示
した図表皿一4に見るように、　「計画と交渉」ステージ以降においてであって、
アイデア創出と評価段階ではないと思われることである。
　ヒト、モノ、カネの企業目標に向けての従来型の管理概念による効率的な統
合は、経営プロセスにおいて組織的活動が必然的に発生する段階以後において
不可欠とされるものであり、属人的な革新マインドや、分析、判断能力が肝要
であり、「組織」的活動を必ずしも必要としない「革新的アイデア創出」の段
階では必要不可欠なものではない、すなわち個人プレーでも可能であるという
ことである59。
　ヒト、モノ、カネ、情報の中で革新的な事業、製品アイデアの創出の段階で
必要不可欠と考えられるのは「情報」である。それは、多くのベンチャー指向
型企業の創業者が、ベンチャー・アイデアを創出した段階ではヒト、モノ、カ
ネを十分に持たず、「徒手空拳」で起業したことを考えると理解できる。
　さらに、既存企業のイノベーションにおいても、アイデアが革新的であれば
あるほど、既存の内部資源の制限にとらわれてはいない。換言すれば、既存の
内部資源の制約にとらわれての従来型のマネジメント努力によっては、　「イノ
ベーション」アイデアは創出できないということである。
　それでは、革新アイデアとコンセプト化という段階に不可欠な内部能力とは
59もちろん前述のごとく嘩新的アイデア創出」を複数の構成員によって成し遂げようとする場合（大規模企
業においては、それが常態となっていると思われるが）、個々人の暗黙知の形式知化とその共有に向けた努力は
必要であり、そのマネジメントという意味での管理努力の必要性を否定するものではない。前掲、野中、竹内
は同著17頁において「新しい知識はいつも個人から始まり、その個人の知識が組織全体にとって大事な知識に
変換される。」とし、「我々は組織的知識創造という言葉を使うが、（中略）組織それ自体では知識を創ることは
できない。1としている。
どのようなものであろうか。　「起業家能力の重層構造」の項で既に概観してい
るが、さらに詳細に述べてみたい。
　　②内部能カー分析・判断能力としての「4s知」
　既存企業のイノベーションあるいは新規設立のベンチャー企業において、革
新アイデアの創出とコンセプト化には、革新マインドによって生み出された「イ
ンスピレーション」6°と外部環境を結びつけ、革新アイデアをコンセプト化して
ビジネスとして実現させるために必要な「内部能力」として、次の四つの「知」
が不可欠である。
????Sense　of　market－observing（市場観察センス）
Skill　in　managerial　thinking（マネジメント的思考技能）
Skill　in　scientific　thinking（科学的思考技能）
Systern－oriented　ability（システム指向能力）
これを「4S知」と名付けたものである。
　外部環境としての科学的テクノロジーとマネジメント・テクノロジーの進展
は、基本的には誰でも平等にその恩恵に浴することが可能である。社会、経済
的状況や法的環境も、一般論としては誰にとっても同一条件のはずである。と
ころが、現実にはこれらの外部環境は個々の起業家や開発担当者に平等な結果
をもたらさない。
　ここで注目しなければならないのが、起業家または事業、製品開発担当者の
持つ上記の「暗黙知」としての内部能力と前述の「機会（opportunity）」の関
係である。
　これら四つの「知」（内部能力）は、外部環境としての社会的資源を分析判断
して自らの内に取り込み、消化することによって現実に利用可能なものとする
ための役割を果たす。すなわち、外部環境として存在する、科学的テクノロジ
ーとマネジメント・テクノロジーの成果の一部、社会・経済的変化、法規制な
どの法的環境を総合的に判断して選択的な意思決定をおこない、革新マインド
によるインスピレーションから生み出されたビジネスアイデア、革新アイデア
をアイデア倒れに終わらない実現可能な「コンセプト」として確立するために
必要な能力である。インスピレーションは、これらの「知」と結合することに
よって初めて革新的事業、製品アイデアとコンセプトになる。
　●　Sense　of　irvarket－observing（市場観察センス）
市場観察センスは、外部環境からもたらされる脅威や機会を的確に判断して
6°インスピレーションとは「創造的な作業の過程で、神から啓示を受けたようにひらめく考え」である。CDロ
ム版、学研『辞スパ』国語辞典。
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取捨選択し、革新マインドが生み出す複数、あるいは単一のインスピレーショ
ンを評価して、その事業化、製品化が市場に受け入れられて新たな価値を生み
出すか否か、その事業化・製品化が時宜にかなったものであるかについて自ら
判断する能力をいう。従ってこの能力は、外部環境のうち主に社会・経済的状
況および政治的・法的規制とのかかわりで重要な役割を持つと考えられる。こ
の判断能力の欠如は市場導入後に次のような結果として現れる。
　すぐれた「革新アイデア」だと考えて事業化、製品化したものが、ひとりよ
がりの単なる「思いこみ」にすぎないものであったり、時代の傾向を先取りし
たつもりが、消費者がついてくることが困難な「お先走り」であったりという
ケース、法的規制をクリアーする必要があるにもかかわらずそれに気づかず、
結果として無駄な努力を傾注した後で気がつくケースも稀ではない。
　　●　Skill　in　managerial　thinking（マネジメント的思考技能）とSkill　in
　　　　scientific　thinking（科学的思考技能）
　社会資産としてのマネジメント・テクノロジーも科学的なテクノロジーも、
革新アイデアを創出しようとする場合、それが外部環境として社会に存在する
というだけでは意味がない。それらを取り入れ自己のものとして理解し、自ら
使いこなすためのインテリジェンス（lntelligence）にしなければならないので
ある。
　外部環境として存在するテクノロジーを、自ら使いこなすことの可能なイン
テリジェンスにするということは、どのようなテクノロジーを取り入れるべき
かを選択的に判断するための幅広い知識に加えて、それらのテクノロジーを理
解し、それの現実への応用可能性の判断をする「技能」がなくてはならない。
そこで、外部環境としてのマネジメント・テクノロジーに対応して必要となる
内部能力として「マネジメント的思考技能」、外部環境として存在する科学的
テクノロジーに対応する内部能力として「科学的思考技能」を規定した。
　これらの思考能力については、発明、発見のように全く新しいテクノロジー
を自ら開発することも、あるいは他社、他人の開発した技術を取り込み、そこ
から新たな展開をはかることも含まれる。科学的思考技能にっいていえば、米
国ですでに開発されていた「トランジスタ」技術を取入れ、トランジスタ・ラ
ジオ、トランジスタ・テレビという革新的製品で優越的地位を築きあげたソニ
ーの例、マネジメント的思考技能としては、マクドナルドに見られるごとく、
自らは「何も発明していない」にもかかわらず、他産業ではすでに一般化して
いたチェーン・オペレーションをはじめとする、様々なマネジメント・テクノ
ロジーを取り入れることによって革新的事業を作り上げた例もある。
loo
　　●　Systeroriented　ability（システム指向能力）
　システム指向能力とは、市場観察センスや、マネジメント的思考技能、科学
的思考技能によって取捨選択された外部要因をそれぞれの内部能力によって咀
囑し、現実への適応をしていく過程で体系的に組み立てていくために不可欠な
能力である。外部環境に存在するさまざまな要因は、個々のものとしてはバラ
バラのものであり、なおかつ相反する性格を持つものもある。
　それゆえ、矛盾する可能性のある個々の内部能力による判断を、新しい組み
合わせによってアイデアに収敷させるためにはシステム的に統合する必要があ
る。その意味で、他の三つの内部能力とはすべて関連し、それらの内部能力が
適切に発揮される前提としての基礎的な能力だと言えよう。
　これらの「4S知」が的確に機能し、外部環境を自らの物として消化し、内部
化して「革新マインド」を前提として、4S知のいずれかから生み出された「イ
ンスピレーション」と結合したとき初めて、優れた革新アイデアとそのコンセ
プト化がなされる。そして、このプロセスにおける4つの「知」能力の総和の差
が選択的意思決定の優劣につながり、個別の革新アイデアとコンセプト創出に
おけるイノベーション成果の優劣が生じるのである。
　なお、革新的アイデア創出のためのインスピレーション発揚の「きっかけ」
となる内部能力（4S知のうちの何れか一つ）と、アイデアのコンセプト化のため
に「最も必要とされる」内部能力（4S知の内の何れか一つ）は異なるものである
ことが多いと考えられる。すなわち、優れた科学的思考技能によって生み出さ
れた発明、発見も、残る3S知の力がなければ具体的なコンセプトとして具現化
し得ないのであり、鋭敏な市場観察センスによって感知し、ひらめいたインス
ピレー・一・ションも、それを具体的な事業・製品のアイデア、コンセプトとするた
めにはそれ以外の3S知の助力を必要とするのである。
　（4）コミュニケーションとしての情報の役割一「情報」（Information）の
　　　　重要性とインテリジェンス：「知恵」　（intelligence）への昇華
　ヒト、モノ、カネと「情報」は革新アイデアにとって同列に論じられるもの
ではないことは既に述べた。
　次に、革新的アイデアの創出に「コミュニケーションとしての情報」が果た
す役割を考えてみたい。
　図皿一3で示すように、コミュニケーションとしての情報は、外部資源と革新
マインドを核とする内部能力（システム指向能力、市場観察センス、科学的思考
技能、およびマネジメント的思考技能）との相互依存関係の媒介となるものとし
て重要である。
　外部資源は、革新マインドを持つ起業家、開発担当者にその存在が認識され
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ることによって初めて内部化の評価が開始される。革新マインドを持ち、内部
能力としての「4S知」を備えた開発者であっても、外部環境との接点を持つ中
で十分な「情報」を得ることなくして、外部環境として存在する社会資産として
の状況要因を「知恵」に昇華させることは不可能である。別の言い方をすれば、
「情報」（lnformation）を「知恵」（intelligence）に昇華させるプロセスに、
「コミュニケーションとしての情報」は欠かせないものである。
　（5）　インスピレーションと「4S知」および外部環境との関係
　すでに述べたごとく、外部環境の諸要因は社会的な存在としては、基本的に
は誰にとっても平等な機会と脅威をもたらすはずである。ところが、現実には
コミュニケーションとしての情報の多寡、内部能力の質と量の違いによって異
質のインスピレー一・ションがひらめき、そこから生み出されるアイデアやコンセ
プトは、全く違った機能を持つ製品を生み出す結果になることがある。
　例えば「鉄が錆びる」という誰もが知っている現象を利用しようとする製品
のイノベーションであっても、　「4S知」の質と量の違いによって、異なったイ
ンスピレーションを生み、その結果としてのアイデア、コンセプトは全く異な
るものになる。
　このことを、食品の鮮度保持材として広く使用される三菱ガス化学（株）の
「エージレス」　（商標名）と使い捨てカイロの「ホカロン」を、典型的な具体
例として以下に示す。
一般に、鉄が酸化するときの化学反応式は　4Fe＋302→2Fe203
と表されるが、鉄粉が酸素と水と反応して水酸化鉄になるときの熱化学方程式
は、
　Fe（鉄）＋3／402（酸素）＋3／2H20（水）＝・Fe（OH）3（水酸化鉄）＋96，5Kcal／mo1（熱
量）となる。
　この、既に社会的資産となっている「常識的な科学的知識」は、イノベーショ
ンを起こそうとする二つの主体の内部能力である科学的思考技能、マネジメン
ト的思考技能、市場観察センスの違いによって、少なくとも二つの異なるイン
スピレーションを生み出した。
　一つは右辺の「熱の発生」に注目し、　「カイロ」に使えないかというインス
ピレーションが生まれたのである。このインスピレーション発揚のきっかけが、
市場観察センスによるものであるのか、科学的思考技能が優先したのかは不明
であるが、いずれにせよ4S知が適切に機能した結果として革新的アイデアが生
まれ、「手軽、安全、安価」な「使い捨てのできるカイロ」というコンセプト
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に結実して、ホカロン、ポッカイロなどのこれまでのカイロとは全く別の、革
新的な製品が開発されたのである。
　これらの製品が、化学反応の「結果」として発生する熱の利用であるのに対
して、もう一つのインスピレーションは、その「原因」、つまり上記の熱化学
方程式の左辺における酸素の消費に注目した。それが、菓子、食品の老化を防
ぎ、カビなどの発生を防止するために使われる「脱酸素剤」である。
　食品をガスバリアー性の高い、即ち酸素を透過させない袋に脱酸素剤と共に
キッチリ封入すると、時間の経過によって袋の中の酸素は、水分（脱酸素剤には
あらかじめ食塩水を含ませた木粉などを触媒として入れてある）と鉄粉とに反
応して消費されてしまう。この原理を利用して、酸素がなければ繁殖できない
「カビ」から食品を守ろうとする製品である。
　これらの二つの製品は、原理的にはさほど難しい技術を使っているわけでは
ない。そして、その効用を引き出すための技術は同一である。しかし、開発者
の個性、4S知の違いで全く異なる製品となったのである。
　次に、以上のような内部能力と、外部環境との関係において、それぞれのコ
ミュニケーションとしての情報は、具体的にどのような方法で得られるのであ
ろうか。
　一般的なマーケティング・マネジメントのテキストでは、これらの役割はマ
ーケティング・リサーチによって果たされるものであるとされる。しかし、筆
者はこれまで、成功した起業家と呼ばれる人々ないしは起業家的組織であると
考えられる企業が新規事業を立ち上げるにあたって、正式でかっ綿密なリサー
チを行い、その結果を分析するというアプローチを取ったということは、寡聞
にして知らない。個人としての起業家であれ、組織としてのいわゆる企業ベン
チャー・一・であれ、4S知の1つである、自らの市場観察センスSense　of　market－
observingにより、外部環境を評価したと考えられるのである。たとえ何らかの
リサーチ、ないしはサーベイを補助的な手段として使っていたとしても、それ
はもっと略式な方法の使用であることが一般的だと思われる61。
　デニス．R．コステロ（Dennis　R．　Costello）は、企業内ベンチャーの調査・
計画・資金調達について著した、　‘i4（em　Ven　ture・An∂lysis”の5章「ニューベン
チャーの市場分析」62の中で、市場洞察の略式アプローチの具体例をいくつかあ
げている。
　　「あらゆる種類の製品や技術の市場潜在力を見積るにあたり、いくつかの興
味深い傾向があることがわかった。ほとんどすべての市場評価が、略式アプロ
6且 ﾙ著（筆名武田真）『銘菓の神話とマーケティングの話』中経出版，1977年において同様な指摘をしている。
62Demis　R．　Costello，　AVew　Yenture　Analysis，　The　McGraw－Hi1ユCompanies，　Inc，，且985．徳永豊訳『ニュー
ベンチャ・一一一分析』同友館，1999年，88～89頁。
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一チによっているということである。」として、有効な情報源を以下のごとく
例示している。
　　●　文献探索
　多くの投資銀行や株式売買業者は、ある特定の市場やそれら市場における競
争企業にっいてレポートを発行している。こういったレポートには、広範囲に
わたる市場研究の結果が説明されている。科学技術の動向やテイストの動向が
整理され、主要競争企業の戦略が説明されている。これらのレポートは競争相
手の分析をしようとする時、おおいに助けになりうる。
　　●　政府関係によって行われた市場研究
　全国技術情報サービスを使ったり、関連する政府機関（たとえば、エネルギー
省、運輸省、商務省など）とコンタクトをとることによって見つけることができ
る。このコンタクトにより、政府機関から興味のある分野の大学名や研究者た
ちの研究業績を得ることもできる。
　コンサルタント会社は、特定の顧客や拡販のために絶えず市場研究を行って
いる。たとえば、フロスト＆サリバン社は、アメリカ、ヨーロッパ、その他世界
の国々における数多くの市場を網羅した市場研究レポートを販売している。こ
ういったものは、大変詳細であるので、ニューベンチャーが参入しようとして
いる市場について言及しているものであれば、非常に価値あるものとなること
が多い。
　　●　コンピュータによるデV・一一タベース
　コンピュータのオンライン・サービスでビジネス刊行物のいくつかが得られ
る。その検索作業は普通、主題分野別に行われる。いくつかのオンライン・サ
ービスは完全なレファレンスを提供するだけでなく、記事も摘出してくれる。
関連記事の中味を知るための、あらゆる種類の刊行物を調べる手間がはぶけ、
こうした興味のある分野の抜粋資料がわれわれの手に入るというわけである。
結び
　ビョルン．ビエルケとクラエス．Mハルトマンは次のように指摘する。「新設企
業ベンチャーの生成によって世界に挑戦する偉業を実際に達成した起業家から
学ぶことは、我々の場合これまで素晴らしい経験となっている。マルハナバチ
が、どうすれば飛べるのかを『技術的に』は知ることなしに飛んでいるように、
多くの起業家はただその空だけを限界として、標準的なマーケティングやアン
トレプレナーシップの教科書で読むことが可能なものとは非常に異なった考え
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方と方法で離陸することが多い。」63
　この言葉は、ビジネスの実践と理論との相互関係を考えるとき、非常に示唆
に富んだ比喩である。如何なる事業家も、経営に関する理論の重要性は知って
いる。しかし、知っていることと実際にそれを行うこと、そしてそれが実行可
能なこととは異なっている。さらに、実行した結果が成功するか否かも別の問
題である。
　温故知新という、いささか使い古された熟語があるが、新しいことを行おう
とする場合、そこには未知であるが故の危険、不安があることは確かであり、
その危険や不安を少しでも減らすための指針としての過≠…の事跡調査は必要で
あろう。そのためには、旧きを尋ね、新しきを知る努力は大切なことであるが、
いま歩みつつある道が、この先これまでどおり永遠に続く道であるかどうかは
わからない。すぐ先は突然の断崖絶壁であるかもしれないのである。
　過去の経験的事実の積み重ねと、それらの分析によって形成されたビジネス
理論は、それを充分に咀囑した上で、再び実務の上で検証されなければならな
いことはもちろん、定石となっている手法や、すでに慣行となっている以外の
方法にも、事業者は果敢に立ち向かわなければならない。そこから新たなイノ
ベーションが生まれるのである。
63Bj6m　Bjerke，　Claes　M．　Hultman．　op．　cit，　p．　vti．
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はじめに
　　「戦略」という言葉は、アントレプレナーシップと企業成長の研究者である
エリック．G．フラムホルツ、およびイボンヌ・ランドル（Eric　G．　Flamholtz＆
Yvonne　Randle）が、「戦略という言葉は広く使われているが、定義されていな
い場合や曖昧な場合がほとんどである。つまり、だれもが『知っている』が、
定義するのは難しいのだ。」1と指摘するように、さまざまな使われ方をしてき
ている。さらに彼らは、　「（戦略という言葉が示す意味を）『選択した市場に
おいて、効果的に競争し、望んだ成果を得るために、企業または事業体が実施
する統合されたさまざまな行動』と定義する。」2としている。
　この戦略の定義では、　「企業または事業体が実施する統合されたさまざまな
行動」というように、行動の側面が強調されているかに思われるが、　「この定
義をさらに詳しく考えると、戦略は、企業はどこで（どの市場で）競争しようと
しているのか、そして最善の結果を得るためにその選定した市場でどのように
競争しようとしているのか、を示している。」3として、企業が採るべき行動の、
意思決定の根底に横たわる判断基準の指向性の意味合いをも含んでいることが
理解できるのである。
　このような考え方は、かつて、アルフレッド・チャンドラー（Alfred　D．
Chandler）が「企業体の基本的な長期目標を決定し、これらの諸目的を遂行す
るために必要な行動方式を採択し、諸資源を割り当てること」4が戦略であると
して、戦略を、企業の長期目標、行動指針、資源配分の3つの意思決定をする
ためのものである、としたことと軌を一にしたものだといえよう5。
　第II章で詳しく述べたように、われわれはかねてより、従来型の企業分類法
・E。i。　G．　F1。nh。lt、＆Y。。nne　Rand1。，　GROWJNG・PAfNS，　J。ssey－Bass　lnc．，2・…加離哉監訳『アントレプ
レナー、マネジメント・ブック』ダイヤモンド仕2001年，179頁。
2同上訳書。
3同上訳書。畿膿，鰍｝1。器・器欝総翻尉膿臨即乳鍵繕繍融
讐肇毒鰍騨養灘羅講辮慧羅矯・醗営戦聯生成か・現在まで
の歴史的な変遷過程をみると、1950年代から60年代前半は戦略概念の形成時代として、戦略を最初に問題とし
たのはドラ。カ＿である．彼は職略とeま我々の事業は何か、そしてそれは何であるべきか1と・経営体の生
存・成長にかかわる問題意識を提示し、戦略研究のきっかけをつくった。1960年代になってはじめてチャンド
藩叢購鱗醸灘ll醤鱗騰鷹麟羅ll灘
ていくこと」と定義し、戦略を製品と市場の組み合わせにより四つに分類した。1970年代は分析型戦略論とい
え、多角化した韓一の経ues源の分配を・・かにして鯉するかが問題とされた時期である・競争が鱗の課
題として議論され、ポーターは産業組織論的観点から「5っの競争要因」と「競争の基本戦略」を提示した。1980
年代から現代にかけては戦略論と組織論との融合の時代といえ、戦略は分析的な手法を駆使して策定されるも
のではなく、組織の中の人々の創造的活動によるものだと、戦略論と組織論とは融合した形での研究が進めら
れてきた。
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に組み込まれるような形での「ベンチャー企業」、あるいは「ベンチャー・ビ
ジネス」という企業類型は適切ではなく、従来の企業分類法によっては企業の
実態の把握は困難であるため、組織を活性化し従来の産業分野内の慣行や市場
慣行に固執することなく、さまざまなイノベーションに果敢に挑戦する「ベン
チャー指向」の傾向が強い企業と、そのようなタイプ（型）ではない企業とい
う、当該企業が持つ経営の指向性の定性的な把握による分類が適切ではないか
と主張してきている6。
　そこで、ここでは前述のごとく、　「アントレプレナーシップが旺盛なリーダ
ーによって統率され、斬新な技術、サービス及びシステムの開発による競争優
位性を原動力として新市場を開発し、マーケティング活動を主体的に展開する
企業」7が「ベンチャー指向型企業」であると規定し、そのような経営を指向す
る経営戦略こそがベンチャー指向型企業戦略であるということを前提として、
その概要を整理したい。
1　ベンチャー指向型企業戦略の展開
　（1）　ベンチャー指向型企業戦略の原理
　　①戦略の源泉一機会と脅威およびリスク
企業を取り囲む環境の変化の捉えかたには二つある。すなわち、機会と脅威
である。
　今日の企業環境は技術革新の進展、経済のグローバル化、環境保全に対する
意識の高揚、成熟化社会・高齢化社会の到来、規制緩和などの諸要因によって
流動化しており、不確実性がますます増加している。このような環境の非連続
な構造的変化は、戦略を従来の延長線上で構想する企業にとっては脅威となる
が、新たなものの見方に立って新しい戦略を構想しようと志向する企業にとっ
ては機会となる場合がある。
　しかし、ここで注意しなければならないのは、ベンチャー指向戦略の源泉は
機会であってリスクを背負うことではないということである。新規事業の創造
あるいは事業転換には必然的にリスクがともない、リスクを適切に処理する必
要性に直面することもあるかもしれない。しかしながら、リスクはニュー・ビ
ジネスに限らずどんな事業をおこなうにあたっても少なからず存在するもので
あり、リスクそのものが企業戦略を直接規定する要素ではないからである。
　したがって、ベンチャー指向戦略の源泉となるものはリスクではなく、環境
の変化を脅威としてではなく機会であると捉えなければならないのである。と
6拙稿「ベンチャー企業研究のための若干の整理、ベンチャー指向型企業概念j『商学研究論集第tO号』明治大
学大学院，1999年2月。
7同上論文，446頁。
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りわけ、経済的・社会的変化がもたらす企業環境の、急激で非連続な構造的変
化は、イノベーションの絶好の機会であるといえよう。
　　②戦略の主体一起業家の役割
　では、戦略の源泉となる機会を具体的な戦略へと推進するのはどのような主
体が適しているのであろうか。
　一般に、戦略立案者として起業家と管理者は対比してとらえられることが多
い。例えば、意思決定に際して、両者の投げかける質問の順序が大きく異なる
ことである。スティーブンソン（H．H．　Stevenson）等が指摘しているように、
「典型的な管理者はこう問いかける。まず、どの経営資源をコントロールする
のか。われわれの組織と市場の関係を決定づけるメカニズムは何か。自分自身
の実施能力に対する外部からの影響力を最小限に抑えるにはどうしたらいいか。
どの機会がふさわしいか。一方、起業家はこのように問いかけるであろう。ま
ず、機会はどこにあるのか。どうやってそれを最大限に生かすのか。そのため
には、どんな経営資源が必要か。それらをどう掌握するのか。それには、どん
なメカニズムが最適か。」8ということである。
　起業家は、このように戦略の源泉である機会を出発点として戦略を策定しよ
うとし、イノベーションを生み出すための強力な推進者として中心的役割を果
たす。とりわけ起業家の大胆さと洞察力にあふれるビジョンは、不透明かつ不
確実で変化の激しい現代にあっては、方向転換を迫られる経営幹部にとってこ
れからも必要不可欠なものである。
　また、ベンチャー指向型企業戦略の源泉がリスクではないように、起業家の
本質もリスクを背負うことではない。なぜなら、必然的にリスクを伴うニュー一・
ビジネス・クリエーションのすべてが、起業家的な（entrepreneurial）ビジネ
スの創出であるとはいえないからである。したがって、事業がベンチャー的（冒
険的）でリスクを背負うものであるかどうかということは起業家が行う仕事の
本質ではなく、他人が取り逃がした事業機会をつかみ、イノベーションに結び
つけることこそが起業家の仕事であるといえる。
　しかし、「戦略は、企業が行うと表明することがらとか「計画」である必要は
必ずしもない。むしろ戦略は、『実際に』行われていることがらである。戦略に
ついてこのように考えると、すべての企業が何らかの戦略を持っていることに
なる。実際のところ、企業は皆、ビジネスを行う上でそれぞれ固有のやり方を
持っており、このやり方が企業をして具体的に特定の選択肢を選ばせている。
戦略は、明示的に表明されるか暗黙裡に諒解されるか、効果的か効果的でない
8H．　H．　Stevenson　and　D．　E，　G㎜pert，　1ゐθ施aノ・t　of∠ln　t1・epreneurship」Harvard　Business　Review・March哺April・
1985．　pp．85ヘノ94．
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か、計画されるか創発的に生まれるか、マネジメントされているかマネジメン
トされていないか、いずれであろうと戦略であり、この意味で企業は常に何ら
かの種類の戦略を持っている。」9のである。
　そのため、前章の起業家に必要な能力の項でも述べ、さらに詳しくは後述す
ることになるが、特に、ベンチャー指向型企業戦略の初期の形成過程において
は、マネジメントされたという意味での「戦略計画」は策定されないことが多
く、一人のリーダーの暗黙知、換言すれば直感・判断・知恵・経験・洞察とい
った知的活動に強く依存していることが多いと思われる。したがって、SWOT分
析でいうところの、機会と脅威、強みと弱みの分析も、組織的分析作業として
行われるのではなく、・リーダーの個人的な能力の範囲内で行われることが多い
のである1°。そのため、代替性の欠如という点、さらに組織全体の新たな学習に
よる、暗黙知の形式知化に結びつき難いという側面も指摘されている11。
　　③戦略の指向性一核心能力の突出による市場開発と新価値創造
　　　●　核心能力（core　competencies）の突出
　一般に、経営戦略とは、企業の外部環境と内部資源との間に「適合」とか「調
和」を作り出すものと考えられており、そうした両者の「適合」や「調和」を
築いた企業ほど高成長を遂げると考えられることが多い。ベンチャー指向型企
業戦略が指向するのは、これらの関係において経営資源を集中させることによ
り、核心能力（コア・コンピタンス）を突出させることによって競争優位を獲
得することである12。
　さらに重要なことは、「起業家、ないしは起業家的＝ベンチャー指向型企業で
あろうとする」場合、「どのように考えなければならないか」ということになる
と、外部環境をアンタッチャブルなもの、すなわち企業努力によっては統制不
可能なものであるとして捉えるのではなく、それらに積極的に関与し、変化を
促して競争のルールを変え得るものとして捉えることが重要である。X章で詳
述する宅急便のケースは、結果として運輸、郵政関連の法律改正までに至った
9David　Ford，棚翅6㎜5α∫㎜∫㎜πOM5脳，　JO肌LEY＆SONS　Ltd．，1998，小宮路雅博訳『リレーシ
ョンシップ・マネジメント』白桃書房，2001年，66頁。
10Bj6rn　　Bjerke，　Claes　M．　Hult皿an，　aV7REPnUMAL　d　4mane，　EDWARD　ELGAR　PUBLISHING　LTD，2002．　p．218．
「起業家的行動は経営計画行動と比較して有利である、なぜなら起業家は24時間ぶっ通しでビジネスとともに
生活することが多く、そしてなしとげるべき顧客価値を絶えず改善しようと努めているからである。」
11例として、ビジョンを持ったリーダーの行動と組織に対する髭響について長期間にわたり追跡した、H．
Mintzberg　and　J．　A，　Waters，　‘Tracking　Strategy　ir】an　Entrepreneurial　Firm”　，　Aeadθmy　of　Manag・ement
Journal，　25，　3，　1982，　pp．465～499．
12Hamel，G＆Prahalad，　C．　K，　C㎝petiong　gor　the　Future，　Harvard　Business　School　Press，1994，　p．202．彼らはコア・コン
ピタンスを「個別のスキルや技術を指すのではなくそれらの束である」と定義し、コア・コンピタンスの用件としては、顧客価
値を高めるもの、競合他社との間の違いを実現するもの、企業能力を拡げるものであると述べた。そして、最終的にコア・コン
ピタンスを見極めるのは顧客や競合他社であり、彼らの認知する価値が十分に高められることが求められるとした。
llO
好例である。
　また、内部資源にっいても、自企業の内部で所有する資源のみならず、他企
業との戦略的提携、および「価値星座value　constellations」13概念で捉えられ
るような、他企業とのネットワークによる緩やかな連携をもって、外部資源に
アクセスを求め、資源を所有することなく競争優位性を確保する方途も考えな
ければならないのである。
　いずれにせよ、ニュー・ベンチャーが成長していない段階では、限られた経
営資源の分散を防ぎ、特定分野に集中的に投資することで核心能力を突出させ、
存続、成長をはかる必要がある。
　　　●　新しい市場の開発
　この核心能力を突出させることによってニュー・ベンチャー・クリエーショ
ンと、その成長の引き金にしようとする戦略が本質的に目指すものは、既存市
場での競争における既存事業・製品の差異化戦略や、既存事業・製品による既
存市場の拡大や市場浸透ではない。それは結果的に一種の積極的な意味での「回
避」戦略となる場合が多いといえよう。競争における差異化とは、競合との違
いをどうつくるかということであり、主に後発企業の戦略である。しかし、イ
ノベーションによれば、みずからが先行者であるがゆえに厳密には競合が存在
しない。そのため、新たな市場を創出することが主要課題となる。したがって、
ここでは市場におけるシェア拡大を目標とするナンバーワン指向から、新しい
市場の開発を目指すオンリーワンであるが故のナンバーワン指向へと戦略がシ
フトするのである。
　シュムペーター（Joseph　A．　Schumpeter）は、「新結合」が利潤に結びっく過
程として、「新しい生産物が初めて現れたとき、企業者は競争者を持たないから、
その価格形成はまったくあるいはある程度独占価格の原則にしたがう。したが
って資本主義経済の企業者利潤には独占の要素がある」。14として、経済学的視
点から、この点を指摘している。
　　●　イノベーションによる新価値創造
　そこで、新たな市場を開発する「てこ」となるのはイノベーションによる新
しい価値の創出である。この新たに創出される価値は、業界の慣行あるいは市
場の構造を変え、それまでの市場や業界の慣行に過剰適応している競争企業の、
従来は戦略的資産と考えられていたものが戦略的負債になってしまうような、
全く新しい市場のありかたを構築して、競争のルールを変えてしまうことによ
り競争優位をもたらす。この新たな価値の創造によって、ベンチャー指向型企
13Bjb’rn　Bjerke，　Claes　M．　Hultman，　op．　cit．　ppl58－183
t4　Joseph　A．　Schumpeter，　rheorie　der　mirtschaiCt！icher）θn　tyゴck！ung，　Auf．　L正926．　J・A・シュムペーター
著，塩野谷祐一・中山伊知郎・東畑精一一訳『経済発展の理論上・下』岩波書店，1977年，下巻50頁。
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業は競争相手に脅威を与えるのみならず、新しい成長の機会をいちはやく得る
ことができるのである。
　図表IV－1は、ベンチャー指向型企業が目指すべき市場の新規性を縦軸にと
り、横軸には、そこから生み出される顧客価値の新しさを横軸にした、独立型
および企業内ベンチャーによる成長への指向性マトリックスである。
図表1V－1　独立型および企業内ベンチャーの成長への指向性
??????→???
??
新規市場　　　門
③在来事業・製品
ﾌ新規市場への投
?ﾅの開拓・拡大
ﾉよる成長指向
④革新的事業・製
A温の投入での新規』
k，市場の創出による！
ﾚ指感爆鰍
既存市場
①単純な、独立創
ﾆ・分社化・事業
ｻ品の多角化によ
髏ｬ長指向
②革新的事業・製
iの既存市場への
鞄?ﾅの既存市場
ﾌ収奪による成長
w向
在来の顧客価値 革新的顧客価値
新規性が低い一一一〉　　高い
　独立型ベンチャーであっても、企業ベンチャーであっても、創業戦略やその
後の成長戦略として、②および③の範疇に入れるべき戦略がとられる場合があ
ろうが、しかし、ベンチャー指向型企業戦略が本来的に目指すべきものは、④
の革新的事業・製品の投入による新規市場の創出による成長である。したがっ
て、既存事業からの単なる独立創業や、たとえ、形式的には社内ベンチャー制
度をとりいれたり、事業の多角化を目指して分社化を行い、新規事業に進出し
たり、多角化するような場合でも、①のように、既存の市場に在来の顧客価値
しか生み出さない事業・製品で進出しようとするとき、それは単なる新規事業
の開始であって、ベンチャー指向型の企業戦略とはいえないのである。
　ビョルン・ビエルケ（Bj6rn　Bjerke）とクラエス・M・ハルトマン（Claes　M．
Hultman）は、成長に関するこれらの指向性の違いを、　「起業家的成長」と「マ
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ネジリアルな成長」15に分類して説明している。
　彼らによると、　「たいていの小規模企業は成長することを望んでおらず、他
の小規模企業が成長しないのに対して、ある企業を成長させるものは何なの
か？この質問に答えることは容易ではない。」16として、小規模企業の成長は、
Storeyが既存の知識を要約して論じたものによると17次の3つの要因によって生
み出されると、断り書きを付して引用している18。
　　（a）企業における起業家
　　（b）企業の特性
　　（c）企業の戦略
このうち、企業の戦略については、マーケティング理論でいうところの、
　　①同じ市場でもっと多くの同じ製品を売ること
　　②同じ市場で新しい製品を売ること
　　③新しい市場で同じ製品を売ること
　　④新しい市場で新しい製品を売ること
によって新しい販売が起きるのだとしている19。
　彼らは、これら四つの可能性のうち、最初の3つは「マネジリアルな成長」
であり、④の新しい市場で新しい製品を売ることを「起業家的成長」と呼んで
いる。また、成長には多くの方法があるが、成長は自動的には決して起こり得
ないのであって、成長をスター一．一トさせるべき主要な原動力は、起業家自身であ
ることを強調している。
また、成長することは変化を意味するのであるが、成長することは必ずしも企
業が内部的に変化していることを意味せず、「単純に」成功したパターンを繰
り返すことによって成長しているのかもしれず、より革新的でより起業家的な
成長の企業は、外部的にも、さらには内部的にも変化しなければならないのだ
とも主張している。
　彼らはまた、マネジリアルな成長と起業家的成長において使われる言葉は異
なるとして、
　　●　マネジリアルな成長は、より多くの計画
15Bj6rn　Bjerke，　Claes　M．　Hultman．　oP・cit・　P・148～149・
16@1bid，　p．146．
17Storey，　David，　Understanding　the　Snzall　Busゴness　5：θo‘oろ　　London：　Rout　ledge・　1994・
IB　Bjδrn　Bjerke，　Claes　M．　Hultman．　oP・cit。　P・146・
19Anso邸｛．1．　‘℃（Xporate　Shat　ggy”Mc（｝raw－Hill，1965、アンゾフの定義によれば戦略は製品と市場の組み合せに
より「市場浸透（mad（et　penetratron）」、「市場開発（m鼓rket　developmcnt）」、「製品開発（product　development）」、
「多角化（diversification）」と4っに分類されるが、「市場浸透」とは、既存の市場に既存の製品を購入する量
を増大させる成長戦略であり、「市場開発」とは、既存の製品を異なった地域、あるいは市場のセグメントへ
と新しい販路を拡大していく成長戦略である。「製品開発」とは、既存の市場に新製品を導入する成長戦略で
あり、　「多角化jとは、新製品を全く新しい市場へ導入する成長戦略である。
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　　●　起業家的成長は、より多くの学習を意味している。しかし、より多く
　　　　の計画を単純に適用することによっては、成長に関して極めて少数の
　　　　問題しか解くことができない。
とも述べている。
　（2）　ベンチャー指向戦略の形成
　　①戦略形成における分析・判断能力としての「4S知」2°
　既存企業のイノベーションあるいは新規設立のニュー・ベンチャーにおいて、
限られた経営資源を集中的に投資して核心能力を突出させ、他社が取り逃がし
た事業機会をイノベーションに結びつけることによって新しい市場を開発し、
新価値を創由して競争優位を確立しようとする起業家ないしは起業家的であろ
うとする組織がベンチャー指向戦略を形成する際には、第皿章の起業家に必要
とされる能力の項で詳述したところの、「革新マインド」と、「暗黙知」として
の4つの内部能力すなわち「4S知」の有無、ないしは多寡を検討することが
必要である。
????Sense　of　tnarket－observing（市場観察センス）
Skill　in　managerial　thinking（マネジメント的思考技能）と
Skill　in　scientific　thinking（科学的思考技能）
Systeroriented　ability（システム指向能力）
　　②r4S知」のダイナミクス
　内部能力としてのこれら四つの「知」は、外部環境としての社会的資源を分
析判断して自らの内に取り込み、消化することによって現実に利用可能なもの
とするための役割を果たす。すなわち、外部環境として存在する、科学技術と
マネジメント知識の成果の一部、社会・経済的変化、法規制などの法的環境を
総合的に判断して選択的な意思決定をおこない、機会を掴んで、結果としてイ
ノベーションに結びつけるために必要な能力である。これらの「4S知」が的確
に機能し、外部環境を自らの物として消化し、内部能力化して事業のための機
会と4S知とが結合したとき、初めてベンチャー指向戦略の形成がなされる。
　基本的には、外部環境としての科学技術やマネジメント知識の進展は誰でも
平等にその恩恵に浴することが可能である。社会、経済的状況や法的環境も、
一般論としては誰にとっても同一条件のはずである。ところが、現実にはこれ
らの外部環境は個々の起業家や開発担当者に平等な結果をもたらさない。これ
2°より詳しくは、拙稿「事業・製品の革新アイデア創出メカニズム試論1暫商学研究論集第11号』明1講院互999年、を
参照されたし㌔
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は、絶えず巡ってくる誰にでも平等に与えられている外部環境としての機会は、
これら4つの「知」の間に相互に働くダイナミクスを通して初めてイノベーシ
ョンをもたらす可能性を得るからである。そして、このプロセスにおける「4
S知」の総和の差が選択的意思決定の優劣につながり、ベンチャー指向戦略創
出におけるイノベーション成果の優劣が生じるのである。
　（3）　ベンチャー指向戦略の適用可能性
　ベンチャー指向型企業戦略は、起業家的企業であろうとする、すなわち「ベ
ンチャーを指向する」すべての企業に適用可能な戦略である21。つまり、イノベ
ーションによってまったく新しい価値を創造し、新しい市場を開発することに
よって、競争のルールを変えようとするかどうかがベンチャー指向戦略の適用
が可能か否かを判断する唯一の基準である。しかしながら、ベンチャー指向型
企業戦略をいわゆる「新規設立で社員数も少ないIT関連ベンチャー企業」など
に特有の戦略である、と誤解することになる原因は、ベンチャー指向型企業戦
略の原理と戦略形成がいかなる組織、いかなる事業に適用することができるか
についての、主に三つの通念上の誤りがあるからである。それは、規模と業種
と設立年数に関する誤りである。
　　①規模
　頻繁に指摘されるように、比較的大きな組織にみられる官僚的体質や保守的
体質はイノベーションを指向するアントレプレナーシップにとっては深刻な障
害となる。このことから、大企業はイノベーションに対しては消極的なのでは
ないかと考えられることがある。しかし、こうした官僚的・保守的体質は大企
業特有のものではなく、中小企業でも、零細企業であっても持ちうる体質であ
る。
　企業の実態をみれば、いわゆる「大企業病」におかされて組織が硬直化し、
市場環境の変化に対応できず、瀕死の巨像のごとき大企業もある一方、常に事
業のイノベーションをはかり、組織を活性化して順調な成長発展を続けている
「ベンチャー的な」大企業は少なくない。これに対して、小さな企業であって
も下請け構造に組み込まれ、アントレプレナーシップに乏しく、イノベーショ
ンの体質に欠けている「保守的な」小企業は多いため、一概に規模の大小だけ
でイノベーションに対する親和性を論ずることは現実的ではない。
　前出のチャストンは、ポストイットの3M社のように大規模企業で
ありながらも起業家的な企業も存在するのであって、研究者が起業家
の行動をより小さい会社と結びつける傾向がある理由は、より小さい
21前掲論文「ベンチャー企業研究のための若干の整理、ベンチャー指向型企業概念」『商学研究論集第10号』明
治大学大学院，1999年2月。
115
組織が構造上、そして文化的に市場の機会変化に急速に反応すること
がより容易であるからではないかとドラッカー（P．FDrucker）が指摘
している例を挙げ、　「起業家的な行動が、小規模企業の特徴であると
いう広く支持されている意見は否定するものではないが、しかし、す
べての小規模企業が起業家であり、そしてすべての大規模企業がより
いっそう伝統的なマネジメント哲学を採用すると想定してしまうよう
な罠に落ちないことが大切である。」22と述べている。
　半導体のイノベーションは米国のシリコン・バレーの比較的小さなベンチャ
ー企業が核となったが、日本では大企業の新製品事業部が主役となって推進し
た。バイオテクノロジーでは既存大企業と新興小企業の連携によるイノベーシ
ョンが数多く見られる。したがって、規模の大きさそのものはベンチャー指向
型企業戦略の適用に際して障害にはならないのである。
　　②業種
　近年、「遺伝子情報の解読」や「IT革命」などが社会的関心を集め、バイオテ
クノロジーや情報技術を基礎に置いたベンチャー企業がおおいに注目されたた
めに、これまでベンチャー企業という言葉から受け取られるイメージは、ハイ
テク関連やとりわけネット関連の印象が強かったことは否定できない。
　しかし、イノベーションの機会はハイテク関連やネット関連の分野にのみ存
在するのではなく、これらとは関連のない分野で新しい価値が創出されること
も少なくない。
　従来の商業貨物を主体とする路線運輸から脱皮し、個人客のニーズに的を絞
って郵便小包や鉄道小荷物に取って代わる新サービスとして「宅急便」を開発
し、戸口から戸口への宅配サービスを定着させたヤマト運輸や即席麺の開発と
それに続くカップ麺の発売によってわが国の食文化に大きな影響を与えた日清
食品、そして「水と安全はタダ」という認識が一般的であった時代から「警備
保障」という新分野を開拓し、「機械警備」によるシステマティックな業務によ
って成長を遂げたセコムなどがある。
　このような認識にたてば、科学技術あるいは情報技術に基礎を置く企業のみ
ならず、より広い業種におけるベンチャー指向戦略にも目を向けなければなら
ないといえよう。
　　③設立年数
　規模や業種についての上記の議論と同様、設立年数が短いこともベンチャー
指向戦略が適用できるかどうかの基準とはならない。なぜなら、事業開始から
の歴史が浅くても、従来の技術やシステム、サービスから脱皮して新しい価値
22　1an　Chaston，　冊㎜11ンZ　deie（E71）VG，，　MACMILLAN　PRESS　LTDり　　2000，　p．2．
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の創造を指向するものでなければベンチャー指向戦略は適用できないからであ
る。
　一方、我が国においても肥大化し硬直化した組織では急激な市場変化への対
応に限界があることを自覚し、多くのいわゆる大企業が「ベンチャー企業」に
注目し始め、社内ベンチャーや分社化など「大企業病」からの脱却を目指した
大胆な改革に取り組んでいる。こうした取り組みは、新規設立企業ばかりでは
なく、いかなる既存企業にもベンチャー指向戦略が適用できることを示してい
る。つまり、革新的な企業であろうとすることは新規設立企業だけに許された
特権ではないのであって、真のエクセレント・カンパニー一一．一とは「常にベンチャ
ー指向でありつづけようとする既存の大企業である」といってもよいであろう。
2　優れたベンチャー指向型企業戦略の構築に必要なイノベーションの態様
　優れたベンチャー指向戦略が指向するのは、様々な種類のイノベーションを
活用することによって業界の慣行あるいは市場の構造を変え、それまでの市場
や業界に過剰適応している競合企業の戦略的資産が戦略的負債になってしまう
ような全く新しい市場のありかたを構築して、競争優位を築くことである。
　そのような競争優位を構築するイノベーションの基礎となるものについては、
第H章において、大別すると①科学技術に基礎を置くイノベーション、および
②マネジメント・テクノロジーによるイノベーションに分類したが、その具体
的な態様については、製品（プロダクト）、生産工程（プロセス）、マーケティ
ング機能遂行手段、ビジネス・モデルのイノベーションなどとして現れる23。し
かし、現実にはそれぞれのイノベーションは、個々のイノベーション単独の原
因によるものだけではなく、それらの複合によって実現されるものであり、現
象として現れるイノベーションも、複合的な物となることが多いのである。
（1）　製品によるイノベーション24
　①製品イノベーションによる市場創造
製品イノベーションは、市場を拡大し、それによって業界の成長を促進する
23本稿第皿章の注26を参照されたい。金子逸郎『工業経営のラディカル・イノベーション』中央経済社，2000
年，13～15頁。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
24Cノベーションは製品そのものの機能や性能にかかわる「製品イノベーション」と、既存の製品をより効
率的に生産するための「工程イノベーション」と区別されるが、一般的に製品イノベーションは製品において
すべてのデザイン上の選択を支配するデザイン・コンセプトと直接つながるような急進的なイノベーションで
あり、後者はより漸進的なイノベーションと分析されている。アバナシー・＝アッターバックは彼らの論文でイ
ノベーションという重要なテーマと企業戦略というテーマの両方から製品と工程のそれぞれでの主要なイノ
ベーションの発生率は時間の経過とともにある一定のパターンを示し、二つのイノベーションの比率にはある
重要な関係があるという仮説を立てて、モデルを提示した。Abematly，W．J．　and　Ab㎝alhy，J．　M．，　Pattems（’f
Inditstn’al　lmiovation，　Technology　ReView，　Vo1．80，　rK，．7　JunclJuly　l　978．
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だけでなく、業界構造そのものを大きく変えてしまう。
　たとえば、永年国内市場向けに腕時計をつくっていたセイコーは、それまで
の機械式時計よりも正確で信頼性が高く、しかも安い時計が作れる半導体にイ
ノベーションの機会を見出し、クォーツ・デジタル時計を普及品として世に出
した。その結果、スイスのメーカーがすでに従来型の時計に多額の投資を行っ
ていたため技術・生産体制の転換に遅れを取っているのを尻目に、セイコーの
腕時計が世界のベストセラーとなり、スイスの世界生産に占めるシェアは著し
く減少した、というケースがある。この例に見られるように、すでに産業が成
熟期にある場合には業界のありかたそのものを変えてしまうような製品イノベ
ーションを契機として、それまでのドミナント・デザインが急速に陳腐化する
脱成熟化が起こる場合がある。
　このように、類似品の開発による既存製品の改良ではなく、まったく新しい
原理にもとついた製品レベルでのイノベーションを起し、それが市場に受け入
れられれば、新しい市場を構築することができるのである。
　　②テクノロジー・プッシュとマーケット・カレ25
　イノベーションの成功要因に関する議論においては、イノベーションの引き
金は「市場機会であるか技術機会であるか」ということが長い間論じられてき
た26。この議論は、製品イノベーションにおいて「市場駆動（market－driven）」
と「技術駆動（technology－driven）」という2つのアプローチではどちらが有効
か、というものである。この議論に関しては、20世紀後半を通じて実証的な検
討と発見報告が行なわれてきており、少なくとも数の上では、重要なイノベー
ションの60～80％はマーケット・プルに属するという傾向が指摘されてきた27。
つまり、ユーザーのニーズや市場の深い理解がイノベーションを引き起こすと
いう主張である。
　一方で、技術的進歩はひとつの必然的な方向性や潮流をもっており、その方
向に進歩するのであって、市場というのはその技術的進歩を受け入れるか否か
の「選択装置」にすぎないと位置付ける主張、つまりイノベーションは技術駆
動で起きると結論づける見解もある28。
羅鰻雛灘難轍講雛窪羅櫻構1鋤灘離認・繍霜
しい基本的技術の採用ないし創出を伴い、さらに新しい機能をも追求するため、研究の積み重ねが必要であり、
このよう嫡い・基本技術に基づいて新製品・・ww’kが決定される。しかし・後者は・技術鞠であ鰹上・そ
の主要な牒が技術的問題の処理にかかわるのは同じであるが、その鞠の契棚・市場＝一ズの動向鍾要な
役割を果し、また、その革新のプロセスも、比較的に市場ニーズの動向に左右される傾向が強いとされる。
・6C．　Free。an，　Th。・Ec。n。mics・f軸・亡rゴ・ノ加・va・ti・n，　Frances　Pi・ter・　1982・
・・H．A．　C。nw。y　and．N．　W．　M，G・iness，“ldea　G・n・r・ti・・Tech・・1・gy－Based・Firm・”J・urnal・f　P「°duct
Innovation　Managernent，　4，　pp．235－251，　1986．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，，
28例えば次のようなものがある。G．　Dosi　‘Technological　Paradigms　and　Technological　Trajectories
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　実際には、イノベーションの全過程を通じて、技術機会に関する情報と市場
機会に関する情報の両方が互いに影響し合いながら平行して明確化、具体化し
ていくことが多く、一方的なテクノロジー・プッシュ（技術情報だけが先に具
体化）や一方的なマーケット・プル（市場情報だけが先に具体化）のケースは
比較的少ない。また、そもそもマーケット・プルやテクノロジー・プッシュの
概念規定があいまいであり、とくに前者に拡大解釈が見られるということもい
えるであろう。
　（2）　生産工程によるイノベーション29
　　①プロダクトからプロセスへ3°一「生産性のジレンマ」31
製品によるイノベーシ・ン（プ・ダクト・イノベーシ・ン）は・ある産業の
生成期に、製品そのもののコンセプトがメーカーにとってもユーザーにとって
も明確になっていない段階において、さまざまの実験的な新しい製品モデルが
出現する時期に起こる。それらの実験的な新製品のなかから、メーカーとユー
ザーの間で共通のコンセプトが固まり、それまでの実験的モデルの成果を取り
入れた傑作として出現するのがドミナント・デザインである。このドミナント・
デザインが出現すると、その製品の市場は急速に拡大し、当該産業内における
競争は、標準的な仕様の製品をいかに低コストで生産するかによって争われる。
このように技術革新が生産技術・製造工程に向かう時期を工程イノベーション
の時期と呼ぶ。
　イアン・チャストンは、工程イノベーションを当該産業分野において一般的
に普及している産業慣行の破壊であるとして、自動車産業を例に挙げて次のよ
うに説明している。「1920年代に、ヘンリー・フォードは、シカゴ精肉工場で観
察した生産プロセスを自動車産業の中に導入することによって、起業家的な行
動をとったのである。産業的慣行とは、当該産業分野における大多数の企業の
マーケティング運営を支配するような戦略上の慣行である。もしそれらによっ
て将来にわたる成功が期待できるのなら、在来の組織はそれらを採用する方が
k。se。，。h．P。1ゴ。y，1982，11，，P．・147－162および“S・・rces，　P・・cedures・and　Micr・ec・n・mi・Effects°f
Im。va、i。n・加。。1。f　Ec。而・乙ゴ臨〃・・V・1．261988，　PP・112・－117L　Willi・m　Aber・ath・・The
fr。伽ゴ吻“ゴ・＿・R。ad・ba。k　t・・…伽ゴ・・ゐ・Au・磁・・勧・醐Th・J・hn・H・pkins　Unive「sity
Press，　19ア8．
：：誇灘鑑響ξ繁翻励、げ、、、。酬。ad・b。。k・・。・・。。。。at・…一眈副…蜘Th・
た。
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賢明であろう。しかしながら、産業分野への新たな参加者が、当該産業分野に
おいてリーダーシップを獲得し、維持することを画策するため、長い間にはこ
れらの慣行が進化し、変化するであろうことに留意する必要がある。」32
　この工程イノベーションに加えて、小さな工夫改善を積重ねる技術イノベー
ションを、積重ねイノベーションといい、産業の生産性は高くなっていく。し
かし、小さな技術イノベーションの成果はすぐに他社に真似されてしまううえ、
技術イノベーションはそのための努力に比して競争上で有利になるという見返
りが小さくなるため、その産業における技術イノベーションに対する熱意が次
第に失われてしまう。
　このように、産業の成熟化にともなって、生産性は向上するが技術イノベー
ションは少なくなるという現象が生じる。この技術イノベーションと生産性と
のトレードオプ3は「生産性のジレンマ」と呼ばれている。
　　②既存産業の成熟一日米比較
　　「生産性のジレンマ」モデルで示された製品イノベーション、ドミナント・
デザイン、工程イノベーション、積重ねイノベーションというライフサイクル
的な展開は欧米と日本ではその時期にずれがある。
　アメリカやヨーロッパでは20世紀初頭にはじまったと見てよいが、日本では
相当これに遅れ、大量生産を基礎にした産業ということになると、本格的にス
タートした時期は1950年代であるといえよう。つまり、日本で産業発展がスタ
ートしたときには、すでにアメリカやヨーロッパで多くの製品イノベーション
を経たドミナント・デザインが成立した後であったのである。そのため、日本
では製品開発の努力をあまりせずに、そのドミナント・デザインを模倣して、
直接にそれを生産することからはじめたのである。そのため、60年代の日本で
は新製品の開発よりも生産技術の開発、研究が重視され、その結果70年代初め
には世界に冠たる生産技術と最新鋭設備を持つに至っていた。そのころ、欧米
では既存企業がすっかり成熟し、それら産業のなかでの技術イノベーションの
熱意もすっかり失われていた。その同じ時期が日本では積重ねイノベーション
の時期に当たり、実際QCサークルなどの小集団活動を通じて、工夫改善によ
る小さなイノベーションが積重ねられていた。これらのイノベーションの成果
　Ian　Chastonのop　cit．，　P．　1o・
藷欝・螺繍慧麟yp膿贈臓甥懲講・壕£讐1’㍊盤
灘獲墾ll難薦謙鞍義奨三輪鞭騨鎌郵講
性のジレンマ」と述べた。
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は積み重なって非常に大きなものとなり、これによって1970年代、石油ショッ
クや円高などの悪条件を克服して、日本の工業製品の国際競争力をいっそう高
めることができたのである。
　このように、日本はキャッチ・アップ戦略を標榜し、意図的か否かに関わら
ず、総体としてみればプロダクト・イノベーションは欧米に任せ、自らはプロ
セス・イノベーションに注力して競争力をつける戦略をとってきた傾向が強い
と見ることができるのである。
　この事実は、製品のイノベーションには手をつけずにドミナント・デザイン
が登場するのを待ち、生産工程のイノベーションに集中することによって競争
力を獲得するという形での、ベンチャー指向型の戦略が成立しうることを示唆
しているといえよう。
（3）　マーケティング機能遂行手段のイノベーション
　イノベーションは、マーケティング機能遂行手段の側面からもたらされるこ
ともある。製品のイノベーションと同様、伝統的な意味でのマーケティング機
能レベルにおけるその遂行手段のイノベーションは需要拡大につながり、市場
構造に直接影響を及ぼす。とくに新しい広告媒体や新しい流通チャネルを発見、
開発することなどは、これまでとは全く異なる新しい顧客を獲得することが可
能となるため、需要の拡大や製品差異化の強化に役立つといえよう34。
　新しい広告媒体の開発につながったケースとして無線技術の民需化によるラ
ジオ媒体の例がある。アメリカで電報やメッセージを船舶や他の遠隔地に送る
無線技術は当初、防衛に利用され、ビジネス活動にはほとんど影響を及ぼさな
いと考えられていた。しかし1922年、近年のインターネットのように、軍関係
や実験的なものという限定された用途から広く商用放送ヘラジオが移行するこ
とによって、経済が急速に大量販売市場へと姿を変えることを促進し、ナショ
ナル・ブランドが次々と登場し始め、企業は全国的なマーケティング・キャン
ペーンに乗り出すきっかけとなった。新しい製品を売る店が広告キャンペーン
とともにラジオで紹介され、消費者の関心を引きつけ、ラジオを通して様々な
製品のポジションの表現が可能となったのである35。
34「イノヴェーションは、財やサーヴィスを効果的、経済的に流通させるために、遂行されなければならない
諾活動においても必要である．マーケティングにおけ磯つかのプ・セス・イノベーシ・ンが・近年あらわれ
てきた。これらは、ショッピング・センター、ディスカウント・ハウス、自動販売機、物的流通の変化、新し
いクレジット・コンセプト、そしてマーケティング・コンセプトから発生する新しい組織的発展を含んでいる。］
E。g、n。　J．　K。11，。nd・Willi・m・Lazar，　Uan・9・Tial　ifark・ting，・hi・d・di・i・n・Ri・hard　Di・ki”g　lnc・・1967・
片岡・村田・貝瀬共訳『マネジリアル・マーケティングー上巻』丸善株式会杭1971年，269頁。
35この記述は、Ward　Hanson‘The　Original　WWW：Web　Business　Model　Lessons　from　the　Early　Days　of　Radio”
Journal　of　ln　teractive　Marketing，12．3．1998を参考にしている。
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　このように、新しい広告媒体を発見することによって、企業は新しい顧客と
接触するための強力な方法を得ることができる。また、新しい流通チャネルの
ありかたを開拓することは顧客にとっての新しい価値を提供し、競争のルール
を変え、新しい市場を創造する可能性を持っている。たとえば、第X章で取り
あげる金型部品メーカーのミスミのように、産業財の消耗品・副資材の市場（Bto
B）における流通の合理化に関して、後発・弱小であったがゆえに、先行他社と
は全く異なる発想によってユーザー側のニーズの実現を出発点として、ユーザ
ーが必要とする商品をユーザーが求める条件で調達することを原点とする抜本
的な効率化を狙い、従来からの商社、販売代理店とは逆の「購買代理店」とも
いうべき仕組みの流通経路を開発、構築した例もある。36このミスミの、顧客が
抱える課題の解決を目的として流通の仕組みをつくる「マーケット・アウト」
という新しい発想による、チャネル・イノベーションとしてのマーケティング
機能遂行手段のイノベーションは、新たなビジネス・モデルの開発でもあり、
企業と顧客との結びつきを変化させ、将来のブランド管理、価格設定、販売な
どに関する機会を広げ、それまでとは異なる新しい顧客と新しい市場の関係を
開発したのである。
　（4）　ビジネス・モデルのイノベー一ション
　　①包括的イノベーd一ションと洞察の重要性
　ビジネス・モデルのイノベーションは、産業界や領域内にある競争の土台や
慣行、ルールを根本的に変えてしまう。製品や生産工程、マーケティング機能
の遂行手段によるイノベーションとは異なり、ビジネス・コンセプト全体を出
発点にする点では、経営プロセスの中で、より上位でいっそう包括的なイノベ
ーションであるといえよう。先のミスミのケースは、観点を変えれば、このビ
ジネス・モデルのイノベーションともいえる。新しいビジネス・コンセプトを
創り、あるいは既存のビジネス・モデルを完全に差異化することによって、新
しい競争のルールを創造するイノベーションのシステムを作り上げ、新製品や
新サービスの提供にとどまらず顧客のニーズを全く新しい方法で、従来になか
ったほど深く満足させることが可能となるのである。
　そのためにここで重要となるのは、潜在的な市場ニー一ズの洞察である。根本
的に新しいビジネス・モデルは他社がおこなっていない試みであり、そもそも
多くの顧客自身が何を欲しているのか自覚していず、表現もしていないという、
市場ニーズが顕在化していない状態であるからこそ「全く新しい」ビジネス・
36武居雅夫　（株）ミスミ代表取締役副社長　山梨経済同友会主催講演「プロダクト・アウトからマーケット・
アウトへ一逆転の市場創造」2001年3月14日，於・甲府アピオ。
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モデルとなりうるのである。換言すれば、存在しない市場は分析できないため、
従来型の分析的、計画的なマーケティングにはなじまない。したがって、市場
調査によってじかに市場ニーズを把握することはできないため、市場調査を超
えた何らかの洞察が重要であり、先に述べた「4S知」の総合的な洗練と、その
システマティックな統合、活用が要求されるのである。
3　ベンチャー指向型企業戦略の実際一新規設立企業と既存企業一
　（1）　ベンチャー指向型企業戦略の新規設立企業への適用
　　①創業戦略としてのベンチャー指向戦略一全く新しい企業の強み一
全く新しい企業は、一般的に豊富な経営資源を持って事業をスタートするこ
とは少ない。よく言われる「ヒト、モノ、カネ、情報」のいずれも充分とはい
えないのが一般的な新規設立企業である。しかし、これらの既存の経営資源を
あまり持っていないということは、常識的には弱点と捉えられがちではあるが、
場合によってはそれが戦略上の強みとして作用することがある。なぜなら、既
存の経営資源がしがらみとなって身動きの取れない状態に陥ることがないから
である。たとえば、わが国における近年の通信販売専門業者急成長の背景には、
有職女性の増加という社会的要因とともに、既存のメーカーがこれまで築いて
きた流通経路の保護という観点から、みすみす通信販売分野の成長を見過ごさ
ざるをえなかったという要因も大きいのである。
　また、組織自体が小さいため社内の緊密なコミュニケーションが比較的に保
ちやすく、迅速な意思決定が可能であること、それらが生み出す開発などに要
するリードタイムの相対的な短さも新規設立企業の強みであるといえる。
　しかし、新規設立企業であっても、ベンチャー指向型企業戦略を適用する意
思がない企業であれば、「同じ機会を識別し、同じ外部のチャンスにさらされて
いても、それにもかかわらず成長しない。後のタイプの企業（ベンチャー指向型
企業戦略を適用する意思がない企業＝筆者注）においては成長する動機づけが、
影響力を持ったひとびとの間に欠けているため、決して成長しない。」37のであ
る。
　②「オズボーン症候群」の克服と「バミューダ・トライアングル」の回避
　　　一市場指向・財務上の見通し・マネジメント・チームの必要性一
　　「急激な成長を遂げたベンチャ・一…L企業が、ベンチャー企業からプロフェッシ
ョナル企業への移行に失敗し、急落してしまう現象」のことを、エリック・G・
フラムホルツ、およびイボンヌ・ランドルは、ポータブルPCのニーズを見出し
て急成長し、その後、第二段階への移行に失敗した、ニュー・ベンチャーのオ
3T　Bj6rn　Bjerke，　Claes　M．　Hultman・oP・cit・P・10L
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ズボ＿ン．コンヒ・ユーターの悲劇的な凋落になぞらえて「オズボーン症候群」38
と呼んでいる．また、同様の危蹴態をW・　E・サッサー（W・E・Sasser）他は・
「バーミューダ・トライアングル」と名づけて論じている39。「多くの企業経営
をみてみると、，槻模企業のうちは企業家精神を生かし創業者が活動全般に目
を光らせながらすばらしい経営を行っていても・蝶規櫛拡大し・拠点が多
くなるに従って創業者の統制艦視が効力・なくなり・次第に収益性が悪化する
ことが多い．規模が大きくなった企業の経営は、当然のことながらその規模に
合わせた繍髄と権限委譲、ならびに嚇な目轍定と公式的な齢系統や
評価システムなどが必要になる。ところが、現実には永年の間、インフォーマ
ルな創業者的経営を続けてきた蝶1ま、鮪と経営を分離した公式的な雛ス
タイルに変換することができにくく、中規模蝶になるに従い利益率の1威少と
経営危機にみまわれる．このような膿状態を…ミ」一ダ沖の魔の三触帯
に鞭企羅誕二瓢烈1力誕駒ア総しくて製
品が他社より優れていても、スタート・アップ後の翻塒期に・事業として
適切囎理と運営がなされなければさらに蝦し生誠ることは不可能である・
その際に腰なことは、楊指向であること・購上の見乱を持つこと・マ
ネジメント・チームを鞠すること、の3点に特｝・留意しなければならないこ
とであろう。
　　●　市場指向の重要性
何らかのイノベーシ。ンを醗点としてニュービジネスを起す諜家は・
自分なりのイノベーシ・ンの目的を持っていることカミ多い・しかし・提供する
顧客にとって、提供物（・fferi・…製品やサービス）がもたらす便益が女日何な
るものであり、如何なるべきなのか、また・それカミどのように使われるかにつ
いて、繊ずmzaを軋・に考えな1すればならない・なぜなら・製品やサービス
の価値や効用を決定するのは瀦であって生産者ではないからである・つまり・
市場指向が重要なのは、イノベーシ・ンが成功したか否かの評価が・その糖
性、科学性、技術的卓越性の優劣によってで1まなく・最納には市場における
成畿繍ご轟蛎灘探り、その価｛直に創造禰応をしていくため
の重要妨法の一つとして、リーダー自ら現場を歩き定軸・直接的に酪と
じかに接する方法として、T．ピーターズが述べるところの・MBWA・すなわち・
F。b，嶋。辮rマーケティング・パラダイム』醸閣・2…年・266頁・
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ぶらぶらと巡回する（walking　around）ことによって管理する方法を紹介して
いる。「この方法のメリットは、顧客が何に価値を見出しているかや、顧客に接
する現場の従業員の行動をリーダーが知ることができるというほかに、組織の
メンバーに顧客重視を率先垂範の形で浸透させる点でも重要である。さらに、
顧客接点の現場は、新しい偶発が絶えず起こっているため、自らの政策のアイ
デア検証，政策から生み出される予期せぬ反応等々、まさに情報の宝庫となる。
調査による事前の価値やニーズの発見がますます難しくなっている今日、この
MBWAによる方法はなかなか有効なアプローチだといえる。トップが現場から離
れた組織ピラミッドの頂点に立って、命令指揮統制する形はますます遠のいて
いきそうである。」4°
　　●　財務上の見通し
　財務志向の欠如と財務政策の欠如は、いかなる事業においても成長の妨げと
なり、事業および企業の存続のために大きな問題となる。
　とりわけ急成長しっつあるニュー・ビジネスにとって、財務上の見通しをも
たないことは大きな脅威となり、イノベーション・アイデアが成功的であった
としても重大な危険要因になり得るものである。
世界初のプッシュ型インターネット広告システム「ハイパー・システム」を開
発したハイパーネットは、ニュー・ビジネス協議会でニュー・ビジネス大賞を
受賞するなど、大きな話題となっていた。しかし、初年度の売上が7億8500万
円であるのに対して、経常損益は9億8400万円であった。また、取引銀行の融
資をいったん返済したものの、折り返し追加の融資を受けられず業績が停滞し
ていたことから資金繰りが極度に悪化、多額の負債を抱えて97年末に破産した
のである41。このケースは、まさに財務上の明確な見通しもなく、新規事業にの
めりこむ、典型的な起業家の悪弊の一側面を示すものといえよう。
　　●　マネジメント・チームの必要性
　新規事業の立ち上げに際して、ベンチャー指向戦略をもとに事業計画を立て
ることは必要条件ではあっても十分条件ではない。これを創業者とマネジメン
ト・チームが適切なチームワークを組んで実行できてこそ、初めて意味あるも
のになる。いかなる事業家であってもベンチャー指向戦略を組み立てようとす
ることは可能である。しかし、長期的な成功に必要な戦術を作成し、実行する
には、数多くの手助けを必要とするのである42。
40嶋口充輝前掲書，257頁。
41ﾂ倉雄一郎『社長失格』日経BP紘1998年および同『ベンチャーわれ倒産す』小学館，1999年を参考に記
述。
42　Arthur　Rock　　‘‘Strategy　vs．　Tactics　from　a　Venture　Capitalist”　”arvard　business　rθ　vie－．
Novernber－－December，1987，　pp．63－67．「企業家の成功と失敗に見るベンチャー経営の基盤」，『ダイアモンド・
ハーバード・ビジネス』1988年3月号。
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　そこで、新規設立のベンチャー企業がより大きく成長するにはマネジメン
ト・スタッフに各分野の優れた専門人材を集めることが重要になる。どんなに
優れた起業家であっても、1人の人間が持ち得る能力にはおのずと限界がある
からである。成功したと広く認識されているベンチャー企業の多くは、例えば
下記の企業に見るように、一人の創業者ではなく2人以上の経営トップの役割分
担やチームワークによるところが大きい。例えば、ソニーにおいては技術の井
深大に対して、販売ならびに管理の盛田昭夫、本田技研においては技術・生産
の本田宗一郎に対して、やはり販売・管理の藤沢武夫、またマイクロソフトに
おいても創業者であり技術リーダーそしてビジョンを創るビル・ゲイツに対し
て、技術面での共同創業者であるポール・アレンなどの役割分担がみられる。
　しかし、このようなチームワークによるマネジメントは一朝一夕でできるも
のではない。相互信頼と相互理解でマネジメント・チームが実際に機能するよ
うになるには時間がかかる。そのため、事業の急成長によってトップ・マネジ
メント・チームが必要となる前に準備し、構築してやがては引き継がせようと
いう意思を創業者自身が持たなくてはならない。
　また、自ら会社を興した創業者であっても、イノベーション・アイデアの創
出や革新的技術の開発などには秀でているが組織の運営には向いていないと判
断される場合には、初期のスタート・アップ段階から、社長（CEO）には社外か
らプロフェッショナルCEOをヘッドハントするという選択肢も考慮に入れな
ければならない。
　（2）　ベンチャー指向型企業戦略の既存企業への適用
　　①成長戦略としてのベンチャー指向戦略一社内ベンチャー
　　●　社内ベンチャーの役割と目的
　第VI章で詳しく検討するが、社内ベンチャーとは、伝統的・硬直的な企業が
新興のニュー・ベンチャーの持っている独自の強みを組織に同化させることに
よって、自社の研究開発や新製品開発に刺激を与え、組織を活性化させること
を目的とした企業の成長戦略の1っである。1980年代の初期に大企業病に侵さ
れた巨大企業IBMが、纈ベンチャーの持つ強みを取り入れることによって脱皮
を企図した43ことはよく知られている。
　企業の成長戦略としての社内ベンチャーには大きく分けて三つの目的が考え
られる。それは、独立型ベンチャーとの比較において、企業のポートフォリオ
からみた優位性、イノベーションからみた優位性、人材からみた優位性である。
上記IBMの例では、とりわけリスク分散、プロトタイプから市場導入までの時間
43蛹ｴ清則・大滝精一・沼上幹『事業創造のダイナミクス』白桃書房，1989年　123～126頁。
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短縮、他の従業員への刺激などの面において、それぞれ社内ベンチャーの目的
を果たしているといえる。
　　②注意すべき点一安易な既存事業の多角化など
　　●　既存の事業が最も大きな障害となる場合
　社内ベンチャーにとっては、既存の事業、特に成功している事業が大きな障
害となる場合がある。既存事業が存在し、それがある程度の業績を上げつづけ
ている間は、社内において新規事業創造に対する必要性の認識が共有されるこ
とが困難である。また、既存事業が成熟化しにくい事業ならば、新規事業創造
への必要性はより低下してしまう。仮に社内で新規事業が開始されたとしても、
その事業はとかく既存事業との比較対照の中で評価を受けることが多く、売上
高や利益で比較すれば、新規事業は全社的に見て取るに足らない存在であると
いった認識が生まれやすいのである。
　また、新規事業には開拓者としての新しい独自の企業文化が必要であるにも
かかわらず、既存事業で培われてきた企業文化が新規事業に悪影響を及ぼすこ
とがある。それは、既存事業から新規事業に社員を出向させる場合、それらの
人々にはすでに既存の企業文化が染み込んでおり、新しい文化の創造にマイナ
スに作用してしまう場合があるからである。結果として、既存事業の運営方法
や評価方法・企業文化が無意識のうちに新規事業に持ち込まれるとすれば、も
はや新たな事業創造のダイナミズムは望むことが出来なくなる。
　したがって、起業家的な展開を目指す新規事業の部門は、独自の新しい起業
家的文化を育て守っていくために、既存の管理部門からは一定の距離を保つ必
要があるであろう。
　　　●　単なる多角化では成功しない
　わが国の企業の中には、多角化の一環として社内ベンチャーを余剰人員対策
や高齢者処遇のための便宜的手段として用いてきたところも少なくない。
　一例を挙げれば、成熟期を迎えた日本の鉄鋼産業は、中進国の追い上げによ
って赤字を計上するようになり、その産業・企業のリストラクチャリングが必
要となった。同時に新規事業を立ち上げて労働力の吸収を図らねばならなくな
った。なかでも新日鉄が手がけた分野は、レジャー、バイオ、教育、エレクト
ロニクス、情報処理サービス、コンピュータ、新素材など多数に及んだが、新
日鉄の多角化は必ずしも成功ばかりではなかったのである。
結び
　新日鉄の多角化の失敗は、事業の多角化を図る際、まさに他山の石とすべき
点が多い。その理由としては次のことが考えられる。
　第一に、多角化の多くが市場や技術について既存の事業との共通性・関連性
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がない分野において行なわれたことである。事業の多角化を通して事業リスク
の分散は達成されたが、市場や技術的な関連がなかったために事業問のシナジ
ー効果が得られず、また経営資源の分散によって核心能力の突出が果たせなか
ったことが失敗の大きな要因となったのではないかと思われる。新日鉄が1993
年に参入した半導体事業は好不況の波が大きい「シリコンサイクル」に耐えか
ねて、1999年3月期に約1200億円もの特別損失を出して撤退した。この半導体記
憶素子事業は、次世代メモリーの量産競争に勝つため数年ごとに数百億円の大
型設備投資を続ける必要があり、記憶素子は価格変動が激しいうえ製造コスト
のダウンで利幅の薄い商品になり、片手間の多角化ではとても半導体専業メー
カーに太刀打ちできなかった。
　第二に、新規事業のコンセプトそのものが競争力に富んでいなかったことが
考えられる。社内資源の有効活用ばかりに目が行き、事業コンセプト自体に特
に独創性がなく、単なる人まねであったり、他社に対して競争上の優位性が発
揮できないものであったりすれば、事業が失敗する可能性が高い。
　第3に、人材が適切でなかったことが挙げられる。いわゆる組織人タイプの人
材、とりわけ前述の鉄鋼産業の事例では、既存事業の余剰人員が新規事業を担
当したことに問題があった。社内ベンチャーを推進する人材は、既に確立した
事業である既存事業における実績とは全く異なる視点で見極めなければならな
いのである。
　つまり、既存企業が社内ベンチャーを行う場合、本業に対する関連性が弱く、
余剰資源や余剰人員の有効活用から発想されたような単なる片手間の多角化で
はイノベーションを生み出すことは難しいことを自覚しなければならない。
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Vベンチャー指向型企業戦略の基礎を成す
　　　　起業家的マーケティング
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はじめに
　マネジリアル・マーケティング研究の現況と、そのビジネス理論への適用につ
いての筆者のスタンスは、既に第1章で述べたところであるが、ここでは、マー
ケティングをもう少し広範な観点からみて、起業家的マーケティングの登場する
背景と、その性格を明らかにしたい。
　マーケティングを歴史的に概観した、J．　N．シェス（J，　N．　Sheth）およびD．　M．ガ
ードナー（D．　M．　Gardner）、　D．　E．ギャレット（D．　E．　Garrett）は、著書
W羅TflVG　TffEORY’EVOLUTIO7V、m　o　EIALUATIOMこおいて、これまでのマーケテ
ィング理論の現状を次のように要約している1。
　1　マーケティングは、経済学、心理学、社会学、公共政策論、ソーシャル・
　　　ワーク論、政治科学そしてマス・コミュニケーション論といった関連領域
　　　の研究者から、今ではまともな学問とみなされるようになった。マーケテ
　　　ィング学者は、これら他の学問領域から諸理論を援用したり応用したりし
　　　ているが、マーケティング研究独自で生みだした多くの理論をも発展させ
　　　てきた。
　2　マーケティングは、かつては消費者の意識を支配していた否定的な紋切型
　　　のイメージからは解放されつつある。消費者がマーケティングの真の目的
　　　についてより一層知るようになり、そして専門的なマーケティング機関が
　　　反倫理的な実務家を徹底的に統制することにより、多くの消費者は徐々に
　　　社会におけるマーケティングの機能について信頼するようになった。初期
　　　の時代のマーケティング成果と比べた場合、現代のマーケティングは劇的
　　　なほどに社会責任を果たしている。
　3　マーケティングは、伝統的なビジネスの土俵という狭い境界を越え、ヘル
　　　ス・ケア、ソーシャル・サービス、テレコミュニケーション、そして政治
　　　科学といった非伝統的な領域での応用を見いだすことによって、その融通
　　　性と活力とを顕著に実証してきた。この動向は、マーケティング論がより
　　　広い範囲の交換関係に適用可能な諸理論と諸原理を持っていることを示
　　　している。
　4　マーケティングは、現在では多くのマーケティング学者や実務家が研究し
　　　たり、評価したりしきれないほどの豊富な遺産を持っている。しかし、多
　　　くの場合、マーケティング学者は、商品学派、機能学派、そして制度学派
　　　といった初期のマーケティング学派のなかで初めて生みだされた、理論的
　　　な諸原理を組み込んでいない「新しい」理論研究の刊行に熱心である。
　以上のような現状にあるマーケティング理論において、そこにおいて開発され
i　J．・N．Sh。th，　D．・M．　G・rdner・and・D．　E．　G・rr・tt，朋届㎜朋鍬8睨〃πOv㎜鋼鰯π酬流通科学研
究会訳『マーケティング理論への挑戦』東洋経済新報社，199正年，2tl～234頁。
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た独自概念にはどのようなものがあるのかを次に概観する。
1　マーケティング研究の成果
　（1）マーケティングの独自概念
　マーケティングの研究は、初期には非常に現実関連的であり、単なる経験的事
実の集積に過ぎないといった批判を浴びた時期もあったが、その後徐々に概念的
基礎が整備されてきた。
　この動向は、’インターディシプリナリー・アプローチ採用の成果であり、例え
ば、f次のものは、マーケティング文献に見出されるいくつかの経済的諸概念で
ある。すなわち、小売においては立地・地代・価格設定・統合・操業規模に関係
する諸概念である。広告においては、製品潮1」化・操業規模・代替費用に関係す
る概念である。卸売業においては、特化と価格行動に関連する諸概念であり、信
用においては、景気変動・購買力・消費者支出・販売条件に関連する諸概念であ
る。」2
　心理学の研究からは、初期のマーケティング文献の一部が「本能、欲望および
衝動を購買の基礎として論じている」3ことをはじめとして、多くの概念が導入
されたが、「概念だけではなくまた方法論が、心理学的研究から採用されてきた。
観察の諸方法、実験、アンケートの利用、深層的面接および投影がマーケティン
グ調査に入ってきた。」4のである。また、　「社会学はまた、マーケティング思
想の発展に有用な諸概念を用意した第3の学問的分野である。それは、もろもろ
の集団および杜会的背景における人間行動の理解に関する分野である。マーケテ
ィング研究者にとって、それはマーケティング管理の効果を増し、マーケティン
グの制度的解釈に光明を投ずる諸概念を用意した。人間を主として“経済的人
間”として考えた経済学者と異なって、社会学者は人間を社会の一員として、す
なわち一つの集団あるいは複数の集団の一員として、文明の代表者として、ある
いは、彼の時代と環境を含む文化の産物として考えた。人間は心理学者によって
考察される諸要因によってだけではなく、彼の社会によって、また杜会的構造に
おける他の人々に対する彼の関係によって生み出される習慣、社会的習慣、諸制
度および価値によって条件づけられることが解るのである。経済的な自已利益に
加えて、人間は自尊心，愛情，合意への欲望・快楽および非合理性によって動機を
与えられるのである。」5
　ロバート・バーテルズ（Robert　Bartels）は以上のように述べた後、マーケティ
2Robert　Bartels，π哲班5㎜76F棚㎜麗朋0盟π3rd　Edition，　Publishing　Horizons　lnc．，1988．山
中豊国訳『マーケティング学説の発展』ミネルヴァ書房，1988，282頁。
3同上訳書，285頁。
4同上訳書，286頁。
5同上訳書286頁。
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ング思想に導入された社会学的概念を、次のような項目に分類している6。
　●　社会的動機付け
　社会学者は、個人と集団の間の相関的諸影響を強調した。社会は欲求を造り、
賛沢品と必要品の判断の標準を作り出す。動機づけは、愛情、協調、革新あるい
は指導性に対する願望を創造する社会への関りあいから生ずるものである。
　●　社会的諸集団
　社会的構造と社会的階層化が社会学者によって注意にのぼるまでは、消費者は
主として経済的根拠で、高・中・低の所得グループに分類された。しかしながら
個人は、会員たる地位、交際、性向によって、「家族」をはじめとする多くのグ
ループに加わるものと認識された。社会的諸階級あるいは諸階層概念は、経済的
地位に限定されず、先祖、教育、人柄、社会的影響力その他のごとき要因を反映
する分類である。また作業集団、遊戯集団ならびに政府、教会あるいはPTAのよ
うな諸組織における人々の制度的集団がある。
　●　社会的相互作用
　競争と協力の諸概念は、単にビジネス的諸関係の諸類型以上のものを意味して
いる。むしろそれらは、社会と社会的諸集団の構成員の間の相互作用の様式であ
る。経済学的諸概念と同様に社会学的諸概念として認識された時、これらの用語
はマーケティング思想におけるより広い意義をもつ。
　●　杜会的あるいは文化的変化
　杜会現象の研究者の基本的関心は、社会的諸変化を刺激し、また支配するもの
は何であるかという疑問である。この関心の目的は、もし可能ならば、指導によ
って変化の改良を行うということである。経験の示すところでは，杜会の基本的
諸傾向に反して，杜会に影響を与えようという努力は一般的に不毛であったが、
マーケターは、予言や応用を可能とする知識的諸傾向に満足し、それらの記述は
マーケティング思想の発展において有用なものであった。例えば、社会における
女性の役割の変化、家族における主導権の変化、消費市場としての子供の登場、
信用利用を是認する新しい個人的・社会的価値、借金経営、禁欲の後退、長年の
習慣や伝統の消滅、社会的諸行事の商業化、高まる流行重視、レジャー・娯楽へ
の耽溺などは、マーケティング研究を通じて市場の概念を変化させた。そのよう
な諸要因は、マーケティング文献においては、消費に影響を与える諸影響として
記述されてきたのである。
　　●　生態学
　生態学は諸現象の空間的志向と配置を取り扱う。生態学的研究分野から，次の
ような諸概念が出てきた。すなわち、都市対田舎、郊外居住化、商業地区、二次
6同上訳書，288～289頁。
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的ショッピング地域、ショピング・センター、地域的特化、市場諸地域、商業的
重力などである。これらの諸概念のほとんどは，店舗立地，商業パターン、空間的
競争との関連において、マーケティング文献に見出される。
　●　　人口
　人口の諸傾向は，経済学者の関心事であったが、しかし人口の年齢構成、老人
病学、ライフサイクル、人工急増の諸概念に貢献したのは、主として社会学者で
あった。これらの諸概念のマーケティング文献への導入は、徐々に生じてきた。
　以上のような、経済学、心理学、社会学からの概念の借用の歴史は、マーケテ
ィング活動に限らず、第1章でも述べたように、ビジネスという実務的な事象
活動に関する理論の理論的精緻化の過程では避けては通れない道であったとい
えよう。
　一方、マーケティングにおいても、借用概念のみならず、独自に開発した理論
や、借用概念をさらに発展させたいくつかの理論や概念を持つに至っている。例
えば、機能学派によるマーケティングの経済効用、すなわち場所効用、時間効用
そして所有効用といった概念や、また、商品を、消費財と産業財、あるいは耐久
財や非耐久財といった製品特性に基づく伝統的な二分法ではなく、顧客、あるい
は市場の特性に基づいて、最寄品、買回品、専門品に分類した、コープランド
（Copeland）などの業績などは、理論的にはもちろん実務的にも有意義なものとな
っている。さらに、　「小売の輪の理論」や「真空地帯論」といった概念7は、マ
ーケティング研究による独自理論である。さらに、現在主流となっているマーケ
ティング研究においては、マーケティングとマネジメントの研究において、その
業績を広く認められているフィリップ・コトラー（Philip　Kotler）が「一人前
の研究者になる以前に」8商品学派や機能学派の成果を基礎として、　「マーケテ
ィング思考、マーケティング・マイオピア、消費者志向、マーケティング・ミッ
クス、プロダクト・ライフサイクル、市場細分化等々」9が、多くの研究者によ
ってマーケティング分野独自の概念として生み出されてきている。
　さらに、消費者行動研究が、コンピュータの利用を前提とした多変量解析や、
野外での実験といった高度に定量的な技法から、フォーカス・グループやモチベ
ーション・リサーチといった定性的な技法まで、多岐に渡る厳密な研究方法を用
い、そして借用概念の理論的な境界領域を進展させる研究を行うことによって、
マーケティング研究は関連社会諸科学や計量科学の領域の研究者たちから高い
評価を得るまでに至ったのである。
　このような中で、「マーケティングの一般法則」を確定するのは、現在のとこ
T沢内隆志編著『マーケティングの原理』中央経済社，2002年，169～209頁。
8マーケティング史研究会編『マーケティング学説史、アメリカ編』同文舘出版1993年82頁。
9同上書，83頁。
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ろでは時期尚早であろう。しかし、製品ライフサイクル概念、マーケティング・
ミックス、市場細分化、2対8の法則（2割の顧客が8割の量を購入する）、BCGポー
トフォリオ・モデル、そしてパワー概念などのいくつかのマーケティング概念は、
すでに「一般法則」に近い地位を占めているといっても過言ではなかろう。
　（2）マーケティングの下位領域と視点
　筆者は、マーケティングの研究を、消費者ないしは顧客と、競争を包括すると
ころの企業の対市場行動全般についての研究であると捉えている。したがって、
個々の企業の対市場行動に影響を与える要因としては、競争企業、取引関係にあ
る顧客、供給業者、中間業者だけではなく、政府、行政などの規制者の行動が含
まれる。そして、経済学が、経営経済学、地域経済学、国際経済学、その他の多
くの下位領域の発展によって深耕されてきたことと同様に、マーケティングもま
た、インダストリアル・マーケティング、国際マーケティング、サービス・マー
ケティング、ダイレクト・マーケティング、ソーシャル・マーケティングなどか
らなるさまざまな下位領域を有している。
　また、心理学が人間行動に関するいくつかの説明ないしは視点（学習、条件づ
け、動機づけ、知覚、情報処理など）を持っているように、マーケティングも、
商品学派は製品に、制度学派は行為者に、機能学派は活動に、そしてリージョナ
ル学派は市場領域に焦点を当て、消費者行動学派は消費者に、というように、市
場行動に関する多方面からの視点を持っているのである。
　マーケティング理論は、これらの多面的な視点を持つことによって豊かになっ
てきており、それによってマーケティング活動の全体像の把握が進みつつあるこ
とは事実であるが、これらの多角的な視点によっては、一面の真理は追究可能で
あっても、「木を見て森を見ない」恐れがあるという批判もなされてきた。しか
し、すでに述べたごとく、マーケティング理論が拠って立つ統合的な学問的基盤
が確立されていない現状において、より現実対応的に、なおかつ理論的整合性を
持ちうる理論の確立と、現実の経営実践への応用を目指すためには、現段階では
最善とはいえないが、ビジネス研究をより深めるための次善の策としては有効な
進め方であるといえよう。
2　起業家的マーケティングの登場
　（1）マーケティング・マネジメント・スタイルの変化
　後述のごとく、新世紀に入りEIVTnePREmaURIAL〃㎜㎜を書名に冠した書
籍がいくつか出版され始めてきている。これは、20世紀のほとんどの間にわたっ
て、米国が世界の商取引の主要国であり、前節で概観したようなマーケティング
研究の歴史において、米国における現象ないしは個別企業の活動がマネジメント
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理論の主要な源泉になってきたことに起因するところのマーケティング理論の
現状に、警鐘を鳴らす動きであるかも知れない。
　米国企業の世界市場における初期の成功は、自動車、冷蔵庫やテレビのような
スタンダード製品を、競争的な価格で供給するための、規模の経済性を追求する
大量生産の原則に基づくものであった。すなわち、フォード、プロクター・アン
ド・ギャンブル、コカ・コーラあるいはマクドナルドなどに代表される、生産に
おける大量生産技術の開発と、販売面での大量販売のシステム、それを支えた大
量消費に裏付けられた、マス・マーケティング・マネジメントの原理に経済モデ
ルの基礎を置いたものであった。
　しかし、1970年代の日本や台湾など、環太平洋の国々の世界経済への進出が、
ヨーロッパや米国の多国籍企業の業績に劇的な影響を与えた。そこで大規模な欧
米企業は、新しい敵を研究する必要に迫られたのである。彼らは、かつての世界
市場で失った販売シェアを回復するために、日本において発展した総合品質管理
（TQC）、カンバン方式（JIT）、雇用制度、ダウンサイジングなどの、日本的経
営の強みとされる新しい概念や、プロセス・リエンジニアリングを研究し始めた
のである。このことは同時に経営実務の世界における戦略計画の台頭と「マーケ
ティングの地位の衰退」1°を意味することとなったのである。ところが、1980年
代になって、アカデミズムの分野において「伝統的なマーケティングの限界を克
服し、戦略経営で培われてきた理論的フレームワークを摂取する中で『戦略的マ
ーケティング』の成長がうながされることになった」11ことと平行して、新たな
雇用を創出する企業は従来型の大規模企業ではなく、サービス産業や情報関連な
ど新たな小規模企業分野が提供する新しい職場こそ、今後の世代にとってますま
す重要な役割を持っているという厳然たる事実に、1980年代になって気づき始め
たのである。
　ここにいたって「ニュー・ビジネス」とそれをリードする「起業家」への注目
が高まり、それに伴い従来の規模の経済性（スケール・メリット）原理に基礎を
置くマーケティング・マネジメント・スタイルに対する疑問が生じてきた。ギフ
ォード・ピンチョー（Gifford　Pinchot　m）が「企業内起業家（lntrapreneur）」12とい
う造語を生んだのもこの時期（1985）である。
　シカゴのイリノイ大学のジェラルド．E．ヒルズ教授は、ビョルン・ビエルケお
よびクラエス．M．ハルトマン著のEA（TREpnemeif？IAL　WWTIA（Gの前書きで次のよ
うに述べている。「過去の10年にわたり、成功したビジネスで重要な転換を経験
10苡辮鋳ﾊ『新版・マーケティングの管理と診断』同友館，2001年，20頁。
t「 ｯ上書，21頁。
Iz　Gifford　Pinchot皿，」㎜冊㎜，　Harper＆Row　Publishers　Inc．，1985．清水紀彦訳『社内企業家』
講談祖」　1985年。
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しなかったものを思い起こしてみよう。技術的、社会的、政治的、経済的変化や、
地球上の変化、さもなければ顧客あるいは競争のパラダイムの転換などいずれに
しても、その変革から逃れえた企業はほとんどなかった。」13のだと指摘する。
　米国政府は多大な予算を小規模企業支援政策の準備に当て始め、大学に対して
も小規模企業の創業オーナーや経営管理者の最も重要な源泉となるべき適切な
実務教育を充実させることを目的として、その予備軍たる学生の増加と育成を促
すための教育プログラムの拡張を支援した。これらのことを背景として、起業家
の活動を研究対象とする起業家的マーケティング（entrepreneurial　marketing）
の研究が始まったのである。
　一方、わが国でも先進工業国に追いつこうとする努力によって一定の成果をあ
げてきた「キャッチ・アップの時代」は1970年代になって終わりに近づき、第二
回ボストン・カレッジ・マネジメント・セミナーに参加した、当時の通産省の佃
近雄氏によって初めて、今日一般に使われるベンチャー企業の概念が紹介され、
後に清成忠男教授らによって「ベンチャー・ビジネス」という和製英語が造語さ
れ広められた。中村秀一郎教授は、清成、平尾光司との共著による『ベンチャー・
ビジネス、頭脳を売る小さな大企業』という著書の中で、「日本におけるベンチ
ャー・ビジネスは、欧米とまったく同一の背景、すなわち産業社会のポスト・イ
ンダストリアル・ソサエティへの移行、新技術の拡散過程、大企業研究開発体制
の欠陥、マス・マーケティングの終わりなどの諸要因を背景として籏生しており、
その企業としての諸特徴も、本質的に同一である。」14と指摘している。
　わが国における本格的なベンチャー企業の研究は、同著をもって嗜矢とすると
みることができるのであるが、その後近年に至り、米国同様の潮流の変化に対応
して新しい目標が必要となってきているなか、近年第三次ベンチャー・ブームと
いわれて新興企業群がクローズアップされるというかたちで、いわゆるベンチャ
ー企業や起業家に対する関心がますます高まっている。
　図表V－1は、いわゆるベンチャー企業への関心の高まりを、第一次、第二次、
第三次と分け、それぞれの時期において研究者が規定したベンチャー企業の要件
をまとめたものである15。
　ジェラルド教授は、　「アメリカ・マーケティング協会との共同後援によって
イリノイ大学で開催された、マーケティングとアントレプレナーに関するシカゴ
研究シンポジウムから15年を経て、いまや、小規模の、そして新規設立の企業に
おけるマーケティングは、従来のマーケティングより単純であるというよりむし
ろ、それとは基本的に異なっていることが多くの論文によって立証されてきてい
i3　Bjb・rn　Bj。rk。，　Clae・M．　H・ltman，　anRlil・？）ZE）SEILe？IAL・AM，e（ETIma，　EDWARD・ELGAR・PUBLISHING　LTD・2002・P・　Vi・
14清成忠男他『ベンチャー・ビジネス：頭脳を売る小さな大企業』日本経済新開社』1971年，160頁。
15井上善海『ベンチャー企業の成長と戦略』中央経済祉2002年，16頁。
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　　　　　を
る。」16として、起業家的マーケティング研究の端緒とその後の成果を述べてい
る。
　　　　　　　　　　図表V－1　ベンチャー企業の要件
特性区分 企業特性 事業特性
経営者
ﾁ性
企業規模 独自の 新市場 企業家
要件区分 や上場・｢上場の 独立性
企業
N齢
高い
ｬ長性
技術や
mウハ
や新製
iの開
精神や
梶[ダー
区別
?
発 シップ
? 清成忠男・中村
1 秀一郎・平尾光 ○ ○
次
?
中小企業庁
?
○ ○ ○ ○ ○ ○
?
中村秀一郎 ○ ．○ ○ ○ ○
2 清成忠男 △ 0 ○?
百瀬恵夫
?
○ ○ ○ ○ ○ ○
日本経済新聞杜 ○ ○ ○
松田修一 ○ ○ ○ ○ ○ ○
第
山川晃治 △ O ○ ○3
森谷正規・藤川彰一 ○ △ ○ ○
次
総合研究開発機構 △ △ ○ ○ ○
　（2）　起業家的マーケティングを内包するベンチャー指向型企業戦略
　このような背景を持って登場した起業家的マーケティング（entrepreneurial
marketing）であるが、イアン・チャストンは、それを定義して、　「新たな解決
方法の開発過程の全てを通じて、確立した市場慣行に挑戦的な哲学を採用する個
人あるいは組織によって示される（マーケティング）行動」17であるとしている。
　また、ジェラルド教授は、前言に引き続いて起業家的マーケティングの性格を
説明し、「マーケティングとアントレプレナーシップは両方とも、企業がビジネ
スを行うための哲学や基本的な指向性、あるいはビジネス・リーダーがアントレ
プレナーシップとマーケティシグを実行するために使われる概念や方法である
と定義されるであろう。指向性に関する研究によって、マーケティング指向と企
乱6Bjδrn　Bjerke，　Claes賦　Hultman．　oP．　cit．，P．　vi－vh・
17@1an　Chaston，　MV7】｝ZE）？WWUeiAL磁4㎜｝～「G，　MACMILLAN　PRESS　LTD，　2000，　p．　vi．
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業業績の関係が裏付けられている。そしてまた、起業家的指向性と業績の間にも
肯定的な関連が確認された。しかしながら、最も特筆すべきことは、マーケティ
ングと起業家的指向を結びつけることによる発見である。マーケティングと起業
家的指向は共に、業績に対してさらにより強い関係があることが明らかになって
きた。」18として、起業家的指向性とマーケティング指向との結合による企業業
績への肯定的な関連を指摘している。
　このような観点によれば、まさに筆者の主張するところの、ベンチャー指向型
企業19の遂行しようとするマーケティング戦略こそ、起業家的マーケティングで
あるといえよう。
　しかし、起業家的マーケティングの独自の視点として後述するように、「イン
スピレーション」という、従来のマーケティング理論には含まれていない概念を
も含む起業家的マーケティングに対しては、「従来のマーケティング原理を超え
た特別な才能、ひらめき、直感がすべてであって、それらはマーケティング研究
の範疇に入らないものである」、という見解があることも予測される。例えば、
「ビル・ゲイツやアニタ・ロディックなどのように成功した直感的な発明家や起
業家のイメージとして、かれらのベンチャーはマーケティング活動を計画しリー
ドすることに関して、構造的な分析ツールの適用にはあまり多くの関心を持つこ
となく設立された。」2°のであって、彼らはマーケティング活動の定石どおりに
行動したわけではなかった。したがって、それらはマーケティング研究の範囲外
の行動である、というのが予測される見解の一例である。
　しかしながら、こうしたベンチャー指向型の企業が採用するマーケティング戦
略を説明するには、その成功の原因を、起業家的な人達によって発揮された創造
的で直感的な、ある意味では天才的な才能に帰し、理論的研究の範疇から除外し
てしまうことは、現実的なビジネス活動の研究の本質に迫ることを放棄すること
にもなりかねない。ビジネス活動の研究は、結局のところ企業の「行動」と、そ
の根底にある考え方の研究に主眼を置いているのであって、当該企業の創業者や
最高責任者、および彼らが率いる組織を研究対象としているのにも関わらず、一
個人の「特別な才能、ひらめき、直感」が単に優れていたから成功したのである、
ということだけで結論付けるわけにはいかないのである21。
　そこで、伝統的なマーケティング戦略と、才能や直感の間にある断絶を埋める
「起業家的マーケティングの行動原理」を明らかにする必要が生じてくる。つま
りそれは、起業家的マーケティングの中心概念となるところの、「従来の市場慣
18Bj6rn　Bjerke，　Claes　M，　Hultman，　oP．　cit．　P．　vi．
亘9拙稿「ベンチャー企業研究のための若干の整理」『明治大学商学論集第ro号』明治大学大学院，1998年。
20　1an　Chaston，　oP．　cit．，　P，　vi．
2且このような考え方、すなわち起業家に対する「形質アプローチ」の限界については、皿章を参照のこと。
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行に挑戦し、イノベーションを追い求め、新たな解決方法を模索する一連の行動
原理」を明らかにすることである。
　それには、マーケティング研究の新しい視点として「起業家的マーケティング
戦略＝ベンチャー指向型企業戦略に内在するマーケティング戦略」と規定し、こ
れを検討することによって、ベンチャー指向型企業戦略の基礎を成すマーケティ
ング戦略が求める行動そのものの輪郭をより明確にする必要がある。
　ここにベンチャー指向型企業戦略硬究の新たな視点として、起業家的マーケテ
ィング研究の重要性に注目する必要が存在するのである。
　（3）起業家的マーケティングの目指すもの
　米国に限らず、日本をはじめとする成熟した市場経済体制にある国々における
近年のビジネスにおいては、情報化の飛躍的な伸展を契機とする技術的、社会的、
政治的、経済的変化や、さもなければ顧客あるいは競争パラダイムの転換などの
変革に直面している。ところが、それにも拘わらず大多数の企業は、前述のジェ
ラルド教授が指摘するように、「いまだにその問題を直視せず、伝統的な解決策
に執着している。」22のではないかと思われるのである。それに対して、起業家
的マーケティングは、新しい時代に適合した理論を構築し、新しい時代の問題解
決に役立つことのできる解決法を明らかにしようとするものである。
　ただし、繰り返すが、起業家的マーケティングの研究は、過去からのマーケテ
ィング研究の実績と、そこから導き出された基礎を決して否定するものではない。
それは、サービス・マーケティングやインダストリアル・マーケティングが、大
量消費、大量販売の消費財を中心に研究されてきた、いわゆる主流のマーケティ
ング研究では目の行き届かなかったところに焦点を当て、あるいは別の角度から
も観察することによって、既存のマーケティング理論では説明しきれない部分を
補うものとして、研究されてきた23ことと軌を一にするものである。
　そのため、起業家的マーケティングが主流のマーケティング理論の補完をする
ために、今日のダイナミックなビジネス環境により適合した理論とするべく、実
務的な理論の基礎的要素を部分的に修正し、さらに新しい概念を加える必要もあ
ることと思われる。
　筆者は、マーケティング活動は本来的にイノベーション行動の連続である24と
22Bjδrn　Bjerke，　Claes　M．　Hultman．　oP，　cit．　P．　vi．
・31an，hast。n＆t。rry　Mangles，　s・na！！　businθ∬m・rk・加8襯・・脚・nt，　PALGRAVE，2002，　PP・1－2・「1970
年代と80代において、サービス産業や産業財市場における企業の観察によって、従来型のマーケティングがある
特定の市場状況に適用できないかもしれないことが示唆されたのである。〈中略）小規模の企業の研究はまた、
伝統的なマス・マーケティング理論の非適用性inapplicabilityを明らかにし、そして起業家的マーケティン
グとして知られている代替的哲学の出現につながったのである。」
24Eugene　J．　Kelly　and　Wi　lliam　Lazar，　Uanageria！Markθting，　third　edition，　Richard　D・　Irwin　Inc・・　1967・
片岡・村田・貝瀬共訳『マネジリアル・マーケティング』上巻，丸善株式会社，268頁。1971年「マーケティン
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考えている。一例にしか過ぎないが、小売機関の発展史25を見てみれば、マーケ
ティングの実践は、まさにイノベーションの連続、積み重ねによる発展であった
ことが理解できよう。
　近代的小売業態の始まりとされる百貨店は、世界初の百貨店としてパリに1852
年に開店したオー・ボン・マルシェであり、店名のフランス語が、「安い値段で」
という、その性格を明確に示しているように当初は安売り店として登場したので
ある。安く売るための技法としての第1は、大量販売であり、大規模店舗に豊富
な品揃えをし、正価販売で駆け引きの手間をなくし、買った商品に不平のあると
きは、返品・返金を保障するという商法で、それまでの小売業では考えられなか
った多数の客を引きつけ、商品回転率を上げて安価で販売することを可能にした
のである。また、次に登場するモンゴメリー・ウォードやシアーズ・ローバック
による通信販売は、長期的視野に立った商品企画力の確立というイノベーション
によって発展し、通信販売店の次に、1920年代に最盛期を迎えたチェーン・スト
アでは、現金・持ち帰り制などのサービスの制限、統一的経営管理、商品回転率
の高さによる、内部的要因のイノベーションによって、アメリカでは、スーパー
マーケット出現以前のこの時点で、すでにチェーン経営の技術をほとんど完成し
たのである。このチェーン・ストアはまた、プライベート・ブランドの開発とい
うイノベーションにも成功している。このあと1931年にスーパーマーケットが出
現して、セルフサービスというイノベーション的なシステムを開発し、1936年以
降、チェーン・ストアがスーパーマーケットに転身することによって、この両者
のすぐれた技術が合体されたのである。1950年代にはディスカウント・ハウスが
その盛期を迎え、食品中心のスーパーマーケットを、もっと扱い品種を拡大した
形で発展させたのである。
　このような小売業形態の発展史に限らず、生産技術のイノベーションによるさ
まざまな産業分野での製品自体のイノベーションはもちろんのこと、軍事用技術
であった無線技術の民需化である、ラジオ放送の開始によるセールス・プロモー
ション活動のイノベーションなどの、マーケティング手法のイノベーションや、
物流インフラの整備と情報技術の発達を組み合わせた物的流通機構のイノベー
ションなど、マーケティングの歴史の中では、これまでも多方面において「イノ
ベーション」は起きている。そして、それらのイノベーションの影には、個人で
あるのか、あるいは組織的活動であるのかの違いこそあれ、何らかの革新者が存
在したはずである。ところが、「マーケティングは、本質的に起業家的な活動で
あると特徴付けられるであろうが、しかし、マーケティングを専門化し、そして
グ・イノベーションは二つの主要な領域において現れる。L製品とサービスの発展、2．マーケティングの過程
の促進」
25ｿ永豊『アメリカの流通業の歴史に学ぶ』中央経済枕1992年に詳しい。
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定式化しようとする最近の10年間の試みは、マーケティングの、より創造的、起
業家的な次元には重きを置いてこなかった。」26という反省もあながち的外れと
はいえない現状も否定できないであろうと思われるのである。
　それゆえ、起業家的マーケティングは、「小規模、大規模あるいは新規設立か
熟成した企業であるかの如何を問わず、すべての経済組織は、何らかのレベルの
起業家的マーケティング指向から利益を得ることが可能」27であるという考えの
もとに、情報化の進展する現代に適合するマーケティング活動、そこにおける革
新的行動の理論的基礎となる理論を研究しようとするのである。
　（4）　起業家的マーケティジグの独自の視点
　「イノベーション」とともに、起業家的マーケティングの取り組むべきもう一
つの観点は、新規設立企業や、成長途上の小規模企業のためのマネジメント自体
の考え方と方法である。
　「設立後日が浅く小規模のビジネスは、ただ単に単純化されたバージョンのマ
ーケティングを必要とするにすぎないのだと、数十年間多くのマーケティング理
論のリーダーたちによって素朴に仮定されてきた。」28のである。しかし、第二
次大戦後にスタートした当時のホンダやソニー、セコム、日清食品などをはじめ
とする、中小企業としてスタートし、その後に急速な発展を遂げた企業における、
創業者や当該企業の基礎をなす特性を検討すれば、企業自体が持つ柔軟性と、そ
れに起因する内外の変化に対するレスポンスの速さ、顧客および市場への浸透度
の高さ、標的市場フォーカスの鋭さ、キャッシュ・フローに対する敏感さ、そし
て事業者個人の人生観と彼らが行うビジネスの求める合理性の整合性が、それら
の企業が行う経営活動の重要な側面であり、決して大規模企業が行うようなフォ
ーマルなマーケティング活動や、マネジメントではなかったことが理解できるの
である。
　「伝統的なマーケティング理論を、ニュー・ビジネス・クリエーションや中小
企業の成長に適用しようとするとき、いくつかの理論は、それらを修正したり重
要性に異なった比重をおいたりするだけですむものもあろうが、元来それらの理
論はほとんど例外なく、大規模で成熟した企業における仮説の集合に基づいてい
る。したがって、既存の理論を金科玉条のごとくに信奉するだけでは、危険なほ
どの誤解を招くおそれがある。」29のである。
　たとえば、開発プロセスにおけるマーケティング・リサーチの要不要を例示す
2fi　Bj6rn　Bjerke，　Claes　M．　Hultman．　oP．　cit，　P．　vi・
27@1bid，　P．　Vi，
28　1bid，　P．　Vi．
29@1bid，　P．　v五．
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れば、第皿章で引用したビョルン・ビエルケらの「多くの事業経営者が定式的な
市場調査に対して限られた価値しか認めないか、あるいはそのような努力にあか
らさまに軽べつのまなざしを向けていることは驚くに値することであろうか。時
として『本能的感覚』とか、直観的な意思決定であると暗に指摘されるものは、
実際は群を抜いて根拠の充分な市場指向の判断であることが多いのである。」3°
という指摘は傾聴に値する。
　さらにビョルン・ビエルケらは、「合理的な決定理論および計画理論に基礎を
置く、伝統的なマーケティングによっては、新しい経済の時代において環境状況
を変え、それにダイナミックに適応することが困難で」あり、「計画はビジネス
開発のための手段ではなく、それを調整するための道具である」ため、「正式な
市場分析によって、概念化されている市場、商品およびサービスにおける伝統的
な理論を擁護できるかもしれないが、しかし、正式な市場分析によってではなく、
その代わりに、機会を捉え、それを利用する柔軟性と敏速な反応こそ、ダイナミ
ックな市場において報酬を与えられるのである。」31としている32。
　また、ギフォード・ビンチョーも、これらの指摘と同様に、従来の理論におけ
るプランニング・サイクルにおける「計画」と、イノベーションを視野に入れた
プランニング・サイクルの違いを示し、次のように説明している33。
　　　　　　　　　図表V－2　従来のプランニング・サイクル
出典：Gifford　P　i　nchot皿，／〃17？maENEUR〃VG，　Harper＆Row　Pub　l　i　shers　l　nc．，1985．
　　清水紀彦訳『企業内起業家』講談社文庫，1989年，244頁。
30@1bid，　P．　vi．
311bid，　p。158．
32このことにっいては、ギフォード・ビンチョーも、「これまで存在しなかったまったく新しいものにっいて
調査しても、消費者にはその用途がわからない。その結果、たいていそんなものは要らない、という答えが返っ
てくることになる。そもそもこれまでずっと、そんなものは使わないですごしてきたのだ。しかし、だからとい
ってその製品が事業としてなりたたない、ということにはならない。使ってみなければ、それが何の役にたっか
わからないのである。」としている。Gifford　Pinchot　HI，　Z〃㎜㎜π㎜，　Harper＆Row　Publishers　Inc．，
1985．清水紀彦訳『企業内起業家』講談社文庫，1989年，244頁。
33ｯ上訳書，44～45頁。
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　従来の計画のたてかたとして、「まず目標を決める。次に、その目標にどうや
って到達するか時間をかけて検討する。紙と時間をたっぷり使い、市場調査も十
分して、すっかり計画が完成したところで、最後に行動に移る。もちろん、多少
の変更はあるかもしれないということぐらいは予想している。だが、責任者は、
変更は少なければ少ないほど有能だとされるのだ。」34そして、従来の計画、立
案、実施のパターンと、イノベーションが実際に進行していくパターンとの大き
な違いを図で示し、　「目標を設定し、どうやって実施するか予定をたてて…一、
などという具合にスムーズにはイノベーションは進行しないのだ。
図表V－3　イノベーションは実際にはどう進行するか
???
出典：同上書
　あとで考えるといかにも合理的に進行したように見えるが、現実のイノベーシ
ョンは計画どおりに進行することはぜったいにない。まだ存在しないものの将来
性に関して正確な計画を立てることなど、できるわけがないではないか。実際に
34同上訳書，44～45頁。
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は、イノベーションの初期の段階では、見通しをつかもうと手探りをすることか
ら始まる。失敗から学びながら徐々に前進し、やっとのことで、よしこれでいこ
う、というパターンが生まれるのだ。」35として、3M社のスコッチテープが、最
初は、鉄道の冷蔵貨車のなかの、断熱装置のセロハンをシールするために開発さ
れた商品だったが、その目論見どおりには売れず、のちに現在のような用途向け
に売れるようになったケースを挙げて説明している。
　また、イアン・チャストンとテリー・マングレス（Terry　Mangles）は、次の図
で示すような伝統的なマーケティング戦略計画については、「合理的な計画アプ
ローチは、マー一一ケティング・プロセスを管理するための効果的なアプローチとし
ていまだに主要なアカデミックによって推奨されている。それはまた、世界的な
大規模な動きが早い消費財（FMCGs）企業の多くでポピュラーなことは依然と
して変わりない。しかしながら、これまでの20年に、この概念の批判家が出現し
た事実は記録される必要がある。その最も声高に主張する対抗者の1人がヘンリ
ー・ ~ンツバーグ（Henry　Mintzberg）であった。彼は、新しい理論的なパラダイ
ムを発展させるためには、実際のマネジメントの習慣上の観察をより重視する必
要性があるとする考え方の学派を支持している。ミンツバーグ（1989）は実社会
のマネジメント行動の観測を描写することによって、理性的な、経済の思索家と
して振る舞う人々が試みるような、戦略形成を制御された意識的なプロセスであ
ると考える伝統的マネジメント理論の基本的な命題を問題にしたのである。彼や
サイアート（Cyert）、マーチ（March）とサイモン（Simon）のような人々は、
理性的な経済人は教科書以外にはめったには見いだされることはなく、神話上の
作り事であると信じた。」36と指摘している。
　これらの指摘は、主流とされる従来のマーケティング理論が、原則的な重要性
は不変ながらも、小規模企業や事業開始、設立直後の企業など、特にイノベーシ
ョン行動が重要な企業にとっては、そのまま適用されるわけではないということ
を示唆しているのではないかと考えられるのである。
　イアン・チャストンはまた、伝統的なマーケティングと、既存の市場慣行への
挑戦としての起業家的マーケティングの違いを、それぞれの製品開発へのアプロ
ーチの違いで例示している。
　具体例として、伝統的なマーケティング、つまり問題解決のための理
性的なタイプのマネジメント・スタイルの開発アプローチとして、1970
年代に自動洗濯機における既存の洗剤の有効性に関する顧客態度を研
究し低法洗剤を開発したプロクター・アンド・ギャンブル社と、続い
35同上訳書，44～45頁。
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て錠剤タイプの洗濯機用洗剤を開発したユニリーバ社のケースを取り
上げ、それらとは対照的に、起業家によって使われた典型的な製品開
発アプローチとして「ゼンマイ仕掛けのラジオ」の開発例を挙げて説
明している。
図表V－4　伝統的マーケティング戦略計画プロセス
外部分析
現在の内部能力
機会と脅威
SWOT・［軍ト マーケティング
@戦　略
マーケティング
@　計画
評価と効率
統制
　　　　　　　　　l　　　　　l　　　　　　　l　　　　　　l　　　　　l
　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　　　　　　　　　　　t　　　　　強さと弱点；　　　　；　　　　　　1　　　　　：　　　　1
［ilElili［H　i　i　　i　　i　i
　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　騨　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　，
　　　　　　　　　t　　　　　　　　　　　　　　　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　　　　　　　　　　　　’
　　　　　　　　　’　　　　　　　　　　　　　　　，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　　　　　　　　　　　　l　内部分析　　　　　　　冒　　　　　　’　　　　　　　　l　　　　　　l　　　　　，
　　　　　　　　　ロ　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　　　　　　，　　　　　　　　　　　　　　t
　　▲　　　　　　　l　　　　　l　　　　　　　l　　　　　l　　　　l
　　l－一一一＿一＿＿」．＿一．＿。⊥＿一＿＿＿。－L＿＿＿⊥＿一．．一．一一夕
出典　lan　Chaston＆Terry　Mang　l　es，　sma〃business　nzarkθtiηg　manage”7ent，
　　　PALGRAVE，　2002，　p．3．
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図表V－537P＆G社とユニリーバ社の新製品開発に向けた伝統的構造アプローチ
顧客ニーズのリサーチ ?
　　　　　〒．r7F一，．
現在の顧客の不満足，あるいは
Vたな機会の特定
置一＿　　　　　　　　　　　＿r　　　　　　　　　r一晶　　　　　幽　　　　一　　　　　h
製品コンセプトの開発
｝曽
製品コンセプトのリサーチ
@　　　　　　　　　ー　　　　　　　＝
最終的な製品形態の開発
新製品あるいは改良製品の発売
既存の製品が洗濯機内の水流の妨げとなるほどに多くの泡を生成する
プロクター・アンド・ギャンブル
…
ユニリーバ
｝ 一r県も山甲
　　　　　　　　　　　　　　　；多すぎる泡が，長い間には洗濯機
ﾉ損傷を与える可能性がある
消費者は洗剤の必要量を正確に
ｪることを面倒に思っている
輪F　←占　国　　　　　　一　　　　　，乳　」 辱rイ1占あまり泡が立たない洗剤 ? 計量不要の洗剤
←　　　　　　　　　　　　　　　　　　L　　　　　　．h．　　　　　　　r　　ヒ　　　　　　　　　　　　　L’一 ■一了
慎重な市場テスト
｛
慎重な市場テスト
げ　甲．噸＿＿　E－一　　　　・　F－■　　　　≒T」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　h　　一 ，　　　　　　　　　　　　　　　　．　－　r　｝　　“　L　　T
新組成の低泡製晶の開発 錠剤タイプの製品の開発
．一　　　　｝＿＿　　　　　　　　　　　　　齢L幽7　－　一　一巳　　　「 一　■　翻　＿　　　　　P　　　　　　　　　　　　　　　一　．　．　　．　一　「　．　一　　　　㎜　一一　　一　　　　　．　　一
新しい組成による低泡製品「ボー@　　　　　　　　　　　　　　…ルド」ブランドの新発売 「バーシル」の製品ラインの拡張
ﾉよる錠剤タイプ洗剤の導入
‘翼 辱　　　　　　　“2　　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．‘聖　洗‘　　一　　　　一一
　　　製品開発に対する伝統　　　　　　　　　　P＆G社　　　　　　　　：　　ユニリーバ社
　　　的構造アプローチ
Ian　Chaston　“E2＞TREPRE？＞IIURIAL　MARKETIAIG”　MACMILLAN　PRESS　LTD，　2000．　p．4からp．5の図およ
び記述をもとに筆者が新たに作成
3T@Ian　Chaston　Ibid，　PP．4－5
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図表V－638テリー・マングレスによるゼンマイ仕掛けのラジオの開発における、
　　　　　　　　　　製品開発に向けた起業家的アプローチ
「何故そうでなければ　　　　　「何故そうでなければ
いけないのか？」という　　　　いけないのか？」という　　　　ラジオは電気がなくて
　　　　　　　　　　　　　　問いかけ　　　　　　　　　　は動かないのか？問いかけ
酬な創造的思考 ｲ1粒饗の攣観動、～・一’砂’
　　　　　　アイデアを推し進めるとい　　　　　　　　　電気や電池がなくても
　　　　　　う個人的聾決定．．一　　　轡るラジiを作る
　　　　　　アイデアを前進させるため　　　　　　　　　新たな駆動装置の知
　　　　　　に必甦資源の難　　　　　．甦の獲得
　　　　　　新しい非慣習的な解決法の　　　　　　　　　　発条利用の手動発電
　　　　　　開発　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　装置開発による解決
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　グ’
　　　　　　これまでにないまったく新tl　　　　　　　電池や電気の要らない
　　　　　　しい攣曇の市鵬入．　　　　ラジオの市場導入
　　　　　　製品開発に対する起業家　　　　　　　　　　　Trevor　Baylissの
　　　　　　的アプローチ　　　　　　　、　　　　　　　　　ケース
Ian　Chaston同上書，　p．5からp．6の図および記述をもとに筆者が新たに作成
38@1bid，　pp．　5－6．
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　製品開発へのアプローチの違いという一断面ではあるが、このケースも、起業
家的マーケティングの特徴を良く表しているといえよう。
　起業家的マーケティングの特徴をこのように理解すれば、少なくともマーケテ
ィング・プロセスにおける製品開発という機能領域においては、従来型のマーケ
ティングにおける製品開発とは異なった特性を持つことは確かではある。
　しかし、そのことがすなわち、起業家的マーケティングが伝統的なマーケティ
ングとはまったく別の領域を持ち、全く異なるものを研究対象とするものである
とはいえないであろう。なぜなら、大手洗剤メーカーによる典型的な伝統的マー
ケティングの手法に則った、合理的で理性的な製品開発アプローチも、当初から
「アプローチ手法が先にありき」ではなかったはずだからである。そのような手
法も、経済発展の段階でスケール・メリット追求の経済合理性が確立されていく
過程で、先進的な試みを追及するいくつかの企業が行った多くの革新的なアプロ
ーチのなかで、数々の失敗例が淘汰され、社会的・経済的背景のもとで比較的成
功したと思われる手法が研究され、広く他企業に普及し、一般的な手法となり「伝
統的」となったはずだからである。
　したがって、筆者は、チャストンやビョルン・ビエルケらが言うところの起業
家的マーケティングは、企業レベル、事業レベル、機能レベルに階層化すること
が可能な大規模企業であれ、規模的に小さく機能的にも未分化のニュー・ビジネ
スや小規模企業であれ、それらの両者に共通するマーケティング活動の指向性、
行動特性の一つであると捉えるのである。そのため、起業家的マーケティングの
研究は、広範なマーケティング活動を研究対象とする伝統的なマーケティング研
究の下位領域に属するものであると考えているのである。
3　『起業家的マーケティング』の研究業績
　醐㎜㎜㎜㎜（起業家的マーケティング）を書名とする出版物は、
2003年現在、調査した限りにおいて3冊出版されている。
　　①ビョルン・ビエルケおよびクラエス・M・ハルトマンの共著による
　　　E！VTnePREmaURIAL㎜㎜39
　　②イアン・チャストン著の動の四㎜㎜五朋肥㎜4°
　　③レオナルド・M・ロディッシュ、ハワード・リー・モーガン、そしてエ
　　　イミー・カリアンプール（Leonard　M，　Lodish，　Howerd　Lee　Morgan，　Amy
　　　Kallianpur）による　E7VTnePREmaLtf？IAL〃㎜㎜一Lessons乃ro〃
　　　vaar　ton　’5・乃’o刀θθzゴη8捌Coarsθ41
39Bjδrn　Bjerke，　Claes　M．　Hultman，　nVRE）E7RmaURIA乙岨㎜｝搬，　EDWARD　ELGAR　PUBLISHING　LTD，　2002．
40@1an　Chaston，　nVREPnemalLO？IA乙　t　4／nVING，　MACMILLAN　PRESS　LTD，　2000．
41Leonard　M」Lodish，　Howard　Lee　Morgan，　and　Amy　Kallianpur，　躍㎜Z駈IZ4乙棚ノeeE7TN7－Lessons　f｝「om
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本項では、起業家的マーケティング研究の現況における概要を知るため、これ
らの著作を要約し、概観してみたい。
　（1）　レオナルド・M・ロディッシュ他とイアン・チャストンの実証的研究
　まず、それらのうち、レオナルド・M・ロディッシュ他による著作は、著者ら
が序文で述べているごとく、実際の調査に基づいた実践的研究であり、実務的指
導書である。いわく、「マーケティングは、技術よりもより多く、新しいベンチ
ャーの成功あるいは失敗の理由となるものであることが多い。しかし、起業家的
な状況に対処するとき、何が有効で、何が使えないのかに関する詳細な手引きは
いまだ少なく、真剣な研究はほとんど無い。本書は、今日の多くの起業家が、自
らの事業を発展させることに関する努力、時間と資金を最もよく利用するのに役
立つことを意図している。」のであり、「本書はそれ自体、起業家的マーケティ
ング思考の産物である。」として、　「我々はこれまで、概念的に有効なマーケ
ティング・コンセプトとパラダイムを、起業家的な状態においていかにして適用
するのかについての、実務的な指導と結び付ける書籍に出会わなかった。本書
は非常に実践的な目的を持っている。」しかし「我々は、マーケティングあるい
はアントレプレナーシップに関する完壁な概要を伝えようとしているわけでは
ない。我々はただ、我々が次の世紀の中に入るとき、本当の起業家的ベンチャー
に価値を加えることができるマーケティング・コンセプト、方法そして戦術と戦
略だけを扱うのである。」そのため、「多数の企業における実際的な経験によっ
てのみならず、著者がインク誌との共同によっておこない、新たに完成された『イ
ンク500社』の調査」によって、　「多様な事業設定において、どんなマーケティ
ング・プログラムとチャネルのタイプが使われているのかについての新たな洞察
を、初めてここに詳述する。」「その調査は1999年にインク500社に選ばれた人々
の代表的なサンプルを、より「標準的な」起業家を代表する、ペンシルベニア地
域における起業家のサンプルと対比した。我々がそれぞれの章において、その概
念を議論しながら、インク500に選ばれた企業とそこに選ばれなかった500社のグ
ループ問の相違を概説するめである。」としている。本書は、副題に、“Lessons
from　Wharton’sPioneering　MBA　Course”としているごとく、ビジネス・スク
ールのテキストとしての性格を持ち、ケース・スタディーを中心とした実践的な
内容となっている。
　次に、イアン・チャストンの著作については、序文においてつぎのように述べ
ている。
「本稿の目的は、大規模、小規模双方の分野における起業家的マーケティング志
腸arton，　5」pioneerゴノlg　meA　Coursθ，　」醍）hn　Wiley　＆　Sons，　Inc．，　200　L
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向採用の重要性の観点から、起業家的マーケティングに関係するいくつかの基本
的な概念的なツールである、（a）プロセスの実際の管理に関連するもの、そして、
（b）組織の規模の大小を問わず、今後の業績を高める方法として適用されうる伝
統的な原理の活用、を提示することにある。」としている。
　「しかし、本稿を展開するために、著者は起業家的なマネジメント、という明
らかに撞着語法となる問題に立ち向かわなければならなかった。」それは、「成
功している発明家、または直感的な起業家の古典的なイメージとして、それらの
ベンチャーは構造的分析ツールを適用したマーケティング活動をリードするこ
とに関して、あまり多くの関心を持つことなく設立されたのであるが、ほとんど
の人々には、そのような人達によって発揮された創造的で、直感的な素晴らしい
才能が欠けている。しかし、企業規模の大小に関わらず、多くのマネジャーは、
それらの組織の、起業家的マーケティング・スキルの水準を拡張する必要がある。
「したがって、本稿の目的は理性的な起業家が使用するための、いくつかの構造
化されたツールと技法を提供することである。」としている。
　そして、本文各章では、まず第1章で、「慣行への挑戦」としての活動を記述
し、アントレプレナーシップの代替的な定義を提示している。　さらに続いて、
産業分野に存在する既存の慣行のタイプを記述している。ほとんどの会社は、業
績を維持するために従来型のマーケティング戦略を適用し続けることが予想さ
れている、としながら、起業家的なマーケターは、敵の心を理解する必要がある
ためとして、第2章においては1一層の業績向上のための基礎として、多くの組
織がいかにして従来の戦略を変え続けているのかを検討する。
　第3章においては、個人又は組織が、新しい起業家的な機会を確認し、能力を決
定し、業績目標を確定して、適切な戦略を選択するために利用可能なマーケティ
ング計画モデルを提示している。傑出しているアントレプレナーシップは、しば
しば現在の市場を超えた洞察力と関連づけられるとして、このタイプの活動との
関係が記述されている。
　第4章は、起業家的なプロモーションの問題を扱っているが、第5章および第6
章は、業績を高めるためのマーケティング・ミックスにおける起業家的な変化の
利用に関係付けられている。そのうち、第5章では価格決定と流通について議論
し、第6章は起業家的な新しい製品の開発と着手とに関連する問題を扱っている。
ここでの主要な部分は、イノベーション・マネジメントの問題に関する既存の著
作を数多く引用し、新しい技術（特に情報科学と関連づけられるもの）が、顧客
に提供されるべきアウトプットを発生させるため、組織によって使用されたプロ
セスに劇的な影響力を持っていたことが記述されている。さらに近年、イノベー
ションの最先端にある企業は、「市場への時間」を最小とすることが決定的に重
要性を持っていることを実証している。そのため、第7章においては、プロセス
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技術を変化させ、新製品の開発サイクルを最小化するための起業家的アプローチ
に関連する問題を扱っている。さらに第8章では、大企業におけるアントレプレ
ナーシップに関する問題を扱い、小規模企業の経営に関係するアントレプレナー
シップに関する議論は第9章にひきつがれている。
　近年において、二つの産業分野が大きな成長を示しており、それは、サービス
産業と公共部門であって、その両方が国民総生産と雇用に顕著な影響をあたえた
として、第10章と第11章は、これらの二つの産業分野における起業家的マーケテ
ィング行動の増加を実現することに関連する経営プロセスについて検討してい
る。また、最後の第12章では、組織的な学習理論の応用が、組織によって示され
る起業家的マーケティングのレベルに対して持つであろうと思われる関係につ
いて再検討されているのである。この、イアン・チャストンによる
‘amnePREmeURIAL　wwTl？VG”は、事例も多く、特に4Pとの関連で従来型のマ
ーケティング慣行と、それにチャレンジする起業家的マーケティングの試みが、
先に引用した「起業家的製品開発のケース」のように、事例を多用して詳細に述
べられているという特徴がある。
　（2）　ビョルン・ビエルケおよびクラエス・M・ハルトマンの研究
　次に、ビョルン・ビエルケとクラエス．M．ハルトマンの共著である
annePREneURIAL　rmETf／VGは、少々冗長に過ぎるとは思うが、若干詳しく見て
みたい。　　　　　　’
　まず第1章では、　「小さいことは素晴らしい」というタイトルで、　「今日の経
済における勝利者は小規模企業であるという多くの徴候一そして証拠一があ
る。」と述べ、企業がいかに小規模であっても優位性を提供することができる、
として、「規模の優位性」が絶対的とはいえない時代42、すなわち著者らが「新
しい経済の時代」と名づける時代に多くの国々、産業が突入しているのだと主張
している。
　そして、この新しい経済の時代には、絶え間ない変化があり、新しい経済の時
代下における企業経営は、境界が曖昧になり、技術的な影響が激しい産業におい
て、不確定性の下での急激な変化を甘んじて受け入れ、知識で競争することを強
いられる。そこで特に必要とされるのは、　「起業家」すなわち革新者であって、
起業家が最も重要な競争的要素である。したがって、もし当該企業が新しい経済
の時代の影響下にあるのであれば、何をさておきアントレプレナーシップを喚起
すべきであることを示唆している。
42小規模企業が有利であるという理由として、①多くの産業分野における参入障壁の減少、②たいていのビジ
ネス活動において、ますます減少しつつある規模の経済性、③小規模であるが故の柔軟性の高さ、④コンピュー
タや遠距離通信技術、カスタマイゼーションの進歩、などをあげている。
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　また、今日、小規模企業であるなら、小規模の優位性に基づく行動をとるべき
であり、大規模企業であっても、変化の激しい時代においては、あたかも小規模
であるごとくに行動すべきであると述べている。小規模企業は、一般的に所有資
源が限られているが、そのことが企業の成功や、あるいは当該企業がそのタイプ
のビジネスの最前線にあることを妨げるものではない、としている。また、ビジ
ネスにおいて、小規模企業が有利さを持つ領域がマーケティングである、として、
小規模企業の潜在的なマーケティング優位性には、親密な顧客インタフェース、
柔軟性、ニッチマーケットを見いだすスピードと能力が含まれるため、そのよう
な潜在的優位性を的確に利用すべきであるとしている。小規模企業は、大企業よ
りも多くのイノベーションを引き起こすが、アントレプレナーシップと小規模ビ
ジネスは同義ではない。小規模企業のすべてが起業家的であるとは限らず、いか
なる規模の企業でも起業家的であり得るのである。しかし、新経済の時代におい
て、特に小規模企業はアントレプレナーシップを必要とし、起業家的にならずし
て成長し成功することはあり得ない。また、小規模企業と大企業のマーケティン
グには類似性もあるが、小規模企業のマーケティングは大企業のマーケティング
のミニ版ではないことはもちろんのこと、またそうあってはならないのだと主張
している。
　次に、「起業家的でなくても企業は成長することができる。」として、小規模
企業の成長を、「起業家的成長」と、「マネジリアル成長」の二つのタイプに分
類している。先に引用したように、マネジメントは基本的に仕事であって、ビジ
ネス・リーダーシップは役割である、しかし、新経済の時代におけるアントレプ
レナーシップは人生観（ライフスタイル）だと思われる。アントレプレナーシップ
を理解し、そして特に、起業家的ベンチャーのマーケティングを理解することは、
今日重要な課題である。経済の未来は起業家的努力における能力を理解し、そし
て身につけることにあるであろう、とする指摘は特に興味深い。
　続く第2章では、マーケティングの研究史を概観し、主流のマーケティング理
論と、その慣行の多くは古い経済の時代において合衆国の大企業で発展し、その
時代に適したものであった、としている。現在ではマネジリアルなパラダイムが
マーケティングにおいて支配的な視点となったと捉え、マネジリアル学派が提供
したマーケティング用語として、マーケティング・コンセプト他をあげている。
また、マネジリアル・マーケティング・パラダイムの論争点として、それが標準
化された消費財の外にはあまり関連がない、という批判を紹介しながらも、たと
えば、製品のマーケティングとサービスのマーケティング間の相違については、
すべての製品が多かれ少なかれサービスに支配されるがゆえに、製品のマーケテ
ィングとサービスのマーケティング間の区別は今日ではあまり重要ではない、と
してしりぞけている。
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　さらに、現在のマーケティング研究における基本的な理論的論争として、マー
ケティングを専門職機能として見るべきか、あるいは企業全体を巻き込む哲学と
して見るべきかという論議と、マーケティングの核心が取引の概念にあるのか、
リレーションシップの概念のどちらにあるのかという2つの議論をとりあげて
いる。
　ここでは、取引的マーケティングとリレーションシップ・マーケティングは、
マーケティング行動を理解するために共に必要であるとしている。一般論として、
近代的なマーケティングは、単に1次元的アプローチを使って理解するにはあま
りにも複雑すぎため、一学派、あるいは単一のパラダイムだけを使ってマーケテ
ィングを理解することは難しく、多層の視点（a　multilevel　perspective）と偶発
アプローチ（acontingency　approach）が適切であることが多い、と主張している。
　第3章では、アントレプレナーシップは、数世紀の間研究されてきたという事
実にもかかわらず、その内容と意味するものはマーケティングの現状よりもはる
かに不明確である、としている。
　アントレプレナーシップが現在ポピュラーになっている要因は、小規模事業の
復活、今日要求されている新しい仕事の供給源としての期待、そして絶え間ない
変化とイノベーションが現代において必要とされているという認識である。一般
的にいえば、経済学者がアントレプレナーシップに対する興味を失い、そしてビ
ジネス学者が嬉々としてそれに取って代わったのだ、としている。そして、経済
学分野において18世紀中ごろから20世紀の中ごろまで続いてきたアントレプレ
ナーシップのアカデミックな研究の中で、今日の関心と共通するものを提示し43、
その中でも特にイノベーションと機会の利用、の2つを強調している。
　次に、これまでの研究において起業家と他の人々を区別する性格特性を見いだ
そうとする試みや願望はたいてい失敗しているが、その原因は、常に、そして何
時までも起業家である人や企業は存在しないからだと指摘している。そのため、
起業家研究の方向は今日、「起業家は誰なのか？」という質問に答えようとする
ことから、「起業家はどのように考えるのか？」という問への答えを模索するこ
とに変化している、としている。
　次に、，起業家を、
　●　自ら新しい事業ベンチャーを始める独立起業家
　●　すでに事業を行なっている企業において新しい事業ベンチャーを始める
　　　企業内起業家あるいは社内起業家（イントラプレナー）
の二つに分類している。
　この著作の筆者らは、アントレプレナーシップは特定の個人的特性による当然
43@リスク・テイクの局面、②マネジメント、③イノベーション、④機会の利用、に関するものであるとして
いる。
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の結果や所定の望ましい環境のアウトプットとしてではなく、ある場合と別の場
合では内容が異なるようなプロセスとして見られるべきであるという観点を強
調しているのである。また、これまでの数十年間に、ネットワーク比喩を応用す
る起業家的研究の数が増加してきており、この比喩は新経済の時代において特に
有意義なものである、としている。
　著者らが使うアントレプレナーシップについてのベースモデルは、言語の使用、
文化、および起業家的能力によってアントレプレナーシップを説明するためのも
のである。言語の使用が文化に影響を与え、そしてそれが次には起業家的能力に
影響を与える。より明示的に言語世界と文化世界を確認することによって、起業
家的ベンチャーのより良い説明が得られるとする考え方である。
　伝統的には、成功したアントレプレナーシップはマネジメントのうまさと結び
付けられてきたが、それはむしろ（少なくとも新設企業ベンチャーの初期には）
リーダーシップの優秀性に関連するのであって、マネジメントの良さは操業後、
一定の期間が過ぎてから必要になるものだとして、筆者と同様な主張をしている
44
B
　第4章では、企業規模によるマーケティングの相違を検討している。一般的に、
大企業におけるマーケティングは、他の諸機能と同様に多階層における計画手続
によって定式化される1つの機能であり、かなり組織化されている。多くの大企
業は、標準化された製品を消費者に提供しており、顧客との接触は売手から買手
への一方向であることが多い。顧客にっいての知識もまた、正式な市場調査や専
門家の知識に基づくことが多い。大企業における意思決定は、しばしばユーザー
との毎日の接触からは遠く離れたところでなされており、大企業における複雑な
計画プロセスは、変化することが難しく高くつくものにしている。計画に従うこ
とが大企業における主要な目的となっているが、しかし、「マス・カスタマイゼ
ーション」や「柔軟性に富んだ製造」という、元来「計画」とはなじみにくい最
近の2つの傾向が大企業を動揺させているのだ、と指摘している。
　インダストリアル・マーケティングにおいて、個別の顧客に焦点があり、ビジ
ネス・ネットワークがいかなる規模の企業によっても構築され得るBtoBビジネ
ス産業の市場状況においては、大企業と小規模企業の問にはあまり多くの相違が
ない。違いがあるとすれば、ネットワークの複雑さの度合いにあるだけかもしれ
ないと述べている。
　新しいテクノロジーが、規模の如何にかかわらず、すべての企業に開放されて
いる事実は小規模企業にとって特に重要であり、情報テクノロジーの発達は、大
規模、小規模すべてのビジネスのために、ほぼ平等な条件で大きな機会を広げて
44本論文の図表m－5参照のこと。
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いることに気づくべきであるとも主張している。
　小規模企業においては、意思決定やその他のビジネス手続が定式化されること
が少ないが、新経済の時代においてはこのことが競争上の不利にはならない。小
規模企業においては、意思決定は直接特定の個人的な目標や個人の心理に関連し
ており、その行動は正式の長期的戦略によるものではないことが多い。正式な市
場調査は小規模企業の間では非常にまれであり、伝統的な戦略的マーケティン
グ・アプローチに基づいて判断することを妨げている。しかしながら、このこと
が起業家的小規模企業の行動を制限することになるとは思われないのであって、
定式的な意思決定システムの欠如と、『科学的な』マーケティング・モデルが存
在しないことを不利として見てはいけない。どちらかと言うと、略式のやりかた
が新経済の時代における優位性かもしれないのだと主張している。
　第5章では、マーケティング、アントレプレナーシップと文化の関連を示し、
前節のような、企業の略式な手法を抑制したり促進したりするものは言語の使用
とその企業文化の側面であるが、これら2つの重要な局面はマーケティングとア
ントレプレナーシップの論議においてこれまで一般的におろそかにされてきた
変数であり、暗黙のうちに、そして無意識にではあっても、文化と言語の使用が
ビジネスのあらゆる種類の行動に影響を与えるであろうことを認識すべきであ
る、と指摘している。
　この本の著者らは、文化を基本的な基準、価値、および前提として理解し、
文化の本質は広い意味において価値の集合であるとしている。これらの価値は教
育と永年の習性によって潜在意識になる。自身の、そして他者のアントレプレナ
ーシップ、およびマーケティング行動に加えてその他の文化的な徴候をより理解
するために、文化の様々な構成要素（基準、価値、前提）を、より意識的に明白
にするべきであるとしている。そのうえで、西洋と東洋の文化間の相違をあげ、
東洋の文化が起業家的ではないとはいえないが、西洋文化の特徴は、個人、信頼
に基礎を置き、不確定性をそれほど恐れず、そして変化に対してより肯定的な態
度も持っている。また、比較的短期志向であって、環境に対しては利用的な態度
を持ち、権力を求めず、平等主義的なリーダーシップスタイルを使うことが一般
的で、より「科学的な」問題解決スタイルを持ち、個別の貢献と自己一実現化
を意味する個人的な成功の合理的な技能と尺度を求める、というのである。した
がって、西洋文化におけるビジネスの成功が意味するものは、市場に対して新し
い商品およびサービスを出すことによって常に競争し、より多くの成長と発展を
することであるが、非西洋文化においても、アントレプレナーシップが少ないと
いうわけではない。しかし、それらの内容と指向性が西洋文化と異なっているの
であって、マーケディングも非西洋的文化においてはまったく異なる意味を持っ
ているのだ、としている。
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　第6章では、企業の成長と学習、顧客価値の共同創造について検討している。
企業の成長の効果は新しい販売高によって決定されるのであるが、必ずしもすべ
ての小規模企業が成長することを望んでいるのではないという事実を指摘し、小
規模企業成長の3つの要因をあげ、そのうち最も重要なものが起業家であること
を示唆している。そして、成長には「マネジメント的成長＝より多くの計画」と
「起業家的成長＝より多くの学習」の二っの指向性があることを示している。
　また、成長は変化を意味するのであるが、必ずしも成長それ自体は企業が内部
的に変化していることを意味するのではなく、「単純に」成功したパターンを繰
り返すことによって成長しているのかもしれず、より革新的な起業家的成長の企
業は、外部的にも内部的にも変化しなければならないのだと述べている。
　次に、新設企業ベンチャーのスタートは、ネットワークを構築することであり、
新しい経済の時代におけるネットワークのために使用される用語として、「バー
チャル組織」を挙げている。すなわち、新設企業ベンチャー設立が成功するか否
かはネットワーク次第であり、組織の学習と価値創造が、パートナーシップにお
ける種々の形式の中に不可避的に埋め込まれているようなネットワークを「バー
チャル組織」と名づけているのである。バーチャル組織は、現実企業の構造的な
特性には欠けているが、観察者の想像力において企業としての機能を果たすので
あり、その概念は、起業家が新しい経済の時代において果たすことにうまく適合
しているのだとしている。
　次に、一般に経験上の学習には二っの種類があるとして、
　●　「探索的な学習：explorative　learning」一新しいことを学習する、す
　　　　なわち、経験によって多様性を創造することである。
　●　「利用の学習：exploitative　learning」一すでに知っているものを、も
　　　　っと良くそれを学ぶ、すなわち経験において信頼性を創造することで
　　　　ある。
　バーチャル組織は探索的な学習のための卓越した機会を提供し、利用の学習は
主に焦点の組織において行われる。ネットワーキングはまた、社内起業家によっ
ても使われるが、その多くが独立起業家の場合におけるものと異なり、社内起業
家が雇用されている焦点の企業群の中で行われる。その場合、問題はいつ何をす
るべきかを知ることであることを指摘している。著者らは、探索的な学習が行わ
れるバーチャル組織における起業家的な成長を「共創」と呼んでいる。
　続く第7章においては、顧客価値の共同創造におけるマーケティングの役割を
説明している。新しい経済の時代においては焦点企業におけるマーケティングの
専門的機能としての役割は崩壊し、他のすべてのビジネス機能全体が市場指向、
顧客志向でなければならない。そこでの重要な仕事は、卓越した顧客価値の創造
である。そして顧客価値は企業ではなく顧客によって判断されるべきであること、
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顧客価値の創造は、専門的マーケティング機能だけが取扱うにはあまりにも重大
な問題であるため、それは組織の全員の仕事であることなどを述べている。
　顧客価値は、基本的に企業とその他の関係者によるさまざまな種類の提携によ
る協力によって共同創造される。協力企業間のリレーションシップは、短期的な
臨時の機構から、正式に長く続く協定までのさまざまな形をとるはずであって、
特に成長している起業家的企業における顧客価値の創造を理解しようとするな
らば、単一企業にだけ焦点をあわせるのではなく、企業群あるいは関係者のグル
ープを観察すべきであることを指摘している。
　著者らは、「価値星座」という用語を、プロセスに関係している企業の緩やか
で複雑な組み合わせによる顧客価値の共同創造を記述するために使っており、
価値連鎖との主な相違は、価値星座は連続的、固定的なものであるとは見られ
ない、ということだとしている。
　顧客価値の共同創造は、起業家、焦点の企業、および価値星座の全体、という
3つのレベル間の互作用を意味している。これらの3つのレベルは、共創プロセ
スにおいて異なった役割を演ずる。新しい経済の時代における傑出した顧客価値
は、起業家的行動とともに始まり、新しい価値創造プロセスのリーダーは、新し
い機会を見つけ、そして活用する起業家である。そして、起業家は顧客価値を創
造することにおいて主導的な役割（星座キャプテンとしての行為）を果たさなけ
ればならないと説明している。
　続いて、取引的マーケティングとリレーションシップ・マーケティングは、決
して択一的なものではないことを再度述べている。取引的マーケティングは、よ
りマネジリアルな成長の問題であり、それは、主に価値連鎖の利用と、それに価
値を加えることによる学習が行われるところの焦点の組織についての集中であ
り、リレーションシップ・マーケティングは、より起業家的成長の問題であって、
それは、価値星座の形を変えることにより、主に学習が探索（exploration）を
通して行われるところのバーチャル組織への集中である、とする。取引的マーケ
ティングとリレーションシップ・マーケティングは、成長プロセスにおいて必要
とされる段階に違いがあるのに過ぎないということが強調されている。
　起業家的戦略は、新しい情報を考慮に入れ、そして、それにふさわしい行動
をするための絶え間ない現実の再解釈を含んでいる。ダイナミックな、そして無
秩序な状況では、顧客価値を創造する方法は、たとえ柔軟性があるとしても計画
によって変化に適合しようとすることではなく変えられるべきである、としてい
る。
　新しい経済の時代において最も重要な資源は知的能力であり、必要な資源にア
クセスすること、そしてそれらのバランスをとることは、実際にそれらを所有す
ることよりも重要であって、それは、価値星座におけるバーチャルネットワーク
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においてなされる。したがって、企業内でホストされるべき唯一の資源は、価値
を創造するシステムを組織化する能力と、必要であれば価値星座を再度設定しな
おし、実行に移す能力である、と指摘している。
　著者らは、市場に対して戦略上競争的な提供物を創造する組織の能力を記述す
るために「コア能力（core　capability）」という用語を使っている。理想的に
は、コア能力は内部資源であるべきであり、アクセスすることができる資源は、
自身の想像力以外には限界がなく、顧客価値を創造するコア能力なしには長期的
に生き残らないであろうことが強調される。
　次に、あらゆる製品は顧客価値を伴っているのであり、そのため、商品、ある
いはサー・一一ビスという呼び名に替えて、それらを「提供物（offerings）」と呼ぶこ
とを提唱している。提供物は価値運搬者であり、市場に単に商品あるいはサービ
スを提供するということではなく、顧客によって定義され、認知され、評価され
るものである、という捉え方をすべきだという主張である。
　第8章において、著者らは起業家的マーケティングの概念的な枠組みを提示し、
それは、アントレプレナーシップ、資源、プロセスおよび関係者（企業とネット
ワークを調整している起業家）という4本の柱で構成される、としている。
　また、成長に必要な何らかの資源が欠けていることに気付いたなら、他の企業
や関係者が持つネットワークによって、これらの資源にアクセスできることを認
識すべきだと指摘している。
　起業家的マーケティングの考察における1つの重要な部分は、プロセスとして
の観点であり、著者らは起業家的マーケティングを、相互に関係を持つ価値創造
プロセスとして見ているのである。しかしながら、価値創造プロセスにおいて、
さまざまな要素の優先順位を決めるのは起業家次第である。典型的には、
　　●起業家的成長一バーチャル組織、探索的な学習、価値星座への集中で、
　　　　リーダーシップとリレーションシップ・マーケティングと関連づけられ
　　　　る。
　●　マネジリアルな成長一焦点組織、利用的な学習、価値連鎖への集中で、
　　　　マネジメントと伝統的マーケティングに関連している。
　以上のような特徴がみられるのであるが、長期にわたる成長過程の時々に応じ
て、起業家的成長あるいはマネジリアル的成長に適宜集中することによって持続
的に成長がなし遂げられるのだとしている。したがって、成長を目指す際、あま
りにも長い間、起業家的、またはマネジリアル的であろうとするべきではない。
環境に応じてそれ相応に行動をし、パターンを変えなければならないというので
ある。
　次に、起業家のために使用する適切な言語とマネジャーのために使用する適切
な言語の対比をしている。
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　（前者が起業家　　　後者がマネジャー）
学習　　　計画、多様性　　　単一性、関係者　　　システム、プロセス
ー構造、ビジョン　　　事業コンセプト、我々がなる　　　我々はそうである、
約束commitment　　能率、小さいことが美しい一一規模の経済、思いがけな
いもの　　　標準化、起業家　　　財務資本、文化　　　教育、リーダーシップ
　　　マネジメント、などである。
　近代的な、工業化された西洋文化圏における適切な起業家的企業文化は、イノ
ベーション、変化、関与commitment、単純さ、透明性や行動のような局面を促進
するはずである。しばしば文献において言及される（西洋における）適切な起業
家的能力は夢想家であることであり、従業員と同盟者に全体論的方法の感覚、オ
ーナーシップや関与（co㎜itment）を与え、自由度を提供して曖昧さやミスを受
け入れて、他の人たちを行動させ、そして、あらゆる種類の官僚的な慣例を絶ち
切って、変化と先を見通す学習を奨励することであるとしている。
　次に、起業家的マーケティングの企業の研究は多くの焦点を持っべきである、
として以下をあげている。
　●　起業家、成長している（焦点）企業、あるいは（バーチャル）ネットワ
　　　　ーク
　●　一般的レベルのプロセス、およびオペレーション・レベルにおけるプロ
　　　　セス　　　・
　●　提供物の種々の構成要素
　●　取引的行動あるいはリレーションシップ行動
などである。
　最後に第9章において、優秀な起業家的のマーケティングの本質を、下記のよ
うな七つの分野に要約している。
　1　重要な価値創造プロセスをマスターすること
??
??
利用可能な最良の適切な資源を見いだし、そして価値星座を構成すること
価値創造ビジョンと早期警報のフィードバック・システムを実行するため
の複合的なモデルを使用すること
アントレプレナーシップを通じて市場ゲームのルールを変えること
適切な時点において、管理と同様にリードも、ともに行うこと
正しい次元において、顧客の期待を越えること
マーケティング行動の複合において、有形、無形の提供物のバランスをと
　るのと同様に、取引的マーケティングとリレーションシップ・マーケティン
　グのバランスをとること。
それがすなわち、複合的マーケティング戦略の実行であるとして、その関係を
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図示している45。
図表V－7伝統的なサービス・マーケティング
リレーションシップ・
　マーケティング
無形要素・サービス・
　マーケティング
　取引的
マーケティング
有形要素・製品
マーケティング
図表V－8伝統的なシンプル・プロダクト・マーケティング
リレーションシップ・
　マーケティング
無形要素・サービス・マ
　　ーケティング
有形要素・製品
マーケティング
　取引的
マーケティング
45　Bjδrn　Bjerke，　Claes　M．　Hultman．　Op．　Cit．pp，226－229．
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図表V－9　貧弱なマーケティング
リレーションシップ・
　マーケティング
無形要素・サービス・マ
　　ーケティング
　取引的
マーケティング
有形要素・製品
マーケティング
図表V－10　複合的均衡マーケティング戦略
リレーションシップ・
　マーケティング
無形要素・サービス・マ
　　ーケティング
有形要素・製品
マーケティング
　取引的
マーケティング
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図表V－11ダイナミック均衡マーケティング戦略
リレーシgンシップ・
　マーケティング
無形要素・サービス・
　マーケティング
　取引的
マーケティング
有形要素・製品
マーケティング
結び
　以上、本章においては、マーケティング理論の歴史的な発展の経緯、起業家的
マーケティングの登場とその背景を概観した後、「起業家的マーケティング」を
表題とする三冊の外国文献を要約してきた。その中で、ビョルン・ビエルケおよ
びクラエス．M．ハルトマンの共著による‘臨㎜㎜㎜朋肥㎜”の研究
枠組みは、イアン・チャストンの研究内容とあいまって、将来のマーケティング
研究の課題として重要な意味を持つものであり、特にビョルン・ビエルケらのい
う「複合的マーケティング」の視点は、取引とリレーションシップ、および、商
品とサービスの関係、また、成長プロセスにおいてそれぞれの段階によって使い
分けなければならない戦略の重点の置き方について、貴重な示唆を与えてくれる
ものである。
　また、レオナルド．M．ロディッシュ、ハワード．リー．モーガンおよびアミー・
カリアンプラーらによるEnvnePREmaLe？fAL㎜㎜一Lessons　from
％∂πoガs　Pioneθring　i　maA　Coursθは、当該分野における実務的、実践的テキ
ストとして、インターネットなどの情報インフラや、世界的規模でのロジスティ
ック・システムの進展した、ビョルン・ビエルケらが規定する「新しい経済の時
代」において、「従来の市場慣行に挑戦」しようとする起業家ないしは起業家的
組織の成功と、より新しいマーケティング理論に挑戦しようとするわれわれをリ
ードする研究業績であると思われる。
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VIベンチャー指向型企業戦略による
既存企業の経営革新一社内企業家活動一
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はじめに
　ビョルン・ビエルケとクラエス．Mハルトマンは次のように指摘する。「“規
模の経済性”の論理は、普遍的なビジネス法則として何世紀もの間、問題にされ
ることなく過ぎてきた。近代経済の繁栄は、20世紀の間に大規模化し、組織的
な大量生産と消費の近代的なパターンを生成し、そこで働く人たちに仕事と同
様に地位を提洪する企業によって構築された。“大きいことは良いことだ”とい
う経済法則が確立し、それは表面上、反論できないものとなったのである。し
かしながら、ビジネスに新たな選択肢が定着しつつある。新世紀に入った今日、
消費者が何を欲するかについての優れた感覚を持つ能力に基づくだけではなく、
時には革命的イノベーションや優位なビジネス・ビジョンに基づいて設立され
るニュー・ビジネス・ベンチャーがある。これらのビジネス・ベンチャーは、
少なくとも従業員数のような、伝統的な規模の基準に関しては小規模なままで
市場を支配してしまうことが多い1。」また、　「このようなユニットは、法的に
独立した企業として設立されるビジネスと同様に、あたかも小規模であるかの
ように行動をしようとする大規模企業の革新的部門として設立されることもあ
る2。」のであり、「“小さいことは素晴らしい”というのは、その新しいビジネ
ス思考と新しいビジネス・パラダイムである。この思考の意味を理解しないこ
とは”規模の不経済”を招来しさえするかもしれない3。」
　現在の米国経済好調の根底にある活力源は、米国企業の多くが持つ積極果敢
な挑戦精神にあるとされ、ハイテク分野の新規設立企業のみならず、イノベー
ション意欲の強い既存企業の活性化が経済全体にもたらした貢献が大きかった
ことが指摘されている。
　そこで、本稿においては、これからの日本経済の復権に向け、現下の停滞状
況を打ち破るため、産業界・個別企業は何をしなければならないのか、如何に
したら良いのかを探るため、米国における1980年代の不況からの脱出に大きく
貢献したとされる米国企業の経営革新に学ぶべく、米国企業のコンサルタント、
経営学者などの論文、著作を参照しながら「社内ベンチャー」活動を見なおし、
閉塞状況にあるわが国の企業活性化の指針としたい。
1　これからの経営革新
　（1）　ベンチャー・ビジネスと既存企業の経営革新
近年わが国において、多様化する消費者意識、情報革命などによる市場構造
の変化への対応の必要性から、機動生、柔軟性、創造性に着目して、わが国経
lBjδrn　Bjerke，　Claes　M．　Hultman，　∠PmC7／REPRneUR二乙4乙護rmffTING，　EDWARD　ELGAR　PUBLISHING　LTD，　2002，　p．　L
2　1bid，，　P，1．
3　工bid．，　P．1．
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済のダイナミズムの源泉として既存大規模企業の経営革新への期待以上に、中
小企業やベンチャー・ビジネスが注目され、新たな役割が期待されている4。
確かに、いわゆるベンチャー・ビジネスの創出、新規設立企業の創設が重要な
ことは論を待たないし、その育成・援助およびその研究は重要な課題である。
しかし、現下の日本経済復活にとって必要なことは、これから誕生するであろ
うベンチャー企業の育成・援助のみならず、これからも生き続けなければなら
ない既存企業、ことに閉塞状況にあり暗中模索しているかにみえる大規模企業
をも含めた既存企業全般の経営革新も重要な課題であることを忘れてはならな
い。これからの日本経済にとって、ニュー・ビジネスの創出と既存企業の経営
革新は車の両輪である。なぜなら既存企業の経営革新を忘れた日本経済復活へ
の期待は、ネット・バブルにも似たベンチャー過信によるものであり、ニュー・
ビジネスの創出なき日本経済復活は非現実的だと思われるからである。
　以下、本稿においては、ベンチャー企業が持つ小規模であることによる利点、
強み、すなわちスモール・ビジネスー般の特質によるイノベーション行動の蓋
然性に着目し、特にベンチャー企業におけるアントレプレナーシップの特性を、
大企業をも含めた既存企業における経営革新行動に応用して検討しようとする
ものである。
　（2）既存企業の経営革新へ「ベンチャー・ブーム」がもたらした弊害
　わが国において「ベンチャー・ブーム」が叫ばれて久しいが、これまでの流
れをみると必ずしもベンチャー企業が本格的に生成してきたとは言えないであ
ろう。
第1次、第2次ベンチャー・ブームといわれて注目をされ始めた時期は、言
い替えれば「ベンチャ…一一　tキャピタル設立ブーム」であり、第3次ブームといわ
れる現在は、政府、行政主導の「ベンチャー企業の創出育成支援ブーム」とい
う捉え方も可能である。
確かに、IT技術にべ一スを置くネットワークを利用した「楽天市場」などの
新しいビジネスの出現と現時点における一定の成功、既存企業によるネットビ
ジネスへの参入は、情報化社会への変革に伴うビジネスの方向を示唆するもの
として注目に値するが、その一方で新たな問題も生み出している。それは、
　　①既存企業の「経営革新」への誤解
　　②いわゆるベンチャー企業への過度の期待からくるさまざまな弊害とな
　　　　って現れている。
‘すなわち、①市場競争の苗床、②イノベーションの担い手、③就業機会創造の担い手、④地域経済発展の担
い手、としての役割への期待である。1998年度，中小企業白書。
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　①については、いわゆるブリックス＆モルタル企業5の経営革新とIT技術との
関係、つまり先端情報技術を経営に導入することがすなわち経営革新であると
いう誤解である。
　確かに、商社における鋼材、穀物、半導体、化学製品などの電子商取引市場
の開設、流通業界の電子商取引サイトの立ち上げ、個人向け決済専門銀行の設
立、運輸事業におけるEC取引対応の物流センターの整備と貨物情報のリアルタ
イムでの把握など、先端情報技術の導入はあらゆる業界において全ての企業に
求められるものであろう。しかし、これらの情報化への流れを無視し、それに
取り残されてしまう企業は論外として、従来型の伝統企業がただ単に情報化技
術を取り入れたとしても、それは当該企業の「経営革新」に必ずしも直結しな
いのである6。
情報技術はあくまでも「ツール」であって経営革新そのものなのではなく、
後に詳述するが、必要であれば他に先駆けてそれを採り入れ、使いこなすこと
ができるような経営へのイノベーションこそ求められるのである。
②については、ベンチャー企業への過度の期待から来る弊害の問題である。
現在、有望と思われる日本のベンチャー企業は、日本の店頭市場や二部市場
はとびこえて、直接アメリカのナスダックに上場することを視野に入れはじめ
ている企業もある。
　それは、いわば駆け出しのベンチャーだったマイクロソフトやヤフーの創業
者たちが一大富豪にのしあがるのを現実に見て、日本の起業家たちもアメリカ
ン・ドリームを実現しようと考えるようになったからであり7、これまでの日本
のベンチャー・ビジネス企業の先駆者ともいえる「ソニー」、　「ホンダ」の創
業者達が本業に励んで事業を大きくし、利益をあげることを目標としてきたこ
ととは大きな違いがある。
　これは、株式市場が創業者たちに莫大な創業者利益をもたらすことが現実に
証明されたために、事業活動で利益を生み出すことよりも、「当該事業が大きな
利益をもたらすであろう」ことを印象づけることによって投資家の期待を集め、
株の価格を上げ、手っ取り早く創業者利益を得ようと考える人々の出現である。
　ここで問題となるのは、このようなベンチャー・ビジネスに対する過度の期
待が、既存企業の経営革新の意味合いを変化させ、はなやかなベンチャー・ビ
5ブリックス＆モルタル（煉瓦と漆喰）企業、店舗や倉庫を構える従来型の伝統産業を指す。
6かつて、オフィス・コンピュータがわが国の企業に導入された当初、それをいち早く導入し、使いこなすこ
とのできた企業とそうでない企業との間には、業務の効率化という側面においては確かに優劣が現れた。しか
し、多くの企業においてパーソナル・コンピュー’タを社員の一人ひとりが使っている現在、もはや事務作業や製
造プロセスへのコンピュータ技術の導入は、それ自体ではさほどの優位性にはつながらなくなっている。イン
ターネットの活用をはじめとするIT技術の導入も将来的には同様であると予測される。
7早稲田大学アントレプレヌール研究会『ベンチャー企業の経営と支援』前掲書本稿における序章の注2を参
照されたい。
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ジネスへの投資熱を必要以上に高める結果、健全なベンチャー企業を育成する
足かせとなる恐れがあるだけでなく、かつての土地を媒介としたバブル経済を
思わせる「ネット・バブル」8と呼ばれるような状況が再現される危険性である。
　現在のベンチャー・ブームに関わる以上二つの問題は、いずれも「ベンチャ
ー」、　「起業家」、　「IT革命」などのキーワードが未整理のままトピックス
としてマスコミの報道などによって注目を集め、情報技術の進展による産業構
造の変革と、それに対応すべき個別企業の経営革新の問題がつきつめて理解さ
れてこなかったことに起因するものであると思われる。
　（3）　経営革新の方法：ベンチャー指向の重要性と「自己変革型」の新規事
業開発
改めて「会社の寿命30年説」を持ち出すまでもなく、ライフサイクル論を前
提とするならば、企業が将来とも同一の産業に属し、新規事業・製品の開発を
行うことなくゴーイング・コンサーン（Going　Concerns）を目指すことは不可
能であろう9。
　日本においては、1980年代から1990年代初頭のいわゆるバブル経済期には、
新規事業子会社の設立、他企業の買収・合併などにより新規事業の開発に乗り
出し、土地投機などによる「財テク」的な多角化路線を歩んだ企業が数多くみ
られた。これらの多角化は、後ろ向きのリストラと言うべき余剰人員整理のた
めの子会社設立の場合は除いて、自社の人員の投入や、経営自体の質の革新を
ともなわず、いわば資本を掌握するだけのM＆A型の経営革新が多かったとい
う傾向が否定できない。
　しかし、「バブル崩壊以後は、ほとんどの企業が『本業回帰（Back　to　the　Core
Business）』へと、横並び行動をとっており、新規事業は禁句扱いされつっあ
る1°。」のが実状である。
　企業がゴーイング・コンサーンを組織的な目的とする場合、それは新設、既
存あるいは規模の大小は問わず、その経営革新のためにはM＆A型の多角化ば
かりではなく、自社内のイノベーション努力によって新規事業を開発し展開し
ていく、いわば「自己変革型」の新規事業をおこなう事で、　「ベンチャー指向
型企業」llを目指すことが必要であり、「ベンチャー的な指向性」による積極果
8朝日新聞，2000年4月25日朝刊。情報化社会におけるベンチャーの旗手として注目され、ハイテク・ネット株
ともてはやされて、一時は22万円まで株価を上げたがその後2万円弱まで暴落した光通信が、その実態は従来
型の飴と鞭の営業が主体であり、「携帯電話」という情報機器業界にあることによってあたかも先端技術ベンチ
ヤーであることを装っていたと思われることはその典型である。
9早稲田大学アントレプレヌール研究会編『ベンチャー企業の経営と支援』日本経済新聞祉1997年，216頁で
も同様な指摘がされている。
tO同上書，217頁。
llベンチャー指向型企業とは、「アントレプレナーシップが旺盛なリーダーによって統率され、斬新な技術、サ
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敢な挑戦が不可欠であると考えられるのである。
　なぜなら、バブル崩壊後の先の見えない現在の状況は、わが国経済がこれま
で経験してきた幾度かの歴史上の「景気の谷間」とは大きく異なっており、米
国などの先進工業諸国を手本にした「追いっき追い越せ」という従来の手法が
通用しなくなっていること、もはや過去の成功体験＝従来型のマネジメント・
ノーハウがそのままこれからも通用するものではないことを示唆しているから
である12。
　つまり、これからの既存企業に求められる経営革新の本質は、情報武装でも、
有望な外部のべソチャー・ビジネスへの投資でも、ましてや余剰人員の整理の
ための子会社設立でもなく、企業自身が「自己変革型」となることを志向し、
革新的な新規事業の開発を可能にする体質を持った「ベンチャー指向型企業化」
を目指す必要があると考えるのである。
　そこでまず、ベンチャー指向を目指す既存企業が展開する新規事業・新製品
開発活動全般を、コーポレート・ベンチャー（Corporate　venture）活動である
と規定したうえで、具体的にどのような活動をおこなう既存企業が「自己変革
型の新規事業開発を可能にする体質」すなわちベンチャー指向になりうるのか、
より詳細に検討してみたい。
2　既存企業のベンチャー指向型企業化
まず、ベンチャー指向型企業の経営にとって不可欠な「アントレプレナーシ
ップ旺盛な人々」すなわちアントレプレナーにっいて、用語上の若干の整理を
しておかねばならないであろう。
　（1）独立起業家と社内起業家の共通点と相違点
　ギフォード・ピンチョーは、　“IIYTnvRewW？1／VG”と題する著書において起業
家（entrepreneur）と企業内起業家（intracorporate　entrepreneur）を区別し、
企業内起業家に代わるものとして新たに社内起業家（intrapreneur）という言
一ビスおよびシステムの開発による競争優位性を原動力として新市場を開発し、マーケティング活動を主体的
に展開する企業、である。」拙稿『商学研究論集第10号』明治大学大学院，1999年。
12この傾向は、従来型の企業経営だけにとどまらず、ここ数年、ベンチャー企業のマネジメントも急速に変化
しつつあり、早稲田大学アントレプレヌール研究会ではこれを「漸進的な成長を目指すオーナー型家業企業経
営」から「急激な成長を目指すプロジェクト・リーダー型オープン経営」への変化と述べている。っまり、前
者を「従来型ベンチャー企業」、後者を「21世紀型ベンチャー企業」と表現している。この二っのタイプはベ
ンチャー企業の特性から区分される代表的なものとして、ベンチャー企業が成長していく一連の流れの中で現
れるものと受け入られる。より詳しいことは、早稲田大学アントレプレヌール研究会編『ベンチャーマネジメ
ントの変革』日本経済新聞仕1997年。第3章と鰯章を参照されたい。
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葉を造語した。
　いわく「周到に計画された新製品開発プロセスが、起業家の情熱による無秩序
なベンチャー活動に取って代わることができると考えられた時期もある。しか
し、それは間違いだということがその後の研究によって証明されてきた。イノベ
ーションは、それを起こそうと情熱的に取り組む個人や小さいグループの存在
しない大組織では、ほとんど成功したためしはない。そういう個人や小さいグル
ープが新会社を設立すれば、彼らは起業家と呼ばれる。また、彼等が大企業の内
部にいたままで事業を始めた場合に、私は彼らを“イントラプルナー
（intrapreneur）社内起業家”と呼ぶ13。」
　この、ピンチョーの定義に従えば、いわゆる独立ベンチャーを率いるひとび
とが起業家・アントレプレナーであり、社内ベンチャーの推進者は社内起業家・
イントラプルナーである。
　ピンチョーはまた、同著のなかで「社内起業家とは何か」という一項を設け、
従来の管理者（Traditional　Managers）、従来の起業家（Traditional
Entrepreneurs）、社内起業家（lntrapreneurs）について、多様な側面から見た
違いの比較を一覧表にまとめている］4。
　　　　図表VI－1　従来の管理者・従来の起業家・社内起業家の特性比較
従来の管理者 従来の起業家 社内起業家
主 昇進など、企業内での伝統的 自由を求める。目標達成型。自 自由を求める一方で組織との繋が
?
な報酬を求める。権力志向 己依存性が強く、自ら目的を設 りも保持する。自分で目標を設定
動 型。 定してどんどんやっていくタ して積極的に活動すると同時に組
機 イブ。 織の報償や評価に関心がある。
と時 販売目標、予算、計画（週間・ 事業の5年からm年先の将来性 どんなプロジェクトかにもよる
ら問 月間・年間）、次回の昇進・ を念頭において目標を設定。長 が、3年から隻5年先に目標を設定。
えの 配属がえに関心がある。 期目標にもとついて短期的に 自己の目標と組織の計画とを調整
方 「〉 行動する。 する必要がある。
行 仕事はまかせる。部下の監督 実際に自分で仕事を行う。部下 実際に自分で仕事をかたつける。
?
や上司への報告が仕事の大 の仕事にまで手をだし、うとま 仕事のまかせ方も理解しており、
様 半を占める。 しがられることもある。 必要に応じて適確にものごとを処
式 理する。
能 プロの経営者。ビジネス・ス ビジネスに精通している。管理 企業家的能力に加えて組織内で成
クール出身が多い。分析手 能力や政治的手腕より、事業に 功するための素質をもつ。しかし
?
法、人事、政治的手腕は抽象 対するすぐれた直感をもつ。ハ ながら、人に助けてもらう必要が
13　Gifford　Pinchot皿，　」㎜踊Z鷹　Harper＆Row　Publishers　Inc．，　1985，　P．6．
14Gifford　Pinchot　m，　Ibid，　pp，54－56．清水紀彦訳『企業内起業家』，101～108頁。
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的。 イテク事業では、技術的な経歴
?烽ﾂことが多い。多くはプロ
tィット・センターの責任者と
ｵての経験をもっている。
ある。
??????他人が自分の運命を左右す
驍ﾆ考えている。積極的な行
ｮにでたり、野心をもったり
ｷることもあるが、他人が自
ｪをやめさせる力をもって
｢ることを恐れる。
自信がある。楽天的。勇敢。企
ﾆの内外ともに関心がある。
自信家、勇敢。組織に対して皮肉
ﾈ見方をするが、自分は組織を利
pすることができると考える楽天
ﾆが多い。
???ほとんどの場合、企業内のこ
ﾆに対して。
ほとんどの場合、技術関係と市
黷ﾌ動向について。
内部に対して新事業の必要性や市
齠ｮ向を売りこみ、顧客に対して
煌ﾖ心をもっ。
????慎重 適度なリスクを冒す。大きな投
曹?sい、成功を期待する。
適度なリスクは負う。クビになる
ｱとを恐れないので、個人的なリ
Xクは気にしない。
????
市場調査でニーズをつかみ、
ｻれにもとついて新製品の
驩謔?sう。
ニーズを自ら作り出す。事前の
s場調査が難しい新製品を開
ｭする（潜在的な顧客は、発売
Oの新製品を理解できない）。
ﾚ客と話しあい、自分の考えを
`成する。
企業家と同じように、独自の市場
ｲ査を行い、市場評価は勘に頼る。
??ステータスシンボルにこだ
墲驕i例えば、事務所の角部
ｮをもつこと、など）。
仕事がうまくいっていれば、ミ
Jン箱の上でも満足する。
昔ながらのステータスシンポルは
ﾎいとばし、自由であることを重
汲ｷる。
ミ失
X敗
@と
ミスや突発事故を権力避け
驍謔､努力する。失敗をなか
ﾈか認めない。
失敗や間違いを、自己の成長の
ﾆとする。
組織の規則を守っているように見
ｹるために、細心の注意を払う。
潟Xクのある仕事をあまり人目に
ﾁかないようにする。失敗を犯し
ﾄも、社内にゴタゴタを起こさず、
ｸ敗から学ぶことができる。
???権力者に同調する。上司の意
??ﾍっきりつかむまで決
閧ﾍ下さない。
自分のよいと思ったようにす
驕B決断力、実行力がある。
説得力があり、他人を自分の意見
ﾉ引きこんでしまう。企業家と較
ﾗると、忍耐強く、譲歩もやぶさ
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??? かではないが、両者に共通してい
驍ﾌは、行動力があるという点で
?驕B
　　誰
ｭの
ｭ　た
ｩめ
@　に
他人のため。 自分と顧客のため。　　　　レ 自分と顧客、そして、スポンサー
ﾌため
　組
ﾔ織
@に
x対
@す
@る
組織が、自分を育て、保護し
ﾄくれるものと見ている。組
D内での地位を求める。
組織内で頭角を現わす能力は
?驍ｪ、紐織内では不満をも
ｿ、組織をでて、自分の会社を
ﾝ立する。
細織にはなじまないが、利用する
pを心得ている。
の問
羡阮
@解
@決
組織内での問題解決をはか
驕B
硬直化した大組織内の問題か
轣A組織をでることによって逃
黶A自らの組織をっくることで
??ｷる。
問題が起これば、組織内で解決す
驍ｩ、組織をでることなしに回避
ｷる。
家出
?g
家族も大企業に勤めている。 自営の小規模な企業、プロフェ
bショナル（医師、弁護士な
ﾇ）、農場経営者。
自営の小規模な企業、プロフェッ
Vョナル。農場経営者。
　両
ﾖ親
Wと
@の
母親から独立。父親には多少
ﾋ存しつつよい関係を保っ
ﾄいる。
父親はいないか、いても関係は
?磨B
企業家と較べれば、父親との関係
ﾍ良好。ただし、時にはぶっかる
ｱともある。
　社
w会
@経
i済
@的
中流階級出身。　　　　　一 少しまえの調査では下層階級
ﾌ出身、もっと最近の調査では
?ｬ階級出身。
中流階級出身。
????高学歴 少しまえの調査によれば、大企
ﾆの経営者よりは学歴が低い。
ﾅ近の調査では、大学院出身も
｢る（ただし、博士号取得者は
?ﾜりいない）。
階層型の人間関係のなかでの取引
ﾖ係。
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出典　：Gifford　P　i　nchot皿，1／VmaE7VEif？／”6，　pp．54－56．
　　　清水紀彦訳『企業内起業家』101～108頁。
　これらの類型化は、米国という風土の下での調査に基づいたものであるため、
直ちにわが国の実態に置かえることは避けねばならないが、ここから読み取る
ことができる重要な点は、独立起業家と社内起業家は細部においては異なった
特徴を持っているかに思われるが、この両者は伝統的管理者と比較した場合、
根底においては共通点が多く、伝統的管理者とは対極的な性格を持っていると
思われることである。
　たとえば、「主たる動機」については、伝統的管理者が「昇進やその他の伝
統的な企業報酬を求める権力動機型」であるのに対して、伝統的起業家も社内
起業家も、社内起業家については企業資源との接触や企業の報酬や認知にも関
心を持っという点で若干の相違があるにしても、噛由を求め、目標指向型で
自ら動機付けしていく」というところは共通している。また、リスクへの対処
の仕方についても、前者が「慎重」であるのに対して後の二者は「適度な危険
は冒す」　（likes　moderate　risk）という共通項を持つ。
　では、独立起業家と社内起業家の間には何ら違いはないのであろうか。筆者
はその決定的な違いを両者の「制約条件」と「達成規準」に求めるものである。
　独立起業家は、それが成功するか否か、あるいはその見込みがあるかないか
は別として、新たな事業を起こすことにっいては「起業家」を目指すひとびと
であることは間違いない。しかし、至極当然のことながら、社内起業家として
の活動を望む人々は、既存組織に所属しているため、単純に自らの希望と志望
のみによってその立場を得られるわけではない。現実企業の実務現場において、
従来型管理システムの下、「管理」としてのマネジメント努力を求められるポ
ストに就いていた場合、本人のチャレンジ精神と創造力（革新マインドと4S知）
15?A自らの意思のみによって十分に発揮することは困難であろう。
　つまり、社内起業家がその活動を行うためには、それを受け入れ、それを活
かす環境一社内的な条件がなければならないのである。
　つぎに、独立起業家と社内起業家の違いの二つ目は、その目指すところ、す
なわち達成目標の違いにある。
　起業家一般についてのよくある誤解の一つとして「起業家は、なによりも金
銭欲に駆り立てられて仕事をする。」というものがある。しかし、多くの研究
が指摘するように、起業家の達成意欲は「自己実現欲求」によるものが大きな
且5「革新マインドと4S知」にっいては拙稿「事業、製品の革新アイデア創出メカニズム」『商学研究論集』第11
号，明治大学大学院1999年，322～34頂の試論を参照願いたい。
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比重を占めている16ことを見落としてはならない。
　ピンチョーはハーバL－・・一ド大学のデイビィッド・マクリーランドの論文から次
の1節を引用している。　「伝統的なアメリカのビジネスや経済理論からすれば
意外なのだが、どうやら起業家は、利益という期待に刺激されて仕事に励んで
いるのではないようである。　（筆者中略）彼らが金銭的な報酬や利益を重視す
る主な理由は、それが、彼らの仕事の成功度を如実に反映しているからである。
つまり、実際の起業家にとって、金は努力するためのインセンティブというよ
りむしろ、成功度を測る尺度なのである17。」
　以上のことを前提とした上で考えなければならないのは、社内起業家に対し
ては当人の金銭的な欲求とはかかわりなく、当該事業を経営者から委任される
前提として、たとえ成功したとしても個人的な収入に直接的に影響しないにも
かかわらず、「最大利益」をあげることを義務付けられていると考えられるこ
とである。一定の資源、定められた期間など、本入以外の他者の制約（自ら主
体的に意思決定したものではないという意味において）を受けながら、当人の
自己実現欲求の充足だけで完結する自由は持ち得ない。
一方独立起業家は、株主、顧客、従業員に対する責任を持つことは当然であ
るが、彼らの多くは金銭的な意味における「最大利益」を求めることを唯一の
目的としない場合も多く、社内起業家と異なりそれが義務付けられているもの
ではない。自ら開発した技術を世のために役立てたい、世間の人々に認められ
たい、ユニークなビジネス・アイデアを具体化し、事業として成り立たせたいと
は思う。しかし、ビジネスとしては適度の成功で満足する、ということも可能
なのである。
つまり、利益目標を自ら定めることが可能な立場の人々、あるいはそのよう
な立場を求める人々が独立起業家であり、当該企業の戦略に起因する利益目標
という形で示される期待によって他者（上司）に制約され、なおかつ最大利益
の追求が本来的に義務づけられ、自己実現の欲求の充足だけではその職責を全
うすることができない立場にありながら、そのような状況を不満に思わず、組
織内での活動に、より多くの可能性を見出そうとする人々が社内起業家である
といえよう。
（2）独立起業家と社内起業家のもつ意味
16百瀬恵夫・森下正『ベンチャー型企業の経営者像』中央経済枇1997年，115頁他。
17Gifford　Pinchot凪op．　cit．，　p，66．しかし、このように起業家的指向性をもった人々の目指すところが
「金銭欲」ばかりではないにしろ、独立起業家にとっては企業を維持し、さらに発展するための原資となるべ
き収入は必凄であるし、個人的な収入にさほど頓着しない社内起業家とて、「それ相応の金を家に持ってかえら
なければならないし、起業家が資本を持っことによって手にしているような自由を」求めることも当然である、
ともピンチョーは指摘している。
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　これまでみてきた独立起業家と社内起業家の概念は、革新的企業の創設と既
存企業の革新行動のリーダーたるべき人々を観念的に理解するために役立つ考
えである。次にこの概念を、前述の「ベンチャー指向型企業」の概念によって、
さらに詳細に検討することで、それぞれの持っ意味を明らかにしてみたい。
　図表VI－2は、　「新規事業の創設パターン」18ということで、第ll章におい
てすでに提示した分類であり、事業の発展段階の内、スタート時点に焦点を合
わせたところに特徴がある。図において太線で囲んだ部分が「ベンチャー指向
型企業」であり、①および②のリーダーが独立起業家、③を率いる人々が社内
起業家である。
　この図から分かるように、ベンチャー指向型新規事業の創設にかかわる独立
起業家も、その事業が一旦確立し、事業として継続するようになった後に再度
新組織の立ち上げによって新たな事業の開発に取り組むときには、自ら社内起
業家の役割を果たすか、またはその役割を担うことのできる後継者を育てなけ
ればならない。
新規設立企業
図表VI－2新規事業の創設パター一ン
　　従来型の独立開業（単純な独立創業）
開発・革新型ベンチャー企業
（狭義のベンチャー企業）
企業外ベンチャー
（スピン・アウト等による分社化を含む）
社内ベンチャー
（アイデァ奨励型、資金援助型など）
従来型の新規事業進出、新製品開発
　しかし、創業者が自らその役割を担った場合は依然として彼は「独立起業家」
であるともいえるが、その他の人々が主体となった場合、彼らは「社内起業家」
とよばれるのである。先に検討した独立起業家と社内起業家の区別からすると、
ソニー創業者の井深大、盛田昭夫、ホンダの本田宗一郎と藤沢武夫はその創業
時は勿論のこと、その成功によっていかに企業規模が拡大しようとも独立起業
Is拙稿，『商学研究論集』第10号，明治大学大学院1999年，446頁。
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家であり、それらの企業が成長後、なおも「ベンチャー」的指向性を保ってい
たとしても創業者以外のリーダーは「既存企業の起業家的革新化」を担うリー
ダーではあっても、独立起業家ではないのである。
　つまり、独立起業家も社内起業家もアントレプレナーシップとしては共通な
部分が多く、両者とも必要な能力については根本的に異なるものではないとい
うことである。
　ピンチョーは、前出の1／VT）e4PnemaURI！VGの副題で、　Why　You　Don’tHave　to
Leave　the　Corporation　to　Become　an　Entrepreneur「起業家になるために、あ
なたが会社を辞めなくても良い理由」、として既存企業に働く人々に問いかけ
ているように、同著の全編を通じて「（独立）起業家」と「社内起業家」の互
換的関係を前提として論述している。
　このように見てくると結局、独立起業家という呼称は、新たな企業の新規事
業の開始、創立時のリーダーだけに意味のあるものであって、当該起業家的企
業の創業者、あるいは当該事業の創始者にのみおくられる呼称であるといえよ
う。
　（3）ベンチャー・タイプの区分とコーポレート・ベンチャーのバリエーシ
ョン
　大企業が行う新規事業を総称してコーポレート・ベンチャー（企業ベンチャ
ー）と呼ぶ場合がある19。独立ベンチャーとそれに対応するものとしてのコーポ
レート・ベンチャー（企業ベンチャー）という分類である。
　すなわち、新規設立とその後の運営に既存企業が何らかの形で関与したり、
あるいは既存企業が行う経営の多角化のための新分野への進出を目的とした買
収・合併、あるいは硬直化した組織の再生などの目的によって開始されたりす
る新規子会社の設立などがコーポレート・ベンチャー（企業ベンチャー）であ
り、一一方既存企業をスピン・アウトした人々や学生、主婦など既存企業とのか
かわりを持たない人々によって設立され、運営されるものが独立ベンチャーで
ある、という使い分けであると理解して良いであろう。
　しかし、この分類によっては当該企業の一般的印象としてのイメージを掴む
ことはできても、いわゆるベンチャー企業の実態を、現実に即して説明するた
めには大雑把であると思われる。そこで、独立ベンチャーとの関与の度合いを
基準としたコーポレート・ベンチャーのありようを検討する。
　エドワード・ロバーツ（Edward　B．　Roberts）は、「企業成長のためのニュー・
！9早稲田大学アントレプレヌール研究会編前掲書，217頁。
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ベンチャー」と題する論文2°において、既存企業の新規事業進出のための代替的
戦略のスペクトラムを、当該ベンチャー企業に対する関与の度合いの大きさに
より、図表　VI－3のようなバリエーションで示している。
　この図式は、既存企業がベンチャー活動に最も緊密に関与するものを「社内
ベンチャー」として最右翼に置き、ベンチャー活動に対して資本の提供のみを
行う形での関与にとどまる「ベンチャー・キャピタル型」を左辺に置いて、そ
の間に関与度合いの弱い順に四つの段階を示している。すなわち、
・ベンチャー・キャピタル型…ベンチャー活動を展開しようとする既存企
業が、ベンチャー企業に資本提供の形で関与する場合。
・ベンチャL・…育成型…単なる投資にとどまらず、技術、マーケティング、
管理上の支援をも行う場合。
・ベンチャ・一…スピンオフ型…ベンチャーが既存企業の研究開発プロジェ
クトとして開始され、その後、本体と切り離されて子会社化されたもの。
・新方式ジョイント・ベンチャー型…資本力、マーケティングカのある大
企業と特殊な技術を持っ小企業との結合のように、相互に義務を持つよ
うな能動的なジョイント・ベンチャー。
・ベンチャー融合・結合型…新たなベンチャー・ポートフォリオの創造を
目指して様々なベンチャーの結合に既存企業が積極的に関与する場合。
・社内ベンチャー…企業が自社内に独立した事業部またはグループを設け
て行われるベンチャー活動。
であるとして、社内ベンチャーを、様々な型、行動をとりうる既存企業の新規
事業への進出に対する関与のバリエーションの内、最も既存企業の関与度の高
い一つの典型的なパターンとして位置付けている。
20Edward　B．　Roberts　New　ventures　for　corporate　growth，　Uarvard　Busines5　Revie謬～　July－August，　P・136・
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図表VI－3　既存企業による新規事業進出のための代替的戦略の態様
???ャー??ャ???????（?????）
　べ
?
　　べ@分　ン?ﾂチつ　の　ヤ
ｽ成　1q果　・??@スi翁5　し　オ　て　フ　　型
　新??????????????????????　　べ
?????????????
?????
企業関与の度合い
非常に小さい （親会社から見て） 非常に大きい
　この分類は、ベンチャー指向活動を既存企業との関係において単純に「独立」
か「非独立」なのかという二分割法ではなく、既存企業の関与程度と関与の方
法、ないしは形態まで考慮に入れている点が重要である。
前に述べた「自己変革型の新規事業開発によるベンチャー…指向化」とは、つ
まり、これらのタイプのうち、最終目的として「社内ベンチャー」を積極的に
展開することを目指す企業になろうとする変化のことである。したがって、ベ
ンチャー指向型を標榜する企業にとって、「社内ベンチャー」以外の上記の様々
なタイプは、当該企業の市場環境や競争環境および内部資源の保有状況の制約
などによって、適ちに「社内ベンチャー」制度の立ち上げに本格的に取り組め
ない場合の一時的段階、代替的な方法であるととらえるのである。
次に、ベンチャー指向型企業の運営にとって不可欠な「アントレプレナーシ
ップ旺盛な人々」すなわちアントレプレナーと、社内ベンチャー活動について、
ここであらためてその利点、方式、目的について若干の整理をしておきたい。
3　「自己変革型」の新規事業開発（社内ベンチャー）の方式と目的
　（1）独立ベンチャーに対する社内ベンチャーの優位性
　ピンチョーは、読者が社内企業家を目指す立場の人々であることを想定して、
独立ベンチャーによるよりも社内ベンチャーによって新規事業に挑戦したほう
が有利な場合を次のように指摘している21。
　　　・本質的に独立起業家活動より社内起業活動に向いているような燃え盛
2l　Gifford　PinchQt皿夏，　oP，　cit，，　P．87．
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るビジョンを持つ場合（すなわち、そのアイデアが、自社の既存事業をよ
り発展させたり改良したりする方法を提供する場合など）。
・新しいことをしたいとは思っているが、巨額の富を得る可能性より、会
社の友人関係や、安定のほうが大切だと考える場合。
・会社の外部より内部にいたほうが、アイデア実現のための資金獲得がよ
’り容易である場合。
・会社を出て自己資金を失う危険を冒す前に、会社の内部にいたままで新
事業を起こす経験を積みたい場合。
・その社内起業活動が、規模を大きくしたり、成功の可能性を広げたりす
るためには、会社の名前やマーケティング・チャネルに依存しなければ
ならない場合。
・競争力維持のために、当該企業独自のテクノロジーに継続して接触する
必要がある場合。
これらの状況にある場合、アントレプレナーシップを持つ人々であっても独立
して会社をおこすのではなく、既存企業にとどまって、社内起業家活動をした
ほうが成功の確率が高いとしている。
以上のリストは、新規事業をおこそうとする人々が独立してそれに挑戦する
か、社内に引き続きとどまって社内起業家活動を行っていくべきかというとき
の判断基準が示されたものである。
　ピンチョーは同著において引き続き、大企業が展開する新規事業について、
大規模であるが故のメリットを挙げているが、それを参考にして既存企業によ
る社内ベンチャー活動の利点を検討すれば次に列挙するようなものが考えられ
るであろう。
・市場影響カー大量生産による従来型のスケール・メリットではなく、大企
業が持っネーム・バリューによる信用力、知名度など市場影響力が大である
こと。
・技術基盤一より大きな基礎的研究開発力を持つ。ただし、それを商品化す
るためのシステムを持たなければ、実際の利益につながらないばかりか、そ
の技術を持ってスピン・アウトして行く起業家＝ライバル企業を生み出すこ
ととなる。
・多くの仲間のネットワークによる情報カー将来の市場予測、新技術の流れ
など、独立起業家では望めない豊富な情報を得ることが可能である。さらに、
たとえ独立起業家がどんなに多くのネットワークを作ろうとも、企業内部の、
したがって企業秘密の漏えいを気にせずに情報を効率良く利用できる環境
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を持っ大組織の大きな利点には太刀打ちできない。
・試作品の作成の容易さ一新技術がもれる恐れのある外部の部品業者など
に依頼することなく、自社プラントで新製品の試作品を作ることが可能な場
合が多い。さらに、試作の過程で同時に効率的な製造プロセスの検討も可能
である。
・資金調達カーベンチャー・キャピタルの資金調達力によって、大企業のも
つ豊かな資金力はかつてほどのメリットではなくなった。しかし、先端的な
技術を必要とする事業でありながら、ベンチャー・キャピタリストには不人
気な事業や、大規模生産の必要から独立ベンチャーには手におえない産業分
野においては依然として大規模企業の資金調達力には魅力がある。
　　（2）社内ベンチャーの種々の方式
　徳永豊教授は1986年の論文22において、米国のベンチャー研究者カール・ベス
パーの資料をもとに、ベンチャー活動を「企業外ベンチャー」と「社内ベンチ
ャー」に分類したうえで、さらに社内ベンチャーを次のごとく整理している。
　　①奨励型社内ベンチャー
企業内で、多くのアイデアを創意し、そのなかから新製品プロジェクトとし
て制度化した小集団を編成し、新製品開発にあたるという長期的・持続的な雰囲
気を社風（corporate　culture）として育てる方式である23。
　　②従業員リスク負担型社内ベンチャー
　従業員のアイデアを積極的に開発するが、その場合、従業員にリスクの負担
と将来の利得をえられるよう投資させることによって、将来有望な製品の周辺
アイデアを奨励する社内ベンチャー方式である。この方式は一般に、従業員が個
人的に身銭を切って研究していることが多いことに着目し、それを制度化した
ものである。つまり、その研究費分を従業員の給料から差し引き、それを個人の
研究投資として企業が仮の株式を発行する。もし、その研究開発が成功し，製品
を企業化できた場合，企業側はその株式を市場価値で買い取るという方式であ
る。
　　③資金援助型社内ベンチャー　　　、
　社内ベンチャーに対して資金援助するために社内基金制度を設け，将来有望
なプロジェクトが組めるよう積極的に研修会に参加するための費用ならびに有
望なアイデアに対して従業員に資金援助する方式である．成功した製品に対す
る従業員への報酬として社内資本金（intra－capital）による次の研究開発のた
22徳永豊f企業成長の新しい方向（1）」『明大商学論叢』第68巻第3－7号，1986年，23L～232頁。
23その典型的な例は3M社に見られる。3M社における薪製品の成功率は1　OP，6程度であるといわれているが、それで
も5年毎の売上構成をみると、25％が社内ベンチャーから生まれたものによって占められている。
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めの株式の発行、あるいは開発債（development－fund）制度を設け、支援する方
式である。
同教授がこの論文で「仮にわが国においてそれが応用される場合、その形態
はおそらく極めて多様なものとなるであろう。」と指摘しているように、社内ベ
ンチャーには、上記のタイプそれぞれの利点を強調したり組み合わせたりする
ことにより、その変型としてこのほかにも様々な方式が考えられるであろう。
　（3）社内ベンチャー活動の目的
　これらの方式は、米国企業において採用され、実用化されて一定の成果をあ
げているものではあるが、これを日本企業にとりいれ根付かせて成果をあげる
ためには、制度や組織作りのみに限定した努力では不可能であると思われる。
　社内ベンチャーの方式に続いて、同教授は社内ベンチャーを行う企業の目的
を下記のように整理している24。
　　●ポートフォリオ（p・rtf・1io）一①余剰資金の活用のため、②危険分散
　　　のため、　③共同事業・共同投資によって大きな資金を動かすため
　　●イノベーション（innovati・n）一④研究開発その他の状況のなかで見
　　　逃していたイノベーションをつかまえるため、つまり、アイデアを逃さ
　　　ないため、⑤アイデアもしくは試作品から導入までの時間の短縮のため、
　　　⑥アイデアを生み出す能率をあげ、コストを下げるため
　　●人材（people）一⑦創造的な人材を社内にひきとめるため、⑧創造的な
　　　人材を雇用するため、他の従業員に刺激を与え、社内にアントレプレナ
　　　ーシップを起こす雰囲気をつくるため、である。　　　　　　1
　以上、社内ベンチャーについて、その利点と一般的な方式、ならびに活動の
目的を整理した。
　そこで次に具体例として、社内ベンチャーの成功例として多くの文献で採り
上げられ、既存企業が常に自己革新をしているという意味において、筆者の言
うところの「ベンチャー指向型企業」の代表格ともいうべき米国企業「3M社」
と日本企業である「船井電機」の事例を観察し、社内ベンチャー制度の有効性
と、その成功の条件を探ってみたい。
4　社内ベンチャー成功の条件一「3M社」と「船井鷺機」の組織破壊
　（1）　3M社の社内ベンチャーによる発展
現在我々に身近な製品としては「落ちないしおり」として馴染み深いポスト
24徳永豊，前掲論文，233頁。
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イットで知られる米国企業3M社（スリーエム）は、「起業家」ないしはベンチ
ャー活動を扱った書籍のほとんどのものに、必ずといっても過言ではないほど
登場する企業である。
　エドワード・ロバー一・・ツが前出の論文において言及しているように、3M社はそ
の時点ですでに「30年以上にわたって、その新事業開発における規模的、利益
的な堅実な成長の基礎を、社内ベンチャーに置いて」きており、「他のほとん
どの大企業以上に、社内ベンチャー（internal　ventures）を奨励し、援助する
ように徹底して組織化してきた25。」といわれている。
様々な文献で採り上げられている他の多くの企業が、旧くは自動車製造に一
大イノベーションをもたらしたフォードから、近年のマイクロ・ソフトのビル・
ゲイツまで、いわば創業者のサクセス・ストーリーで彩られているのと異なり、
3M社の歴史には突出したヒーローは登場しない。1902年の創業以来、数々の変
革を担ってきたのは3M社という会社組織の一員として働く研究者であり、営業
マン、製造現場で働くワーカーたちであった。
3M社の歴史は、1902年、ミネソタ州ツーハーバーズで会社設立．したことに
始まる。5人の起業家がコランダムの採掘を目的に事業を始めたが経営が行き詰
まり、サンドペーパーの製造販売へと1906年に事業転換したことにはじまるが、
1980年のfポストイット」発売に伴う開発エピソードは、3M社の製品開発を象
徴するものとして存名である。
　　教会の聖歌隊で賛美歌を歌っている時にしおりが落ちてしまうことに不便を感じ
　　て
　　いたアート・フライに、簡単にはがれる接着剤をしおりにつけるアイデアが閃いた。
　　そして、スペンサー・シルバー・一一が開発した、とはいっても通常であれば失敗作でしか
　　ないが、貼っても簡単にはがれてしまうという接着剤の「出来損ない」を応用して
　　開発したのがポストイットである。この、ある意味では偶然の所産に見える開発パ
　　ターンは、実はポストイットがはじめてではない。
　1921年に、ガラス職人からガラス粉塵の悩みを聞いたフランシス・オーキー
が、水をかけながら研磨できる耐水研磨剤「ウェット・オア・ドライ」を開発、
その後1930年には、マスキングテープを開発後、品質向上の開発を禁じられて
いたドゥルーは、秘密裏に研究を続けて「スコッチ・セロハンテープ」を開発。
事務所や家庭に爆発的に普及した。1956年には研究所の助手が化学品のサンプ
ルを誤ってテニスシューズにかけてしまったが、薬剤の付着した場所が汚れな
いことに着目、フッ素化学品の第1号商品として繊維保護剤「スコッチガード」
が誕生している。
25　Edward　B．　Roberts，　oP，　cit．，　P．139．
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3M社はその後も光磁気ディスクなど次々と革新的な製品を生み出しつづけ、
1985年の売上高78億ドルから1996年には142億ドルと驚異的な伸びを示し、また、
1995年の1年間で515もの新製品を発売し、過去4年以内に生まれたものの売上に
対する比率を示す新製品比率は27％にのぼっているのである。
　（2）　フォーマル組織と組織破壊
　3M社の組織構成は、1980年頃も現在も組織図上、基本的にはごく普通の縦割
り組織であると考えられる。しかるに、ごく常識的な組織を持つ同社が、なに
ゆえ年間500品目もの新製品を生み出し続け、「ポストイットから人工関節まで」
50，000アイテムもの製品群を持つ企業になりえたのであろうか。
前出のロバーツによると、3M社の新規事業に関係する組織の、組織図の最上
部にある調査開発担当副社長に報告をすべき部門として、企業調査室と新規事
業開発室があり、組織図上ではごく普通の構成であるが、後者すなわち新規事
業開発室は他の大方の企業とは全く違った特権（Charter）を持ち「それこそが
第1の違い」であり、　「この新規事業開発部門は、開発の様々な段階において
事業活動を進化させ、育て、維持していく責任を負わされている。そして、そ
れは、新規事業を生み出すのみならず、扶養する働きを持つ社内ベンチャー養
育組織である。新製品が自立するのに十分に大きく育った場合、それは、既存
の部門の一部として、あるいは新製品ライン部門として組織図に書き加えられ
る26。」
　この説明から理解できることは、縦割り組織で構成される製品ライン組織の
ライン毎に製品開発部門を持つ組織において、その上部にスタッフ部門として
新規事業開発部門があって、各製品ラインのいずこかから芽を出した製品、あ
るいは事業アイデアを当該製品ライン任せにするのではなく、もう一段上の位
置にある新規事業開発部門が、組織的な枠を超えて育てていこうとする組織で
あろうと理解できる。しかし、この説明では今一つ具体的なイメージがわかな
い。
そこでつぎに、最近開発された「ジェル・リストレスト」の例を参考に、3
M社のフォーマル組織の壁を超えて社内の複数の技術が融合する、いわば「組
織破壊」の関係と新事業、新製品開発の関係を見ていくこととする。
26@1bid，　p．139
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図表VI－4　ジェル・リストレストの開発
●リストレスト開発チームへの技術協力
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　図表IV－4は、パソコンのキーボードを使う際、手首の適正な位置を保ち疲
労を防ぐために使用する「ジェル・リストレスト」開発チームへの社内の技術
協力の概念図27である。
　一見すると、これは「ジェル・リストレスト」という新製品の開発に向けて、
社内の様々な部門の技術が集合し、開発に協力した、というだけのことのよう
に思えるが、何故これらのことが注目をあびるのであろうか。それは、ごく小
規模な企業であればともかく、一般的にはこの「一見当たり前のこと」が、企
業の実際の運営において非常に難しいことだからである。
　組織が硬直化すると一般的にセクト主義に陥る。部門間の壁である。また、
組織的な活動を徹底しようとすればするほど、いくつもの承認を取り付ける必
要が生じる。これらこそが独立ベンチャーのスター一一Lトアップ時にはみられない
ものの、大企業がイノベーションを起こそうとする際には多くの場合起こり得
る最大の問題点であり、社内ベンチャーの成功を阻んでいる要因であろう。
　これらの問題をクリアーするために3M社で有効に働いているといわれるの
が、有名な「ブートレッキング」と「15％ルール」による組織破壊である。しか
27日経ビジネス編『明るい会社、3M』日経BP社，1998年，47頁。
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し、3M社の革新的な事業・製品開発を支えているのはこれら二つだけではない。
　（3）　「3M社」の組織的知識創造を促進する要因
　野中郁次郎教授は、イノベーションを継続して生みだしていく組織としての
3M社を、理念、戦略・システム、リーダーシップ、文化などの側面から考察
し、3M社という組織の本質は「知識を創造する」ことにあるとして、その促
進要因を個人レベル、集団レベル、組織レベルの三つにわけて説明しているが28、
以下、レベル毎にみられる特徴的なものを整理してみたい。
①個人レベル
　　　　自律性を促進する
　　・15％ルール（勤務時間の15％を、組織から離れて個人的な興味による研究に
　割いて良い、という不文律）
　　・ブートレッキング（密造酒作り＝上司に中止を命令されたテーマをひそか
　に継続すること。上司たちにも、ときには何もしないで見守ることが最高の
　マネジメントであるという意識が浸透している。）
　　　　アイデアを殺さない工夫
　　・11番目の戒律（モーゼの10戒になぞらえた「汝、アイデアを殺すなかれ」
　　という行動指針）
　　・ジェネシス・プログラム（直接の所属事業部のみならず、売り込み先の他
　事業部からも資金援助を断られたアイデアでも本社予算からの資金貸与が
　受けられる制度）
②集団レベル
　ー企業文化の継承・伝達
　　・メンター制（古参研究者が過去の成功例や失敗例を通して企業文化を若
　　手研究者につたえ、イノベーションの阻害要因である「失敗への恐怖」を
　　取り除く。）
　一経験共有・対話促進システム
　　・技術交流フォーラム（毎年一回開かれ、全技術者が所属して情報交換・
　　相互作用の促進を目的とする、自主運営によるインフォーマル組織であ
　　る。）
　　　　自律的職能横断チーム
　　・社内リクルート（アイデアが公式プロジェクトとして認められると、ア
　　イデア保有者がメンバーを社内からリクルートしてBDU（Business　Develop
　　Unit）を結成する。　「ミニ・カンパニー」と呼ばれる社内ベンチャー的なチ
28野中郁次郎稿「3Mの知識構造一一継続的イノベーション生成の秘訣」目経ビジネス編『明るい会社、3M』221－239
頁、日経BP社、1998年
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　一ムであり、自由意志によって参加するメンバーは、プロジェクトに対し
　て深く関与する。）
　・ボランティア（上記制度に加え、そのプロジェクトに興味を持つ技術者
　が、15％ルールによって自発的にチームに参加する。）
③組織レベル
ー一一o営資源の有機的集中戦略
　・テクノロジー・プラットフォーム
　・ペーシング・プラス（重要案件に対し、経営資源を集中投入する、従来
　のプロダクト・アウトからマーケット・インをも意識し、時間圧縮を目的
　とした、新しい戦略にもとつく制度。）
　　　人事システム
　・ダブルラダーシステム（技術専門職と管理職という二つの並行した昇進
　の道筋がある）
　・革新的人材の採用（イノベーションの主体は究極的には個人であるとい
　う認識に基づいた採用基準が「Hiring　Innovation」と題した手引書に示さ
れている29。）
　　　業績評価システム
・売上に占める4年以内に開発された新商品比率35％以上
・売上に占める1年以内に開発された新商品比率10％以上
　以上、3M社の組織における知識創造要因をみてきたわけであるが、同社が常
に新しいアイデアを生み出し、一つの技術をいくつにも派生させていく背後に
は、イノベーションに対する確固とした哲学があり、永年培ってきた「企業文
化」の裏づけがあることがわかる。我々は3M社に何を学び、ベンチャー指向
型に向けた企業の自己変革行動としての社内ベンチャー活動にどのように生か
すべきなのかを考えなければならないであろう。
　次に、国内に目を転じて、中小メーカーながらユニークな開発組織で成功し
ている「船井電機」のケースによって、大規模企業に挑戦する「ベンチャー指
向型企業」の事例を見てみたい。
（4）　船井電機の開発体制30
①船井電機の概要
日本国内ではさほど有名とはいえず、かつてのホンダやソニーのように、海
293Mのイノベーターが持つべき6つの資質（革新的であり、幅広い興味を持ち、問題解決者であって、自分自
身を鼓舞し、強い職業倫理観と広い人脈を持っこと）
30拙稿『最新マーケティング全集第三巻製品戦略・価格戦略』全日法規研究室，2001年。
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外市場において一般消費者の注目を浴びるというような派手さもなく、独創的
でも、ブランドが強いわけでも、強力な系列販売網も持つわけでもない企業が、
低価格VTRやプリンターなどの主力商品によって、その価格競争力を武器に
米国市場ではシェアトップを誇り、日本の長引く不況で、家電メーカーのほと
んどが業績低迷にあえぐ中、1996年6月期から5期連続で増収増益を達成。2000
年6E期の連結営業利益率10．91％で電機メーカー主要6社の中でPE－　2ケタ台
を計上している企業、それが船井電気である。
　船井電機は、船井哲良社長が1951年4月に創業した船井ミシン商会を前身とし
て、1961年8月に設立された。製品開発の歴史はミシンに始まるのであるが、そ
の後、トランジスタラジオ、テープレコーダー、独自方式のビデオカメラ、コ
ードレス電話、ゲーム機、自動製パン機、電子レンジ、冷蔵庫などありとあら
ゆる家電製品を手掛けてきた。しかし、いったん高いシェアを取っても、やが
て低価格のアジア製品と大手メーカーのブランド品に挟まれて売り上げを落と
すということを繰り返していたのである。
　かつて輸出専業メーカーだった船井電機は、円高のたびに業績悪化に見舞わ
れ、さらに1970年代には一部の国内工場で労働組合の待遇改善運動が活発化し
たため、　「このままでは会社が潰れる」というオーナー社長の強烈な危機感が
会社の隅々まで行き渡り、絶え間ないリストラと経費削減はもとより、技術者
をコストダウンへと駆り立てる社風として定着するまでになる。
　この、現在の社風の元になったともいえる危機感が、トヨタ生産方式に独自
の工夫を加えたフナイ・プロダクション・システム（FPS）と、全社の知恵
を結集するプロジェクトチーム方式の技術開発体制を生み出し、市場価格の下
落スピードを上回る驚異的なコストダウンを現実のものとした。
　その結果、1999年2月には大阪証券取引所第2部に株式を上場し、1999年4月
～2000年3月までの株価上昇率は285，28％で、ソニー（134．63％）や松下電器
産業（25．82％）に大きく水を開けている
　　②ユ＝一クな技術開発体制
　これほどまでの驚異的なコストダウンを実現する開発体制が出来たのは87年
ごろのことであり、船井電機が得意とする低価格VTR市場に韓国メーカーが
低価格製品で参入してきたことがきっかけであった。
　それは、従来のように研究室にこもって次世代技術と量産設計の両方を研究
する体制では価格下落のスピードを上回るコスト削減はできない、と考えた小
林三郎専務（AV機器開発を統括）の強い危機感によるものであった。
　通常、テレビ、VTR、プリンター、エアコンなど相互にあまり関連性のな
い製品群を持っ会社は、普通、技術開発を製品分野別、ライン別の事業部ごと
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に個々におこなう例が多い。
図表VI－5　船井電機の開発組織31
プロジェクト本部
　106人iiiii
資材本部　　　知的財産権部　　生産技術本部
22人　　　9人　　　10人
ii　iii　i韻
韻ii己iii晶iiii遇陥i鰭
出典：特集「こんな会社がなぜ強い」 『日経ビジネス』日経BP祉2000年9月18日号34頁の図表を元に
　新たに作成。
　しかし、図表VI－　5のように、船井電機の製品開発組織には、各製品事業部
とは別に技術開発専門の「プロジェクト本部」とよばれる機構があり、新モデ
ルの開発のたびにプロジェクト本部の技術者が中心となって特別プロジェクト
チームを結成するのである。
　このチームでは、米大手小売りのバイヤーやOEM供給先の企業が出す2年後
の製品の予想市場価格をもとに、チームに加わっている技術者たちが原価を逆
算し、さらにそれを下回るコスト削減目標を設定する。
　このような原価積み上げ方式とは正反対の、つまり売りやすい価格から逆算
しての原価設定の方式は、カシオミニの開発に成功したカシオなどでもおこな
われている方式であるが、船井電機では、この目標からの原価低減の達成度に
31ﾁ集「こんな会社がなぜ強い」『日経ビジネス』日経BP枇2000年9月18日号34頁の図表を元に新たに作成。
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よっても技術者は評価されるのだという。
　プロジェクトチームは電気系と機械系の2つのグループに分かれ、それぞれ
のリーダーにはプロジェクト本部の技術者が就く仕組みになっており、彼らに
は多くの情報とアイデアをもとに、最も品質の高い製品に仕上げる責任が課さ
れる。
　このチーム内では、他社に支払う特許料の削減策を工夫する「知的財産権部」、
部品や原材料の調達を担当する「資材本部」などのメンバーもプロジェクトチ
ームの一員として加わり、主要部品、原材料、生産、競合製品、市場動向など
の分野ごとに技術者が情報を収集し、世界中からコストダウン情報を集めるの
である。
　このようにして集めた情報を持ち寄る会議では、「どんな突飛なアイデアも
決して批判しない」というルールがある。そのため、若手の技術者からも次々
と新しい技術提案が出る。
　また、リーダー以上の役職者はすべて年俸制で、コスト削減目標が達成され
たかどうかで最高300万円の年俸の差がつくという。さらに、目標が達成できな
かったり、船井電機の強さが生かせなかったりすると判断された事業は、船井
社長によって撤退が決定されてしまうため、社員全員が「今日失敗すれば明日
には居場所がなくなる」という心理的な危機感を常に抱いている。
　その上、特許を取得した技術者には、その特許によるコスト削減効果の約0．
01％に相当する功労金が支払われるという。
　このように、船井電機ではこれぞという商品は「特別プロジェクト」を組ん
で全社の知恵を結集し、ライバルに絶対負けないコスト削減を実現している。
　その驚異的な実績を支えているのは船井社長の強烈なリーダーシップとユニ
ークな開発組織・制度、また、それを支える常に危機感を忘れない企業風土で
あるといえよう。
　（5）社内ベンチャー成功の要件
　3M社、エクソン、デュポン、ゼロックスなどのコンサルタントの経験もある
ピンチョーは、社内企業家としての自覚を持つ社員に対して取るべき経営者の
態度を次のようにまとめている32。
　・社内ベンチャーの牽引車である社内起業家が、企業の経営戦略に沿ったイノ
　ベーションを起こすように仕事を進められるように、企業の将来展望を明確
　にすべきである。
　・斬新なアイデアをもった社内起業家候補を社内のあらゆるレベルから探す
32Gifford　Pinchot皿，　oP．　cit。，　P．　xiii．
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　べきである。但しアイデアだけを求めるべきではない。アイデアだけがあっ
　ても、それに熱狂的に取り組む人、すなわち社内起業家がいなくては、実を結
　ばないのである。
　・従来型の管理上の面倒な手続を極力廃して主体的な責任をもたせること。
　・（新事業が成功した場合）報酬として、社内起業家の希望にかなう新しいキ
　ャリア・パスを用意してやること。
　・これまで何段階もあった無意味な管理体制を取り除くことは、一時的な混乱
　を生むであろう。しかし、そのなかにこそ社内起業活動を行なう大きな機会
　があると同時に社内起業家にとって望ましい状態なのだということを、管理
　職クラスに理解させること、などである。
　さらに付け加えるとすれば、新しい挑戦がたとえ所期の目論みどおりの成果
をあげることができなかった場合でも、それは単なる失敗ではなく、貴重な経
験として尊重されなければならない。また、社内起業家に用意するキャリア・
パスは、必ずしも従来の昇進コース上の管理職ポストを意味するものではない。
再度やり甲斐のある起業への挑戦が可能なポストであるかもしれないし、3M
社が採用しているような表彰制度であるかも知れないのである。
　ここで注目すべきことは、大企業がその大規模な故に宿命的に持っと思われ
る「管理過剰症候群」33、いわゆる大企業病によって失ってしまった、小規模企
業が持つ変化への迅速な対応能力、柔軟ttE、革新性、自発的な意思決定意識な
ど、社内起業家という従来の管理者にはない能力と精神を持つ人々一場合に
よってはスピン・アウトして企業を設立し、強力なライバルとなる可能性があ
る一を社内にとどめ、その人達が組織内で自己実現欲求を満たしながら、な
おかつ企業の利益に貢献できるような環境を作り出す、すなわち企業そのもの
が自己変革による新規事業・製品の開発が可能な「ベンチャー指向型」の企業と
なることこそ、社内ベンチャー活動を成功に導く鍵となるのではないかという
ことである。
結び
3M社の経営には、特別イノベーションを起こそうとか、革新的な経営を行お
うとかという気負いは感じられない。どちらかといえばシリコン・バレー流の
ベンチャー企業とは全く異なった雰囲気が感じ取れる。それは、中途採用は少
なく勤続年数の長いベテラン社員が多いことや、金銭的なインセンティブや昇
進による動機付けだけではなく、「カールトン賞」に代表される名誉、仲間か
らの認知・賞賛という「報酬」を重視していることにも特徴的にあらわれてい
33拙稿「ベンチャー企業研究のための若干の整理」『商学研究論集』第10号，明治大学大学院1999年，439頁。
189
る。
　これまで日本において展開され、失敗に終わった社内ベンチャーの多くは、
前出の船井電機のケースとは対照的に、形式の模倣が優先し社内ベンチャーに
着手する目的、方法の側面と、当該企業の持つ独自の文化との関連において問
題がなかったとは言い難い。
過去にもハコとしての組織観のなかで、1920年代後半に発明されたとされる
事業部制におけるSBU・戦略事業単位やマトリックス組織の導入において、多く
の企業が十分な成果を挙げることができなかった教訓と同様、社内ベンチャー
制度においてもそれを十分に機能させるには、人事評価システム、人選、組織
文化と有機的に結合し、それぞれの企業に適合した独自のシステムとして確立
されねばならないのである。過去において経営多角化路線や分社化が流行した
際の、「右へ倣え」の経営姿勢による過ちを繰り返してはならない。
　イノベーションを起こすこと、そのために企業全体がベンチャー指向となる
ことは、紙の上での組織図を書き替えることともあながち無関係ではない。し
かし、　「あわてて成果主義の賃金体系を採り入れたり、年功序列を中途半端に
壊した人事制度を始めたり、課長をグループリーダーと言いかえるだけの組織
フラット化を進めたり」34するような、稚拙な外科的手術による治療としての組
織図弄りよりも、日本の企業風土に違和感のない内科的手法を用い、　「ベンチ
ャー指向」を前提とした企業文化の醸成によって、大きいことは良いことだ、
という過去の幻想に取り付かれて「規模の不経済」につながりかねない旧弊を
あらため、社内ベンチャー制度が十分に機能できるような、「小さいことは素
晴らしい」とする企業風土を作ることこそ大切であることを、3M社や船井電
機のケースからわれわれは学ばなければならないであろう。
34前掲書『日経ビジネス編　明るい会社、3M』日経BP枇1998年243頁。
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W　ベンチャー指向型企業戦略の要諦
　　　　一「知的財産」の戦略的活用
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はじめに
いま、世界で、新事業の創出が最も盛んな地域は米国であるといわれている
が、しかし、その米国も1970年代には産業競争力が低下し、未曾有の不況に苦
しんでいた。その事態を打開するために打ち出した政策が、IT技術、バイオ技
術を基盤とする新規産業の開発と育成であった。
米国における多くのニュー・ベンチャーの生成と発展を見るとき、その基礎
となり、それを後押しした、知的財産を重視し、その創出を制度的に支援する
「プロパテント政策」　（知財重視政策）の果たした役割を見落としてはならな
い。
　この政策は大局的にみれば成功したといえよう。1970年代の不況を克服し、
ITやバイオを牽引役にして産業を復興して、2001年初頭からはそれまでの膨張
の反動が現われてはいるが、全体としては、いまだにバブル経済崩壊の後遺症
に悩む日本経済をしりめに順調な発展を続けている。
　このような状況を認識し、これまでの章で見てきた「新しい経済の時代」に
おける「情報＝＝知識・知恵」の重要性を意識すれば、知的財産を重視する経営
が、日本における現下の不況を克服し、新産業の創出へ導くための重要な役割
を果たすであろうという期待は、しごく当然のことといえよう。
　一方、わが国の現実に目を向ければ、米国に遅れること10年、絶頂期にある
米国に追随すべく、従来型の護送船団方式、大企業優先による長年の先進国キ
ャッチ・アップ方式の政策から脱しつつあるが、それらの政策も、やっとその
端緒についたばかりであるといっても過言ではない。しかし、近年とみに、ア
カデミックな視点からのみならず実務界においても、いわゆる「ベンチャー企
業」に焦点を当てた議論を中心に、ビジネス・モデル特許や遺伝子のDNA特許な
ど、知的財産の問題が注目を集めている。また、既存企業においても特許部門
を強化したり、特許専門スタッフを配置したりするなど、知財部門を強化する
動きが目立っている。
　このような動向は、知的財産が企業の競争力を直接左右するようになってき
たという認識を、企業のトップ達が持ちはじめてきたことの証であり、必要な
知的財産をいち早く調達し、それを活用して市場のニーズに真っ先に応えた企
業が勝者になる、いいかえれば、知的財産が勝敗を決める鍵となる「知財中心
主義」経営の時代が、わが国においても始まっていると見ることも出来よう。
　ニュー・ベンチャー戦略の研究者であるカール・ベスパー（Karl　H，Vesper）
が、　「企業の生き残りと収益性は、競争相手から身を守る何らかの防御物の、
強さの関数とみなすことができる」として、「所有する防御物は、単に最初に
着手することではなく、それ以外の優位性によって構築されなければならない。
これらの必要性に気づくことによって、起業家は、次のうち一つないしはそれ
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以上の競争優位の確立を追求することで、将来に向けた生き残りの確率を高め
ることを最初から見通すことができる。」と指摘する「競争的防御物」のなか
にも、知的財産の重要性があげられている1。
ー????
4
官庁的な強制による形式主義によるものではない勤勉さ
特許、商標、あるいは著作権などによるアイデアの法的保護
優位性のある立地、ライセンス、持ち合わせの在庫、あるいは要となる
重要な従業員、供給業者、代理店、流通業者、顧客との契約、オーナー
の個性や職務遂行能力、カリスマ性、個人的な関係
利用可能な現金や、購買機会を逃さないための信用獲得といった財務能?
5　顧客リスト、供給業者リスト、製品やサ・一・・一ビスの仕様書、標準手続き、
　パンフレット、のようなファイルの中の情報
6　起業家、パートナ・一・一、あるいは従業員の持っているノtSハウ
7　顧客の購買習慣や従業員の労働慣習、そして競争相手と同等またはそれ
　　以上のスタンダードを供給業者が保っていること
などが企業の競争優位性につながり、競争相手からの攻撃の防御物になる、と
している。
　これらのうち、2番目の「権利としての知的財産」はもちろんであるが、そ
れ以外にも、後で詳しく述べるように、太字で示したような知的財産があり、
それらも戦略的に重要な優位性となると考えられるものである。
　では、こうした時代において、企業の経営戦略はどのように変わっていくの
か、そしてどう変わらねばならないのか。
　本章では、知的財産の重要性とその戦略的な活用について、　「ベンチャー指
向型企業」2を中心に考察を試みるものである。議論を進めるに際しては、知的
財産の範囲を、現行の法制度の下で権利化できるものに限らず、権利化できな
いものにまで拡張して、それぞれの実務上における重要性と戦略的活用の方策
を明らかにすることを目指している。
　第1節では、知的財産権、特に工業所有権を中心に概観した上で、これら現行
の法制度によって保護されるものだけが知的財産ではないことを示唆し、企業
の持つ知的財産は他者（社）に対する差別的優位性の源泉であると認識されう
る無形の知的創造物すべてであることを述べる。
置Karl　H，　Vesper，　Nev　Venture　Stra　tegiθs，　PRENTICE　HALL，　1990，　pp．186－187．
2拙稿「ベンチャー企業研究のための若干の整理j『明治大学商学研究論集』第lo号明治大学大学院，1999年，
446頁。
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　第2節では、主にベンチャー指向型企業が知的財産を権利化することの重要性
を、その指向性に起因するビジネス・コンセプトの創造性に対する依存度の大
きさと、権利化しなかったために他者（社）によって模倣され、権利化された
場合のダメージの大きさに求め、知的財産の権利化にっいて、資産価値として
保護する守りの戦略と、登録された他者（社）情報を自社の戦略策定に活用す
る攻めの戦略という2つの視点で言及する。
　第3節では、権利化不可能および権利化未了の知的財産を他者の模倣、便乗行
為から保護する方策の一つとして、不正競争防止法の活用、とりわけその仮処
分手続きが有効であることを、具体例をあげて検討することとしたい。
1　知的財産の範囲
知的財産とは何かを検討するのに先だって、わが国の法律で規定されている
「知的財産権」制度の概要を整理しておく。
　（1）　知的財産権制度の概要
　昭和60年、特許庁は日本の工業所有権制度が発足して100年を迎えたのを記念
して、わが国の産業発展に歴史的な貢献をした発明家10人を選定し、顕彰した。
世界初の自動織機を開発した豊田佐吉、後に「ミキモト・パール」として世界
の真珠市場で6割のシェアを獲得した、真珠の養殖アコヤ貝による製造を開発し
た御木本幸吉、食物の旨味の成分がグルタミン酸ソーダであることをつきとめ、
「味の素」などの旨味調味料の製造方法で特許を得た池田菊苗などを含む10人
の発明家である。このように歴史に残るような「発明」はもちろんのこと、我々
の生活は多くの企業や人々の工夫、努力にさる創造的アイデアによって、日々
便利になり、快適な暮しが出来るようになっている。これらの、人間社会に豊
かな生活をもたらす知的創造活動の成果は、長期的には人類全ての共通の資産
として継承され蓄積されて役立たせなければならないものであるが、開発者に
とっては時間をかけ、多くの困難を排して開発したアイデアや表現も、それら
が他人に容易に模倣されてしまったのでは、新しいものを生み出そうという意
欲に水をさすこととなる。
　そこで、一定期間に限ってその創作者に独占権を与え、権利を保護して、発
明などの新しいアイデアや表現などの創作活動を促進させようという主旨で制
定されているのが知的財産権制度である。
　知的財産権3は次の二つに大別できる。
3知的所有権または無体財産権ともいう。知的所有権も知的財産権も、intellectual　propertyの日本語訳であ
るが、過去においては一般的に知的所有権と呼ばれてきた。しかし、「所有権1というのは有形的tangibleに
存在する有体物を対象としているのに対し、著作権などの無体物を対象とするものであるから「財産権」と訳
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　　●　知的創造物についての権利
　　　　：特許権、実用新案権、意匠権、著作権、回路配置権、植物新品種、企
業秘密
　　●　営業標識についての権利
　　　　：商標権、商号権、著名商品
　具体的には、人間の知的創造活動の成果として、独創的なアイデアである「発
明」や「考案」は特許法・実用新案法、ユニークなデザインである「意匠」が
意匠法、音楽や小説、絵画などの「著作物」は著作権法によって保護されてい
る。
　一方、営業上の標識としては、事業活動を行う時に使われる、会社や商店の
名称である「商号」、商晶やサービスを示すために用いられる「商標」　（いわ
ゆるブランド）などがあり、それぞれ商法、商標法によって保護されているの
である。
　これらの知的財産の中でも、近年とくにバイオテクノロジー、IT技術関連な
どのハイテク分野での技術開発が盛んであり、例えばコンピュータ・プログラ
ム（著作権法）や、半導体集積回路（半導体チップ保護法）など、近年になっ
て新たに保護されるようになった分野もある。また、製造技術や顧客リストな
ど企業独自の営業秘密の不正な取得・使用行為やモノマネ商品の製造・販売、
シャンパン、コニャックなどの地理的表示を含む、商品の品質・内容を偽って
消費者に誤認を与える表示や著名な他人のブランドへの便乗商法といったよう
な、事業活動における不正な競争行為を規制している不正競争防止法もあり、
事業活動に関わるひとびとが知っておかなければならない法律知識は広範にわ
たっている。
　この知的財産権のうち、とくに特許権、実用新案権、意匠権、商標権の四っ
は「工業所有権」と呼ばれ、これらに関る法律は、製品計画はもちろんのこと、
企業のマーケティング活動のプロセス全体に密接な関わりを持っている。
　（2）　工業所有権の知識一特許・実用新案、意匠・商標制度の概要
　自社の知的財産権の確立と管理は、知的財産権を活用し、事業活動を有利に
展開し、社会の発展に貢献するのと同時に企業利益をあげるために必要不可欠
のものであり、ある程度の規模の企業、特にメーカー一・一においては知的財産権を
担当する部門として、　「特許部」、　「特許情報部」、　「知的財産部」などとい
すべきであるとして、近年では「知的財産権」とするのが一般的である。これは、発明・デザイン・小説など
精神的創作努力の結果としての知的成果物を保護する権利の総称であり、物権（土地所有権など、物に対する
権利）、債権（貸金返還請求権など、他人にある行為を請求できる権利）とならぶ財産権で、知的成果という
目に見えない財産（無体財産）に対する権利を指している。
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う名称で専門の部門を設置している企業が多い。また、そのような専門部門を
設置するほどの規模ではない企業においては、外部の専門機関である特許事務
所に依頼し、知的財産の管理をおこなっている。
　近年のグローバル化、プロパテントの波は企業規模の大小に関わりなく押し
寄せ、競合企業、産業分野の動向の情報源としての特許、商標などの登録情報
は、マーケティング戦略の開発にとって欠かすことの出来ないものである。さ
らに、これらの情報は企業の経営戦略そのものを左右する要素であるため、知
的財産権を担当する部署と経営トップとの時間的、物理的、意識的な距離が近
い企業ほど高成長、優良企業となる可能性が高い企業であるという見方さえあ
るほどである。したがって、知的財産権の管理、実際の登録手続きやその後の
メンテナンスは専門部署や特許事務所が担当するにしても、製品開発担当者は
もちろんのこと、事業に携わるビジネス・パーソンすべてが基礎的な知識を持
つ必要がある。
　そこで、次に実務上知っておくべき工業所有権の基礎知識を整理することと
する。
　　①特許権
　特許権は、物または方法における技術面のアイデアのうち高度なものを対象
とし、実用新案と比べてライフサイクルの長いものが対象となる（ハードと結
びついたコンピュータ・プログラム、植物、動物、微生物なども含む）。この
権利が確立すると、出願の日から20年の保護期間がある。ただし、医薬品と農
薬については5年を限度として延長可能で、特許法で保護される。
　発明や考案は、目に見えない思想、アイデアであり、有形財とは異なり目に
見える形でだれかがそれを占有し支配できるというものではない。したがって、
もし何らかの制度による適切な保護がなされなければ、発明・考案者は、自分
の発明を他人に盗まれ模倣されないように、秘密にしておこうとする可能性が
高いと思われる。しかしそれでは、発明者自身もそれを有効に利用することが
できないばかりか、他者が同様な発明をめざして無駄な研究、投資をすること
となる場合も生じかねない。そこで、特許制度は、そのような事態を防止し、
発明者には一定期間、一定の条件のもとに特許権という独占的な権利を与えて
発明の保護をはかり、一方、その発明を一般に公開して利用を図ることによっ
て新しい技術を人類共通の財産としていくことを定め、これによって技術の進
歩を促し、産業の発達に役立たせようという目的を持っているのである。
　特許法で保護の対象とする発明4とは、自然法則を利用した技術的思想の創作
4ヘンリー・幸田『ビジネス・モデル特許』日刊工業新聞刊，2000年，121頁。日本における特許の基本要件と
して、①新規性（発明が公知でないこと）②進歩性（発明が公知技術より進歩していること）③有用性（発明
が産業にとって有用であること）④適正開示（発明が十分に開示されていること）、があげられている。
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のうち技術水準が高度のものをいう。したがって、現行の日本の法制下におい
ては金融保険制度・課税方法などの人為的な取り決めや計算方法・暗号など自
然法則の利用がないものは保護の対象とはならない。また、技術的思想の創作
であるため、発見そのものは保護の対象とはならないことに留意する必要があ
る。たとえば、後に「味の素」の開発に繋がる池田菊苗のグルタミン酸の発見
は、その発見そのものが特許権を得たものではなく、これを主成分とした化学
調味料の製造方法の発明によって特許権を得たものである。
　　②実用新案権
　実用新案法で保護されるもので、物品の形状、構造などの技術面のアイデア
で早期実施の必要があり、短いライフサイクルのものであって、特許に比べて
技術が高度でなくても良い。保護期間は出願の日から6年と決められている。
実用新案制度については、保護の対象は自然法則を利用した技術的思想の創作
であって、　「物品の形状、構造又は組合せに係る考案」に限られるため、例え
ば「方法」は実用新案登録の対象とはならない。その点で特許制度での保護の
対象とは異なるものの、その目的は特許と同様である。
　　③意匠制度
　意匠は、物品のより美しい外観、使ってより使い心地のよい外観を探求する
ものであり、その外観は一見してだれにでも識別することができるため、容易
に模倣することができる。そのため、偽物商品や類似商品などによる不当な競
争を招き易く健全な市場経済の発展に支障を来すこともある。そこで、意匠制
度は、新しく創作した意匠を創作者の財産として保護する一方、その適正な利
用も図ることを定めて意匠の創作を奨励し、産業の発達に役立てようというも
のである。
　意匠法に規定され、保護の対象となるものは、物品（物品の部分を含む）の
形状、模様、色彩などの物の外観としてのデザインであり、構造的機能や単な
る絵や図柄は対象外である。保護期間は、意匠権設定の登録の日から15年とな
っている。意匠の創作は、特許法における発明や実用新案法における考案と同
じく抽象的なものではあるが、発明・考案が自然法則を利用した技術的思想の
創作であっで特許法・実用新案法はその側面からの保護を目的としているのに
対し、意匠法は、美観の面から創作を把握し、これを保護しようとする点が異
なっている。
　　④商標制度
　市場経済制度のもとで企業が円滑な経済活動を行っていくためには、消費者
にとっても、ある商品やサービスをだれが製造・提供したものなのか、その商
品やサービスの質がどのくらいのものが期待できるのか、という事が見分けら
れる手段が必要となる。
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　商標制度は、商品やサービスに付けられる目印、すなわち商標を保護するこ
とによって、その商標を使用する者が所有する営業上の信用の維持を図り、産
業の発達と需要者の利益を保護しようというものである。
商標の役割としては主に次の四つがあげられる。
????識別機能一他人の商品と区別するための機能
出所表示機能一商品やサービスの出所を表示する機能
品質保証機能一品質を保証する機能
広告機能一広告的機能
商標権は商標法で保護される5ものであり、具体的には、商品やサービスにつ
いて自他の識別力を有する文字、図形、記号、立体的形状（これらと結合した
色彩）などがある。商標権は、特許、実用新案権、意匠権と同様に工業所有権
に分類されるが、他の三権と異なった特徴をもっている。特許権、実用新案権
及び意匠権は、いずれも一定期間は独占・排他的にその権利を実施できるので
あるが、その期間が過ぎれば権利が消滅して誰でも自由に利用できるようにな
っている。一方、商標は、長年にわたって使用することが業務上の信用の獲得・
維持に欠かせないため、一定の期間が経過して権利が消滅することになると信
用の維持が困難になってしまうため、商標権はいわば半永久的に存続しなけれ
ばならないという特徴をもっている。このため、商標権の存続期間は登録から
10年と規定されてはいるが、これは更新可能であり、更新手続きをすることに
よって事実上半永久的に使用できる制度になっている。
　この制度は、商品および役務（サービス）を保護の対象とするものであって、
匂いや味、テーマソングのような音は保護の対象とはならない。また、従来、
商品の製造、販売等の取引において、商標を使用する者が、自己の提供する商
品を同種の商品から識別するために、「商品について使用する標章」のみを保
護するとしていたのであるが、近年のサービス取引の著しい発展、サービス業
に関係する標章の、他の法律による保護の不十分さ等から、現在では広告、金
融、飲食業等のサービス業について使用するマーク（サービスマーク）も商品
に係る商標と同様に商標法の下で保護されている。　また、平成8年の法改正に
より、立体的形状からなる商標（店頭カンバンとして使われている不二家の「ペ
コちゃん」など）も登録可能となった。
（3）　広義の知的財産
5商標を登録するには、登録要件を満たす必要がある。自己の業務の係る商品（サービス）について使用をす
る商標であって、以下のものに属さないことが要求される。①普通名称、②慣用商標、③商品の産地、④あ
りふれた氏名．名称を表示する標章からなる商標、⑤極めて簡単でありふれた標章からなる商標、⑥需用者が、
誰によって提供される商品（サービス）であるのかを認識することができない商標、などである。　なお、③
から⑤のうち、特定の者が長年使用することで出所衷示機能を持つに至ったときは登録可能となる場合もある。
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　以上見てきたものは、あくまでも「日本の」、「現在における」法律制度の
もとに保護の対象となる知的財産権である。しかし、本論が考察の対象とする
「知的財産」はもう少し広い範囲で捉えたい。すなわち、一般的に「知的財産
権」という場合は、わが国の現行法制下における当該知的生産物の権利化（特
許庁への登録）が中心的な問題になるのに対して、ここでは、その権利化を目
指すことは当然として、権利化されない（直接的な法的保護を受けない）知的
財産も含めてその具体的な活用を考察しようとするものである。それは、財産
権ということに固執するあまり、権利化（登録）される可能性の低い、あるい
は未だ権利化されていないアイデアや技術の資産価値や戦略的な重要性を見落
とす過ちを犯さないという目的のためでもある。
　確かに、知的財産はintangibleな性格が強く、これを権利化し、法律的な保
護のもとにおくことは、潮1」的優位牲を確保するための強力な手段であること
はいうまでもない。しかし、わが国においては半導体集積回路やコンピュータ・
プログラムが最近になってようやく法的な保護の下に置かれたように、特許法
などの制度および審査基準には時代により、また国によっても差異があり6、技
術イノベーションのスピードが速く、国際化が進展する現代のビジネスにとっ
ては、現行法制の枠組みのなかだけにおける対応は企業の経営上極めて危険だ
と考えるからである。
　現時点ではわが国の法律で保護されないものであっても、対象市場として予
定する外国ではそれが権利化される可能性もあり、当該国において他社に権利
を先行取得されてしまえば市場は限定されてしまう。それが企業経営、事業遂
行、製品特性の差別的優位性維持の重要な源泉となるものであるなら、先ず法
的対応をしっかり行い、それに加えてあらゆる経営努力を傾注してこれを確保
し、その優位を持続させねばならない。ここにマーケティング努力の果たすべ
き役割があるという視点が必要である。
　（4）　経営資源としての「ヒト、モノ、カネ」と情報
　企業経営の柱となるものとして、一般的に「ヒト（人材）、モノ（生産物）、
カネ（資金）」があるとされ、現在はこれにもう一つ「情報」を加えて、経営
資源の四つの柱と考えることが多い。この説明は、実務的な意味で企業経営を
考える場合には、理解しやすく、また、特に最近の潮流として「情報」の価値
を強調するものとしては有用なものである。しかし、この「ヒト（人材）、モ
ノ（生産物または商品）、カネ（資金）」を更に詳細に検討し、情報という用
eビジネス・モデル特許をめぐる最近の議論は、米国特許法と日本の特許法のビジネスモデルに対する考え方
の相違に根ざしており、わが国においても一定の方向性は示されているが、米国に比べ登録例が少なく、その
判断基準は論議のあるところである。この問題については、ヘンリー・幸田，前掲書に詳しく述べられている。
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語を厳密に考えてみると、上記の四つの要素を並列して四つの柱とする考え方
には、いくつかの欠点があることに気づく。
先ず、　「ヒト」については、それが元来ただ単純に当該企業の「労働力」と
しての従業員を指すもので無い事は明らかである。例えば、企画・開発などの
頭脳労働に限らず、製造過程においても「ヒト」の果たす役割は機械と単純に
置きかえられる「作業」ばかりではない。たとえ作業的業務であってもそこに
は個々の従業員による経験の積み重ねによるノーハウや技能の量と質による出
来不出来の差異は生じ得る。
　次に、　「モノ」についても、企業の生産物ないしは扱い商品は、全産業に占
める従来型のサービス産業が持つ比重の拡大、近年のIT産業の進展により、物
理的なgoodsやproductsばかりとは限らず、　intangibleな商品が増大している。
　また、　「カネ」についても、経営資源としての重要性のみならず、金融商品
の多様化に伴う新たなビジネス・モデルの出現により、　「情報」のはたす役割
の増大と変化によって、それが持つ性格も変化しつつあるといえよう。
このように、「情報」という言葉を人知、スキルなどを含めた広い概念でとら
えれば、「ヒト、モノ、カネ」の三要素に「情報」がプラスされるのではなく、
三要素のそれぞれにおいて「情報」の持つ意味、価値が高まってきていると考
えるべきではないかということである。
　もとより、日本語の「情報」という用語は非常に幅広く様々な文脈の中で使
われてきている。そしてそれは、data、　information、　knowledge、　acquaintance、
intelligence、などの多様な概念を包含しているように思われる。つまり、「高
度情報社会である現代においては、情報が物やエネルギー以上に有力な資源に
なり、情報の価値の生産を中心に発展していく」というような文脈で使われる
「情報」は、dataやinformationだけを意味するものではなく、knowl　edgeや
acquaintanceをも含む広義の「知的財産」と同義であると考えることが妥当で
あろう。
　従って、筆者は企業の持っ知的財産を、　「法律で定める『知的財産権』の保
護対象となるものに加え、企業の知的活動によって生み出された技術やアイデ
アなどの無形の知的創造物であって、それを生み出した企業が、それを他社に
対する差別的優位性の源泉であると認識する全てのもの」であると捉えるもの
である。
2　権利化可能な知的財産の戦略的活用
　（1）　ベンチャー指向型企業における知的財産権利化の重要性
高度情報社会における知的財産は、企業規模の大小にかかわらず重要な経営資
源となるものであり、知的創造物を権利化し、それを十分に活用することはす
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べての企業にとって等しく重大な関心事でなければならない。しかし、その中
でもことに「ベンチャー指向型企業」にとっては、スタートアップ時点ではも
ちろんのこと、その後の発展と維持を図るために特にも重視しなければならな
い決定的な要素となる。それには二つの理由がある。
　一つは、前にも述べたが、ベンチャー指向型企業が行う製品開発や新サービ
スの構築が、伝統的経営戦略を志向する既存企業の行うマーケティング努力に
おける新製品開発と共通する一面を持ちながら、「製品価値」の階層構造7（基
本価値、便宜価値、感覚価値、観念価値）を念頭に置けば、より基本的価値に
近いポジションでのイノベーションを求めなければならないことに由来する。
というのは、ベンチャー指向型企業が行う新製品あるいは新サービスの開発は、
既存の製品ラインやサービスの充実による総合的な競争力の強化を目的とする
ものではなく、当該事業、製品の革新的な「新規性」による圧倒的な差異的優
位性を武器に、新市場を開発しなければならないという宿命を持っていると思
われる8からである。既存企業の新製品開発と、ベンチャー指向型企業における
革新的な事業・製品アイデアの創出とは、根本的に異なる側面があることを見
落としてはならないであろう。
　この「新規性」　「革新性」は必ずしも科学的技術に基礎を置く新テクノロジ
ーの開発のみに依存するものではない。マネジメント・テクノロジーの開発に
よるイノベーションもある9。しかし、何れのテクノロジーをべ一スとするもの
であっても、ベンチャー指向型企業が成功する条件としては、そのイノベーシ
ョンは事業・製品の副次的機能における変更程度の新規性の導入では不充分で
あって、基本的な機能の「革新」的な新規性がなければ成功はおぼっかないと
思われるのである。
　従って、ニュー・ベンチャー（new　venture）の出発点となる新技術や事業・
製品アイデアなどの知的財産は、他の経営資源と比較してベンチャー指向型企
業の死命を制するものとしての重要性は圧倒的に大きいと捉えるべきであろう。
アイデアの重要性についてカール・H・ベスパーは「獲得するのに最も苦労する
三つの要素はベンチャー・アイデア、セールス・オーダー、財源である。多く
の場合、これら三要素の中で最も重要なものがベンチャー・アイデアであり、
その理由は、アイデアさえよければその他の要素を手に入れることははるかに
？マーケティング協会編『マーケティング・ベーシックス』同文館，1997年，正21頁。
8拙稿「ベンチャー企業研究のための若干の整理」『明治大学大学院商学研究論集』第IO号，1999年，243頁か
らを参照。
9「科学的技術に基礎を置くイノベーション」と「マネジメント・テクノロジーによるイノベーション」つい
ては、拙稿「事業、製品の革新アイデア創出メカニズム」試論『明治大学大学院商学研究論集』第11号，1999
年9月を参照のこと。
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簡単になる傾向があるからである。」1°と指摘している。
　もう一つは、知的財産そのものが元来持っている模倣され易さゆえである。
無形財の模倣され易さについてはサービス・マーケティング研究の分野でも指
摘されている11ことであるが、知的財産権法の権威とされる中山信弘東大法学
部教授は、　「特許や著作権などの知的財産権は、平たくいえば「模倣禁止法」
とも呼びえるものなのである。だから模倣に弱い産業が強くなればなるほど、
知的財産権法それ自体を強化せざるを得ない。従来のハードの技術はまねする
のに時間がかかったが、アイデアに近いソフトの技術は容易にまねすることが
できる。製造業に比べて、情報化産業という模倣に弱い産業が主流を占めるに
っれ、知的財産権の重要性が増すのは必然的な流れといえる」12と指摘してい
る。当該事業の革新性の源泉である新技術、事業・製品アイデアや、独創的ビ
ジネス・メソッド（business　method）が既存大規模企業に模倣された場合、資
本力、人材、組織などのすべてを内部で保有していないベンチャー指向型企業
が劣勢に立たされる可能性が高いことは容易に予測できる。
　このように、獲得することが困難で、なおかつ模倣され易い知的財産を法律
の保護の下におくことを確保することは、事業アイデア、システムなどのイノ
ベーションにより、その創造性を出発点とするベンチャー指向型企業、特に「ひ
と、モノ、カネ」などの経営資源を充分に持たない小規模なベンチャー指向型
企業にとっては決定的に重要であり、それを有効に活用すれば同時に強力な武
器13ともなるのである。
　（2）　　「守り」と「攻め」の戦略
　以上のように重要な意味を持つ知的財産であるが、ややもすると、これらの
要素は事業ないしは製品開発の技術レベルの問題として理解されがちであり、
経営、マーケティング戦略策定の根本に関わるものとしては扱われていないき
らいがある。しかし、これらの法律によって付与される特許などの独占権は、
他社による模倣を防ぎ、一定期間独占的に製造販売することを可能にすること
10@Karl　H，　Vesper　op．　cit．，　P．126，
11Steve　Baron　and　Kim　Harris，　Servicθ　Yarketing，　MACMILLAN　PRESS　LTD．，1995，　p．273．著者たちは同著に
おいて、サービスの不可触性は「サービスの革新が競争相手によって模倣され易いことを意味する」ことに加
え、サービス担当者の権限委譲による業務の自由裁量度が高いことを説明している。
12ﾝ宣仁著『特許封鎖』中央公論新祉2000年，228頁。
t3中小メーカーが大企業系列の企業を特許権の侵害で訴えた最近のケースの一つに、電光表示板や信号などに
使われる発光ダイオードの精密機器メーカー「日亜化学工業」（徳島県阿南市）がトヨタ自動車系合成樹脂メー
カー「豊田合成」（愛知県春日町）に損害賠償などを求めた訴訟がある。その判決で、東京地裁は2000年8月31
日、豊田合成に1億円の支払いと製造、販売などの差し止めを命じた。日亜化学工業は青や緑色の発光ダイオー
ドを開発し、19982年2月に特許権を取得。豊田合成もその後、同様の製品を開発し、今年2月まで製造、販売を
続けた。国内で発光ダイオードを製造しているのは同社と豊田合成のこ社。発光ダイオードの1999年度の売り
上げは日亜化学工業が約250億円、豊田合成が約150｛k円という。『共同通信ニュース速報』2000年8月31日。
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によって、無用な価格競争に陥ることなく開発投資を確実に回収し、将来の研
究開発に注力することを可能にするとともに、商標権は、自社ブランドの知名
度を広め、信用を高めて獲得した消費者との関係を将来にもわたって維持する
ために不可欠なものであり、競争戦略上重要な要素である。
　その反面、これらの知識の欠如や理解不足による安易な製品開発によって、
将来無用な法的争いに巻き込まれ、多大な労力と場合によっては多額の金銭的
な賠償責任を負うことになる可能性のあることを理解しておく必要がある。
　特許や商標などの知的財産権については、先ず、自らの知的財産権としての
権利を確保し、それを効果的に使用するために、特許庁に登録して権利化しな
ければならない。
　工業所有権保護の目的を法律の視点から見れば、
　　●　新技術、新しいデザイン、商標などにっいて独占権を与え、模倣防止
　　　　のために保護し、研究開発へのインセンティブを付与したり、取引上
　　　　の信用を維持したりすること。
　　●　特許庁に出願された発明の内容を広く一般に公開することで、他人が
　　　　同じ研究をするムダを省いたり、新しい研究のヒントを与えたり、す
　　　　でにある技術をさらに発展させるための情報を発信する。
という二つの目的が挙げられるが、これを事業展開に際しての知的財産戦略と
して活用するとすれば、前者の目的に添って展開する活動は、自社の権利を侵
されないための「守り」の戦略であり、後者の法律の目的を企業の観点から見
れば、特許などの登録肩報を積極的に活用する戦略という意味で「攻め」の戦
略であるといえよう。
　さらに、知的財産権への対処の目的は「権利を持つもの一知的所有権者」
と「権利を持たないもの」との二つの立場によって異なるものとなる。
　①権利を持っものの立場
　　・いかに自分の権利を幅広く、なおかつ確実に確立するか一権利取得
　　・他人が自分の権利を侵害した場合、どう対処するのか一権利保全
　②権利を持たない者の立場
　　・権利を持つ者の権利範囲に抵触せずに、すなわち他人の権利を侵害しな
　　　いで同様な効用を生む施策を実施できる方法はないか一権利侵害回避、
　　　ということになる。
　したがって、この二っの視点における守りと攻めの戦略的な重要性を認識し、
これらを有効に活用しなければならない。
（3）　守りの戦略一資産価値としての活用
工業所有権をはじめとする知的財産権は、マーケティング戦略上の重要性は
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もちろんであるが、財産権という呼び名が示すようにその資産価値としての側
面も重要であり、経営戦略そのものを左右する要素である。というのは、この
扱いを一一歩間違えると企業の存続に関わる問題にまで発展する可能性があるか
らである。例えば、米国の特許訴訟におけるインスタントカメラに関する争い
で、コダック社は、ポラロイド社に日本円に換算して1200億円もの巨額な賠償
金を支払う結果となった事例があり、カメラの自動焦点に関する訴訟で、日本
のミノルタはハネウェル社に125億円を支払う事態となった14。
　産業の競争力を回復し、貿易収支を均衡させて「強いアメリカ」を再生しよ
うとするプロパテント政策（特許権を重視する政策）のもと、米国における特
許訴訟の損害賠償額は平均100億円にも登っており15、日本の知的所有権侵害訴
訟の傾向も、こうした高額の損害賠償の傾向に追随しつつあるため、この戦略
の失敗は間違いなく企業の経営基盤を危うくすると思われる。
　一方、特許に基づいて高額の技術料収入を上げている企業もある。例えば、
NECでは技術ライセンスの交渉チームを編成することにより、1997年の時点
では収支トントンの技術収入を、2000年は100億円程度の黒字とすることを目標
としているという16。
　また、日立製作所では、　「特許も商品」であるという認識の下、積極的に技
術収入を図った結果、86年頃から技術貿易の収支は黒字となっており、黒字額
は年々増加して96年では400億円に達している17。
　このように、特許をはじめとする「強い」知的財産権は、譲渡料やライセン
ス料として大きな収入を生む可能性があり、資産価値を持っことをあらためて
認識する必要がある。また、特に、小規模なベンチャー指向型企業や、スター
トアップ期にある企業にとって、優れた事業アイデアがあっても、その他の経
営資源の不備、不足からそれを生かし切れない場合や、他社特許の壁に阻まれ、
またそれを有償で使用することが不可能な場合でも、優秀な特許などの知的財
産権を多数持つことによってクロスライセンスの利用可能性を拡大することが
可能となる。
　（4）　攻めの戦略一登録情報の収集と戦略策定への反映
　事業や製品開発プロセスの各ステップに応じた特許情報の調査、すなわち技
術動向調査、他社権利調査、公知例調査、出願前（新規性）調査、権利状況調
査、などの調査活動によって、自社が持っている権利を他社が侵害していない
14生田・名越法律特許事務所編著『知的財産権がわかる事典』日本実業出版±，1999年，245頁。
15同上書，242頁。
16同上書，246頁。
v同上書，246頁。
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かどうかをチェックするほかに、先に述べたごとく、既に登録申請されている
技術の事前調査、他社の技術開発動向の把握、これからの研究開発の方向の決
定、異議申立の証拠調べ、重複研究の防止、技術の将来予測などが可能である。
たとえば、わが国では特許、商標とも先願主義i8を採用しているので、例えば
特許権を得ようとする企業、大学、研究所等で研究開発された最新技術は、他
社に先駆けるべく特許明細書にまとめられ、特許庁に出願される。特許出願の
内容は、出願日から1年6ケ月を経過すると「公開特許公報」に掲載され公開さ
れるために、これらの公報をチェックすることによって他社による最新の技術
開発の動向をすばやく把握することができるのである。また、特許出願に添付
される明細書には、実施可能な程度まで技術内容を記載することが義務づけら
れているので、特許情報を収集することによって、産業界全体の技術的な流れ
や特定の分野のトレンド、ひいては競合他社の開発戦略を推計する有力な手が
かりともなる。
　商標についても、通常、製品の市場導入よりもかなり以前の時点で登録出願
がなされることが一般的であり、場合によっては、すぐに使用する予定がなく
ても、将来の製品計画に使われる可能性がある商標が発案されたときには、あ
らかじめ出願することも多いので、他社の開発動向、製品戦略の方向を探る情
報源となるのである。
　それでは、以上のような登録情報はどこから、どのようにしたら得られるの
であろうか。それらの具体的な情報収集方法を見てみたい。
　　●　情報の収集方法
　ここでは事業開発や製品計画における知的所有権の活用と他社権利の尊重と
いう側面から、マーケティング活動に不可欠な作業を見てみたい。
　企業の成長維持という視点からのみならず、　「社会との良好な関係」を保ち
ながらの企業活動という意味で、自社の知的所有権を他人の侵害行為から守り、
同時に他人・他社の財産である他人の知的所有権を侵さないという決意は、企
業にとって欠くことの出来ないものであり、それは、市場における競争戦略レ
ベルでの意思決定に影響するばかりにとどまらず、企業の経営戦略の根幹にも
関わるものである。
　偽ブランド商品など、明らかに他人の権利を侵害していることが明白な製品
IS同一の発明について、異なった日に二っ以上の出願がなされた場合、わが国では、先に特許庁に出願した者
に特許を与えているが、この方式は「先願主義」と呼ばれるものであり、いわば「出願手続きの早い者勝ち」
ともいえる制度である。これに対して、手続きの順番ではなく、発明の時期を問題にする方式、っまり先にな
された発明を特許する方式があり、これは「先発明主義」と呼ばれている。この「先発明主義」は、最初の発
明をした人に特許を付与するという意味では公正な方法ではあるが、発明を完成した時期を客観的に判断し、
どちらの発明が先なのかを知るのが難しいなどの問題があり、現在、アメリカを除きこの制度を採用している
国はない。
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や販売方法は論外であるが、特許、実用瓢案、意匠、商標など、工業所有権の
登録情報の収集活動を徹底することによって、将来の企業間の紛争や消費者の
誤認、混同につながる恐れのあるものは排除しなければならない。
　特許などの登録情報の調査は、製品計画を例に挙げれば、典型的には次のよ
うな各段階に応じて、下記の図で示すような手順で行われる。
図表va　一一　1　特許情報の調査フロー図
特許出願前
（新規性）
　調査
侵害警告・
提訴（受）
他杜権利調査
公知例調査
ウォッチング・情報提
供、意義申立・無効審判
権利状況調査・審査経過
調査パテントファミリ
ー調査
出典：通商産業省特許庁企画『工業所有権標準テキスト・特許編』
　　　　社団法人発明協会刊，1999年，85頁。
　前にも述べたように、ある程度の規模の企業では知的財産部、特許情報部な
どを持ち、それ以外の企業は特許事務所などの外部の専門機関に手続きや調査
の委託、相談をすることが多いが、具体的な特許、商標などの侵害訴訟が起き
たとき、あるいは製品計画の最終的な意思決定の判断材料とする場合は別とし
て、市場のグローバル化、プロパテントの流れの中にある製品計画担当者も、
製品戦略策定の前提条件としてこれらの調査方法を知り、そこから得られる情
報を日頃の業務に反映する必要がある。
　特許庁では、公報類の発行、データベースの整備、書類の原簿等の閲覧など
を通じて知的財産情報を一般に公開しており、これらの情報は特許庁ホームベ
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一ジ、工業所有権総合情報館、各地の知的所有権センター、公益法人などを通
じて入手可能となっている。
　【特許庁ホームページURL】http：／／…．　jpo，　go．　jp／indexj，htm
　このホームページでは、約4000万件の工業所有権情報（特許・実用新案・意
匠・商標・審決の公報類及び関連情報）とその検索サービスを提供する特許情
報図書館によるインターネットを通じた無料の情報提供サービスを開始してい
る。
　これらのサービスの主なものは、
●
???
公報ジャーナル検索サービス
公開特許公報フロントページ検索サービス
PAJ検索サービス
商標出願、登録情報検索サービス
などがあって、いずれも特許庁のホームページからリンクしており、特許・商
標などの基礎知識さえあれば専門家でなくても容易に情報を入手することが可
能である。
　実務的な利用方法としては、たとえば商標については、新たに考案した自社
の商品名を入力して検索することによって、既に同一の商標を他人が登録して
いるか否かを知るための手段とすることができる。ただし、それらの商品名が
たとえ登録されてはいなくても、商標登録の要件を満たしていない場合や、呼
称類似や概念類似などの問題があるため、必ずしも登録されるとは限らないこ
とに注意する必要がある。また、特許情報を得るだけでなく、必要な技術を入
手する場合、大学等から生じた研究成果の産業界への移転を促進する組織であ
るTLO（Technology　Licensing　Organization）19の禾ll用も考えられる。
　なお、『特許法概説』によると、　「新技術を開発し保護することにより、国
内的にも国際的にも技術的優位に立つことが要請されるわが国にとって、新技
術の開発、保護のための特許制度の国内的・国際的活用にカを注ぐことは、今
後なお国民に課せられた課題の1つである。」2°として、新技術の特許制度との
関係で、その扱いの典型的な失敗例を例示しているが、これらは特許技術に限
らず、意匠、商標など、他の工業所有権についても当てはまるものが多い。冗
長になるため文末に掲げておく。
19大学等の研究開発成果を、適切に知的財産として保護するとともに、産業の現場での活用、実用化へっなげ、
その対価が更なる研究資金となり新たな研究成果を生み出すという循環（知的創造サイクル）の創出を目的と
する技術移転機関であり、「98年の制度発足以来、数年で20を超す」という。『朝日新聞』2001年4月20目朝刊。
20g藤幸朔著。熊谷健一補訂『特許法概説・第11版』有斐閣，1997年，31頁。
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3　権利化不可能および未了の知的財産の戦略的防御・活用法
　（1）　ベンチャー指向型企業における不正競争防止法の戦略的活用
　これまで、知的財産を特許庁に登録し権利化することによって守り活用する
方法を整理してきたのであるが、はじめに述べたように、知的財産権として登
録された知的創造物だけが知的財産ではない。特許法や商標法などの工業所有
権法によって登録され、権利として確立して法的保護を受ける知的財産の他に
も、これらの法律の範囲外であったり、登録手続きが未了のアイデアや技術、
また、登録申請をしたものの権利化が不可能であったりするものでも、当該企
業にとっては事業生命を左右しかねないものも少なくない。
　また、これらの権利は、申請から登録までの期間が長く、たとえ権利化され
る可能性があっても製品のライフサイクルが短く、消費者の趣向の変化が早い
現代においては、法的な権利の確立が企業競争の手段としては時間的に間に合
わない場合もある。とくに「ひとり勝ち」の商品・サービスが増加している現
代ビジネスにおいては、ブームに便乗する「物まね商品」を排除したり、営業
秘密を管理したりする必要性が増加している状況のもと、新規事業や製品アイ
デアの他社による盗用などを排除するためには、工業所有権法による保護策だ
けでは実務的に十分でない事例も多い。
　そこで、不正競争防止法の戦略的な活用の有効性が改めて注目されている。
　不正競争防止法は特許法、実用新案法、意匠法、商標法などの工業所有権法
と異なり、特許庁への出願登録手続きを行う必要がない。また、不正競業行為
に関するも弓一っの主な法律である独占禁止法が、公正取引委員会による行政
規制を原則とするのとは異なり、民事訴訟による私的救済という民事規制であ
るという特徴がある。従って、デザインやマーク、ネーミングなど意匠法や商
標法と守備範囲が重なっており、これらがまだ登録されていない場合であって
も、事業者間の公正な競争を阻害するような方法による他社の攻撃に対しては、
それに対抗する企業戦略として不正競争防止法の適用が有効となるのである。
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図表「皿一2　知的財産の相関図
歳著作権聴
著作
人格権
著作
隣接権
工業所有権
出典：生田・名越法律特許事務所編著，前掲書，36頁。
　一般に事業基盤の脆弱な設立間もないベンチャー指向型企業はもちろんのこ
と、独創的なアイデアなどの知的資産の差別的優位性を戦略の中心に置く企業
は、知的財産権の保護の強化や裁判の迅速化、損害賠償額の増大の流れを前提
にし、知的資産そのものが持つ資産価値を認識して、これからの企業経営にあ
たる必要があろう。とくに、不正競争防止法の戦略的活用は、設立して間もな
いベンチャー指向型企業や、事業基盤が脆弱な小規模企業が一層の研究を図る
必要がある領域の一つである。
　【不正競争防止法の禁止対象】
　不正競争防止法は、事業者間の公正な競争の促進を目的とし、禁止の対象と
なる行為は以下のように類型化される。
　　●周知の商品・営業等の表示の類似によって営業主体を誤認混同させる行
　　　　　為
　　　（アップル・コンピュータの「e－one」事件など）
　　●著名ブランド等他人の著名表示の冒用
　　　（車の著名商標「ポルシェ」を無断でサングラスに使用したり、ファッ
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　　　　ション雑誌として有・名な「VOUGE」をベルトに使用したりする場合）
　　●発売から三年以内の商品形態の模倣（デッド・コピー）
　　●営業秘密の不正取得・不正利用
　　●原産地・質量等を誤認させる行為
　　●営業誹膀（ひぼう）行為
　　●代理人等による商標無断使用
　　●デジタル・コンテンツ（情報の内容）のコピーガード等、技術的制限手
　　　段の無効化の禁止規定
などである。
　（2）　対抗措置としての仮処分手続き一iMacとe－oneのケース
　これらに抵触すると思われる行為が自社の営業に関わる活動に対してなされ
た場合、まず、本訴提起とともに仮処分の申し立てが効果的である。一般に、
知的財産をめぐる争いにおいては、対象が無形財であることや権利の範囲が抽
象的であるため、訴訟手続きによっては判定の確定までにかなりの時間を要す
る場合が多い。しかし、そのまま放置しておくと、損害の回復が不可能になっ
てしまうと思われるとき、仮処分の申請が実効性を持つのである。とくに、特
許権、商標権、意匠権などの権利が確定していない場合には有効な戦略といえ
よう。最近このような対抗手段で争った事件で良く知られるものでは、e－one事
件、　「たまごっち」事件、　「高知東急」の芸名事件、三宅一生デザイン事件、
アリナミンA25事件などがある。
　e－one事件のケース21は、人気パソコン「iMac」を模倣されたと主張して、ア
ップル・inンピュータが不正競争防止法に基づき、ソーテックの新製品「e－one」
の販売禁止などを求めその仮処分申請が認められたケースである。アップル・
コンピュータの「iMac」は、1998年8月の発売以降世界で200万台を売り、ウィ
ンドウズ陣営に押されてシェアを低下させていたアップル社の「救世主」とな
った製品である。一方、e－oneも1999年7月の発売以降1カ月半で5万台を受注し、
一部で品切れになるほどの人気を集めた。ソーテック側は「青い半透明素材を
使っているのは事実だが、角張った独自のデザインを採用しておりiMacと混同
してe－oneを買う人はいない。」と主張したが、東京地裁は「二つの商品はデザ
イン、色彩、素材の選択だけでなく、細部の形状も類似しており消費者が混同
する恐れがある」としてe－oneの製造・販売などを禁止する決定を出したもので
ある。裁判所の決定は、両商品について
　　●全体に丸みを帯びたデザインで、白色と青色の2色の半透明プラスティ
21早田由美子稿「e－one事件」『日経産業新聞』深慮実践1999年10月20日。
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　　　ック素　　材が使われている
　　●キーボードとマウスも本体と同じツートンカラーで、ケーブルが銀色の
　　　芯線を透明な皮膜で包んでいる一など7っの点で類似性があると指摘
　　　し、アップル側が7日以内に1億円の供託金を積むことを条件に、e－one
　　　の製造・販売・展示・輸出などを禁じたものである。
　仮処分手統は、訴訟による判決を待っては損害が回復できないと認められる
場合に、申請者の担保を立てることを条件に販売等の禁止を求めるものである
が、仮とはいえ、製造や販売の差し止めが認められるため、相手方の営業へ与
える影響は大きい。
　（3）　仮処分手続きの有効性
　この仮処分決定は、二つの点が注目される決定であった。
　一つは、決定が出るまでに1ヵ月弱という異例のスピード審理であったことで
ある。従来、日本の裁判は長く、裁判による救済を求めても、長期間の審理を
終えて判決が出るころにはすでに技術が陳腐化し、製品のライフサイクルが衰
退期に入ってしまっている場合もあり、あまり効果がないと言われていた。し
かし、今回は短期間の審理で差し止めが認められたことが注目される。
　もう一つは、不正競争防止法の周知性の獲得による誤認混同により販売禁止
としたことである。
　e－oneはiMacに似ているが、しかし片方はマック用、片方はウィンドウズ用で
あり、基本となるOSが全く異なるのだから、パソコンを購入しようとする者が
この二機種を間違って買うことなどありえないという解釈もあろう。しかし、
この決定理由では、iMacの商品形態はきわめて独創性の高いもので、大ヒット
し大量に売れたことによってそれ自体が周知性を獲得したことを認めたのであ
る。そのうえで、両者の形は類似しており、①需要者が両者を誤認混同したり
②少なくともアップル社とソーテック社が何らかの資本・提携関係を有するの
ではないかと誤認混同したりする恐れがある、として誤認混同を広義に解釈し
ている。この事件は、最終的には和解による決着をみたが、このケース以外に
も近年、不正競争防止法による差し止めや損害賠償を認めた裁判が目にっく。
　仮処分手続きでは損害賠償請求は行えないが、相手方のビジネスの機先を制
するにはN’とりあえず早期に差し止めを得る必要があるし、相手方に警告をす
る意味でほこれだけで十分な場合もある。裁判所は仮処分では本訴に比べて緊
急性を要することから、その審理は審尋手続きが主体となる。そのため、結論
が出るまでの期間が短く22また、「証明」ではなく「疎明」で足り、証人尋問な
22ﾀ際、e－one事件のように新聞報道。『毎目新聞ニュース速報』1999年9月20日によると、債務者側が予測した
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ども行われない。
　なお、仮処分手続きでは、万一、本訴において仮処分の決定と反対の判決が
出た場合、保全命令の申立についての決定による禁止によって生じた相手方の
損害を賠償するために供託金を積む必要がある。供託金は、その仮処分で相手
が被る損害額を基準とし、差し止めの影響が大きいものはその金額も大きい。
本訴で勝てば供託金は返還されるが、逆転敗訴した場合は相手方への賠償金に
充当される。
　実際は、前出のアップル社における例のごとく仮処分の段階や、本訴に入っ
てから裁判所が当事者双方に和解を勧め最終解決となることも多く、訴訟によ
るビジネス面でのメリットを疑問視する向きもあるかと思われるが、法的措置
の実務面での戦略的な有効性は、直接的競争業者に法的に勝利して決着をつけ
ることだけではなく、当該裁判の提起あるいは継続によって、潜在する第二、
第三の追随的模倣者の防止に役立っという側面があることを認識することが必
要である。
結び
　従来、伝統的なマーケティング・マネジメントの典型的なテキストなどにお
いては、法的規制の関係では不当景品表示法や独占禁止法（米国文献では反ト
ラスト法など）、あるいは環境や資源の破壊や浪費、消費者に対する安全性の
阻害要因の規制など、企業にとって統制不可能な外部環境の一部としての関連
法規に触れた文献は見うけられるものの、見る限りにおいて、特許、商標など
の工業所有権に関連する記述はほとんど見当たらない。このことはベンチャ
ー・ rジネスに関する文献などでも同様である。
　知的財産の戦略的重要性については、事業・製品のアイデア、ネーミング等
などにおける技術面のみならず、様々なノーハウなど実務的には経営の根本に
関わる問題が非常に多いにもかかわらず、である。これは、そのようになった
理由や原因そのものがマーケティングの発展史、マーケティングの研究史に関
わる興味深い研究課題になりうると思われる。今後の研究課題としたい。
【参考】
特許の扱いにおける失敗の典型例
吉藤幸朔著・熊谷健一補訂『特許法概説・第11版』有斐閣，1997年，31頁。
1）外国技術であるからというだけで飛びつき、高い特許使用料を払ったところ、実は、
以上に早く、債務者が答弁書を提出後3日で仮処分が決定した。また、山梨の銘菓としてヒットした桔梗信玄
餅が類似品に対して製造販売の禁止を求めた仮処分事件（甲府地裁）のように、申請して即日の決定という例
が、すでに昭和40年代にあった。
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　　・その特許には無効理由があって、同業者も自由に使用できるものであった。
　　・そのまま実施すれば先願に係る他人の特許権を侵害するものであった。
　　・工業化試験を経ていない未完成技術であったため、その工業化に多大の労力と費
　　　用をかけたが結局ものにならないものであった等、いわゆる傷物や先物買いをし
　　　て失敗をした者。
皿）新しい技術の開発をねらって多額の研究資金を投じ、研究成果を特許出願したとこ
　　ろ、研究開始前すでに特許文献に記載されていたため拒絶された者。
皿）自己の発明だから、いつ出願しようが特許が得られるはずであるとして、発売又は
　　発表してから出願して拒絶された者。
IV）すぐれた発明をし、特許をとったものの、権利のとり方に甘さがあり、まわりを十
　　分に固めることを怠ったために、その間隙をねらわれて、せっかくの発明が同業者
　　によって模倣されてしまった者。
V）自己の権利が侵害されていながら、権利主張の仕方が稚拙であったため、当然受け
　　られるべき保護が認められなかった者。
VI）わが国での特許をとったが、外国に特許出願をしなかったため、その発明が外国で
　　盛んに使われているにもかかわらず、何らの権利主張もできず、いたずらに傍観し
　　なければならなかった者。
W）他に代替技術のある改良発明であるにもかかわらず、自己の発明を過大評価して大
　　発明であると過信し、自己の権利を他人に譲渡し又は実施させる交渉にあたって法
　　外な対価を要求するため交渉が成立せず、結局自己の発明の根を自らの手で枯らし
　　てしまった者。
皿）他人に実施を許諾することは、独占できる利益を犠牲にし、絶対に不利であるとし
　　て、自己の事業能力の有無を顧みず発明者自ら事業化を試み、結局これに失敗した
　　者。
IX）狭い範囲の権利でありながら、従来品もその権利の中にはいるような不当な拡張解
　　釈でもって、従来品の製造業者や販売業者に製造・販売を禁止せよと警告し、かえ
　　って相手方から営業上の信用を害する虚偽の事実を流布する者として損害賠償の請
　　求をされ、又は名誉段損、信用殿損の責任を問われるもの、またこのような不当な
　　警告によっていたずらに混乱におちいる業界。
X）他人の新製品で売行きの良いものは、それがたとえ広い権利に係るものであっても、
　　不当な縮小解釈でもって新製品を模倣し、結局、後日に至って権利侵害問題のため
　　大きな損害を被った者。
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皿　ベンチャー指向型企業戦略を推進する
　　　　　起業家の輩出と育成
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はじめに
　千本倖生教授は「（起業家輩出、育成のために検討されねばならないのは）
一一ﾂには、制度の問題であり、二つめには風土の問題がある。」として、制度面
が先行しがちなわが国の政府行政による、これまでの起業家育成策の見直しを
主張している1。それは、起業に魅力を感じることができるような税制への改革、
あるいは起業しようとする人々に対しての様々な支援策の充実など、既に、あ
る程度先行している制度面での充実に加えて、独創性を妨げず、自由で大胆な行
動を尊重するような風土づくりや、前例がないとか一度失敗したら容易に再起
できないというような精神風土からの脱却なくしては、多くの起業家の輩出は
おぼっかないという警鐘である。
　また、森下正氏は「ベンチャー型企業を多く輩出する産業風土の構築は，支
援策の充実だけでは不可能である。」2として、起業家輩出と産業風土との密接
な関係を述べた後、支援策に加えて教育・啓蒙活動の重要性に論及している。
　これまで、企業者史学3の分野においては、社会の文化や価値体系、伝統的習
慣などの文化・社会構造と、企業家ないし起業家の輩出との関係が様々な論者
によって研究されてきている。
　この分野における二つの流れは、シュムペーター、B．Fホゼリッツらの、既存
秩序や社会価値への抵抗こそがイノベーションの源泉となったという捉え方と、
一方、これとは逆に、コール、T。Cコクランらの、社会に支配的な文化的価値が
企業者活動に影響を与える、すなわちそれらが起業家の特性を規定する、とい
う捉え方に大別できる4。
　コール、コクランらの考え方は、第皿章で見た、心理学者や社会学者などの
行動諸科学的アプローチによる「形質アプローチ」に共通するもので、日本的
経営の特質の源流を、狩猟文化に対する農耕文化に求める考え方にも見られる
ように、開拓者精神に基づくチャレンジ精神旺盛な米国社会と、　「和」を尊ぶ
といわれるわが国の企業行動を見るとき一定の視点を与えてはくれる。しかし、
永い歴史の中で培われてきたその民族の文化・社会構造、国の単位で見れば国
民性ともいうべきものが企業活動の特性を規定するという考え方に固執しすぎ
ると、極論ではあるが、イノベーションの起こりにくい土壌を持つ民族、国民
からは「宿命的にイノベーションは起こり得ない」、また、「起業家は輩出さ
れない」という結論が導きだされてしまう恐れがある。
　しかし現実には、集団主義による和の精神を尊重するといわれる日本社会に
t千本倖生「大学はベンチャーを育成せよ」加藤寛他編『rHE　NExT』講談社，1998年，314頁～323頁。
2百瀬恵夫・森下正共著『ベンチャー企業の経営者像』中央経済社，1997年，202頁。
3「企業者史学とは、企業者と企業者的環境との相互作用関係を分析する学問」であり、「従来の経済史学と経
営史学の境界領域に位置する」瀬岡誠『企業者史学序説』実教出版株式会社，19．　91年。
4宮本又郎著『企業家たちの挑戦』日本の近代11，中央公論仕1999年，23頁。
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おいても、インスタント食品の日清食品、宅急便のヤマト運輸をはじめ「ベン
チャー指向型」企業5として既存秩序に挑戦し、事業・製品のイノベーションを
なしとげた企業は数多い。
　これらの企業は、スタート当初は異端者と見られがちな存在であったにもか
かわらず、その事業・製品のイノベーションがその後の日本社会全体の文化構
造、価値体系の変化の主要な原因の一つとなって一般化し、もはや異端ではな
く主流を占め、後になって出発点を省みるとき、それは特殊な異端ではなく「恒
常的変化の先端」であったと考えられる事例さえみられるのである。
　したがって、民族性、国民性、産業風土、経営風土などの社会・文化的要因
の企業活動に対する規定性は無視できないものであるとしても、実践的な課題
として起業家の育成を考えるにあたっては、風土の問題を、永久に変えること
のできない固定的な宿命としてとらえるのではなく、政府・行政をはじめ教育、
企業活動などの、多方面の活動の変化とともに、変わることもありうる、変化
させることが可能なものであると捉えていく必要がある。
　個々の企業が「元気」であるために、日本経済が再生を遂げてさらに発展す
るために起業家育成は「意識的にしなければならないこと」であるという前提
のもと、　「制度が風土を醸成し、風土が制度を受容する」という相互依存関係
を重要な視点として、起業家育成のための環境整備を、これまでの制度的現状
と問題点ならびにこれからの風土的課題と必要性として具体的に検討する。
1　起業家育成のための視点
　（1）　何を育成するか一起業家能力の重層構造への着目
　　　　　＝各レベルに応じたstimulateが肝要
2003年1月に発表された、株式会社三菱総合研究所による、「デスバレー現象
と産業再生」をテーマとした研究6のアンケート調査によると、
　　●　調査対象の8割近くの企業が「研究開発成果が必ずしも新たな製品にっ
　　　　ながっていない」と回答し、その約半数はこれを深刻な課題ととらえて
　　　　いる、
　　●　我が国の産業競争力を牽引する製造業において、キャッチ・アップ時
　　　　代のコストや品質の改善を目指したプロセス・イノベーションによる
　　　　競争から、付加価値の高い翻1」化を重視したプロダクト・イノベーシ
　　　　ョンによる競争へと移行する中、有望な技術がなかなか製品化に結び
　　　　っかないケースが多くみられる。
5拙稿「ベンチャー企業研究のための若干の整理」『商学研究論集』第10号，明治大学大学院，1999年。
6三菱総合研究所「デスバレー現象と産業再生」，政策創発研究シリーズ第1回成果発表，プレス・リリース資
料，2003年1月23日。
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●　米国では基礎研究と事業化の間で投入される資金が不足し技術が開花
　　しない現象を、技術が死する谷、すなわちデスバレー（valley　of　death）
　　と呼ぶが、日本では資金不足以外の理由により、高い技術力を産業競
　　争力に転換できない「日本型デスバレー」が存在していると指摘し、日
　　本型デスバレー化の三つの主な要因をあげている。
図表皿一1　日本型デスバレー化の現状
①研究開発成果（技術）の製品化状況
ロセグメント1
闘セグメント2
ロセグメント3
ロセグメント4
■セグメント5
???研究開発成果が確実に新たな製品につながっている（22％）
研究開発成果の中に製品化されていない技術が若干存在する（51％）
研究開発成果の中に製品化されていない技術がかなり存在する．（23％）
研究開発成果の中に製品化されていない技術が多く存在する（3％）
無回答（1％）
　　②製品化につながらないことへの評価
ロセグメント1
■セグメント2
ロセグメント3
ロセグメント4
ロセグメント5
ロセグメント6
???かなり深刻な課題とみている（19％）
やや深刻な課題とみている（30％）
若干課題とみている（38％）
あまり課題とみていない（12％）
特に課題とみていない（1％）
無回答（0）
　出典：三菱総合研究所「デスバレー現象と産業再生」政策創発研究シリーズ第1回成
果発表。
217
　　①日本型デスバレー化3つの要因
　　　●　需要表現
　　　・まだ世の中で提起されていない市場や事業を明確かっ具体的に表現す
　　　　ることが必要であると考える企業が大半を占めるが、実際に表現でき
　　　　ている企業は少ない。
　　　・技術が製品化につながらない理由として、3分の2以上の企業が「ビジョ
　　　　ンの描出や需要のコンセプト化の問題」をとりあげている。
　　　●　技術経営
　　　・自社の重要技術について指針とする独自の技術ロードマップを策定し
　　　　ている企業は半数に満たない。
　　　・研究開発案件を個々に評価する傾向が強く、研究開発投資としてリス
　　　　クと収益の両面からポートフォリオ管理する技術経営の必要性を認識
　　　　しつつも実践していない企業が多い。
　　　・総じてプロジェクト発想から脱却できず、経営としての意識変革が進
　　　　んでいない。
　　　●　知識連鎖
　　　・社内の研究・開発・生産部門の相互交流による知識創出は始まったば
　　　　かりである。
　　　・社外の異業種企業との連携の必要性を感じている企業は多いが、実践
　　　　する企業は少ない。として、これらの状況に対処していくための政策
　　　　提言を行っている。
　　②政策的インプリケーション
　「知識経済化が進む先進国では、高付加価値を生み出すイノベーションにお
ける競争が始まっており、競争力を発揮できる産業システムへの転換が、従来
の産業構造や産業組織を超えて進展しつつある。この転換を妨げる日本型デス
バレーを克服するためには、国においては研究開発の減税措置や関連する人材
育成等の施策が展開され、また企業においては研究開発を含めた事業再構築が
図られる中、上記の3要因に対する認識と実践を強化した取り組みが求められ
る。」7
　この調査結果とその分析で示された、　「資金不足以外の理由により」高い技
術力を産業競争力に転換できない、「日本型デスバレー」の存在する原因のひと
つにあげられている人材不足の問題を考えるため、第皿章で検討した起業家の
能力の問題をもう少し掘り下げてみたい。
7同上資料。
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　ここに興味深いデータがある。ドイツのIW経済研究所（ケルン）が発表し
た先進13力国の製造業700社余り対象の技術イノベーション調査8によると、日
本企業iの平均特許取得は年60件余り。38件の米国と17件のドイツを大きく上回
っているが、新製品の市場浸透度などを総合評価すると、1位米国、2位カナダ、
3位スイス、4位ドイツとなり、日本は5位に後退。日本企業は特許取得件数では
世界チャンピオンだが、新製品の導入数や市場獲得など実質的な成功度は5位と
なっている。
　この結果と、三菱総研の調査結果の双方をつき合せて見ると、日本企業にお
いても技術開発力ではけっして世界の技術先進国に劣ってはいないことを示し
ているのである。
　では、日本の技術者一般に不足しており、それがために「人材不足」と指摘
される能力はいったいどのようなものなのであろうか。筆者は、第m章で示し
たentrepreneurshipの重層構造で示した起業家の能力にあてはめれば、わが国
のビジネスマンに欠けているのは新しいものを創り出すための“創造力＝＝　4S
知”ではなく、それを現実のビジネスに適用しようとするチャレンジ精神＝革
新マインドであると考えるのである。
　そのように理解すると、わが国の現状において起業家に必要な能力に育成の
ための優先順位をつけるとすれば、創造力の源泉であるスキルや能力ではなく、
変革への希求心である“革新マインド（＝＝チャレンジ精神）”の醸成だという
ことになる。
　そのうえ、米国のように「（スタンフォード大学の）一番優秀な学生は中退
して自分でビジネスをはじめる。二番目に優秀な学生は卒業してからビジネス
を興す。平凡な学生は大企業に入る。」9というような土壌のないわが国におい
ては、米国との違いが何ゆえ生まれたのかを検討し、革新マインドの育成のた
　　　　kめの環境整備は、　「意識的に1行わなければならないことであるといえよう。
2　起桑家育成施策の制度的現状
　起業家の輩出の必要性と、育成・援助策はさまざまな分野において議論され、
現実的な対応も始まっている。しかし、それらの動きはいまだ端緒についたば
かりであり、必ずしも統一的な合意にもとついて確立されたものとはなってい
ない。そこで、この章においては、この問題に関する実業界からの要請と、政
府、行政の施策の現状を概観し、その問題点を探ってみたい。
（1）　中小企業政策の変化
8『共同通信ニュース速報』　（フランクフルト共同），1999年6月3日。
9日本経済新聞社編『ゼミナール・現代企業入門』日本経済新聞，1995年，422頁。
219
　一方、通産省や自治体における中小企業政策の転換に伴い、新規設立の企業
や起業家育成に向けて従来の施策や方針の変更が着実に進んできており、制度
面についてはかなり整備されつつあるといえる。
これは、第二次大戦後久しく続いてきた中小企業政策の変化，即ち、中小企業
を一律にいまだ大企業になっていない未熟な弱者と捉えた「弱者の保護、指導」
から、中小企業の持つ多様性とダイナミズムに着目し、機動性、柔軟性という
中小企業が本来もつ特徴の有利さを生かした元気な小規模企業の自発的な責任
ある経営行動に期待し、　「（日本経済が）新たな発展を遂げるには、積極的な
経営革新に取り組む中小企業や新規創業者の活発な活動が欠かせない。」1°とい
う認識に立ち、それを積極的に「応援」しようとする施策への転換に基づくも
のである。それらの政策等の変化として、1つには税制改革が挙げられる。
　起業しようとする人々はもちろんのこと、既に事業を開始している事業家に
とっても、税制は大きな関心事である。わが国に起業家が出現し難い原因の一
つとして、累進課税による高率の所得税や、3代の相続で無くなってしまうとい
われる個人所有の財産に対する相続税制度が、起業に対する金銭的なインセン
ティブの低さの原因であるとする論者は数多い。それゆえ、当該税制の見直し
や、起業者にとって金融面での障壁が低くなると思われる“エンゼル税制”な
ど、起業しようとする人々に対して促進的なインセンティブとなるような税制
の更なる充実が議論され、一部は既に実施されっつある。
　もう一つは、直接的な資金面、技術面、経営面での援助施策である。政府、
行政においては、新事業創出促進法、中小企業経営革新法などを策定し、起業
家育成に直接的な支援策を策定し、さらにこの延長線上で中小企業庁は、中小
企業基本法の見なおし11をも進めている。これらの近年における中小企業政策の
目的は、経営革新や新規創業のバックアップを大きな柱の一つとしており、中
小企業のもつ活力を公正な競争の中で伸び伸びと発揮させることにあるといえ
よう。
　（2）　教育改革
以上のような経済政策の方向転換と平行する形で政府が推進している政策と
して教育改革がある。それは、学校、家庭、地域の連携を強化しながら、知識
10「中小企業の動向に関する年次報告」1998年度中小企業白書。『共同通信ニュース速報』1999年4月20日。
ll通産省・中小企業庁は、中小企業の範囲を拡大する一方、これまでの業界ぐるみの支援から個々の企業の自
助努力やベンチャー一企業を支援する政策への転換を促す提言をまとめた。提言では、中小企業の範囲にっいて、
これまでの鉱工業で資本金一億円以下、小売業やサービス業で同一千万円以下となっている基準を、それぞれ
三億円以下、一億円以下に拡大。貸し渋りなどの支援策を幅広く受けられるようにするのが狙い。明確な定義
がなかった「創業者」を新たに法的に位置づけることも主張している。『共同通信ニュース速報』1999年5月14
日。
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偏重の風潮や知識詰め込み型の教育を改め、子供たちに「ゆとり」の中で「生
きる力」を育み、一人ひとりの子供の個性を生かし、豊かな人間性や創造性を
育むことを目指しているとされる。具体的には、完全学校週5日制の導入、学
習指導要領改訂による教育内容の厳選、中高一貫教育の選択的導入、大学入学
年齢の特例措置（飛び入学）の導入、情報教育の充実、学校の自主性・自律性
の確立、などの施策が検討、実施されている。こうした中で、2002年度（平成
14年度）の学習指導要領改訂では、授業時間の週2時間削減、教育内容の3割
削減が予定され、これは学校教育に時間的なゆとりをもたせるとともに、教育
内容を厳選して理解を深めさせることが目的であるとされている。
3　起業家育成のための風土的課題
　　：革新マインドの欠如一学校教育と経営風土（人事，労務慣行）
　（1）挑戦することよりも間違わないことを尊ぶ風土
　　　：起業家育成のための風土的課題と必要性一革新マインドの育成と学
校教育
　政府・行政の起業家育成、ベンチャー育成に向けた税制改革や、経済同友会が
提唱するストックオプション制度の見直しをはじめとする税制改革の見直しな
どの施策は、この革新マインドに対するインセンティブを与えることを目的と
していると考えられるが、その施策が有効性を持つためには、インセンティブ
を与えるだけでは十分ではない。そのような風土を生むものは何なのかを考え、
その阻害要因を除去することが必要であり先決問題である。
　（2）　革新マインド（：チャレンジ精神）欠如の原因
　経済同友会は前出の提言の中で「日本の社会風土や教育制度が、親や子供の
間での横並び意識を作り出し、“多様な個性”や“自由な発想”の発揮の芽を
摘み取っている。また、これまでの平均化・画一化・知識偏重型の教育と行き
過ぎた受験競争が相互に悪影響を及ぼし合い、子供の学習意欲や思考力の低下
を招いてきたことも否めない。
　これらが結果として創造性12の発揮を阻んでおり、子供が育つ環境・風土や教
育のあり方の両面からの改善努力が必要である。」13と、創造性豊かな人々を数
多く生み出すためには、これらの創造性発揮を阻む要因の除去が不可欠であり、
そのためには、小中、高校段階からの教育の改革が必要であることを指摘して
12ここでいう「創造性」は、筆者が使用する「創造力」より広い意味で使用されていると思われる。すなわち、
革新マインドと創造力を統合したところのアントレプレナーシップと同義である。以下、尾高教授、永井氏の
文中の「創造性」も同様である。
13社団法人経済同友会教育委員会，前掲，1999年4月の提言。
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いる。
　また、尾高邦雄教授は、日本の社会と米国における創造性の土壌による多少
の違いを国民性のちがい、すなわち社会環境の差に求めたノーベル賞受賞科学
者である江崎玲於奈博士の分析に加えて、日本企業、特に大企業一般14における
従業員の「自主創造の精神および能力」の欠如の原因として、これまでわが国
において一般的に行われてきた「画一一一一的な学校教育」と「大企業の人事労務慣
行」の二つを挙げている15。
　　①画一的な学校教育
　　　●英才教育の排除…英才教育を排し、すべての生徒に画一的、総花的
　　　　な訓練　を施して、平均的「優等生」を創りつづけてきた、教育の民
　　　　主化をたてまえとする第二次大戦後の学校教育
　　　●カリキュラムの固定性…義務教育課程における個性や創造力の発育
　　　　を助長するためのカリキュラムにおける柔軟性の欠如
　　②大企業の人事労務慣行
　　　●採用の慣行…人々の個性や専門的能力や自主的抱負によらず、人柄
　　　　や画一的な学歴によって評価する採用方法
　　　●採用後の教育訓練…会社が必要とする画一的な業務能力をつけ、人
　　　　の和を強調して「出るクイを打つ」処遇方式によって、円満で協調性
　　　　には富むが、個性や創造力に乏しい、平均的な有能なサラリーマンを
　　　　大量生産してきた社内教育の研磨機効果
などが日本企業の従業員が持つ創造性欠如の原因と指摘し、　「このような二つ
の要因の累積効果として生ずる従業員の自主創造の精神と能力の抑制という減
少は、一般従業員ばかりでなくぐ管理層の言動にまで及んでおり、このため、
しばしば指摘されるように、上司の命令にはあくまで従順であり、会社の経営
方針一般にたいしてはあくまで忠実だが、部下の指導、作業方法の改善、新製
品の開発などに関する新機軸（イノベーション）を打ち出す能力と意欲ではい
ちじるしく欠けている管理職が多数にっくられた」結果、日本のビジネスマン
ー般が’「研究開発、製品開発、販路開発、人材開発、新事業企画などにおいて
新機軸を打ち出す能力も意欲乏しくなっていくのは、むしろ当然である。」と
している。
　日本的経営の特徴であるとされる人事労務慣行、すなわち企業内組合、年功
序列、終身雇用は、その他のいくっかの日本独自といわれる要素（お神輿経営、
集団合議主義主義）とともに、わが国に特有の経営風土を形作ってきたという
14同教授は、日本的経営は大企業に顕著に見られる特性であり、中小企業一般に適用されるものではないと指
摘している。
15尾高邦雄・中公新書『同本的経営・その神話と現実』中央公論祉1994年，138頁～141頁。
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指摘は、これまでアベグレンはじめ多くの論者によってなされてきた16。
　しかし、　「『日本的経営』といっても、第一、明治・大正の頃にそんなもの
はなかったし、江戸時代の大店にもない。それは実に戦時中に始まったのであ
る。満州事変の、ことに昭和十四年（一部は十三年）の国家総動員法以降にで
きあがった。だからいってみれば日本的経営は『戦時体制』の継続なのである17。」
という指摘もあるように、たとえば、終身雇用制については、そのルーツをた
どってみても、江戸期の商家の雇用制度にその起源は見出せない。
　むしろ江戸期の商家に見られる雇用と昇進の制度は、手代にまで昇進するか、
暖簾わけされて独立するごく一握りの雇い人以外はいずれ暇を出されることに
なるという、いわば“エリー一一一ト”選抜の制度であるという見方も可能であって、
終身雇用の原型とはいえないであろう。
　また、ボトムアップによるいわゆる、お神輿経営や稟議制度、集団合議によ
る経営上の意思決定も、その源流を定着灌概農耕にもとめ、その原型は江戸時
代の運命共同体の中にあったとする立場においても、闘争主義的個人主義は南
北朝時代や戦国時代、明治維新直後の動乱期、先ごろの高度成長期にもみられ、
これら二つの世界観は、その時代の政治的、経済的な情勢によって交互に盛衰
を繰り返してきた、というとらえかたもある18。
　したがって、わが国企業一般における創造性欠如の原因の1つであるとされ
る終身雇用制度や年功序列の慣行も、それが根源的にわが国企業の経営風土と
して固定され、宿命的に「日本的」なものであると考えるのは現実的であると
はいえないであろう。
　また、永井道雄氏は、現在の学校教育が創造性の育成に適さないように形成
されたことは、翻訳文化を基礎とする「模倣文化に基づく教育」を選択せざる
を得なかった、明治期以後のわが国の発展過程における必然的な歴史的選択で
あったと指摘している19。
　このように見てくると、これまでのわが国における教育制度や人事労務慣行
などは、「資本は不足だが入は余っていて、市場はハングリー、技術や制度は
真似をすれば何とかなる段階2°」にある中進国が、さらに発展しようとする段階
1fi同上書，7頁。
17日下公人，PHP文庫『人事破壊』PHP研究所，1997年，40頁。
Is尾高邦雄前掲書，95頁。
19永井道雄著・中公新書『日本の大学・産業社会に果たす役割』中央公論祉1994年，66頁。同氏によれば、
明治期に始まる大学政策、教育政策の最高の原則は「列強に追いつき、できればこれを追い越すこと」であっ
て、「その主要な目標は外国文化の摂取にあり、その内容は実用の尊重であった。」ために、日本の教育・研究
は外国文化の「翻訳」に始まった「模倣文化」と見ることができる。「ところが、いま注意を要するのは、これ
は明治の初期にかぎられているのではなく、百年に近い年月をへた今日でも、日本の知的潮流の基本的傾向で
ある事実である。」として、日本の教育における創造性欠如の原因を指摘している。
20日下公人，前掲書，41頁。
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であればどこでも持ちうる性格であって、わが国においては明治期以降の欧米
列強への追随期、敗戦を契機とした復興の時代など、キャッチ・アップの時代
にこそ有効に機能した制度、慣行であったと見ることが妥当であろう。
　このように、キャッチ・アップの時代には有効に機能した画一一的な学校教育
と、社員教育をはじめとする人事・労務慣行は、革新マインドすなわちチャレ
ンジ精神の育成にとって促進要因とはならず、前述のように特許取得件数では
世界でトップの地位にありながら、その事業化については他の先進諸国に大き
く遅れをとる現状を生み、終身雇用制度は高度経済成長o行き詰まりと国際競
争の激化、高度情報社会の進展などにより既に実質的に崩壊したなかで、その
他の日本的経営慣行の見直しとあいまってその転換が緊急の課題としてクロー
ズアップされているのである。
　以上の指摘は、ビジネスのさまざまな局面において、組織的なマネジメント
努力の重要性を前提としながらも、実際のビジネスに携わる「ひと」の個人的
な資質、能力に着目し、その如何が組織体全体の能力を決定するという観点に
立ち、これまでのわが国の多くの企業、さらにはそこに就職を希望する人々の
entrepreneurship欠如の原因を、日本的経営というあいまいな概念からさらに
進めて、より具体的にわが国の企業に働く人々を育ててきた「学校教育」と、
「大企業の採用方法と企業内教育」に求めている点が注目に値する。
4　起業家育成の具体策と問題点
　（1）　実業界からの提言
　経済4団体のひとつである経済同友会は、バブル経済崩壊後における日本経済
の停滞状況を打開する対策の一環として、起業挑戦者が倍増し、ベンチャー企
業が躍動する産業社会を目指すために必要な政策面での方向転換をもとめて、
具体的な要請を1999年3月29日付けで提言21として発表している。内容を要約す
ると、
［起業挑戦者の倍増に向けて］
　（①ストックオプション制度の見直し②株式会社の資本金最低額の500万円
への引き下げ③役員賞与を損金算入できる制度の創設④倒産法制の見直
し）
［VBへの資金供給円滑化に向けて］
　（①エンゼル税制の見直し②VCのVB投資優遇税制の創設③店頭市場活性化
④M＆A活性化⑤キャッシュ・フローを重視する金融）
2且社団法人経済同友会提言「意欲あふれる起業挑戦者が倍増しベンチャー企業が躍動する産業社会を目指し
て」，1999年3月。
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［VBの成長を加速するために］
　（1）支援環境の充実（①支援機関のフレキシブルな報酬設定②教員の兼職
規定の一層の緩和③日本版SBIRの構築（2）既存企業や経営者に期待され
る役割（①企業経営におけるベンチャー・スピリットの醸成②アドバイザーと
してVB育成・支援を推進）
［成功を尊ぶ社会風土醸成に向けて］
　（①人材流動化を阻害しない環境整備②VBが群生する地域社会の創造③大
学・大学院をはじめとする起業家育成プログラムの層の充実と学生起業支援制
度の強化④初中等教育におけるチャレンジ精神養成・高揚）
などが必要であるとして、税制をはじめとする経済政策としての起業家育成環
境の整備を提言した。
さらに同年4月には、理科教育、技術教育を中心に、起業家育成環境としての
教育問題を含めた「風土」の問題まで幅広く触れた提言22を発表している。
　　（2）　アントレプレナー研究会報告
　以上のような教育の質的側面の改革を前提として、わが国のこれからの教育
制度と、そこにおける「起業家育成」に向けた学校教育は、具体的にどのよう
なものとすべきであろうか。
　平成9年5月に閣議決定された「経済構造の変革と創造のための行動計画」
および、文部省の「大学等におけるベンチャー・ビジネス関連の教育・研究の
充実等ベンチャー・ビジネスを担う人材の育成を推進する。」という方針に基
づき、通産省は「アントレプレナー研究会」を設置し、次のような基本的な認
識のもと、アントレプレナーシップを有する人材輩出の在り方を検討し、その
概要をとりまとめた23。要約すると、
●アントレプレナーシップを有する人材」とは、新しい挑戦的な目標に
　対して、リスクを恐れず、積極果敢にチヤレンジするアイデアや実行
　力を有する人材のことである。
●アントレプレナーシップは、単にベンチャー企業の経営者等に限定さ
　れるべき資質ではなく、既存の大企業等における「企業内起業家（イ
　ントラプレナー）」を含め、あらゆる業種や職種に共通して必要とさ
　れる資質である。
●アントレプレナーシップは、人々の意識・価値観や行動様式に深く関
22同上書，提言。
23ﾊ商産業省新規産業課・アントレプレナー教育研究会報告書『企業化精神を有する人材輩出に向けて』，1998
年。
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わるものであり、これを十分に醸成するためには、初等・中等教育段
階を含めた学校教育段階からの適切な対応が必要である。併せて、税
制改革、規制緩和、人材移動の円滑化等の幅広い環境整備を行うこと
も重要である。
　以上のような基本的認識に基づき、この研究会においては、わが国の大学を
取り巻く環境変化を前提に、国立、私立大学にすでに設置されつつある起業家
育成に関連する講座、講義科目の調査をおこない、米国の大学等におけるそれ
と比較し、この分野におけるわが国の研究教育体制の後進性を指摘し、あわせ
て、わが国においては「未だ揺藍期にあると評価される」初等・中等教育段階に
おける「アントレプレナー教育」の指針を、米国の「ジュニア・アチーブメント・
プログラム」、英国の「起業家教育プログラム」、ベルギー、オランダ、ドイ
ツ、フランス、スウェーデンなどの欧州各国で既に実施されている若年者対象
の事業アイデアコンクールである「ヤング・エンタープライズ」などに求め、提
言としてまとめた。
　「企業家精神を有する人材」の育成・輩出に向けた提言（要旨）
1　大学等の高等教育の課題
①学部・大学等の自己改革…理工系・文科系の区分や学部・大学等の既存組織の垣
　　根を超えた新たな取組みの実践。
②大学教員間の競争による意識改革…任期制の活用による教員の流動性の向上等、
　　　教員間の競争的環境整備の必要。
③幅広い学生を対象とした動機付け…リスク回避志向が依然強い我が国の学生に
　　　対し、「起業」やベンチャー企業への就職に対する十分な動機付け。
④専門的・実践的な起業家養成教育の充実…「起業」に対して一定の目的意識を有
　　　する学生に対しては、大学院等において、起業スキルやマネジメント能力の向上
　　　に重点を置いた、より専門的かつ実践的な教育の機会を提供していく必要性。
2　初等・中等教育の課題
①チャレンジ精神を喚起するための多様な学習機会の提供…初等・中等教育におい
　　　て指摘されている、画一性、受験至上主義、知識詰め込み等の問題点の是正、チ
　　　ャレンジ精神、創造性、自己貴任、問題解決力等の資質が育つような学習機会の
　　　拡充。
　②教員等の根本的な意識改革…教員が率先して、経済社会での実体験を積み、根
　　　本的な意識改革を行うことの必要と、産業界の人材等の教員への登用
　以上のことなどを指摘し、さらに同研究会においては、起業家育成のための
具体的施策として、教育レベルによって二つに分け、次頁の図表のような枠組
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による施策を提案している。
　（3）　実業界提書の問題点
　まず、経済同友会の提言について見てみると、経済団体が産業界への内部向
けとしてではなく、広く社会一般に向けて発信した提案であるために無理から
ぬことではあるが、経済施策、ことに税制に関する問題については詳しく具体
的な提言がなされているのにもかかわらず、従業員の採用とその後の雇用を通
じて学校教育に多大な影響を与え、人々の価値観や職業観の確立に深くかかわ
ったと思われる企業内部の問題、すなわち一般的に日本的経営とされている人
事・労務慣行、経営諸制度の問題に触れていないという欠点が見出せる。換言す
れば、直接的か間接的であるかは別として、学校教育の現状における問題点の
多くは、企業側の姿勢にもその原因があるのではないか、という視点を欠いて
いるということである。
　さらに、政府・行政、実業界の要請のいずれにも共通することとして、起業家
育成・支援という視点に立った場合、個々の施策が、起業家の輩出に向けたイン
センティブとして環境醸成を目的としたものと、直接的に起業家としての能力
の養成を目的としたものが混在していて優先順位が示されていないという問題
がある。
　　　　　図表VHI　－2　起業家育成のための各教育レベルの具体的施策
《高等教育における具体的施策》
経済界 大学・大学院
　経済団体・ベンチャー企業
O　　「起業家育成講座」等の開設
0　インターンシップ受入れ
○　教材提供、講師派遣
単位互換制度に関わる環境整備
インターンシップの推進
「起業家育成講座」等への支援
データベースの整備
文理交流授業等
「起業家育成講座」等の開設
単位互換制度等の活用
国際共同研究の推進
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《初等中等教育における具体的施策》
　　　小中高校 経済界
○起業家精神を酒養するた
ﾟの教育プログラムの選択
○「ジュニア・アントレプレナー・スクール」の開設
O　講師の派遣、教育研修の受入れ
教員の企業研修
教育委員会
幽　　　戦
@　支援
支援
連携
　　　　　　　　　　　　　　　　産業界と連携の下
ｭ府　　　　　　　　　　　　◎教材の開発
@　　　　　　　　　　　　　　　　◎データベースの整備
　（4）　研究会報告の問題点一教育手法の単純なトレース
　同研究会によるこの提言は、初等教育から高等教育に至るまでの幅広い分野
について、全体的な枠組のみならず具体的なカリキュラムにまで踏み込んだ素
案を呈示している点で評価できるものとなっている。しかし、あえてその問題
点を挙げるとすれば、この提言によって示された起業家育成教育の将来像は、
1980年代に米国において生起した経済的な困難状況と18才人口の減少という、
現在のわが国における状況のさきがけとも言うべきものに向けた教育制度の変
更などの、米国政府の対応を成功事例として、そのままトレースしようとして
いることにある。
　しかし、現状における課題を、将来に向けての対策に結びつける際、欧米の
起業家育成教育の「手法」のみを表層的に取り入れようとすることは、起業家
育成にとって賢明な方法ではない。米国などの起業家育成教育の手法は、すで
にチャレンジすることを賞賛し、失敗を一っの勲章として認めるような社会に
おいて有効なのであって、次の図のように将来設計に対する意識に大きな開き
がある日本の学生向けに、そのまま移入しても実効があがらないであろう。
　現在の、日本の教育制度の持つ歴史的な意味、および日本の産業風土、経営
風土の特殊性との関係を深く考慮したうえで、わが国の将来像を見つめ、教育
界、産業界などを含めた議論をなお一層深める必要がある。大学を頂点とした
わが国の学校教育制度の改革は、企業側の採用試験をはじめとする人事、労務
慣行が大学教育に与えている問題点の改善と、産業界における企業内教育との
関係を勘案しながら進めなければならないのである。
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図表田一3　日本と米国における起業家育成教育の比較
　　　ひたすら入試勉強 ひたすら遊ぶ 現実に目覚めて将来設計に悩む
2　F　　，桝’　　　　隆PA　　　　幽，，　で　’　・ ρ 」　「　　，
　一　　一　　■　　一　　一
C　　　　P　　　　七　　　　　　　ゐ
14　　15
?w生
16 　17
mZ生
18 19 20　　21
蜉w生
22 23 24
　（遊ぶ）　　　（目指す方針が固まる）
　　（将来設計に悩む）
灘　　　　中退
自分の人生や社会
について考える期
　　　　　　　　　　　（より専門性を求める）
（目的意識を持ち勉強、起業）
　　　復学
出典：日経BP社『日経ビジネス』誌，特集「翔け日本人、起業家精神が日本を動かす」
　　　　1999年7月26日号，39頁の図表を参考にして作成。
5　学校教育の改革の必要性一チャレンジ精神育成のために求められる教育
の質的転換
　日本のこれまでの経済発展の根幹をなすもののひとつとして、寺子屋教育に
始まる幅広い社会階層に対しての教育成果による文盲不在と、明治期以来の義
務教育制度を基礎とする学校教育の充実にあることは疑いをはさむ余地はない。
　しかしながら、前述のように、これまでの学校教育、企業内教育に
entrepreneurshipことにチャレンジ精神＝革新マインドを育むことを阻害して
きた要因があるとすれば、教育制度の再検討は避けて通ることはできない問題
である。
　それは、国内という限定された市場のなかで安定をもとめてきた段階から、
世界的な市場における戦いに否応無しにさらされる競争の時代に対処すること
を可能にするために、「日本が再び活力を取り戻すには、誰もが起業家精神を
持たなければならない」24という共通認識に基づいた、革新マインド醸成のため
の“平等教育から個性化教育”へ、それに加えて独創性を養うための”模倣教
24日経BP社『日経ビジネス』誌，特集「翔け日本人、起業家精神が日本を動かす」1999年7fi　26日号，38頁。
229
育から創造教育”への移行という時代の要請である。
　手本とするものがあるということは、多くの場合既に正解が確定していると
いうことであり、そこにおける最大の課題は効率である。正解に効率良く到達
するためには、“学ぶことは真似ぶことなり”が早道であり、そのような考え
に沿ったこれまでの日本の教育政策は、明治期以降わが国の工業化と経済成長
に一定の役割を果たしてきた。
　しかし、　「真似ぶ」ことに慣れ、それが常態化した期間が長くつづくことに
よって革新マインドの芽はのびのびと育つことはなかった。革新マインド＝チ
ャレンジ精神は正解の無いことへの挑戦だからである。
　ダニエルの言う「まず模倣し、他日、機あらば創造ぜよ」25という教えの「機」
は、将来に向かって誰にも正解が見えない今、すでに熟しているといわなけれ
ばならない。
　キャッチ・アップの時代においては、管理しやすいという意味において良質
で均質な人材が必要とされたことから、知識を効率的に与え、管理運営や評価
判定も容易な、知識偏重の真似ぶことを主体とする教育が行われてきた。しか
し、産業界の現状は、もはや先進諸国の技術を取入れ、模倣することによって
のみでは発展は望めない段階に至っている。
　これから必要とされるのは、“これまでにないものを創り出すこと”のでき
る能力（創造力）とそれを実現しようと試みる意欲（革新マインド）のある人
材であるといえよう。
　したがって、こうした人材を育成するためには、これまでの学校教育をチャ
レンジ精神の醸成に適したものにするための改革が必要となるのである。
6　これからの起業家育成環境に求められるもの一チャレンジ精神を鼓舞す
る学校教育風土の制度整備
　起業家育成のためには、制度面だけでなく風土面での環境整備も重要であり、
とりわけその風土を醸成する学校教育を改革する必要があることは先に述べた。
しかし、アントレプレナー研究会報告に見られるように、日本の風土的背景を
考慮に入れない制度のみの導入が提案される現状は憂慮すべきものである。
　先に見た政府の学習指導要領の改訂などによる教育改革も、その本来の目的
を実現し、成果をあげるには、制度改革による学習指導方法の工夫や改善に合
わせて、従来の学校教育に欠けていた、多様な「個性」の尊重と、失敗しても
再挑戦が可能な環境づくりによって革新マインドを醸成し、単一の回答を出す
ことのみを目的としない「自由な発想とプロセスの尊重」によって創造力を酒
養する必要がある。そのためには、教育制度の改革は次のような教育の”制度
25永井道雄前掲書，75頁。
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と風土”の両面からの転換を伴う形で進めなければならないであろう。
　未来を切り開いていかなくてはならない起業家にとって重要なのは、経験の
有無（それまでの知識の積み重ね）ではなく、仮説を立てて実験する精神（＝チ
ャレンジ精神）である。真似ぶべき手本がなく、誰にも正解が見えていない段
階で、これまでにない発想によって新しいことを生み出して成功させるために
は、大多数の人々が「よい」と認める少数の試みではなく、奇抜とさえいわれ
るものであっても、あるいは失敗する確率が高いと思われるものであってもチ
ャレンジし、より多くの試みを生み出す必要がある。
　しかし、皆が同じであることを求め、多様な価値観を認めず、自由闊達にモ
ノを言えない教育によっては、集団から逸脱してイノベーション行動を起こす
ような人々は育ち難い。
　また、創造力を発揮するためには江戸期から連綿と続いてきた模倣文化、翻
訳文化から脱して、自分の頭で考えることのできる人々の育成が欠かせないの
である。
　革新マインドをはぐくむ教育に最も必要とされるのは、個性の尊重である。
　ひとはそれぞれその人だけに備わった特有の性格・特性を持っている。この、
固有の性格間の異質性を認めそれを大切にすること、すなわち「違い」を認め
ることこそ個性の尊重である。
　しかし、これまでのわが国における学校教育、特に戦後の学校教育制度のも
とでは、これらが「お題目」として言われることはあっても積極的な育成努力
がなされてきたとはいいがたい。
そこで、チャレンジ精神育成のための教育の質的転換として次のことが求めら
れる。
　（1）　成績評価基準の多様化
　第一に、入学試験において長年行われてきたように、成績評価、人物評価が
学業成績という単一の評価基準でなされてきたことへの反省である。そのうえ、
これまでの学業成績は、暗記力を中心とした能力であって本来の学力とは言い
難い。また、評価方法も、数教科の合計点での評価のため、仮にある一つの分
野で突出した学力をもっ学生、生徒であったとしても、総合点が低ければ結果
は不合格となり、ならして”そこそこ”の成績をあげて合計点が上回る者の方
が有利であるということもある。このような方法による評価方式では天才とま
ではいわないまでも、せっかくの才能を持っ人材の能力を伸ばすことは不可能
である。
（2）　結果平等意識の排除のための競争原理の導入
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　次に、戦後の教育の民主化をはきちがえた平等意識による弊害の除去である。
小学校の運動会で、徒競走をはじめとする個人競技には一切順位をつけないと
か、学校間格差の解消をうたった「小学区制、学校群制度」、　「偏差値」その
ものの悪者扱い26などがその代表例である。
　ひとにはそれぞれ得意、不得手があり、強みもあれば弱みもある。背丈が違
えば顔かたちも異なることは自然の理である。したがって、運動能力をはじめ
とするそれぞれの能力に個人差があるのは当然であって、その「違い」はあっ
てしかるべきものとして認めたうえで尊重されるべきであり、それを顕わにす
ることを差別だとするのは、機会均等と結果平等の混同にほかならない。たし
かに、暗記学力という単一の評価基準によってのみ競争することが無益である
ことは確かであるが、だからといって、個人能力の研鎖の場に競争原理が不要
ということにはならない。競争原理を認めない社会、教育からチャレンジ精神、
革新マインドは生まれないのである。
　（3）　労働移動の流動化を前提とした職業観教育
　終身雇用への期待に基づく「就社」から、どのような仕事、職業に就きたい
のか、を考えての職業選択を可能にする教育への移行が必要である。寄らば大
樹の陰的な大企業、有名企業指向が必ずしも生涯の安定に繋がらないことは昨
今の現実が証明している。27
　しかし、就職活動をする大学生の就職意識は、かつてほどではないにしろ依
然として大企業指向が強いのが現実であり、ことに実社会との接点となる大学
における常日頃の教育と職業指導、就職指導が重要な役割を持つと思われるが、
いまだ大企業への就職率を大学の宣伝文句にする傾向があるのが現状である。
大学における就職指導は、　「就社」の時点をゴールとするのではなく、確固た
る職業観を持ち、一生を通じた人生設計において主体的に自らの職業を選択で
きる学生の育成に努めなければならない。
　（4）　エリートの復活およびゼネラル・スペシャリストの養成
終身雇用制の事実上の崩壊とバブル経済崩壊後の不況による就職難によって、
リストラ対象としてゼネラリストの不利とスペシャリストの相対的な有利性が
26拙著『親と子の受験「共育」』教育出版，1997年。
271999年度の経済白書はこのような現実を直視し、労働異動の増加や長期雇用の減少傾向を否定せず、日本社
会ではタブー視されてきた雇用調整、労働異動を前提として、次の働き口をみつけられることが個々の働き手
の不安感を除去する上で重要として、自由で流動的な労働市場の育成に向けて発想の転換をせまっている。労
働異動の増加と労働市場の確立により、‡起業に一度失敗したひとでも再度のチャレンジが容易になる‡女性
や高齢者の労働力を活用できる。‡企業と従業員の関係が対等に近づき、家庭生活や地域活動が充実する。な
どのメリットをあげている。
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取り上げられ、大学生の多くはダブルスクールと称して就職予備校として専門
学校に通うことが常態化している。大学の大衆化によって大学卒業資格が社会
的なエリートへの入場券ではなくなってから既に久しいが、昨今の不況による
就職難への危機感がこの傾向を助長しているのであろう。
　しかしここにきて、単なる専門能力を持つスペシャリストではなく、戦後の
日本において失われた「エリート」の復活を求める声が強くなってきた28。それ
は、結果平等意識の排除にも通じることであるが、ビジネスエリートとしての
ゼネラル・スペシャリストへの期待である。
結び
　キャッチ・アップの時代は終焉し、規模の大小や業種業態に関わらず、いず
れの企業においても当該企業においてのみ通用するような、換言すればそれま
で永年勤務してきた企業でなければ実力が発揮できず、その経験が他企業では
通用しないようなゼネラリストは存在意義を失いつつある。
　しかし、だからといってこれからの日本の産業界において、専門職としての
スペシャリストのみが必要であるわけではない。むしろ革新マインドに裏付け
られた幅広い専門知識と技能を持ち、社会の変化をみつめるなかで何事にも果
敢に挑戦し、自己責任によって的確な判断を下すことのできる「ゼネラル・ス
ペシャリスト」と呼べるような人材こそ、ニュー・ビジネスを興す起業家とし
て、あるいは既存企業においても将来を託し、企業活性化のリーダーとして期
待することのできる幹部社員として求められる人的資源であり、「新しい経済
の時代」におけるビジネスエリ・一一一Lトであるといえよう。
28中西輝政他「エリート教育が、頭脳破壊、日本を救う」月刊誌『SAPIO』，小学館，1999年7月14日。
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ベンチャー指向度の診断と診断士の新たな役割
蜘
はじめに
　閉塞状況にある現在の日本経済再生にとって、全企業数の98％を占める中小
企業のさらなる振興と、新規設立企業の創出と育成が不可欠であることが指摘
されてからすでに久しい。すでに政府・行政においてはその目的に向けて、い
わゆるベンチャー企業の育成、創業支援のための税制改革や中小企業規定の範
囲拡大、団体、組織への援助から個別企業をも対象にするなどの改革により、
中小企業支援政策の改革が進められている。
　これら一連の中小企業政策は、基本的方向を中小企業全体の底上げ、大企業
との「格差の是正」のための「指導」から、意欲ある中小企業者の自助努力の
「支援」へのシフトであり、中小企業診断士の役割も見なおしの必要が指摘さ
れるに至った。
　この中小企業診断士に期待される役割の変更は、診断士制度の見なおしや診
断士の診断技能向上の問題にとどまらず、それらの変化に対応可能な診断基準
の確立や、新たな評価指標の開発をも要請するものではないかと思われる。
本章では、これまでの各章における考察を踏まえ、情報革命といわれるほど
の急激な変貌を遂げつつある現下の社会、経済状況における企業環境の変化を
考慮し、それらの変化に対応して「元気な中小企業」を育てるための「種子」
を見つけるための診断業務はいかにあるべきかを検討する中で、「ベンチャー一一一
指向度」に基づく診断基準、指標を検討し、あわせて診断士がはたすべき新た
な役割について考察するものである。
1　パラダイムの転換と中小企業診断士に求められるものの変化
　（1）　診断士の役割変化の要請
　これまでの中小企業診断士制度の根底に流れる思想は、中小企業は弱者であ
り近代化の遅れた存在であって科学的経営手法の導入の指導をする必要がある
という考え方に基づくものであった。しかし、政府の中小企業政策は大きく転
換し、診断士業務をこれまでの合理化、近代化の指導から、より高度な業務内
容に変化させ、それに伴う診断士能力のレベルアップを要請するものとなって
いる。
　既に公的診断が義務づけられている補助制度事業は減少し、個人経営による
診断士の収入の道は狭められ、融資先・取引企業の指導、相談を中心に活動し
てきた金融機関などの企業内診断士もベンチャー企業のような新たな対象の分
析を迫られる新たな局面に至っている。
　併せて、これまで診断士に対して向けられてきた不満や批判、すなわち、教
科書的な知識によるバランス感覚ではベンチャー・ビジネスの診断のような応
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用問題に対応できない1、財務分析が中心の診断については税理士でも可能であ
り、いわゆる近代化事業、集団化事業は時代遅れであって補助金、低利融資手
続きのための診断はもはや活力ある中小企業の支援とはいえなくなっていると
いう指摘や、また、商店街振興などの問題は経営理論や経営技術の問題ではな
く、リーダーシップの問題であることを受診対象の商店主も分かっているとい
うような課題への対応が必要となっているのである。
　財務診断及び従来の部門診断の理論的、実務的重要性はこれからも変わるこ
とはないであろう。従来の部門診断によって既往の業績、すなわち診断時点ま
での企業の健康状態の把握は可能であり、もし、何らかの疾病に罹っていたと
したならば、その病名を指摘し、対症療法としての治療法を示すことが必要で
ある。しかし、検査によって疾病が発見されなかったとしても、現在「病気で
はない」ことが「元気である」こと、および将来にわたっても「健康である」
ことを意味するものではない。
　また、部門別に偏った診断によっては、身体全体を将来に向かってより健康
的に維持していくための処方箋ないしはトレーニング・プログラムを示すこと
までは望めない。つまり、それのみによっては惰報革命と呼ばれるほどの急激
な変化による価値観の転換後に来る将来に向けた提案を行うことは困難であろ
う、という問題が依然として存在するのである。
　これから受益者負担で診断を仰ぐ企業があるとすれば、経営者をはじめ企業
内部に在っては持つことのできない、より広い視野における総合的かつ公正、
冷静な第3者の目、消費者の視点によるアドバイスが求められている。
　したがって、診断士がコンサルタント（顧問役）、カウンセラー（相談役）、
アドバイザー（助言役）、＝一ディネーター（調整役）、インストラクター（講i
師役）という多様な役割をこなす能力を持ち、依頼者ないしは企業とのコミュ
ニケーション過程を通じてその悩みを共有し、問題解決に向け依頼者と一体と
なって考える姿勢こそが不可欠となるのである。
　そのために診断士は、経験を積み、診断技術を、なおいっそう研鎖すること
は勿論のこと、依頼者（社）に信頼される「人格」を陶冶することが求められ
る。それは、患者に対する医師の場合と同様であろう。そのような理解に立っ
たとき、中小企業診断士は「国家資格」保持者としての優位性に加え、本来的
な意味での実力が問われることとなる。
　市場原理に則った競争原理のなかで、大手コンサルティング会社や独立コン
サルタント、ひいては診断士同士での競合の中で、依頼者（社）に選択される
ためにはどうあらねばならないか、ということが現実的に重要になるとき、診
1大友純「経営環境の変容と経営診断基準の再検討」『日本経営診断学会年報』，1998年，15頁。本書でも同様
な指摘がなされている。
236
断士の担当する経営診断の目的、対象、方法なども改めて問い直されなければ
ならない。
　（2）パラダイムの転換
　中小企業診断士の担うべき役割の変更の要請は、近年の経営環境の急激な変
化による企業の経営実態の変貌が無縁ではない。
　たとえば、中小企業は未だ大企業になり得ない近代化が遅れた存在であり、
社会、経済的な弱者だという理解が現実の企業実態と大きなズレがなく、製造
業、小売業などの業態や、業種についても従来の単純な分類で済んでいた時代
は、
　　●　小規模零細企業＝＝生業＝効率の悪い非科学的経営
　　●　中小企業＝下請け＝弱者
　　●　大規模企業＝：強大な資本力による技術開発力＝＝圧倒的市場支配
というような類型化されたパターンにも、ある意味での妥当性はあった。しか
し、高度に成熟化した市場経済下にあるわが国において、消費者意識の多様化、
企業間競争の激化により、企業の実態はそのような類型化で括ることができる
ような単純なものではなくなっている。
　さらに近年の情報技術（IT）の飛躍的な発達、資源・エネルギー保護への関
心の高まり、グローバル・スタンダードに押し切られた形ではあるが、現実に
押し寄せつつある規制緩和の波は、企業経営を取り巻く環境の急速な変化とし
て、いやおうなしに新しい経営スタイルの確立を促している。日本においても、
第V章で述べた、ビョルン・ビエルケらが指摘する、「新しい経済の時代」に、
すでに突入しているのである。
　このような現在進行中の社会、経済的な変化は、　「情報技術」を核とした変
化が中心となって生起しているものだといえよう。コミュニケーション手段、
情報伝達の方法としてのデータ通信は、アナログによる通信の単線的成長と異
なり、1995年を境にインターネットの普及に伴って図示するような急速成長を
遂げている2。
　しかし、情報技術の急激な発展は、情報技術そのものを大きく変化させるこ
とにとどまるものではない。コンピュータの発達により、高度な計算業務が高
速化され、従来は困難であった遺伝子などの研究が進み、その結果としてバイ
オテクノロジーが飛躍的に発展している。また、情報インフラの発達、整備に
より、地方と都会の住民の情報へのアクセスの時間や量に格差がなくなり、そ
の反面、情報インフラの未整備な国や地域の情報格差は広がっているのである。
2富士通カンタムデバイス株式会枇社内資料を直接入手。
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　それらの変化が社会・経済に与える影響は様々なものが考えられるが、企業
経営に関して最もインパクトの強い変化は「小規模企業弱者説の呪縛からの解
放」であると考えられる。
図表PX－－1インターネットの衝撃
高速ネットワークの成長率
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出典：FUJITSU　QUMTUM　DEVICES　LIMITED，社内資料から引用。
一「規模から領域」へ、　「不変性から創造性」への転換一
　現在指摘されている変化について、まず強調されなければならないのは、情
報革命、IT革命と呼ばれるものの本質が、コンピュータなどの情報機器の単な
る道具としての使い勝手や便利さの進歩ではない、ということである3。人類が
他の霊長類と挟を別った火の使用、農業社会から工業化社会への転機となって
産業革命を誘発した蒸気機関の発明などと同様なインパクトを、我々の社会に
あたえるということを前提にしなければならない。そのインパクトはまさに、
従来のパラダイムのコペルニクス的転換を求めるものとなっている。
　これまでの工業化社会において、経済性の基準は効率にあった。テーラーの
科学的管理法に始まる「合理的な生産」の追求と、それを支える大量生産、大
量飯売の根底にある基本原理は、規模の経済性を前提としたコストの低減、す
なわち経済効率の追求であったといえよう。たしかに、市場経済が未熟な成長
段階においては、効率の追求は経済発展にとって有効な手段であり、市場の要
3日本経済新聞社編『やさしい経営学』日経ビジネス文庫20002年，135～141頁。本書によると、ITが生む経
済効果は大きく二つに分けて考えられるが、効率性の改善により競争力強化と、創造性の強化による新規需要
の創造である。第一一・一の効率化の推進力は情報の非対称性の解消であり、第二の需要の創造の推進力は、情報伝
達・処理の能力向上を新しい需要創造につなげることである。
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求にも合致したものであった。しかし、いまや「小さいことは素晴らしい」と
いうパラダイムへの転換によって、「規模／コスト＝効率」追求だけでは企業の
存続と発展は望み得ないのである。
　一つには経済的側面において、インターネットなどの情報通信技術の発展と
ネットワーク化によって、「規模／コスト＝効率」が有効な競争手段として機能
しなくなってきていることは昨今の現実が示しているとおりである4。
　もう一つは、経済効率の視点に偏重した考え方へのアンチテーゼとして、環
境、資源・エネルギー問題、企業の人間性、社会性などの社会的側面がクロー
ズアップされ、効率一辺倒の追求が社会的要請と合致しなくなってきているこ
とがあげられる。
　これらの変化を端的に表現するとすれば、価値基準の「規模から領域へ、不
変性から創造性」への転換であり、次のような特徴を持つものと思われるので
ある。
　　①戦略概念の転換
　これまでのコスト概念における効率が基礎を置く「時間」概念は、あくまで
も「期間」の問題を扱ったものであり、市場との直接的な関係は考慮されては
こなかった。ところが、デジタル・ナーバス・システム5を背景とした情報化社
会においては、時間の意味するものが変化している。
　情報化が高度に進んだ社会下の経営においては、コストとの関連だけで時間
を考えるのではなく、市場すなわち顧客および競争への迅速な対応が強調され
る戦略性重視の考え方が必要となり、スピードおよびタイミングが重視され、
その結果アジリティー；agility（俊敏性、敏速性）そのものが価値を持つものと
なる。たとえコストが高くても戦略的に必要とあればそちらを選択するという
「時間」についての考え方であり、従来のコスト・効率から戦略性・アジリテ
ィー（敏速性）を基盤とする戦略概念の転換が求められているのである。
　アジル経営6とは、まさに今日のような急激に変化する経営環境のなかで、組
4百瀬恵夫『中小企業論新講』白桃書房，2000年，第12章及び『インターネット時代の中小企業』，229～230
頁によると、ネットワーク化、マルチメディア化の影響を受けて企業の情報システムは、クライアント・サー
バー型による情報収集・伝達・共有などの非定型処理を中心とする情報系業務へ拡大しっつある。その中」960
年代半ばから唱えられた「経営情報システム（MIS：Management　Information　Systems）、1970年代の初めから
の「意思決定支援システム（DSS：Decision　Support　Systems）などは企業の内部を対象とした省力化、合理化
を目的とした取り組みであった。しかし、1980年代半ばからは「戦略的情報システム（SIS：Strategic　Informatioll
Systems）が指向されるようになり、これまでの企業組織の体質強化を意図したのと異なる、差別化による競争
優位を狙って企業の成功要因にかかわる経営戦略を実現するための情報システムが登場した。
5Bill　Gates，　Business　ethe　Speθd　of　Thought’Using　a〃なゴォ3／Nervous　Srstem，ゲイツビル著・大原進訳
『恩考スピードの経営』日本経済新聞社，1999年。
6　Steven　L．　Goldman，　Roger　N．　Nagel　＆　Kenneth　Preiss，　AGILEα別％フフ「TORS　ma　lfll　l7ZUAL　ORCrWIIATJONS
SI］Z4TffGIES」FVR蜥IZ㎜1）VE螂7と麗倣　A　Division　of　International　Thomson　Publishing工nc．，　1995・S・L・
ゴールドマン＝R，N．ネーゲル＝K．プライス・野中郁次郎監訳『アジルコンペティション』日本経済新聞社，1996
年。
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織全体を従来の枠組みにとらわれることなく、俊敏で機動性のあるダイナミッ
クな体制で動かそうとする経営方式を指すものである。アジル経営が今日重要
視されるのは、価値観の多様化が進んだ結果、市場が断片化し、製品ライフサ
イクルが短縮化しつつあるなかで、従来型のマス・マーケットをターゲットと
する長期戦略の有効性が減少してきたことが背景となっている。
　さらに、情報技術や情報インフラの発達による企業間ネットワークの開発に
より、多様なネットワークによる企業間提携を通じて、市場の変化に臨機応変
な対応がスピーディーに行えるという環境も整いつつある。その反面、タイミ
ングを逸すれば競争に後れをとり、成長や利潤の機会を失ってしまうのである。
　したがって、規模／コスト＝＝効率の側面では不利だと思われてきた中小企業は、
経営者および組織が優れた情報収集能力と分析力、それに裏付けられた先見性
を持つことにより、大企業一般に対しても、アジリティーでは優位にたてる可
能性があり、アジル経営によって、規模の呪縛から解き放たれる可能性が高く
なることとなるのである。
　　②重要な戦略資源の変化
　コスト低減のための効率を中心に置いた大規模企業の優位性は、生産設備に
多額の投資を必要とする一部の装置産業や、莫大な基礎研究開発費を必要とす
る産業分野においては、今後も依然として一定の範囲において妥当性を持つで
あろう。しかし、大多数の産業分野においては、技術、知識の点において規模
による優劣はなくなってきている7。近年のいわゆるベンチャー・ビジネス、社
内ベンチャー活動の創造性への期待の高まりはその象徴であろう。
　効率を追求し、市場シェアの拡大を目指してきた大規模企業が、その規模が
大きくなったが故に「大男、総身に知恵が回りかね」となり、前に述べた「ア
ナリシス・パラリシス＝分析麻痺症候群」や、いわゆる「大企業病＝管理過剰
症候群」に罹っていると思われる大規模企業は数多いのである。それらの企業
は、経営課題における最大のテーマの一つとして、組織の中に埋もれている情
報や知識、知恵を改めて整理し、それらを如何にして組織全体の力として意思
決定や行動に向けて活用するかという、ナレッジ・マネジメントに重点を置か
ざるを得ない現実がある。新しい経済の時代において重要資源とみなされるも
のが、資本、労働から技術、知識へと変化しているのである。
　現在の日本が、序章においてすでに触れておいた、P・F・ドラッカーが知識
社会（㎞owledge　society）と規定した社会であるとすれば、情報技術や惰報イ
7百瀬恵夫『新事業創造論』東洋経済新報社，2003年によると、今は規模の経済を越えて、範囲の経済が効果
的に実現できる時代である。企業間の多角的連携、さらには地域を単位とする中小企業、自治体・中小企業支
援団体、大学などの知的資産を結びつける産官学の協力関係の構築によって、新技術や新分野を開拓すること
が十分可能な時代である。
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ンフラの発達による企業間ネットワークの開発により、多様な企業間提携を通
じて、所有しないままに企業外の資源にアクセスすることも困難ではない。し
たがって、市場の変化に臨機応変な対応が可能となるため、これまでの各章で
既述のごとく、所有している目に見える形での内部資源の不足を、小規模企業
の不利の原因と考える必要はないのである。
　　③成長、存続概念の転換
　ゴーイング・コンサーンの意味するところも再検討する必要がある。イノベ
ーションが進展し、激しい競争が展開する産業社会において企業が生きる道は、
単線的な規模的成長を前提とするものばかりとは限らない。
　規模的な拡大は伴わずとも、イノベーションを繰り返すことによって市場の
変化、競争への対応を行うことによる存続も考えられるのである。むしろ、変
化の激しい高度情報化社会における生存のための適者は、太古の環境激変期と
同様、自らの巨体をもてあまし環境変化に適応が遅れたステゴザウルスやマン
モスではなくコックローチであるかもしれないのである。
　これからの企業経営、なかんずく中小企業経営およびその診断は、以上のよ
うな企業環境の変化を前提に、規模的成長を前提とした存続から、イノベーシ
ョンの繰り返しによる存続へという流れを見極めた上で再構築されなければな
らないであろう。
　（3）　全体観察重視の診断の再認識
　臨床医学における診断実務は、問診から始まることが一般的であり、その手
順は“soal）”と呼ばれている。
　すなわち、患者あるいは受診者と面接し、生活習慣を問い、顔色を見、自覚
する症状があればその訴えを聞く「問診」によってその全体を観察し、「視診、
触診、打診、聴診」によって主観的データ（Subjective　data）を採る。次に、対
象者の診断に必要と思われる検査項目のめぼしをつけ、　「血液検査」　「心電図
記録」「レントゲン撮影」「尿検査」などの各種検査を実施する（Objective　data）
の採取）、検査数値が出揃ったところで「考察、評価、判断」をする（Assessment）。
さらに、この検査結果で異状が発見されれば、疾病の特定とその原因の究明を
おこない、診断的、治療的、教育的計画を立て（plan）処方箋を出すこととなる8。
　医療診断実務におけるこの流れは、従来の「診断型（勧告型）」9といわれる
経営診断実務と相似的な関係にあるといえよう。改めてこの相似性を指摘する
のは、医療の診断実務における「主観的データ」を採るための「問診」と「視
診、触診、打診、聴診」の重要性を例示して、経営診断ないしはコンサルティ
s『日本医師会雑誌』第n9巻第8号，1998年，4～9頁。
9岸川善光「顧客関係性の観点からみた経営診断」『日本経営診断学会年報』，1998年，53頁の分類に従った。
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ング実務の「全体観察」の重要性を強調しようとするために他ならない。
　ここで「全体観察」という用語は、部門診断に対する基礎診断とほぼ同義で
使用するが、価値判断を前提としないことを意識し、また、医療診断分野にお
いて重視される全体観察に倣って、診断とせずにあえて観察としている。
　医療診断の分野においては、検査ツール、検査技術がますます発達し、それ
がより精密な検査を可能にして計量可能な形での厳密な診断に貢献しているこ
とはいうまでもない。しかし、そのなかにあって、問診をはじめとする伝統的
手法、すなわち全体観察の重要性が依然として低くはなっておらず、むしろ非
常に重視されている1°ことに注目するのである。
　　（4）　全体観察のための新たな基準
　これまでも経営診断の最初の仕事として、　「診断準備」の作業としての位置
付けによって依頼企業の全体像把握のための観察はおこなわれてきてはいるが、
果たしてそれは十分なものであったであろうか。医療診断における全体観察の
重要性を企業診断に当てはめて考えるとき、経営診断における全体観察もこれ
までの既成概念から離れ、単なる報告書作成の際におけるフェイスシートのた
めのデータ収集の作業ではなく、診断業務の根幹を成す業務であると捉えて、
新たな視点をもって始められなければならないのである。
　われわれは、先にみてきたような企業環境の大転換を前提にして、対象企業
の規模、業種・業態あるいは診断目的の如何にかかわらず、当該企業の実態を
より正確に把握するために、診断業務の最初の段階で、第ll章で詳述した、企
業全般の定性的分類基準、すなわち次の3点（ベンチャー指向度）を基準とし
て全体観察すべきだと考えるものである。
　・革新性一①経営者の革新性、②マネジメントの革新性、③業務の革新性
　・独立性一マーケティング活動の主体性による「支配」と「従属」あるい
　　　　　　　は「協調」関係の把握。
　・持続性一①成長指向の相異、②企業観の相異
　これらの基準はことさら新しいものとは言えないであろう。診断業務に際し
て、有能な診断士であれば当然のこととして暗黙の内に診断プロセスを通じて
これらを前提として診断、分析を行っているはずである。
　しかし、予備調査段階ないしは本調査における基礎診断においてこの視点を
明示的に持ち、財務診断および部門別診断に向けた仮説の基礎とする目的をも
って分析することが、これからの診断に求められるということを改めて強調し
たい。前にも述べたが、これまでなされてきた、形態的分類、機能別分類、業
種別分類、主力営業分野の業種による区分、規模を基準とした分類などで一般
le前掲論文『日本医師会雑誌』第ll9巻第S号，1998年，4～9頁。
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化することは現実に即した企業実体の把握には適さないと思われるからである。
したがって、このような従来型の分類法を意識しすぎた観察によっては、実際
の企業経営のためのマネジリアルな指標、あるいは行政施策のための実務的な
実施対象基準としても有効なものはとはならないということである。
　そこで、個別企業の多様性を前提として質的な側面を重視することにより、
マネジリアルな観点からの要請を視野に入れた、新たな企業観察基準が必要と
なるのである。
　以上の観察基準は、すでに述べたような小規模零細企業、大規模企業などの
分類にまつわる類型化されたパターンによる既成概念からの脱皮を目指し、診
断対象企業の質的な側面の観察を行う際の目安を示したものである。しかし、
この観察基準はあくまでも診断初期の作業として全ての企業に適用しようとす
るものであり、一定期間の経営実績を持ち、独自の企業文化を有する企業につ
いては、保有する経営資源の量と質、組織の柔軟性などについて、さらに深く
観察する必要があることはいうまでもない。
　これらの区分は、この後の部門別診断の際、判断の基礎を提供する。すなわ
ち、当該企業の病理学的仮説を立てる際、企業あるいは経営者自身の志向性そ
のものに問題があるのか、あるいは志向性に妥当性はあっても、その実施方法、
手段に問題があるのかによって、部門別診断の際に焦点の置き方を変えなけれ
ばならないことや、さらには部門別診断の結果抽出された問題点、病理に対す
る処方箋が全く異なるものとなるからである。
　また、後に続く各部門別診断で使用するさまざまな既存の経営指標について
も、これらの把握がなされていることを前提としなければ適切な指標を選択し、
有効な評価基準として使用することができないと思われるからである。
2　コラボレーションによる顧客価値の共同創造の診断
　（1）　ネットワーク関係の診断の必要性
　以上見てきたような企業の観察基準は、診断対象を、対象となる単独企業に
焦点を当てたものである。しかし、ヒトが社会の中で生きていく中で、非常に
複雑iな社会関係を持って生活しているように、企業にあっても供給元一単独
企業一顧客または消費者といったような単純な図式では捉え切れない関係を
持っている。
　ところが、伝統的には、顧客価値の創造を考えるとき、これまでは単独企業
の中で生産されるプロセスに重点が置かれてきた。企業は、外部の供給業者か
ら必要な原材料やサービスを購買し、当該企業の中で何らかの商品およびサー
243
ビスが生成され、顧客価値が創造されると考えることが一般的であるll。しかし、
現在では、観察と概念化の単位として単独企業にだけ焦点を当てることが当然
とされる、伝統的な視点の時代は去ったといっても過言ではなかろう。
　もし現代企業における顧客価値の創造を理解しようとするなら、観察すべき
適切な対象は、単独で個別の企業だけでは不十分なのである。個別企業は、競
争状況の変化、消費者または顧客の変化、すなわち市場への対応行動の中で、
自企業内のみならず、さまざまな他企業と何らかの関係を持っている。それら
の関係は、一企業を中心として、その企業への供給元、および顧客というよう
な、従来型のパターンの観察だけでは把握しきれない複雑な関係である。ある
局面では顧客である企業が、別の一面では競争者であったり、供給業者が時に
は顧客であったりすることも少なくない。
　顧客価値の創造という観点からすれば、スパイダー組織、戦略的提携、ある
いはバーチャル組織などと記述される12ことが多いネットワークを構成してい
る企業も近年では増加している。われわれは、顧客価値のコ・クリエーション、
すなわち共同創造を目的とした複数企業によるネットワーク活動を、コラボレ
ーション13と呼んでいる。また、山崎康夫氏は、コラボレーションをアウトソー
シング（外注）、アライアンス（提携）、コーディネーションに別け、その性格を
整理している14。
11Bjδrn　Bjerke，　Claes　M．　Hultman，　a　7】7ea［？m　　IUefALオMR）rerJNC，　EDWARD　ELGAR　PUBLISHING　LTD．，2002，　p．164．
伝統的なマーケティング文献において、特にマネジリアル学派では、顧客価値は企業の中で生産されていると
見なされる。供給元は必要とされる商品およびサービスを配達するが、しかし顧客に対する価値は企業の中で
作られるとされている。
12S．　L．ゴールドマン＝R．　N．ネーゲル＝K，プライス・野中郁次郎監訳，前掲訳書。
厘3拙稿「異業種、異業態のコラボレーションで活路を開く」『企業診断』誌同友館2003年5月号，32～37頁。
14山崎康夫「コラボレーションの経営手法」『日本経営診断学会年報』同友館第31集、134頁。
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出典：山崎康夫「コラボレーションの経営手法」　『日本経営診断学会年報』第31集，
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　いずれにせよ、ネットワークとは、ある単位と単位をつなぐ網の目のことで
あり、それによるコラボレーションは、これまでの階層的組織や市場機構に代
わる第3の社会編成原理とされ、情報化が進展し、アジリティーが戦略的な重
要性を持つ現代の産業社会に、もっとも適合した組織の一つであるといえよう。
　ネットワーク型の組織は、情報通信ネットワークを背景に、情報の創造開発
と交流に目的をおいた緩やかな提携関係によって結ばれるものである。
　しかも国、資本グループ、業種、企業規模、業務、技術を超えて、企業間、
部門間、集団や個々人の間で構築され、異質の情報を結びつけて、意味ある情
報を創造開発する場をつくることに重きをおくものである】5。
15百瀬恵夫『新事業創造論』東洋経済新報社，2003年によると、社会が複雑になるにしたがって、企業活動に
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　企業間のネットワークにおいては、戦略提携や、各種の統合とは異なり、ゆ
るやかな提携関係によって、相互の様々な情報の創造や開発と交流により、異
業種、異分野への参入も容易になることに加えて、単独企業では開発不可能と
考えられてきた新たな顧客価値をも生み出すことが可能となる。
　すなわち、生産・販売などの業務を迅速に結びつけ、在庫を持たない流通シ
ステムや、新市場の開拓、あらたなビジネス・チャンスの創出を可能にするの
と同時に、他企業の持っている資源にアクセスすることによって、小規模企業
にあっても、より質の高いマネジメントを志向することも可能となるのである。
　インターネットを通じたネットワーク型のバーチャル企業の形成がすでに現
実のものとなり、ネットワーク組織が新しい段階に入って単独企業の境界を越
え、他企業とのネットワークを組むことによって所有する内部資源の不足を補
い合い、コラボレーションによって新たな顧客価値を創生して競争優位性を発
揮しようとする企業が増加している。
　そこで、企業診断においても、単独企業に限定した観察、診断のみならず、
当該企業を取り巻くリレーションシップ全体を診断対象とすることが必要とな
るのである。
　（2）　小規模企業におけるネットワークの重要性
　一般的にネットワーキング活動と捉えられる活動による組織、広義の戦略的
提携のうち、戦略提携とバーチャル組織の間の相違を、ビョルン・ビエルケら
は、期間、所有権、リスク負担とコントロールの観点から、次の図のように峻
別し、戦略提携はより確固としたリレーションシップの雰囲気を表す概念であ
り、そしてバーチャル組織はいわばイメージ的な概念上のタイプであるとして、
戦略提携と価値連鎖の概念を対応させ、バーチャル組織には、もっと緩やかな
連携の概念で「価値星座」16という概念を使って説明している17。
　バーチャル組織も戦略提携も両方ともネットワークと見なされるものである
が、それらのネットワークが小規模企業にとって重要である理由は、さまざま
なネットワークにより、そこに参加する小規模企業が、互いに資源を共同出資
必要な経営資源はますます高度化し、それらを入手し蓄積するコストがかさむようになる。また、単独企業で
あらゆる経営資源を保持し高度化することは、単独の中小企業では限界がある。そこで、申小企業には複数企
業が相互に経営資源を補完する企業間の連携行動がますます意義を高めている。産業間にまたがる連携、産業
間の連携もあるが、同一業種に閉じこもることなく、より広い視野に立ち共同事業に取り組むオープンなネッ
トワーク活動が有効なのである。したがって、ベンチャー・ビジネスの創業あるいは新分野創造は独立企業の
自律的な事業活動に依存するが、ネットワーク社会の時代においては複数企業のネットワーク行動によって技
術革新的活動を展開するビジネス・チャンスも広がっているといえよう。
16Normann，　R．　and　R　Ramirez，　Desゴ97？ing　lntera（rtゴve　Stra　tθgy－From　Va！ue　Chaコ’n　to　YaluθConstθlla　tゴon・
Chichester，　UK：　John　Wi　ley，　1994．
11Bj6rn　Bjerke，　Claes　M．　Hultman　oP・　cit・，　P・164・
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し、共有する機会が生まれると思われるからである。
　近年盛んに行われている、広い意味での「戦略的提携」は、現実には非常に
ゆるやかな関連協力組織としての、いわゆるバーチャル組織からフランチャイ
ズ契約によるジョイント・ベンチャーのような強力な公式のリンクまで、さま
ざまな形態をともなっている。
????、???
図表1X－3　戦略提携の種々の形態18
低い リスク／コントロール 高い
出典：Bjδrn　Bjerke，　Claes　M．　Hultman，　p．162．
　すべての企業は、例えば研究知識、生産知識や技術的熟練、エネルギー、生
産設備、のような資源に依存しており、いくつかの資源は、企業が生き残り、
あるいは成功するために必要不可欠のものである。したがって、そのような資
源は企業自身が所有するか、あるいは少なくともコントロールできなければな
らない。
　一般的に大規模企業は、重要な資源の大部分を自ら所有することが多い。し
かし、小規模企業であっても、それらの資源を所有せずとも、コントロールす
ることが可能であれば、小規模であるための資源の乏しさによる不利を乗り越
えることが可能であろう。提携するパートナーによって、必要とされる資源を
あたかも所有しているかのように利用可能となるからである。
　資源を所有せずとも、それにアクセス可能であれば、組織を特定の資源に縛
りつけられる結果として柔軟性が減る、ということも少なくなる。小規模企業
le@Ibid．，　p．162，
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にとっては、ネットワークの利用によってさまざまな可能性が広がるのである。
　近代的な情報技術の発達によって、パートナー間のリアルタイムでの対話型
のコミュニケーションが容易となり、今日の発展したグU一バルなロジスティ
ック・システムによって、小規模企業であっても、地球上のどんな場所にある
他の企業とでもパートナーシップを組むことが可能となった。
　バーチャル組織やその他の型のネットワークによって、小規模であることの
有利さと、規模の経済性との両方の利点を取り入れられるのである。それは、
小規模企業であっても、可能な限りの低コストで、世界的な広がりを持って、
より良い顧客価値を提供するという、理想的な展開への道を開く可能性を持っ
ている。
　「塗拗でしなければならないのは、他の誰もができないほど安価に、そし
てさらに良くなすことが可能なことのすべてである。残りのすべては、該当す
る特定の局面においてもっと良く生産し、実行する能力を持っている他の企業
に外注する。そうすれば、小規模企業であっても、特定のニッチマーケットに
おいて、世界的クラスの達人となることが可能であり、規模については小規模
のまま、柔軟性も保ち得る」19のである。
　（3）　ネットワーク・リーダーの役割と能力
　すでに述べたごとく、すべての企業において、必要な資源に対するアクセス
の確保は不可欠ではあるが、所有することなく、必要な資源を利用することは
十分に可能である。したがって、現代企業にとって資源を所有することや所有
権を確保することは重要な意味を持たない。つまり、個別企業の内部資源の多
寡や質に限定した診断・分析は、その意味では意義を失っているのである。
　何らかの形での提携、特に、バーチャル組織を構成することは、企業規模に
よって制約を受けることはほとんどないと思われる。しかし、その代わりに顧
客価値を作るべき価値星座において、その努力をリードし調整するチャンピオ
ンあるいはキャプテンとなる企業能力を持つことに意義があることになる。
　ここで必要とされるものは、ゲーム理論でいうところの、ウィンーウィン原
理を基礎にする「価値星座」すなわち、ともにゼロサム（あるいは負の合計）
より、むしろ正の合計ゲームを目指すところの、コラボレーションによる価値
創造プロセスに参加するよう、他の関係者を説得する知的な能力である。そし
て価値星座においては、結果としてすべてのパートナーは勝利者でなければな
らないのである。
　この、ウィンーウィンの関係を、三上富三郎博士は言葉を変え、企業間の共
且9　1bid．，　P．161，
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生関係を生物界の共生にたとえて2°、　「共生（symbiosis）や協同（cooperation）
は図の（3）に、片利共生（synoekiosis）、着生（epiphytism）は（4）に、抗生
（antibiosis）は（5）に、捕食（predation）、闘争（struggle）、競争（competition）、
寄生（parasitism）は（6）に含められる。これは主として生物における関係である
が、人間と人間以外の動物・植物などとの関係においても考えられるし、さら
に企業も含めた社会の中にも適用が考えられる。」として、さらに企業として
の共生は「（3）の相利関係の中に構築されるのがもっともふさわしいものと
考えられる。この中で（6）の略奪関係は、たとえばいわゆる『下請けいじめ』
などで見られる関係で、共生とは真っ向から反するものであろう」と説明して
いる。
図表Dr－　4　共生者と被共生者および中立的（○）関係
（1）
（2）
（3）
（4）
（5）
（6）
　共生関係
中立関係（neutralism）
相害関係（disoperation）
相利関係（mutualism）
片利関係（co㎜ensalism）
片害関係（amensalism）
略奪関係（exploration）
共生者
　　○
????
被共生者
　　○
??
　しかし、この、ウィンーウィンの関係や、相利関係が、その利害関係におい
ては平等を目指したものであるとしても、そこに何らかの力関係が存在するこ
とは否定できないであろう。
　安定した環境においては価値星座の構成やそのメンバーが変化する必要性は
あまりないと思われるが、変化の激しい現代の市場環境においては、新たなブ
レークスルー技術による新しい商品やサービスの要請により、価値星座に参加
するメンバーの変更や、機能的で適切な資源の再配分によるバランスが必要と
なるであろう。その際、新たな価値星座を作るのか、あるいは一部のメンバー
の入れ替えにとどめるのかは別として、その価値星座を先導するリーダーが不
可欠となる。
　したがって、ネットワークを価値星座としてみる場合、そこに参加している
メンバーのうち、誰が、あるいはどの企業がその価値星座のリーダー、ないし
キャプテンであるのかを峻別しなければならず、翻って、診断する当該企業を
20三上富三郎『共生の経営診断』同友館，1994年，153頁。
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診断する場合、価値星座への単なる参加企業なのか、その星座を牽引している
リーダー企業なのかを判断しなければならないのである。
　持続的競争優位性となる新たな顧客価値を生成するための核心能力を内部能
力として持っている企業、ないしは人々が価値星座のリーダーとなりうるので
あり、優れた事業家は、自らの企業がパートナーに過度に依存したり、あるい
は後でパートナーに支配されたりしないようなネットワークを構築し、リーダ
ーとなってそれをコントロールするのである。
　クウィン（（beirm）は、「知識べ一スのサービス活動がマスターするべき最も
決定的なものであり、従ってそれは企業内でホストされるべきものだ」21として
いる。
　（4）　　「持たざる経営」で実現する顧客価値の共創22
　「新しい経済の時代」において、中小商業者が大規模ではないがゆえの特性
を活かし、従来「弱点」とされていた、目に見える資源の欠乏をこれから生き
残り勝ち残っていくための「優位性」に結びつけるため、ネットワークによる
コラボレーションによって新しい顧客価値を創造するためにはどうすべきなの
か、具体的例で考察してみたい。
　　①垂直的コラボレーション（上流と下流）一金型部品商社「ミスミ」のケ
ース23
　これまでの各章において、再三述べているように、　「新しい経済の時代」に
おいて、最も有意義で唯一必要な資源は知的能力であると考えられる。それは、
企業経営に必要な資源は、経営資源を所有することよりもそれにアクセス可能
なシステムを構築することが重要であり、所有価値よりも使用価値を重視する
考え方である。その実現のためには必然的に異業種、異業態とのコラボレーシ
ョンが伴わなくてはならない。
　これを見事に実現している企業が東京都江東区にある株式会社ミスミである。
同社は1963年創業の金型用部品の企画・販売会社であるが、現在ではFA用部品、
配線接続部品、制御用PC部品・通信用PC部品の企画・販売のほか積極的に新規
事業に取り組んでいる。同社は創業以来、一貫して新しいビジネスモデルを追
求し、　「購買代理」という業態をいち早く実践し、金型やFA工場向けの生産財
の流通改革を実現してきた企業であり、同時に、経営スタイルも独特で、「持
2且Bj6rn　Bjerke，　Claes　M．　Hultman．　oP・　cit・，　P・175・
22拙稿「異業種、異業態のコラボレーションで活路を開く」『経営診断』誌2003年5月号。
23武居雅夫（株）ミスミ代表取締役副社長，山梨経済同友会主催講演「プロダクト・アウトからマーケット・
アウトへ一逆転の市場創造」200t年3月t4日，於・甲府アピオ。
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たざる経営」　「オープンポリシー」　「チームアプローチ」などのキーワードに
よって、常に新しい価値の創造が可能となる仕組みを追求している。同社は資
本金20億6，434万円、年商約430億円という規模でありながら、従業員数は262名
（2002．4．1）にしか過ぎない。
　事業の特徴は、販売はエンド・ユーザーへのBtoBダイレクト販売であり、
個人登録ユーザー数（設計・購i買・使用者）140，000人、登録企業数58，000社。
ハーフメイド主体の商品構成で、べ一スとなる基本形にユーザーの必要寸法を
加工して納入する方法によって、メーカーが作ったものを「売る」のではなく、
あくまでも顧客が求めるのを「購買代理」するのである。納期は3日を基本と
し、緊急納期にも対応できるシステムとなっている。売上比率は在庫品30％に対
しハーフメイド品70％、生産は総て協力工場に委託、工場は多種少量生産体制に
なっている。協カ工場は主メーカー約40社、サブメーカー100社余のコンペティ
ター・システムで対応している。営業部・営業マンは不在の会社で、各マーケ
ティングセンターは受注窓口であり、営業マンは情報収集と商品開発に徹して
いるのである。
　下図に示すように、同社は従来型の企業分類によれば卸売業でありながら、
多数のメーカーとの固定化した契約取引ではない、緩やかなコラボレーション
によってメーカー機能を一部代行し、顧客とのコラボレーションによって、よ
りカスタマイズされたエンド・ユーザーの要望にこたえているのである。
　　　　　　図表IX－5　（株）ミスミの市場創造のメカニズム（1）
出典：（株）ミスミ代表取締役副社長武居雅夫講演資料
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図表D（－6　（株）ミスミの市場創造のメカニズム（2）
出典：同上
　今でこそミスミは、中小企業とは言えない規模に達してはいるが、もともと
大企業であったものではなく、ましてや、大規模でなければ実現不可能だと思
われる施策は同社には何も見当たらない。逆に、同社規模の卸売業者との取引
口座開設の要請になかなか応じてくれない大メーカーにも、設計担当者に直接
カタログを送って反応を待つ。設計者にしてみれば、新製品の開発のための設
計に必要となれば、たとえネジif－一本であっても希望通りに対応してくれる工
場がなければ開発が不可能になるため、取引口座が有るか無いかは問題ではな
く、購買窓口ではない設計担当者の発注を狙うのである。
　ミスミの例は、卸売業に新たな視点でチャレンジしている例を見てきた。で
は、小売業においてもこのようなことは可能なのであろうか。文具の「アスク
ル」やネット上での書籍通販の「アマゾン・ドット・コム」、「楽天」などの
バーチャル商店街にその成功例を見ることができる。ミスミは扱い商品が産業
財であることからBtoBであるが、そのBtoC版がアスクルやアマゾン・ドッ
ト・コムである。ただし、アスクルの顧客は個人ばかりではなく、企業向けの
業務向け需要も取り込んでいる。アスクルやアマゾン・ドット・コムもやはり
ミスミと同様に、企業規模が大規模であったがゆえに実現したものではない。
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　その成功のカギは、コンピュータなどの情報インフラ、宅配便などの物流機
能の発達を背景にしたメーカー、顧客とのネットワークの構築、コラボレーシ
ョンによる新たなシステムの開発と顧客価値の創造にあったのである。
　以上のケースは、メーカー、卸、小売などの中間業者、消費者という上流か
ら下流の流れにおけるコラボレーションの例であるが、それぞれのレベルでの
水平的なコラボレーションも当然考えられる。
　　②水平的なコラボレーションー商店街（異業種小売店）の共同宅配事業のケー
ス24
　現在、全国各地の商店街の再生を目指す小売業の再生事業として、共同宅配
事業の研究、試行がなされている。人口の減少や高齢化、消費者ニーズの変化、
景気の後退、近隣への大型店の進出等により商店街には空き店舗が増え、　「シ
ャジター通り商店街」と呼ばれる程その衰退が著しいところが多い。一方、増
え続ける高齢者世帯では、近隣の商店が少なくなり、路線バス等の公共交通機
関の運行本数は削減され、車を持たない消費者は日常の買い物にも不便をきた
す状態になっている。
　そのよう状況下、この事業は既存商店街の有志によって共同宅配システムを
構築し、地域住民の利便性と、孤立しがちな高齢者世帯と商店とのコミュニケ
ーションを増やすことで、個別商店の売上アップを図るとともに社会福祉の向
上を目論むものである。各地の試行状況を見ると、配送費負担の問題、参加店
の少なさ、会員登録顧客の少ないことなどが共通した課題として挙げられてい
る。それらが解決すればということを前提にすれば、この事業は小売レベルに
おける水平的なコラボレーションとして、まことに結構な計画であり本格的な
実施が期待されるものである。
　しかし、これらの発想には、すくなくとも2つの欠陥がある。ひとつは、こ
れらの視点には「競争」の観点が抜け落ちていることであり、もう1つは、顧
客の利便性を考えた計画だといいながら、まだ充分な「顧客指向」に立脚して
いないことである。
　ショッピングを楽しむ余裕のない高齢者をはじめとする顧客にとって、必要
なものが都合のよい時間に自宅に届くことが望ましい購i買形態であることは確
かである。IT機器などの利用により、共同宅配のようなコラボレーションが
普及する可能性が高いことは容易に想像がっく。ところが、このビジネスの主
宰者として既存商店街の有志によるコラボレーションが最適かというと、そう
とは限らない。商店街にある各小売商店の既存商売の寄せ集めだけでは、商品
がすでに店内に揃っており、在庫スペースを持ち、資金、人材が豊富な総合ス
Z4拙稿，前掲論文。
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・・一一一・pーがこの事業に進出した場合、既存商店街に優位性があるとはいえないで
あろう。総合スーパーが「宅配ビジネス」を既存事業に併営することは比較的
容易であり競争力もあると考えられるからである。
　また、顧客指向の観点からするならば、予め配達時間がわかれば行動の制約
も少なくなるため、共同宅配をビジネスとして成功させるためには、たとえそ
の実現に多大な困難が予想されるとしても、単に参加店の取扱商品の共同宅配
にとどまらず、たとえば共働き家庭をターゲットとした産直ギフトや通販の受
取り配達代行、宅配便、郵便、新聞や公共料金の集金代行などの個別家庭との
コンタクトの代行、その他の生活支援業務なども視野に入れた、より幅広いコ
ラボレーションによる新たな顧客価値の創造を研究する必要があるであろう。
　（5）　顧客価値の共創と、優位性の獲得一「新しい経済の時代」のコラボレーシ
ヨン25
　コラボレーションを協働という意味でとらえれば、かつて商工行政が指導し
た、いわゆる近代化事業、協業化事業による共同事業、共同物流、共同仕入れ
などをはじめとする事業もすべてコラボレーションの範疇に入るものである。
　しかし、これからの小売業、なかんずく小規模企業の将来を考えるとき、従
来型の共同事業が現状打開の特効薬になりえないことは歴史が証明している。
では、これからの小売商業においてコラボレーションの成否を分けるものは何
なのであろうか。それは「新しい経済の時代」に適合する意志とシステムを兼
ね備えたコラボレーションを構築し、新しい顧客価値を創出することにほかな
らない。
　従来型の協業化は、小規模事業者ではその規模ゆえに不可能であると思われ
ることを何らかの形による合同、連携で共同して実施し、規模の不利益を避け
ようとする、ある意味では消極的なものであったといえよう。たとえば、共同
イベント、共同販促、共同店舗化などの各種の事業も、単独店では実施が困難
だというだけの理由で行われる例が多い。これらは「規模の経済性」を共同化
によって実現しようとしたものであるが、大型店に対抗し、競争に打ち勝って
共存して行くためには共同化による規模の拡大だけを求めても不可能である。
　共同店舗化にしても魅力のない個店が何店集まって集合店舗を作ったところ
で魅力的な施設にはなりえないのである。
　前述のミスミやアスクルのケースを見ても、成功のカギが「規模」を追い求
めることではなかったことを思い起こす必要がある。新しい経済時代のコラボ
レーションは、顧客価値の最大化を図るために互いに所有していない資源を複
25同上書。
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数企業が利用しあい、協働して新たな顧客価値を創造するものでなければなら
ない。
　　セブンイレブンによる新たな顧客価値の創造
　日本におけるCVSの歴史を振り返ってみると、74年5月にセブンイレブンの第
1号が江東区豊洲に開店する以前に、CVS第1号として69年にサンショップ、70
年に卸売業の橘高によりKマートチェーンが、71年にセイコーマート、ココスト
アが設立されている。しかしこれらは当時、大型店との競争に苦戦を強いられ
ていた中小商店支援策としての協業によるチェーン化であり、当初のCVSはボラ
ンタリー・チェーン（VC）が多く、新規業態の開発を目指すというよりも卸売
業主導の小売店支援と「囲い込み」であり、72年に中小企業庁がCVSマニュアル
を作成して業態の確立支援を図ったが限界があり、当初の目論見どおりにはい
かなかった。
　一方、セブンイレブンは一連の業務革新を通じ、従来型の商業の取引慣行を
改め、製造から消費までの全てにわたる総合的な業務システムを構築したので
ある。
　製配販といった流通を構成する各機能間のコラボレーションによってサプラ
イ・チェーン・マネジメント（SCM）を実践し、新たな顧客満足の提供と生産性
向上を同時に成し遂げ、フランチャイズ・システムによって製・配・卸・店舗
オーナーのネットワークを構築し、　「生活者ための不便解消業」という新しい
領域を開発し、顧客にとっての新たな価値を創造したのである。
　この二つを比較してみると、サンショップ、Kマートチェーンをはじめとする
中小商店支援策としての協業によるチェーン化、ボランタリー・チェーン（VC）
と、もう一方のセブンイレブンなども同じくCVSを目指したにもかかわらず、そ
の後における発展の違いの原因となったのは、二つのコラボレーションの目指
すところが、前者が「共同による規模の追求」であったのに対して後者は「新
たな顧客価値の創造」にあったという違いであることが理解できるのである。
　ここでは、卸売業と小売業のケースによって、コラボレーションの重要性と、
その成功のための要点を検討し、ネットワーク診断の必要性を指摘したのであ
るが、このことは「新しい経済の時代」における小規模企業にとって、業種、
業態の如何に関わらず共通するものであるという認識を持って診断する必要が
あろう。
3　評価指標の見なおしの必要性一新しい評価指標開発のための枠組み構築
（1）　社会性と経済性
経済性評価の価値基準の変化に対応すべく、従来の診断で行われてきた（規
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模／コスト＝効率）規準の各種の指標に加えて、t創造性×戦略性≒アジリティー
の高度化を規準とした評価指標を開発する必要性、ならびに、特に中小規模企
業や設立後間もない企業においては、他企業とのコラボレーションのためのネ
ットワークを診断する必要性を強調してきた。
　その上で、さらに社会性（環境性、人間性、狭義の社会性）と経済性の関係
についても、’経済性に対じて社会性の重要度が増加してきたという比率変化だ
けではなく、その優先順位を逆転する必要があるということを念頭におかなけ
ればならない。
図表IX　－6・価値基準転換4の対応のための新たな企業観察基準
優先順位の逆転
社会1生と経済性の優先順位の逆転と調和
出典：拙稿「価値基準転換への対応のための新たな企業観察基準」
　　　『日本経営診断学会論集1』同友館，2001年，26頁。
この図は、経済性に対して社会性の重要度が増加してきたという比率変化だ
螂
けではなく、企業の存続、成長の大前提として、社会性（環境性、人間性、狭
義の社会性）と経済性の関係についても、その重要度が逆転し、それぞれの大
きさも同等なものになってきたことを示したものである26。
企業の社会性の重要性については規模の大小を問わず、如何なる企業にとっ
ても変わるものではないであろう。しかし、特にベンチャー指向型企業を目指
す場合、これまで見てきたように、まったく新しい事業や製品を対象とするビ
ジネスとなることが多いため、当該提供物（Offerings）の普及、事業の進展に
よって、予期せぬ事態が起こりうる可能性も考えられる。
たとえば、卑近な例ではインターネットやeメール、携帯電話の若年層への普
及によって生起してきた新たな問題は、事業者の人生観に関わるものであって、
法的規制云々という領域のものではないことが多いが、これからの社会におい
て、企業が利潤一辺倒ではない「企業市民」として市民権を得ていくには無視
できる問題ではないであろう。
そこで、次に狭義の意味での社会性の診断に、若干ふれておきたい。
　（2）　企業の社会性の診断
　嶋口氏は、企業の社会責任を、主として以下の3つの領域に整理している。
すなわち、
　　①「基本責任j領域
　ビジネスの社会的存在意義や社会的役割（機能）に関わる根源的な責任である。
具体的には社会におけるビジネスの役割は「社会成員間に、相互同意にもとつ
く価値の交換を促進すること」で、社会成員が自らの意思で交換取引を行うこ
とは、それによって当事者がより高い認知価値を獲得したことになるゆえに、
固有な社会責任といえる。
　　②r義務責任」領域
　「基本責任」遂行から生ずる各種の派生的な不経済性に対する責任である。
たとえば、公害や地球環境の破壊のような外部不経済性や不公正取引のような
内部不経済性への責任がこれにあたる。近年は、CO2対策、オゾン層破壊防止、
地球生物の多様性維持、熱帯雨林保護などから、不公正競争取締と独禁法強化、
情報公開制度、製造物責任等々、外部・内部不経済への法的規制やガイドライ
ンづくりが活発であるが、企業として、これらにいかに対応するかが課題にな
る。
　　③r支援責任」領域
　メセナ、フィランソロピー、国際援助などに代表される社会支援責任である。
26拙稿「価値基準転換への対応のための新たな企業観察基準」『日本経営診断学会論集1』同友館，2001年，26
頁。
257
この種の責任は、豊かで潤いのある社会があって、はじめて美しい企業の存立
が可能となるという認識から、社会に対して応分の支援をしなければならない
という自主責任である。
　上記3つの責任領域に、企業は独自性を維持しながら、適切なバランス型対応
をとることが今日求められている、という指摘である。
　これら3つの社会責任領域のうち、①「基本責任」と②「義務責任」につい
ては、企業が存続、成長を目指すうえで、当然のこととして対応しなければな
らない領域であることに疑いをはさむ余地はない。したがって、診断に当たっ
ては法規制の遵守、社会常識とのバランスなどを見ていくことになろう。しか
し、③の「支援責任」については、議論の余地が残る。
　そこで、この支援責任について、診断の際の留意点を見てみたい。
（3）社会貢献のバランス
　良い企業の条件として、利潤一辺倒ではなく、社会と共生する企業市民とし
て社会貢献を積極的に果たさなければならないという考え方で、社会投資の重
要性が強調されている。その結果、フィランソロピーとして利益の1パーセン
トを社会支援に拠出しようとする運動の「1パーセントクラブ」などの社会支
援や、メセナ活動などによる文化支援などの社会貢献活動などへの取組み方が
企業の大きな経営課題になっている。
　これらの活動は、長期的に見れば、地域社会との良好なリレーションシップ
を築く中で、自社の経営哲学を理解してもらい、信用の増大を図るという意味
でのPR（パブリック・リレーションズ）活動の一環ともいえるが、その成果
が短期的に目に見えるものではなく、「企業は限られた経営資源を効率的に運
営し、そこから得られた成果（利潤）は、次なる成長に向け再投資するか、ある
いは株主に還元すべきだという議論も強い。したがって、企業の社会貢献は、
すべてのステークホルダー（株主、従業員など）が納得いく社会貢献である必要
がある」27ため、その実施にあたっては、いくつかの点に留意する必要がある。
　嶋口氏は次の3点を「社会貢献政策の三原則」28としてあげている。
　●企業の長期的な概念、目的、ドメインとの「一貫性」
　●企業の盛衰にかかわらず貢献を続けうる「継続性」
　●本当に社会が求める価値のある対象たるべき「社会必要性」
の原則である。
　また、三上富三郎博士は、経営診断の際必要となる、これらの社会貢献のチ
ェックポイント29を、下記のように具体的に示している。
27?繒[輝『マーケティング　パラダイム』有斐閣，2000年，228頁。
28同上書。
29三上富三郎『新版・現代経営診断論』同友館，1999年，284頁。
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　　①経営理念としての社会貢献
社会貢献は会社の経営理念として確立しているか。キレイゴトとしての社会
貢献ではなく、真に企業の基本的な哲学として確立されているか。っまり、表
向きは公益への寄付などしていても、内実では反社会的な企業行動が許容され
ていては意味がない。
　　②社風への反映
社会的貢献の理念があり、それが全社的な社風にまで反映し、高められてい
るか。つまり、経営者だけの理念ではなく、末端の一従業員のすみずみにまで
浸透した全社的な社風を形成していることが必要である。
　　③トップ・レベルでの確信と巽行
社会貢献がトップ・レベルの確信の上で実行に移されているか。それが経営
理念として確立し、社風に反映するためには、当然のこととしてトップ・マネ
ジメントのレベルでの確信があり、そのリーダーシップのもとでの実行がなさ
れていなければならない。
　　④社会貢献の組織化
企業の社会貢献を遂行する組織が社内に確立されているか。
　　⑤社会貢献の継続性
社会貢献は線香花火のような一過性のものであってはならず、継続性がある
か。
　　⑥長期的投資としての社会貢献
社会貢献は、コストとしてではなく企業の長期的な投資としてなされている
　か。この間題は、前項の継続性とも関連し、好況で利益があがる時は社会貢
献につとめるが、いったん不況で収益が悪化すると、ムダなコストとしてカッ
トするようなことがないか3°。
　三上氏は、企業の社会性の診断に当たっては、これらの点について詳細に検
討する必要があることを示唆しているのである。
結び
以上、従来の部門診断の手法に加えて新たな評価指標を開発し、それを踏ま
えた診断の枠組みと手順が、さらに研究される必要があることを指摘してきた
のであるが、われわれはその概略をつぎの図のようになると考えるものである31。
　経営診断にあたっては、これまで見てきた新たな観察基準による全体観察か
ら始めて、従来の既成概念にとらわれずに、ネットワークによる外部資源の利
30M者が副代表を務めるNPO法人・山梨メセナ協会（山梨芸術文化支援協会）の現状を見ると、平成ll年の発
足時には110社であった会員数が、不況の影響もあって平成15年では80社と減少傾向にある。
31ﾙ稿，前掲論文，26頁。
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用可能性と現実の利用度を含めた当該企業の実態を把握、社会性、経済性の評
価・点検をおこない、次にそれらの部門診断データの分析結果をもって再び全
体観察にリンクして「個別性・特殊性・歴史性の原則」32により再検討する、と
いう作業を伴う必要がある。そのような手順を踏むことによって、当該企業の
未来の姿を見据えた診断、コンサルティングが可能となるであろう。
　中小企業診断士は、もはや中小・零細企業のみを対象とした、弱者の「指導」
という立場をはなれて、企業規模の大小にかかわらず、これからの日本を担う
べき企業に対する活性化支援のための良きパートナーとして、依頼者との親密
性という側面では、総合病院の機能では果たしえない役割を持った家庭医的な
「経営コンサルタント」になるべく努力しなければならない。
　そのためには、上記の全体観察基準と新たな評価指標を前提に、医療診断に
おける伝統的手法、すなわち問診、視診、触診、打診、聴診の能力と、依頼者
（社）に対するカウンセリング能力の向上が不可欠であり、そうあってこそ、
「新しい経済の時代」にあって、資格制度としての診断士制度も生き、診断士
の生きる道も開けるものと考えるのである。
図表VI－8新しい診断の枠組みと手順
出典：拙稿「価値基準転換への対応のための新たな企業観察基準」
　　　『日本経営診断学会論集1』同友館，2001年，26頁。
32三上富三郎『新版・現代経営診断論』同友館，1986年，新版25頁。
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ケース・スタディーによる4S知モデルの検証X
はじめに
　この章では、第皿章で提示した「事業・製品の革新アイデア創出とコンセプ
ト化モデル（4S知モデル）」の概念的枠組みを、ヤマト運輸の宅急便、および
日清食品のチキンラーメンとカップラーメン開発のケースを使って例証する。
　これまでの章においては、さまざまなベンチャー指向型企業の事例を部分的
に参照しながらその理論的枠組みを説明してきた。
　この章では、これら二つの実例における革新的な事業・製品の開発過程を、主
に一人の人間によって行われてきた事例として取り上げ、革新的アイデア創出
のプロセス全体を説明するのであるが、そのような革新的アイデアの創出が、
必ずただ一人の人間の個人的な暗黙知のみによってもたらされる、ということ
を意味するものではない（もちろん、そういうケースも多いであろうが）。
　個々人の暗黙知である4S知を、組織の形式知として組織メンバーが共有して
「組織の4S知とすることは不可能ではない。企業におけるナレッジ・マネジ
メントの目的と重要性は、そこにこそ存在するのである。
1　ケース1一ヤマト運輸の宅急便
　ヤマト運輸の「宅急便」は、従来の商業貨物を主体とする路線運輸から脱皮
し、個人客のニーズに的を絞って郵便小包や鉄道小荷物に取って代わる新サー
ビスとして開発された、戸口から戸口への宅配サービスである。
　個人向け輸送サービスとして従来から扱われてきた郵便小包や鉄道小荷物は、
いずれも利用者が窓口へ依頼荷物を持ち込むことが必要であり、鉄道小荷物に
ついては受け取るときにも窓ロへ出かけなければならないという点で、利用者
にとって決して便利なサービスとは言えないものであった。
　また、この個人向け市場は、事業者側から見た場合、
　　●　いつ、どこの家庭から出荷されるか分からないし（偶発的）
　　●　どこに行くかも決まっておらず（非定型的）
　　●　その需要はつかみどころがないために
採算は取れないというのが当時の常識であった。
　しかし、あえてその常識に果敢に挑戦し、　「宅配便」という革新的サービス
商品を開発し、事業化に成功したのがヤマト運輸の小倉昌男である。
　ヤマト運輸のケースは、新規設立企業でなく事業開始からの期間が長い上、
大規模に経営活動をおこなっている企業でも、起業家による革新的アイデアの
創出とコンセプト化によってベンチャー指向型企業になりうることを示してい
る。
　また、とりわけ「ベンチャー指向型企業概念」が、有形財としての製品のイ
ノベーションに対して、物理的製品とは異なる性質を持つ無形財を商品とする
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「サービス産業や情報産業のイノベーション」をも含めて、業種・業態を横断
して明確に捉えることを可能にすることを説明できる好例であるといえよう。
　（1）　歴史的背量1
ヤマト運輸は、大正8年、東京京橋区に本社を置き、トラック4台で小倉康臣（当
時八三郎）が運送事業を開始した日本におけるトラック運送事業の草分けであ
る。当時、日本はまだ牛馬車輸送全盛の時代でトラックの台数は全国で204台（う
ち東京75台）にすぎず、貨物自動車運送が専門の企業として成り立つかどう
か不確かな時代だったため先端的な試みであったといえよう。
資本金は10万円で、社員は役員以下15名でこのうち常勤の役員は専務の小倉康
臣だけで、経営全体の統括にあたった。また、創業時には「大和運輸」という
社名で、ヤマトウンユと読ませていた。　（昭和57年にヤマト運輸と改称）
　ヤマト運輸の業績は、百貨店の老舗である三越の商品配送を一手に引き受け
るなどして順調に伸びた。とりわけ、大正12年の関東大震災の際には、復興の
ための輸送需要が急速に高まったこともあって、成長の促進要因になった。
　昭和4年には英国のカーターパターソン社を手本にして、東京～横浜間に、さ
まざまな会社から出る小口貨物を積み合わせる定期積合せ事業（路線事業）を
日本で最初のネットワーク輸送として開始した。対象となる荷物は、一般家庭
や商店主から出される小口雑貨と、三越から家庭向けに出荷される配送品が主
体であり、大和便として、一般市民に親しまれた。
　この定期路線事業の開発によって、昭和9年には資本金を倍額の50万円に増資
するなど、銀行の倒産などが相次ぐ経済不況の中で業績は順調に推移した。
以後、東京から八王子、高崎、宇都宮、水戸、千葉と、定期輸送網を拡張し、
昭和10年には関東一円のネットワークが完成した。この時点での総路線営業キ
ロは1081．1キロメートルで、運行系統14、直営営業所48ヶ所、車両151台、従業
員500名の一大トラック運送会社になった。また、昭和20年度売上高は392万円、
経常利益は49万円で、利益率は12．5％にのぼった。
太平洋戦争の終戦後、ヤマト運輸はすぐに業務を再開し、380・名にまで減って
いた従業員は昭和22年前半までに大部分が復職し、車両の稼働率も昭和24年に
は85％になり、進駐軍の作業への進出や路線事業と百貨店配送の再開によりす
ぐに利益を上げることができたが、終戦からの10年間で日本のトラック運送事
業は、大きく変化していた。
昭和25年以降、西濃運輸や日本運送など関西の路線業者が台頭しはじめ、特に
東京と大阪を結ぶゴールデンロードと呼ばれた東海道は、大手路線会社によっ
1この項の社歴、事業歴の細目については、『ヤマト運輸70年史』に全面的に依拠している。
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て激烈な競争が繰り広げられた。
図表X－1ヤマト運輸の革新アイデア創出プロセスー4S知モデルによる分析
　　　　　一クロネコヤマトの宅急便一
①社会・経済的動向及び法規制
・郵政による信書の独占・人件費の高騰・路線免許の許可制・鉄道貨物の伸び悩み
②マネジメントテクノロジーの利用可能性
・マーケティング手法の普及とマネジメント手法の発達、　米国における先進宅配事業
　の発展
③科学的テクノロジーの進展度
・通信インフラの整備・物流機器の発達・高速道路網の整備
　　　　　　　　　　　　：〔亙インフオメーシ・ンとしての情報
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〉
革新マインド 路線便の行き詰まりによる経
営危機と大ロ顧客の値下げ要
インスピレーション 個人向け宅配サービス
科学的思考技能 マネジメント的思考技能 市場観察センス
・ネットワーク化技術
Eコンテナ中継システ
?ﾔ両の開発
E冷蔵冷凍車の利用
E情報通信技術
・メニューの絞込み《事
ﾆドメインの明確化》
Eハブ・アンド・スポー
N・システム
E取次店制度
・鉄道小荷物、郵便小包の
s便さ
E個人向け市場の規模と、
ﾄ国USP社の事業への着目
システム指向技能
　　　　　　　　　　　　　革新的事業アイデア創出とコンセプト化
　：クロネコヤマトの「宅急便」コンセプト《クール宅急便、ゴルフ・スキー宅急便含
む》
こうした長距離輸送は、戦前までは鉄道の仕事とみなされていたが、道路の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　雄
整備と車両の性能向上によってトラックが鉄道に代わり国内貨物輸送の主導的
な地位へと躍り出たのである。このような中で、ヤマト運輸は戦前に構築した
大和便のネットワーク再開に力を入れたのである。
　また、主力となる業務は依然として路線トラックであったが、国鉄の貨物駅
の開放に伴って通運事業も開始した。加えて、利用航空運送事業、港湾運送事
業、梱包業務、美術品輸送業務、トラベルサービスなどにも経営の多角化を進
めた。’
　しかし、この多角化戦略も、国鉄の拙い営業戦略と労使関係の悪化によって
貨物の取扱量が頭打ちになったため、この影響を受けてヤマト運輸の通運収入
も伸び悩んだ。つづいて百貨店部門の利益も年々減り始めた。
そんな中、昭和49年にオイルショックがおきたことを受けて、全取引高で5％
を占める最大の顧客である三越百貨店から配送料金の引き下げを要求されたな
どして、年に1億円以上の赤字を出す状態が続いた。
また、基幹業務のトラック運送は貨物の取扱量のわりに運賃収入が少ない近距
離主体だったため、長距離路線で稼ぐ同業他社に遅れをとっていた。そのため
に、昭和35年度の売上高経常利益率は3．1％だったが、昭和40年度には1．7％に
落ち込んでしまった。
さらに、昭和48年度の路線事業の輸送量を100とすると、49、50年度ともに約
75％程度に減少した。48年の黒字から一転して、業績は通運事業とともに急激
に悪化していった。その上49年には、約800人の人員削減を行ったが、50年には
組合との業務振興協議会で、一時帰休実施の提案までなされる状態となった。
　（2）　革新マインドの発揚
　ヤマト運輸が利益を下げつづけるのに対し、西濃運輸などの関西勢は長距離
路線で高い利益率を誇り、急速に発展していた。
　路線トラックの会社は昭和40年代後半、全国で約400数十社あったが、売上高
に対して営業利益率が7％以上の会社をAクラスとし、以下同じように5％以上
の会社をBクラス、2．5％以上の会社をCクラス、そして赤字の会社をDクラスと
すると、ヤマト運輸はCクラスであり、やがてDクラスに転落するのは必至であ
った。
　これに対し、小倉昌男社長（当時）は、
「不況のせいで、全国の同業者が、全部赤字であるならば仕方がないが、競争
相手が儲かっているのに、自分の会社が赤字であるというのは、社長として、
なんとも耐え難いことである。当時、どうしたら業績が好転するか、私は日夜
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そればかりを考えていたのである。」2と当時を振り返っている。
ただし、当時のヤマト運輸は他社に比べて大きなハンディを抱えていた。
　ヤマト運輸の本社は東京にあるが、他の路線トラック会社は日本通運と西武
運輸を除いて、本社はすべて地方にある。例えば、西濃運輸は岐阜県大垣市、
福山通運は広島県福山市である。
　しかもヤマト運輸は労働組合がしっかりしているため、賃金べ一スは1人当た
り月給べ一スで平均5，000円以上も他社より高かった。
運送業は、典型的な労働集約産業であるためコストに占める人件費の割合は一
般的に60％にものぼる。それが月給5，　OOO円でも違うとなると、ヤマト運輸を取
り巻く環境は決して楽観できるものではなく、普通のことでは競争に勝つこと
はできない。
つまり、商業貨物の長距離輸送市場で遅れをとり、負け犬になったヤマト運輸
は、既存の路線上で今後いくら営業努力を重ねても、業績が好転する見込みは
薄かったのである。
それを自覚したとき、より一層の発展を望むのならば、事業転換をも視野に入
れた新市場の開拓のほかに、選択の余地がない状況であったともいえよう。
　Cクラスに転落しているとはいえ、戦前は、大和便の名前で関東地方の市民に
親しまれ、日本一のトラック会社と自他ともに認めていたヤマト運輸であれば、
そのプライドを維持するためにも、この個人宅配の分野における新規事業をぜ
ひとも成功させたい思いもあったのであろう。
小倉昌男は次のようにも述べている。
「そもそも路線トラックというものは、不特定多数の荷主を対象とする公益事
業である。しかしヤマトの場合、春闘によるベースアップで、人件費が高騰し
たこともあって、家電メーカーなどの大口荷主の貨物ばかりを運ぶようになっ
た。その過程で、割の合わない個人の荷物を切り捨ててしまった。これは、ト
ラック会社の経営者として申し訳ない。もうからないから辞めてしまうという
のでは情けないではないか。それをやるのが、経営者の意地ではないか。起業
家魂というと格好良いが、経営者のロマンというか夢を追うような気持ちがあ
ったのである。」3
それまで個人宅配市場が未開拓4だったのは、運送業者にとってあまりにデメ
リットが大きいと思われたからである。例えば、
2小倉昌男『経営学』日経BP枇1999年，68頁。
3小倉昌男，同上書，71～72頁。
4Microsoft，　thcarta　97　theycloρedia　Microsoft　Corporation，1993－－1997．1974年（昭和49）に東北地方の
中堅運送会社の三八五（ミヤゴ）貨物が「グリーン宅配便］を創設、翌年に日本貨物が「ハト便」を開設したが、
ともに取り扱い件数などの記録はのこっていない。
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　　　●　どこから需要が発生するかが不明であること
　　　●　どのくらい需要があるかの予想がつかないこと
　　　●　荷物のすべてが1個口であるため効率が悪い
などの点が考えられる。
　当時の同業界では、これでは採算性など全く考えられないというのが常識で
あった。けれどもヤマト運輸の場合、それまでの常識にとらわれているわけに
はいかなかったのである。
商業貨物の市場で長距離路線事業に遅れをとって競争に敗れ、新しい別の市場
への転換を考えているのに、常識的に判断してデメリットがあるからやらない
と言ってしまったら初めから話にならない。ではどうしたらデメリットを抑え
ることができるのか、それを考えるのが経営者としての小倉昌男の役割であっ
た。
　その方法を思いつき、実行することができれば、競争相手は郵便局だけで5民
間企業は1社もないから、この市場を制覇することも夢ではない。自社の業績が
悪化しつつあったことをきっかけとして、路線事業としての使命感と、伝統あ
るトラック会社のプライドにかけて、小倉昌男は新しい市場に挑戦しようと考
えたのである。
　（3）　市場観察センス
　　①二つの市場
　運送市場全体は大きく二っに分ける事が出来る。第一は、商業貨物の輸送市
場である。これはさまざまな産業活動に伴って発生するもので、流通活動を支
える物流に非常に重要なもので大口の貨物も多い。そしてトラック会社の営業
は、当時ほとんどがこの商業貨物を対象とした輸送市場で行われていた。
　第二は個人生活関連の輸送市場である。この市場は、貸し切り輸送と小口輸
送に分けることが出来る。貸し切り輸送の代表的なものは引越し輸送で、この
市場には一般のトラック会社がたくさん参入していた。それに対して、小口輸
送の市場にはトラック業者は全く参入していなかった。
　なぜなら、前述のとおり、荷物がいっどこの家庭から出荷されるかわからな
いし、どこに行くかも決まっておらず、その需要に掴みどころが全くないから
である。昭和40年代後半の時点で、この個人向け輸送市場で事業を展開してい
たのは郵便局だけである。
　また、民間業者が個人向け輸送市場に参入していなかったもう一つの理由は、
5同上書，鉄道手荷物での標準的な重量はそれまで40～80kgで、それ以下になると20kg以下の郵便小包となり、
これはかなり高額な料金であり、のちには12kg以下に制限されるという不便さがあった。
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信書が、郵便法で郵便局以外の者の取り扱いを禁じられており、それに違反す
ると3年以下の懲役という罰則があるからだった。（外部環境としての法的規制）
　それまで、第一一の商業貨物の輸送市場を主体に営業を展開し、この市場の中
での多角化によって路線トラックだけでなく通運や航空海運など総合営業を推
進していたヤマト運輸であったが、やはり最初は当時の業界他社の例にもれず
個人向けの輸送市場は手付かずだったのである。
　「仕事を変えるとすれば（＝変えなければならないという、革新マインド）、第二の市
場つまり個人の荷物の宅配が頭に浮かぶ（市場観察センス）。百貨店配送で培った
小口配送のノーハウや分別システム（マネジメント的思考技能と科学的思考技能）を
もっているヤマト運輸なら、参入できるかもしれない6。」（カッコ内は筆者）
　　②市場の規模
　次に小倉昌男は、参入しようとする個人向け輸送市場の規模を調査した。東
京中野区中央1丁目および2丁目の約2、000所帯をヤマト運輸社員に一戸一戸回
らせ、小荷物が1年間に何個くらい出ているのか調査させたのである。
　すると青梅街道に沿った住居と商店の混在した地域は、各所帯平均して二個
くらい出荷していることが分かった。また、利用した輸送機関はほとんどが郵
便小包であったが、実際の個数はそれよりもかなり多いと推測された。
なぜなら、盆暮れの贈答品などは荷造りして郵便局に持ち込むのは面倒だから、
百貨店で購入し、そのまま発送を百貨店に委託する場合が多いからである。
当時、郵便小包の年間取り扱い個数は約1億9千万個、国鉄小荷物は約6千万個
であったから、既存の小荷物輸送機関で扱っていた総量は約2億5千万個とみら
れていた。仮に、1個当たり500円とすると、1250億円の市場と推定する事が出
来る。
　これらの調査から、個人宅配市場は決して小さな市場ではなく、ヤマト運輸
が商業貨物の輸送市場から離れて、本格的に取り組むべき市場として十分な規
模であることが分かったのである。こうした市場調査をおこなうこと自体、当
時のトラック運送業者には珍しい事であった。
　　③トラック運賃の仕組み
　原則的に、トラック運賃の仕組みは、長距離逓減と重量逓減の方式が採用さ
れている。そのため、荷物を運ぶとき距離が遠ければ遠いほど、重ければ重い
ほど相対的に運賃は安くなる。このうち、東京と大阪の距離はどのトラックで
運ぼうと変わらないため、距離に関してはどこの会社も条件は一緒である。だ
が、重量の方は　たとえトラックのサイズが同じでも、積荷の内容は会社によ
ってそれぞれ違うから条件が違ってくる。重量逓減ということは、積み荷の中
6小倉昌男，前掲書69頁。
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に重量品が多ければ、一台当たりの運賃収入は相対的に安くなり、軽量品が多
ければ、高くなるはずである。
　さらに詳しく説明すれば、運賃の計算は1口（出荷元と届出先が同一の契約）
ごとに行うので、重量品というのは単に目方が重いというのではなく、要する
に、1口当たりの個数がより多いということもあるのである。
　そのころ、営業利益率が7％以上の路線会社の荷筋は、1口5個以下の貨物が
多く、5％以上の会社は大体10個以下であった。ヤマトは50個前後が多かったた
め、利益率が低かったのである。一個口の荷物を集めるのにはコストがかかる。
けれども、小口の荷物を効率良く混載すれば、コストに見合う以上の運賃が稼
げるはずだ、とヤマト運輸の利益率の低さをきっかけに、教訓として学んだの
である。
　（4）　マネジメント的思考技能
　　①吉野家のメニューの絞込み
　小倉昌男は、良いトラック運送会社は、どんな荷物でも量の多少に関わらず、
いつでもどこへでも安い運賃で運び、荷主に喜ばれる会社でなければならない
という理想と、そしてその目標に向かって努力すれば、同業他社を抜いて業界
のトップ企業になれるという信念を持っていた。
　しかし、商業貨物の市場での競争に敗れ、どのように挽回しようかと考えて
いた時に、ふと、かつて読んだ吉野屋の新聞記事を思い出したのである。何で
も運べる良いトラック会社になるというのは非現実的で抽象的な理屈にすぎな
いのではないだろうか。それよりも、記事にある吉野家のように、メニューを
思い切って絞り、個人の小荷物しか扱わない、むしろ扱えない会社になった方
がよいのではないだろうか。広く何でもやれる会社と、狭く一つのことしかや
れない会社のどちらに可能性があるだろうか。吉野家の場合は、「牛丼ひとす
じ」いう新しいコンセプトによって新業態を開発し、チェーンを展開して繁盛
している。いわば事業ドメインを絞り込み、そこに経営資源を集中することに
よって競争優位を保っている。
一方ヤマト運輸は、昔から消費者に近い小規模企業や家庭から出る小さな荷物
を得意とする会社である。ならば吉野家にならって事業ドメインを限定し、対
象とする市場を変えて新しいコンセプトをもとに新しい業態を開発したら、新
たな展開が開けるのではないだろうかと考えたのである。
　業種、商品ともに全く違う吉野家の「メニューの絞り込み」から得た「個人
の荷物しか扱わない」というヒントは、低迷していた多角化戦略の対極を行く
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ものであったが、先行していた米国のUPS社による宅配便の成功7がこの考えを
後押ししたのも事実であろう。
　　②取次店の設置
　この「個人の荷物しか扱わない」ことによる効率化、コストの削減という「イ
ンスピレーション」も、これを採算のとれるビジネスとして具体化することは
容易ではない。個人の宅配市場は、需要の発生が偶発的で散発的であり、それぞれ
が一一一一“個口であるために集荷コストが運賃に見合わない結果、「誰がやっても赤字にな
る」というのが当時の業界の常識的な見方であった。
　しかし、果たして本当に個人の宅配の需要は偶発的で散発的なのだろうか、
というところから小倉は始めている。
　この疑問は、一つの仮説へと発展した。人間が生活し、その必要から生ずる
輸送の需要は、個々人から見れば偶発的でも、マスとして眺めれば、一定の量
の荷物が一定の方向に向かって流れているのではないか。個々の需要に着目し
ているうちは対応の仕方がわからないが、マスの流れに注目すれば、対応の仕
方があるのではないか、と考えたのである。
　例えば、ターミナルに配属された9トントラックで、工場に集荷にいく代わり
に、住宅地に設けた小さな営業所から小型トラックを50台出して、住宅や商店
主をこまめに回って、荷物を集めたらどうかというハブ・アンド・スポークス
8（hub　and　spokes）の発想である。
　その実現のために彼が考えたのが取次店制度であった。酒屋とか米屋など家
庭の主婦になじみのある商店に取次店になってもらい、主婦には取次店まで荷
物を運んでもらう。あとは、ヤマト運輸の集荷車が各取次店を回って営業所に
荷物を集めるという仕組みである。　こうした取次店を設置することにより、
ヤマト運輸は効率良く荷物が集められるのである。
　　③集配ネットワークの構簗
　個人宅配市場を開拓し、ハブ・アンド・スポーク方式で集配するために必要な
のは、各家庭から荷物を集める取次店だけにはとどまらない。最も必要とされ
るのは全国規模の配達ネットワークの構築である。
　しかし、ここでも郵政による「信書」の扱いの独占と同様、既存秩序の維持
を目的とする法規制の壁9と戦わなくてはならなかった。路線免許の問題につい
7米国の企業であるユナイテッド・パーセル・サービス（UPS）。この会社は小荷物分野においては郵便局を圧倒
する扱い規模を持つ。
8車輪の中心部（こしき）のことから、地域、宇宙の「中心、中枢」を指す。一般的には「ハブ空港」などと
して使用され、自転車のハブから外側のタイヤに向かってスポークが放射線状に伸びるように、ハブ空港から
国内外の近隣空港に路線が伸びるような要の空港のことを言うときに使われることが多い。
91983年に発売をした、郵便小包への対抗商品である「Pサイズjの新料金申請の際にも運輸省と深刻な摩擦が
生じた。
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てはローカルのトラック事業者、行政当局とのあいだで、粘り強い交渉が続け
られ、沖縄県を含めた全国ネットが完成するのは昭和61年のことである。
　個人の宅配小荷物は、全国あらゆる場所に配達しなければならない特性を持
つ。従って、特定地域、あるいは特定の地域間だけの営業許可だけを持ってい
れば事足りるというものではない。この点が商業貨物と違う点である。
しかし、トラック運輸事業にかかわる従来の法律は、その制定の時点からヤマ
ト運輸が構築しようとするような全国的なネットワークは前提としていないも
のであった1°ため、当然のことではあるが大きな壁として立ちはだかったのであ
る。
図表X－2　ヤマト運輸の宅急便事業の体制
???
田
??
???ー ?ー? ?ー?
小口配
???ー
EEl
独自開発の集荷システム 路線トラックの応用 百貨店配送の応用
（5）　科学的思考技能
10トラック免許には、「区域」と「路線」があり、運輸省が許可権を持つ。宅配便事業は混載が可能な「路線」
免許が必要であり、しかも、新しい地域に事業区域を拡大するためには、そのたびごとに当該地域の免許が必
要であった。
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　個人宅配は、いつどの家からどんなかたちの荷物をどこに運ぶのか決まって
いないため、集配効率が極めて悪い。小倉昌男は、このような業界の“常識“を
あえて疑い、逆にどうすればこの市場で効率良く集配作業ができるかを考える
ところから始めた。そして立てた仮説が、上記のような全国規模の集配ネット
ワークを築けば、ビジネスになるというものである。
大量輸送が可能な商業貨物の輸送事業は利益が出るのが当然と考えられてい
たのに対し、個人宅から出る宅配の事業は、たった一個の荷物を集荷し配達す
るという極めて効率の悪い仕事であるためどう考えても絶対赤字になると思わ
れていた。実際に全国的な小荷物輸送のネットワークを形成すれば、作業は実
行できるだろうということは思いついたが、赤字になるのであれば元も子もな
い。
　ネットワーク事業の採算ということを考える際、代表的なものとしては電話
がある。
　戦後しばらくはすべての家庭に電話があるわけではなかった。主なものは業
務用であり、電話を引くときには、債権を買い電柱を立ててもらう必要があっ
た。それが次第にすべての家庭に電話が普及するようになると、利用度が高ま
り、電話は儲かるビジネスになっていったのである。
　なぜなら、最初のうちは電話事業も黒字の地域と赤字の地域が混在する状態
であるが、赤字の部門を黒字の部門が埋めて、トータルで利益が出るようにな
れば儲かるからである。
個人小荷物の宅配事業も電話事業と同じように、ネットワーク全体で収支を見
ることになる。はじめはネットワークを作るためにコストがかかる上、利用度
が低いうちは収入も少ないため赤字になることは必至である。しかし、ネット
ワークができ、利用度が高まって黒字部門が赤字部門を補って余るようになれ
ば、損益分岐点を超し、利益が出るはずである。
　このような思考プロセスは「マネジメント的思考技能」の所産であろう。し
かし、その具体的な実現に向けては「科学的思考技能」によるサポートがあっ
たことも見落としてはならない。
　情報技術と輸送技術の発達と、それらの外部環境の状況を理解し、消化して
自らのものとし、使いこなすことを可能とした「科学的思考技能」である。コ
ンピュータの発達などにより、どの荷物がどこのター一一一ミナルを何時に通過した
かの記録が確実にとれ、自動分別が可能になることによって、荷物の誤配や紛
失事故が減少し、配送時間の短縮も図られて信頼性と利便性が増したからであ
る。
　また、ハブ・アンド・スポーク、すなわち分散した地点からの拠点への集荷、
拠点での分別と次のハブ（拠点）への移送については、その効率化のために、
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積荷を荷台から荷台へ積み替えるのではなく、コンテナごと交換してしまう
トレーラーシステムなどをはじめ、宅急便のオンラインシステム、当時登場
間もなかったバrコードを使用した専用端末機であるNECO－POSなど様々な物
流機器が導入され、あるいは開発されたのである。
　（6）　システム思考技能
ネットワークの損益分岐点を超さない限り、たしかに宅配事業では利益は出な
いが、ネットワークの上を荷物がどんどん流れる仕組みを作れば必ず損益分岐
点を超え、利益が出るという性質のものであり、効率が悪いから絶対に儲から
ないとは限らないということを小倉昌男は見抜いていた。
しかし、その実現のためには様々な隙路が生じたはずである。革新マインドを
核として生まれた事業革新インスピレーション実現のための個々の障害は、そ
の目的達成のためにはあるものは一部妥協しながら11、4S知をシステム的に統合
するなかで解決していったのである。
このヤマト運輸が開発した宅配便市場は、後発の同業者も次々に参入12しその
後も拡大を続け、同社固有の商標である「宅急便」は宅配便というサービス商
品一般を表わす普通名称化するほどに普及したが、その後同社はさらに「ゴル
フ宅急便」、　「スキー宅急便」などの新サービスを開発、　「ベンチャー指向型
企業」として発展している。
U路線便の免許が下りない地域については、当局との粘り強い交渉の傍ら、当初小型車利用のローカル便を利
用してネットワークの補完をした。
121977年には日本通運がペリカン便を、81年には日本貨物がフットワークをそれぞれ開始した。1997、年現在、
全国で39社が参入、年間10億個以上の小包が宅配便ではこばれている。
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2　ケース2一日清食品のチキンラーメンとカップヌードル
　（1）　外部環境の変化と歴史的背景
　即席ラーメンの開発者であり、日清食品の創業者でもある安藤百福は、1948
年、戦後の闇市に存在するラーメン屋台に並ぶ人々の長い行列を見て「こんな
に執着するほど、ラーメンには魅力があるのか」】3と感嘆した。
　この年、　「食料配給公団」は、前年に発表された経済危機突破緊急対策方針
に基づき、不足していた米、麦類、芋類、雑穀類およびその加工品を一括して
全国に配布することを目的に発足した。このような食料供給体制が逼迫した社
会体制の中で、わが国経済は1950年に勃発した朝鮮戦争を契機に特需景気を迎
え、次第に食料の配給統制も撤廃され、1952年6月には小麦粉も統制撤廃品目と
なった。
　ところが、19ら4年に締結されたアメリカとの余剰農作物購入協定は、学校給
食を中心としたパン食の粉食奨励運動の契機となったが、この奨励運動には東
洋の文化に根ざした麺類は入っておらず、パン食を主眼にしたものであった。
　当時のラーメンやうどんと言えば中小、零細企業の分野のもので、アメリカ
の余剰農産物である大量の小麦粉を加工し、配給するパイプが存在していない
ため、工業化は困難であった。また、それ以上に夜泣きそばやラーメン屋台の
イメV・一・・ジがあり、研究や工業化の対象とするには、あまりにも簸小と思われる
のが当時の常識であった。
　そのような社会、経済的な状況にあって、「チキンラーメン」という革新的
商品によって、それまでにない全く新しい即席麺市場を創出したのが現在の日
清食品であり、その源流となったのは、昭和23年9月に泉大津市汐見町に資本金
500万円で設立された中交総社である。
　同社は、昭和24年にサンシー殖産と商号を変え、大阪市北区曽根崎に移転し
て、食品の貿易、卸・問屋などの業務を手広く商っていたが、その後、休眠状態
にあったのを、昭和33年チキンラーメンを開発、販売に際して日清食品として
引き継いだ会社である。
「チキンラーメン」がわが国ではじめて開発されたのは1958年であるが、1954
年に「即席ポタージュ」、1955年に「即席カレー」などがインスタント食品の
先行商品として既に販売されており、それらとともにインスタント食品ブーム
にみられる「食の簡便化」指向、言い換えれば消費者のライフスタイルの変化
に対応する形で、いまだ表面化してはいなかったものの、即席麺に対する潜在
的な需要も急速に高まっていた時期であるといえる。
13日清食品社史編纂室『食足世平一・日清食品社史一』日清食品，1992年，49頁。
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図表X－3日清食品の革新アイデア創出プロセス①一4S知モデルによる分析
　　　　　　一　チキンラーメンの開発　一
①社会・経済的動向及び法規制
　・ライフスタイルの変化　・大規模小売店によるセルフ販売方式の普及
　　マネジメントテクノロジーの利用可能性
　・マーケティング手法の輸入と生産管理技術の導入
　　科学的テクノロジーの進展度
　・各種食品量産自動機、包装機器の開発機運の高揚
〈インフtメーションとしての情報〉
革新マインド ・粉飾奨励政策への不満
・経営中の事業の失敗
インスピレーション
外食メニューであったラ
ーメンの、インスタント化
と工業化
科学的思考技能 マネジメント的思考技能 市場観察センス
・油熱乾燥法
Eポリセロのラミネー
g加工包材の利用
・大量販売に対応可能な大量
ｶ産手法
E店頭デモンストレーション
EテレビCMの展開
・闇市のラーメン屋台に
ﾀぶ、飢えた群集
E他のインスタント食品
J発への着眼
f個食化への着眼
システム指向技能
　　　　　　　　革新的事業アイデア創出とコンセプト化
＝お湯をかけて2分間で食べられる「即席麺（チキンラーメン）」コンセプト
　　（2）　革新マインドの発揚
日清食品創業者の安藤百福（現日清食品会長）は青年期に、栄養にかかわる研
究、病院用栄養食の開発、塩業や漁業への関心などさまざまな事業を経験し、
48歳のときに、　「チキンラーメン」を、その後に「カップヌードル」を開発し
たのであるが、その根底には、幼少期にはぐくまれた商才があり、幼いときに
繊維織物問屋を営む厳しい性格の持ち主の祖父から授かったしっけや、当時の
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家業の活気が、安藤百福のアントレプレナーシップを育む原点になったという。
その意味では、アントレプレナーシップの中心となるべき「革新マインド」は
既に幼少の頃から知らず知らずの内に醸成されていたと見るべきであろう。
　その安藤百福は、1948年、戦後のヤミ市のラーメン屋台に並ぶ空腹を抱えた
人々の長い行列を見て、　「こんなに執着するほどラーメンには魅力があるもの
なのか」と感嘆すると同時に、人々の「食」に対する欲求、執着の強さをあら
ためて実感した。しかし、ラーメン屋台の行列を見ただけでラーメン開発にす
ぐに結びついたわけではない。
安藤百福は、「焦土に立って抱いた、食品産業に対する私なりの使命感、ラー
メンの屋台に並んだ長い行列にこめられた消費者の願望…しかし、長い間、そ
うしたことは頭の中でバラバラに漠然と存在しているにすぎなかった。私の考
えが結晶するには、他のすべてを失い、周囲の環境が変化するという決定的な
触媒（理事長職にあった信用組合の倒産）が必要だった。」14（カッコ内は筆者）
と述べ、一度は成功した事業と財産を失い、裸一貫、絶対の窮地から出発した
からこそ、並でない潜在能力が発揮できたのではなかったか。
逆説的にいえば、既存事業の失敗がなければ、新規事業に賭ける情熱もさほど
持てなかっただろうし、即席麺を生み出すエネルギーも生まれなかったのでは
ないとかと壊述している。
　これは、安藤百福が理事長を務めていた信用組合が1955年に倒産し、すべて
の財産を失ったことが、即席麺開発に向けた革新マインドの発揚のきっかけで
あり、また強力な促進要因としても働いたことを示しているといえる。
　さらに、ラーメンに対する大衆の潜在的ニーズに着目していた安藤百福は、
東洋文化に根ざした「麺類を中心とした粉食奨励」を、次のように厚生省に申
し入れた。
　「粉食イコー一ル、パンでいいのだろうか。パン食は本来、副食物をたくさん食
べないと栄養が偏ってしまう。日本ではパンとお茶だけですませている。東洋
の伝統食である麺類をどうして粉食奨励に加えないのですか。」
しかし、この主張は受け入れられず、
「偉そうにおっしゃるなら、安藤さん、あなたが研究したら…」15と勧められた
のである。
　このことも後の即席ラーメンの開発、事業化構想の動機になったという。
このように、即席ラーメンが誕生する背景には、戦後の食糧不足という社会的、
経済的背景と、ラーメンに対する大衆の根強い需要の存在、そしてそれ以上に、
麺文化に対する安藤百福の東洋人としての執着心と事業化に向けてのアントレ
14ﾀ藤百福『苦境からの脱出』フーディアム・コミュニケーション，1992年，77頁。
15同上書，81頁。
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プレナーシップがあった。事実、食糧不足下の1948年にすでに、安藤百福は国
民の栄養失調を改善する目的で、国民栄養科学研究所を設立しており、即席ラ
ーメンの開発・事業化はこの国民栄養科学研究所にゆだねられていた。
しかし、当時の研究所の所員にはラーメンを事業化することの可能性、必要性
が理解されず、ラーメンの大規模工場生産化はこの時点では実現しなかったの
である。
その後安藤百福が理事長を務めていた信用組合が1955年に倒産し、すべての財
産を失ったが、経済も、文化・芸術にしても、食がまず満たされていなければ
成立しない。食こそがすべての基本であり、順番からいえば、“衣食住”では
なくて“食衣住”というアントレプレナーシップに基づく理念と発想から、再
度ラーメンの大規模工場生産化というアイデアを具体化することに乗り出した。
　ここに理念としての「食へのこだわり」が、　「食こそすべての原点である」
という確信、そして揺るぎなき革新マインドへと結実したのである。
　（3）　科学的思考技能
　1958年8月、即席ラーメンの事業化は、安藤i百福によってサンシー殖産（日清
食品の前身）でスタートした。大阪市東淀川区田川（現・淀川区剛ll工場）の
約1，　OOO平方メートルの工場跡の倉庫を改造した工場で、25・名の従業員によって
生産が開始された。1日当たりの総生産量は当初、約300食にすぎなかった。
当時の即席ラーメンの製造方法は、
????
●
ものであり、
　安藤百福が製品開発に着手した際に最も苦労したのは、いかに効率よく麺を
乾燥させて保存性を高め、かっ食べる直前に手軽に調理できるように加工する
かという点であり16、さまざまな試行錯誤の結果たどりっいたのが、油熱乾燥法
であったのである。
コムギ粉、カン水、スパイスなどに水を加えてこねる
製麺機で圧延の後、線状に切り出す
麺を高熱で短時間煮蒸す（でんぷんのアルファー化）
チキンラーメンの場合はスープの中に麺を浸すか、味付きスープを麺に
噴射するかなどして味付けする
金網の枠に入れて成形した麺を、枠にいれたまま油で揚げて（多孔質化
と水分の除去）完成する
　　　「味付け油処理麺」と呼ばれるものであった。
16Microsoft，　Encarta　97　Encycloρedi’a，1993－1997．　Microsoft　Corporationの食品加工（FQod　Processfng）
技術は、食物を安全で食べやすく、消化吸収しやすい状態にし、かつ保存性、貯蔵性、輸送性、簡便性、商品
性など、さまざまな機能を付加するために食品原材料を加工することをいう。保存用食料は、栄養価はもちろ
んのこと、外見や風味、口当たりの面でも食欲をそそるものであることが必要とされる。
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　これは「油熱による乾燥、多孔質の形成…　油熱で乾燥した麺の塊にお湯
を注ぐと、多孔質部分に湯が行き渡り、ゆで上がりの状態に復元できる」】7とい
うものであり、安藤百福によってラーメンの加工に導入された全くの独創的発
想による技術である。この「お湯を注ぐと、ゆで上がりの状態に復元できる」
という新製品の特徴によって、当時即席ラーメンは、　“魔法のラーメン”とも
呼ばれた。
　しかし、油熱乾燥の技術自体は特別新しい物ではなく、ましてや安藤の独創
的「発明」でもない。　「天ぷら料理」などに古くから広く使われてきている。
　彼の「独創」は、既に社会的な資産となっている技術を知識として持ってい
たこと（＝科学的知識）、そしてそれを自らの製品開発に生かす技能を持って
いたことから（＝科学的思考技能）生まれたのである。
　即席ラーメンは、試作段階では1食ずつ手作業で無地のセuハンに包んでそれ
をさらに包装した後、異物検査や商品呈示のために袋の中央に透明な「のぞき
穴」の部分を作るという手工業的生産方法で製造された。　麺の包装は、袋に
加工された包材に、手作業で1食ずつ入れては、足踏みシーラーで封をしていた
が、やがて自動包装機械が登場18し、それに代わった。当時のいわゆる「ポリセ
ロ（防湿セロハンとポリエチレンの二層フィルム）」と呼ばれる包材と自動包
装機械は、即席ラーメンの開発に伴い生み出された新素材・新技術であり、こ
の製品のために生み出された「包装技術と素材」は、その後、技術的な社会的
資産として菓子をはじめ食品一般の産業の発展に広く貢献することとなった。
即席麺の生産量（田川工場）は、これらの新技術の導入により、日産300食か
ら次第に増加し、1959年4月ごろには、6，000食にも達していた。
このように従来なかった全く新しい食品をヤミ市の中から発想し（インスピレ
ーション）、試行錯誤の研究を重ねた後、即席ラーメンを開発・発売し、事業
化したことはまさに、日清食品の創業者安藤百福の革新マインドと科学的思考
技能に基づくものであり、ラーメンといういわばマイナーな食品を工業的に量
産しようという発想は、人々のライフスタイルの変化、スーパーマーケットの
発展によるセルフ販売方式の普及を的確に捉える「市場観察センス」と、それ
に対応できる「マネジメント的思考技能」なくしては起こり得なかったのであ
る。
さらに、子供の頃から自活し、炊事を自らの手で行っていた経験から、食品を
「揚げる」という調理保存加工技術の知識を「油熱乾燥法」という知恵に置き
換えた、科学的思考技能の高さも見落とせない。
17日清食品社史編纂室，前掲書，52頁。
18「三方シール機」と呼ばれる自動包装機は、即席麺の包装作業における自動化の必要に応じて、大森自動機
というメーカーによって開発された。
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このように見てみると、創業当時の日清食品は地味ではあるが科学技術を基礎
とする一種のハイテクベンチャーであり、その一方ではマネジメント技術を応
用したプロセスベンチャーでもあったことが理解できるのである。
　（4）　社会・経済環境の変化一袋麺市場の成熟化
　昭和40年代に入り、即席麺（袋麺）市場は成熟期を迎え、売上高は伸び悩み
つつあった。飲食業界では資本の完全自由化（1969年3月・第二次資本自由化）
が進められ、ファーストフードが登場し、若者の価値観やライフスタイル、食
スタイルにも大きな変化がもたらされた。開放的なイメージのファーストフー
ドは、即席麺の商品特性である主食性、簡便性というキャッチフレーズにより
一層強力に合致し、若者のニーズを獲得していった。
そのため、戦後の新しい花形食品として登場した即席麺（袋麺）も、他のイン
スタント食品とともにわが国の人々の食生活、食文化を変えたといわれるほど
に浸透したが、1960年代後半から、1970年代に入る段階で、同業他社との競合
はますます激しくなり、個々の企業はより厳しい市場環境の下に置かれること
となった。
この時期、日清食品の市場シェアは、1960年には49％だったのが、それ以降、
15％から37％の間を変動しながら、1970年には、23．5％へと低下した。日清食
品は常に上位3位以内には入っていたものの、しばしばそのトップの座を譲り、
市場の成熟期の中で、業界のリーディング・カンパニーである一方、同社の経
営状態は危機的状況に直面しつつあったといえる。
　（5）　市場観察センスーチキンラーメンからカップヌードルへ
日清食品は、このような状況下できわめて創造的かつ革新的に市場の変化に対
応した。まず安藤百福は、「カップヌードル」の新発売に先立つ5年前の1966年
に、このような国内市場の成熟期を予測して「インスタントラーメンの国際商
品化」に向けて市場調査のために渡米した。
即席麺の国際商品化は、1961年に開設された日清食品研究所の主要研究テーマ
のひとつとして「ラーメンの国際化」が挙げられていたことからも理解できる
ように、安藤百福の即席麺事業における創業時からの理念の1つであった。
日清食品の第二の飛躍をもたらした「カップヌードル」は、このような安藤百
福の創業時からの理念の構図から生まれたもので、それに基づく海外視察や、
その後の研究開発の中から、企業者安藤百福の意思決定によって生まれた製品
である。即席麺開発のときに発揮された「市場観察センス」がここで再度発揮
されるのである。
1966年の欧米視察から、「アメリカの大男が、自動販売機に備え付けのコップ
にジュースを注ぎ、飲み干すと、くしゃくしゃに丸めて、くずかごに放りこん
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でいた。スーパーマーケット・チェーンにチキンラーメンを売り込みにいった
ところ、バイヤーがチキンラーメンを二つ、三つに折り、紙コップに湯を注ぎ、
おいしそうに食べてくれた」19と述べているように、安藤百福は当時の日本とは
違う食スタイルに遭遇し、新製品の開発条件の一つを直感的に感じとった。さ
らに帰りの飛行機の機内食では、スチュワーデスが配る機内食のなかの小さな
「直径4．5センチ、高さ2センチのアルミ容器である。アカデミアナッツを入れ、
紙にアルミ箔をコーティングしたブタで、きっちり密閉してある。」2°アルミ容
器のブタに注目（科学的思考技能）し、その出会いからも新製品開発の新たな
ヒントを得たと安藤百福は壊述している。この欧米各国への歴訪のおり、彼は、
「どんぶりと箸を使わない食生活」と「戸外を歩きながらでも気軽に食を充た
している風景」という欧米の食文化に触れ、「使い捨て紙コップ」と「機内食
に使用されていた容器の機能性」という合理的で、高度な包装技術に特に着目
した。つまり安藤百福の新たな起業家活動としてのスタートとなった新機軸は、
「ラーメンの国際商品化」を実現するため「箸に代わるフォーク、どんぶりに
代わる新しい容器」の開発にあるという市場観察センスによる着想であり、そ
れを新製品の開発、商品化に生かそうという意思決定であった。この欧米での
食スタイルの視察を終えた安藤百福は、
　　●インスタントラーメンをフォークで食べるという新しい食スタイルを
　　　　創造すること
　　●　どんぶりに代わる機能的で合理的な容器を開発すること
　　●味覚の国際性という新機軸に基づく“容器に入ったインスタントラー
　　　　メンの商品化”
という新しい構想すなわち商品コンセプトをうちたてたのである。
　（6）　科学的思考技能
　帰国後、安藤百福はさまざまな容器を収集し、新しいラーメンに適した容器
の分析を行った。その結果、まず陶磁器は「携帯しにくい」「食後の廃棄処分
に困難が伴う」という理由、紙やアルミニウムは、「熱湯を注いだ時、熱くて
手に持っておられない」という理由で除外され、数多くの試行錯誤の中で、安
藤百福は発泡スチロールに注目した。しかし発泡スチロールが、わが国に初め
て輸入されたのは1950年のことであり、1954年から本格的な輸入が始まったも
のの、原料の国産化はようやく1962年になってからであった。そのため安藤百
福が、発泡スチロールに注目した1966年秋の段階では、まだそれが「食品の包
匡9 ﾀ藤百福，前掲書，148頁。
20ﾀ藤百福，前掲書，149頁。
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装用と食器用を兼ねた使用など考えられない状況だった」21と安藤百福自身が指
摘している。
　　図表X－4　日清食品の革新アイデア創出プロセス②一4S知モデルによる分析
　　　　　　　　　　　　　　　一カップヌードルの開発一
①社会・経済的動向及び法規制’
　・食スタイルの変化（食のレジャー化、ファッション化、ファーストフード店の登場）
　　マネジメントテクノロジーの利用可能性
　・マーケティング手法の普及と生産管理技術の高度化
　　科学的テクノロジーの進展度
　・各種食品量産自動機の発達・発泡スチn一ルの成型技術の発展など
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くインフォメーションとしての
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　情報〉
革新マインド ゜袋麺市場の成熟化からの
脱皮と、即席麺の国園ヒ
インスピレーション
いつでもどこでも食べら
れる「即席ラーメン」
科学的思考技能 マネジメント的思考技能 市場観察センス
・具材のフリーズドライ
Eカップ型容器への、麺の
[填方法
E発泡スチロール容器の採p
・パッケージ戦略の強化
E独自流通チャネルの構築
ﾆ自販機による価格維持
E「袋麺」との意図的な差
ﾊ化
・他のインスタント食品の
ｮ向分析
E袋麺市場の成熟化の予測
システム指向技能
　　　　　　　　　　　革新的事業アイデア創出とコンセプト化
＝具材も入り、薫り高いスープつきの麺が、熱湯を注ぐだけでいつでも何所でも味わえ
　　　　　　　　　　　　　る「カップヌードル」コンセプト
しかし安藤百福は、発泡スチロールの有効性について、「発泡スチロー一一・ルは
21日清食品社史編纂室，前掲書，162頁。
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断熱性が高いので、湯が冷めにくいし、手に持ったとき熱くない。しかも軽く、
厚みがあって質感がある。ファッション性を表現しやすく、新製品の容器とし
ては申し分がないように思われた。」22と述べている。
このように、発泡スチロールの持つ科学的特性の本質をつかみ、新しい容器と
して最適であると正しく判断した科学的思考技能は、当時としてはこの上なく
的確なものであったということができる。このような安藤百福の直感的な発想
により「カップヌードル」の本格的な製品化が始まったのである。
　（7）　システム思考技能一逆転の発想（カップ型容器への麺の充填方法）
安藤百福は1966年に発泡スチロール容器の開発を模索しはじめ、約4年後には
その製品化に成功したが、そこでまた、カップ型容器に麺を充填させる方法に
おいて、
①どのようにして厚さが6センチになる麺の塊を均一に油揚げするか、
②その麺の塊をカップの中にどのように収めるか
という1つの壁にぶつかった。
　①の課題に対しては、「チキンラーメン」の油熱処理法であり「天ぷらの発
想」によって解決された。味付け麺をバラバラのまま1食ずつ穴の開いたパット
（鉄型）に入れ、蓋をして揚げる。蓋があることによって上が密で下が疎の状
態となり、湯戻しするときに理想的な状態とすることができた。できあがり時
点の麺の塊は、厚さ6センチとなり、均一に揚がり、しかも蓋に押し付けられた
上部は、具材を載せやすい形状となった。②の課題のカップ型容器への麺の充
填方法については、いくつかの方法が考えられたが、運搬中の麺の崩れ、具材
の移動による湯戻し後の麺形状などの課題が残されていた。
この課題を解決したのが、麺を「無理に底につけることはない。宙づりにして
みたらどうか。」23という安藤百福の独創的発想であった。この麺の宙づりには、
　●　宙づりの麺が、カップの補強材の役目を果たす
　●　しっかり固定され、麺が輸送中に崩れる心配がない
　●　麺の湯戻りがよく、底に付着することがない
　●　具材を体裁よく上部の空間に盛ることが出来、商品価値も高まる
　というメリットがあった。これが麺の「中間保持」のアイデアであり、のち
に実用新案権を得るほどの革新的な方法であった。
しかしここで、それでは、
③どのようにして麺を容器に落とし込めばよいか
　という新たな課題が生じてきた。この課題も安藤百福の「中身を下において
22安藤百福，前掲書，150頁。
23麺の充填方法にっいては、日清食品社史編纂室，前掲書，154～168頁を参照されたい。
282
容器をかぶせる方法」によって解決することができた。
　麺の塊は機械でつかみ入れるには壊れやすく、転がして入れるには球体でな
いため不可能であった。そこで逆にしておいた麺の塊の上にカップをかぶせ、
くるっと半回転して落ち着かせると、麺は見事に中間保持できた。
　容器の開発途中、麺の充填方法について、容器の形状変更によって解決しよ
うというスタッフの案に対して、安藤百福は「不可能を可能にしない限り新製
品は生まれない。」24といってその案を容認せず、また「カップヌードル」の誕
生にも、安藤百福は「完成度が高くなければ、息の長い商品にはならない。」25
と指摘している。
　「カップヌードル」はこのような経緯を経て誕生したが、　「カップヌードル」
のもう一つの特徴として具材の冷凍乾燥（フリーズドライ）法の採用があげら
れる。これも安藤百福が持っていた科学的知識と科学的思考技能の賜であった。
　この製法によって、蓋を開けると、エビ、豚肉、卵、野菜などが、彩りよく
視覚的に訴えることができ、製品にいっそうの高級感が出て、高付加価値商品
として市場に登場することができたのである。
　ただ単に、市場観察センスによってどのような商品を開発するかという構想
を立て、科学的思考技能によって適切な容器を選び出すだけでは「カップヌー
ドル」という革新的アイデアのコンセプト化は不可能であった。
　システム思考技能によって市場観察センスと科学的思考技能の双方が提示す
る課題を解決することによって初めて、それまでバラバラに存在していたひら
めきや直感や新しい方法を統合して、事業化しうる革新的なコンセプトを創出
することができたのである。
3　ベンチャー指向型企業における4S知モデルの一般性の検証について
　以上の2社のケースの観察と分析は、第HI章で提示した、　「革新的事業・製品
アイデアの創出とコンセプト化モデル＝4S知モデル」を分析の枠組みとして使
用したものである。
　このモデルは、筆者がこれまで行ってきた自らの複数の新規事業開発、新製
品開発とその後の運営によって得た経験から導き出した概念的枠組みを、　「ベ
ンチャー指向型企業」と捉えるべき2社のケースに当てはめ、その一般性を検
証しようと試みたものである。
　ベンチャー指向型企業として成功した企業に限らず、ビジネスー般の研究に
おいて、成功事例、失敗事例の詳細な観察と記述が基本となるべきであること
はいまさら述べるまでもない。
24日清食品社史編纂室，前掲書，165頁。
25安藤百福，前掲書，162頁。
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　しかし、個別企業を取り上げた書籍は、失敗例よりも成功課が圧倒的に多い
ことや、P。F．ドラッカーが指摘するように、それらのサクセス・ストーリーの多
くは、「起業家精神についての文献のほとんどは逸話集であって、しかも、（子供
が両手を後ろ手にして隠しながら言う）『ほら、ママ、手がないでしょ』の類で
ある。」26という懸念もある。
　実際、当該各社の社史に記載されている過去の「事実」が、第三者的に見て、
それらのすべてが客観的事実なのか、過去の出来事ではあったとしても、はた
して当時の戦略を企業自身が全て白日の下に晒しているのか、という疑問は残
る。
　その上、サクセス・ストーリーの多くは、あくまでも「物語」であって、一
定の方法論に則り、確固とした分析枠組みをもってした観察と記述ではないた
め、そのままでは実証主義的研究の資料として使用することが困難である。
　しかし、だからといってビジネス研究の初期段階において、これらのストー
リーを軽視して良いという理由にはならないであろう。
　その意味で、このモデルを二つのケースに当てはめて検証することは、現実
の企業活動におけるイノベーション行動の理論的視座や、仮説の構築のための
理論的準拠枠を提示し得るものであると考えるのである。
　なお、この「4S知モデル」は、モデル開発の契機が製品開発における際のブ
ラック・ボックスの解明であったこと、および概念的説明の便宜を考慮して、
本論においては「革新的事業・製品アイデアの創出とコンセプト化モデル」と
限定しているが、マーケティング活動が本来的に持つイノベーションの性格27を
考えれば、機能的側面で持つイノベーティブな要素、すなわち4Pのミックス段
階における差異化の際の意思決定にとどまらず、事業レベル、さらには企業レ
ベルをも含めて、企業経営において起こりうるすべての意思決定プロセスにも
適用可能な「意思決定モデル」になりうるものであると考えるものである。こ
の点については、さらに今後の研究課題としたい。
26Peter　F．　Drucke，㎜吻π伽鯉㎜脳㎜前掲書，上田淳生訳『イノベーションと企業家精神』
（上），ダイヤモンド枇1997年，12頁。
27本書第V章，2－（3）参照のこと。
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結　語
　本稿においては、先ずビジネスに関連する理論研究とビジネス実践について
考察し、続いて巷間いわれるベンチャー・ビジネスの概念がさまざまであり、
その捉え方も多様である原因は、企業の質的側面を重視しない考え方による従
来の分類法を土台としたものであることを指摘し、新たな分類法を示した上で、
ベンチャー企業ないしは起業家研究の前提として、より包括的な概念となる「ベ
ンチャー指向型企業」を提示した。
　物質的な豊かさを実現するための大量生産、大量販売を効率的に遂行するた
めのマネジメントが重要とされた時代は過ぎ、人々の欲求が多様化し、マズロ
ーの欲求五段階説に従えば自己実現欲求に向けて高度化するなかで、企業のと
るべき行動は従来の延長線上にはない。
　先が読めない状況のなかで必要とされるのは、個々の企業の自発的な責任行
動によるあくなき挑戦であり、その主役は狭い意味での「ベンチャー企業」だ
けでよいはずがない。すべての企業は自らの置かれた競争状況の自覚に加えて、
企業自身の質的側面の再点検をして将来に向けての新たな展望を開いていく必
要があるであろう。
　『エクセレント・カンパニー』が指摘するように、相対的に規模の大きな企
業は保守的になりがちである。しかし、P．・Fドラッカーの指摘1を待つまでもな
く、革新的な企業であろうとすることは新規設立企業や小規模企業だけに許さ
れた特権ではないのである。ここに全ての企業の将来展望として「ベンチャー
指向型」企業たらんとすることの重要性を見いだすのである。
　新規設立企業ではないが、　「ベンチャー一一．一指向型企業」であると捉え、既存企
業におけるイノベーションの事例として取り上げた、日清食晶の安藤百福が戦
後の闇市で見た、餓えた人々が列をなす光景、それを庶民の「食」への飽くな
き欲望という「情報」として捉え、卓越した市場観察センス＝「知」によってそ
の市場性を見ぬき（評価、判断）、即席麺という革新的なインスピレーションを
他の「3S知」と結合することがなかったとしたなら、チキンラーメン、カップ
ラーメンなどの革新的な製品アイデアとコンセプトは生まれなかったであろう。
　また、ソニーの井深大が「たわいもない夢（＝革新マインドが生み出したはず
の数々のインスピレーション、筆者注）」を持ち追いつづけ、四つの暗黙知（4S
知）と結びつけることなしには、世界初の実用性を持ったテープレコーダーや
トランジスタ・ラジオも生まれなかったに違いない。
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　本論においては、これからの日本を支える基盤となるべき「元気な企業」を
創出し、育てるために、日本的な風土の下における「起業家の育成」を考える
基礎として、いわゆるベンチャー企業とは如何なる企業を指すのか、アントレ
プレシップとは何か、起業家に必要とされる能力は如何なるものか、大規模企
業と小規模企業のマーケティングはどこが違うのか、という観点から検討し、
新たな企業分類法によって、　「ベンチャー指向型企業」という概念を規定し、
その戦略展開を検討してきた。
　また、従来の経営関連理論においては、ブラックボックスとして扱われ、イ
ンプットとアウトプットについては語られながら、投入されたものが産出され
るまでの間に如何なるメカニズムが介在し、どのように転換するのかを、事業
開始あるいは急速な発展の初期の段階で「ベンチャー指向型企業」であったと
思われる二つの企業、すなわち製造業では日清食品、サービス産業としてはヤ
マト運輸のケースを用いて、　「事業・製品の革新アイデア創出とコンセプト化
のモデル＝4S知モデル」によって起業家能力の重層性を示して説明するととも
に、このモデルを例証することが中心課題であった。
　過去における一時期、就職を希望する若者の憧れの的であった造船、鉄鋼、
などの重厚長大産業は、昭和の中ごろには過去の栄光は消え、その後脚光を浴
びた金融、流通業ももはや過日の華やかな面影はない。
　これまで、時代の要請に応じて格好な手本を見つけ、ときには他国を反面教
師として成長してきたわが国の産業社会は、いまはじめてひとり立ちを余儀iな
くされている。バブル経済が崩壊して後、いまだ出口の光明も見えないいま、
日本的経営としてもてはやされた終身雇用などの制度・慣行は事実としてすで
に崩壊している。しかし、これら従来の経営諸制度に合致し、それに矛盾しな
いような学生を教育してきた学校教育は、変わりつつあるとはいえその足取り
は決して早いとはいえない。また、学校教育においても企業の人事労務政策・
慣行にしても、その制度の変更によってだけではその改革の実を挙げることは
困難である。
　教育については、制度の改革に加えて、学習指導方法と教師の役割に着目し
た教育の基本方針の根本的改革、すなわちこれまでの画一的な優等生を育てる
のではなく、個性の重視と自由な発想を育み創造性豊かな人々を育てるという
確固たる理念に基づいた教育への転換が相まってこそ、意味あるものとなる。
　個別企業にあっては、これまでの均質な、平均的に優秀な従業員の集団に担
がれ、集団合議制によるボトムアップ型の意思決定の「お神輿経営」では国際
競争の荒波を乗り越えることは不可能であることを自覚し、いわゆる日本的経
営の長所も必要に応じて残しながら、ときとしてこれまでの稟議制度に時折見
られたような弊害によって、独創的なアイデアや創造性の芽を摘み取ることな
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く、革新マインドを育成し、変革の要請にはトップダウンによる迅速な意思決
定が行い得るような柔軟な経営への大胆な改革を目指さなければならない。
　“制度が風土を醸成し、風土が制度を受容する”関係は、経営と教育双方の
「制度」とそれぞれの「質的側面」との関係である。
　起業家の輩出・育成のためには、経営と教育、およびそれぞれの制度と風土、
どちらか一方だけの改革ではその目的は達成不可能であることを、政府・行政
のみならず、企業、教育関係者ともに強く自覚しなければならない。
　また、いわゆるベンチャー企業の研究は、生産技術やそのプロセス、人的資
源の問題までを研究領域としている。また、過去においては機能領域での研究
が主体となっていたマーケティングの研究領域も、人事・労務問題をも含め、
生産活動そのもの以外はすべて包括するとまで言われるようになり、現在では
企業活動全体までにその研究領域を拡大している現実がある。しかし、ベンチ
ャー企業の研究とマーケティングの研究は、これまで研究の発展経緯を異にし
ており、これらの二つの関連を意識した文献は見る限りにおいて数少ない。
　特に、生産と同時に消費されるサービス製品のマーケティングなどで特に重
要と思われるコンタクト・パーソネルのエンパワーメントの問題や、インター
ナル・マーケティングで言われる従業員満足の問題は、伝統的な経営管理論に
おける権限委譲の課題や従業員のモラール高揚の課題と無関係であるはずはな
いであろう。また、ベンチャー企業研究の主要なテーマとなっているイノベー
ションの問題も、マーケティングの各機能領域におけるイノベーション、さら
には事業レベル、企業レベルにおける戦略的マーケティングのイノベーション
の問題として無視できないテーマであると思われる。
　起業家的マーケティングは、これまで見てきた「ベンチャー指向型企業戦略」
と、その指向性において共通しており、ベンチャー指向型企業戦略がベンチャ
ー指向型企業の持つ経営戦略の基盤をなすものであるとするならば、ベンチャ
ー指向型企業が採るべきマーケティング戦略こそが「起業家的マーケティング」
戦略であるという想定もあながち的外れとはいえないであろう。
　多くの国における幾多の研究によって、大規模な組織と規模の経済が競争的
優位性を提供することはめったになく、新規設立や小規模な企業が、今日では
その規模に不釣り合いな雇用を生み出している現実があることが明らかにされ
ている。サービス産業の重要性が高まるのに伴って、サービス・マーケティン
グに関心が寄せられ、主流のマーケティング研究の下位領域として当該分野で
の研究が深化したことと同様に、起業家的マーケティングの研究は、これから
の「新しい時代」に対応するためのマーケティングの一領域として、ますます
研究が深められなければならないであろう。
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